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東海第二発電所 工事計画審査資料 

資 料 番 号 工認-367 改 1 

提 出 年 月 日 平成 30 年 8 月 16 日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から公

開できません。 
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 1 

1. 原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071A，C） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071A，C）が設計用地震力に対して

十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071A，C）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての

構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071A，C）の構造計画を表 1－2－1 に示す。 
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取り付けら

れた計器取付板に固定

される。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

弾性圧力検出器  

 

 

 

 

 

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-19 R2 

上面 

検出器 

計器取付ボルト 

取付板 

計器 
スタンション 

基礎ボルト 
ケミカルアンカ

基礎 
（壁面） 

正面 側面 

【PT-B22-N071A，C】 

160 

200 

651 

1
20

0 

（単位：mm） 
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1.2.2 評価方針 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界

に基づき，「1.2.1 構造計画」にて示す原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の部位を踏

まえ「1.3 評価部位」にて設定する箇所において，「1.4 固有周期」で算出した固有周期

に基づく設計地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「1.5 構造強度評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。また，原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の

機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.3 電気的機能維持」にて

設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度

以下であることを，「1.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確

認結果を「1.7 評価結果」に示す。 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の耐震評価フローを図 1－2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－2－1 原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の耐震評価フロー 
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解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 
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1.2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 
(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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1.2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｂ1 

 

Ｆｂ2 

 
fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ2 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

３ 

a 

b 

ｍ 

ｍａ 

ｎ 

ｎfＶ 

ｎfＨ 

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

サポートの断面積 

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離(壁掛形) 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

重心と下側ボルト間の距離(壁掛形) 

側面(左右)ボルト間の距離(壁掛形) 

上下ボルト間の距離(壁掛形) 

計器スタンションの総質量 

検出器の質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(側面方向)(壁掛形)

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(正面方向)(壁掛形)

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

kg 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

  

＊ 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 

MPa  

MPa 
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 1－2－2 に示すとおりとす

る。 

 

表 1－2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位

までの値とする。 

  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
 

7 
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1.3 評価部位 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の耐震評価は，「1.5.1 構造強度評価方法」に示す

条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の耐震評価部位については，表 1－2－1 の概略構造

図に示す。 

  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
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1.4 固有周期 

1.4.1 固有値解析方法 

    原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)は，4.2 解析モデル及び諸元に示す３次元はり

モデルとして考える。 

 

1.4.2 解析モデル及び諸元 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の解析モデルを図 1－4－1に，解析モデルの概

要を以下に示す。また，機器の諸元を表 1－4－1，部材の機器要目を表 1－4－2 に示す。 

(1) 図 1－4－1 中の○内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(2) 図 1－4－1 中の  は検出器質点を示し，ｍａは 14 kg である。 

(3) 図 1－4－1 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。 

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プロ

グラム（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1－4－1 原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)解析モデル 

  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
 

ｍａ ② 

① 

③ 

511 

1200 

175 
（単位：ｍｍ） 

：支持点（サポート基礎部） 

：検出器質点 
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表1－4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍａ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

表 1－4－2 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①－③

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
 

ｚ 

ｙ 

ｂ
 

ａ 

ｃ
 

100×50×5×7.5 

（ａ×ｂ×ｃ×ｄ） 

ｄ ｄ 
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1.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 1－4－3 に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認

した。また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であ

るため，固有周期の算出は省略した。 

表1－4－3 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
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1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

1.4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)に対して，水平方向及び鉛直方向

から作用するものとする。 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1－5－1 に示す。 

1.5.2.2 許容応力 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の許容応力を表 1－5－2に示す。 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の使用材料の許容応力評価条件のうち，重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1－5－3 に示す。

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
 



表 1－5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力（ＳＡ） 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
3
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-19 R1 



表 1－5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 1－5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 221 373 － 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-19 R1 

1
4
 

＊ ＊
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1.5.3 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方

針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 1－5－4に示す。 

表 1－5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

－ － ＣＨ=1.55 ＣＶ=1.17

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
9
 
R1
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1.5.4 計算方法 

1.5.4.1 応力の計算方法 

1.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

図1－5－1(1) 計算モデル 

(壁掛形 水平方向転倒の場合) 

図1－5－1(2) 計算モデル 

(壁掛形 鉛直方向転倒の場合) 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
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-6
-
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-1
9
 
R1
 

転倒支点

転倒方向

ｈ
2

ａ

ｍ・ＣH・ｇ 

ｍ・（１＋ＣＶ）・ｇ

 
3

転倒支点

h２ 

ｂ

転倒方向

ａ

転倒支点となる

ボルト列引張りを受ける

ボルト列

転倒支点となる

ボルト列

引張を受ける

ボルト列

ｍ・ＣH・ｇ 

ｍ・（１＋ＣＶ）・ｇ
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図1－5－1で最外列の基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして計算す

る。 

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図5－1 (1)の場合の引張力 

 Ｆｂ1＝ｍ・g・
ＣＨ・ｈ2

 ｎf H・ a
＋
(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
   (1.5.4.1.1.1) 

計算モデル図5－1 (2)の場合の引張力 

 Ｆｂ2＝ｍ・g・
ＣＨ・ 3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
 (1.5.4.1.1.2) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ1，Ｆｂ2）   (1.5.4.1.1.3) 

引張応力（σｂ） 

  σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
    (1.5.4.1.1.4) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

  Ａｂ＝
π

4
・ｄ２     (1.5.4.1.1.5) 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑｂ1＝ ｍ・g・ＣＨ    (1.5.4.1.1.6) 

Ｑｂ2＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ）    (1.5.4.1.1.7) 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2    (1.5.4.1.1.8) 

せん断応力（τｂ） 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
   (1.5.4.1.1.9) 

N
T
2
 
補
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1.5.5 計算条件 

1.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)

の耐震性についての計算結果】の設計条件および機器要目に示す。 

N
T
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補
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1.5.6 応力の評価 

1.5.6.1 ボルトの応力評価 

1.5.4.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力

ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]  (1.5.6.1.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下

であること。ただし，ƒｓｂ は下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

N
T
2
 
補
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 Ⅴ
-
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-6
-
5
-1
9
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＊
＊
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1.6 機能維持評価 

1.6.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定

する。 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機

能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－6－1 に示す。 

表 1－6－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉圧力（ＳＡ） 

（PT-B22-N071A,C） 

水平 

鉛直 

N
T
2
 
補
②
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-
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-
5
-1
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1.7 評価結果 

1.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A，C)の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071A， C)の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力（ＳＡ） 常設耐震／防止

常設／緩和 

原子炉建屋 

0.043 
0.05 

以下＊2 
― ― ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉圧力（ＳＡ） 

部     材 
ｍ 

(kg) 

h2 

(mm) 
3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 4 4 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 221 373 － 261 － 水平方向 

1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部   材 

Ｆb Ｆb1 Ｆb2 Ｑb 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

＊

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05秒以下であり剛であることを確認した。

2
2
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝8 fｔs＝156＊

せん断 － － τb＝2 fｓb＝120

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力（ＳＡ） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

3

転倒方向

ｈ
2

ｂ

ａ

正面（水平方向）

注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 

2
3
 

 
3

側面（鉛直方向）

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

h２ 

ｂ

転倒方向
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2. 原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）が設計用地震力に対して

十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての

構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の構造計画を表 2－2－1 に示す。 



0 

表 2－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取り付けら

れた計器取付板に固定

される。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

弾性圧力検出器  

2
5
 

基礎ボルト 

計器 
スタンション

正面

検

基礎 
（床面）

上面

【PT-B22-071B,D】 

220 

ケミカルアンカ 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-19 R1 
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2.3 固有周期 

2.3.1 固有周期の算出方法 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

2.3.1.1 水平方向 

(1) 原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の質量は，重心に集中するものとする。

(2) 原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）は，図 2－3－1に示す床固定の１質点系振動モ

デルとして考える。 

(3) 固有周期は次式で求める。

ｍ    ｈ１
３  ｈ１ 

1000 3・Ｅ・Ｉ   Ａｓ・Ｇ 

図 2－3－1 固有周期の計算モデル 

2.3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

2.3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 2－3－1 に示す。 

表 2－3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

2.3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 2－3－2 示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 2－3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（2.3.1.1）＋・
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2
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ｍ 

ｈ
１

重心
支持点
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2.4 構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の構造は直立形計器スタンションであるため，

構造強度評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書

作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－1 に示す。 

2.4.2.2 許容応力 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の許容応力を表 2－4－2に示す。 

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－3に示す。 
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表 2－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力（ＳＡ） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

表 2－4－2 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

2
8
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表 2－4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 
（

周囲環境温度 221 373 －

NT2 補① Ⅴ-2-6-5-19 R1 
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性について

の計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用す

る。 

機能確認済加速度を表 2－5－1 に示す。 

表 2－5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉圧力（ＳＡ） 

（PT-B22-N071B,D） 

水平 

鉛直 
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2.6 評価結果

2.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B，D）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉圧力（ＳＡ）(PT-B22-N071B， D)の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力（ＳＡ） 常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

― ― ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉圧力（ＳＡ） 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h1 
(mm) 

1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎf
＊ 

基礎ボルト 
2 

2 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 221 373 － 261 － 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒対する評価時の要目を示し， 

下段は前後方法転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力     (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝19 fｔs＝156＊

せん断 － － τb＝2 fｓb＝120

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力（ＳＡ）

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出
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（  1≦  2）

1 

転倒方向

ｈ
1
 

正面（左右方向）

 2 

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

（  1≦  2）

2

 1 

転倒方向

ｈ
1
 

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

側面（前後方向）
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の

設計方針に基づき，原子炉圧力容器温度が設計用地震力に対して十分な電気的機能を有し

ていることを説明するものである。 

原子炉圧力容器温度は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価

を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉圧力容器温度の構造計画を表 2－1 に示す。 

 



 

2
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は原子炉圧力容器

に直接取り付けられたエン

ドパッド及びクランプパッ

ドにより固定する。クラン

プパッドはボルトを用いて

検出器を固定する。 

熱電対  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器 
クランプパッド 

クランプパッド 
ボルトエンドパッド 検出器 

原子炉圧力容器 

ボルト 

エンドパッド 

側面 

正面 

102 

4
2
 

（単位：ｍｍ） 
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2.2 評価方針 

原子炉圧力容器温度の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速

度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉圧力容器温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉圧力容器温度の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及

び平成 3 年 6 月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

原子炉圧力容器温度は，原子炉圧力容器に直接取り付けられたエンドパッド及びクラン

プパッドに挿入され固定されることから，原子炉圧力容器が支持している。原子炉圧力容

器の構造強度評価は添付書類「Ⅴ-2-3-4 原子炉圧力容器の耐震性についての計算書」に

て実施しているため，本計算書では，原子炉圧力容器の地震応答解析結果を用いた原子炉

圧力容器温度の電気的機能維持評価について示す。 

原子炉圧力容器温度の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

  

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

4.1 評価用加速度 

原子炉圧力容器温度は，原子炉圧力容器に直接取り付けられたエンドパッド及びクラ

ンプパッドに挿入され固定されることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地

震力として添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原

子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。評価用加速

度を表 4－1 に示す。 

 

        表 4－1 評価用加速度        （×9.8 m/s2)  

機器名称 
対象機器設置箇所 

（m） 
方向 評価用加速度 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030C） 

原子炉格納容器内 

 

水平 1.56 

鉛直 1.16 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030G） 

原子炉格納容器内 

 

水平 1.35 

鉛直 1.15 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030H） 

原子炉格納容器内 

 

水平 1.34 

鉛直 1.10 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030S） 

原子炉格納容器内 

 

水平 1.35 

鉛直 1.11 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

原子炉圧力容器温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

原子炉圧力容器温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を

確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 機能確認済加速度     （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉圧力容器温度 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉圧力容器温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機能が

維持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉圧力容器温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

  評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030C） 

水平方向 1.56 

鉛直方向 1.16 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030G） 

水平方向 1.35 

鉛直方向 1.15 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030H） 

水平方向 1.34 

鉛直方向 1.10 

原子炉圧力容器温度 

（TE-B22-N030S） 

水平方向 1.35 

鉛直方向 1.11 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉水位（ＳＡ燃料域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 
計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

差圧式水位検出器 

 

基礎ボルト 
ケミカルアンカ

正面 側面 

計器 
スタンション 

（水平方向） （鉛直方向） 

検出器 

計器取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面）

上面 

2
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160 約 240 

1
30

0 

（単位：mm）



  

 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

3.1.1 水平方向 

(1) 原子炉水位（ＳＡ燃料域）の質量は，質点に集中するものとする。 

(2) 原子炉水位（ＳＡ燃料域）は，図 3－1に示す床固定の１質点系振動モデルとして考える。 

(3) 固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

 

 

 

 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

  

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1） ＋ ・ 
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ｍ 

ｈ
１

 

質 点
支持点 



  

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の構造は直立形計器スタンションであるため，構造強度評価は，

添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の許容応力を表 4-2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の使用材料の許容応力のうち，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4-3 に示す。
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（ＳＡ燃料域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa）

基礎ボルト 周囲環境温度 234 385 － 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-24 R1 
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5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験

において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度         （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉水位（ＳＡ燃料域）の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 
常設耐震／防止

常設／緩和 

原子炉建屋 
― ― ＣH＝1.13 ＣV＝0.99

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

部     材 
ｍ 

（kg） 
h1 

（mm） 
1
*

（mm） 
2
*

（mm） 
Ａb 

（mm2） 
ｎ ｎf

*

基礎ボルト 
2 

2 

部     材 
Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｕ 

（MPa） 
Ｆ 

（MPa） 
Ｆ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 270 － 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は前後方法転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値     

1.3.1 原子炉水位（ＳＡ燃料域）に作用する力                       （単位：N） 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

 

1.4 結論  
1.4.1 原子炉水位（ＳＡ燃料域）の応力                                 （単位：MPa）  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb＝15 fｔs＝162＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝124 

すべて許容応力以下である。                          注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

  

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  （×9.8 m/s2）  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位計 

（ＳＡ燃料域） 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

1
0
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（ 1≦ 2） 

正面（左右方向）

1  ２ 

ｈ
1
 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

側面（前後方向）

転倒方向 

ｈ
1
 基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

1 

（ 1≦ 2） 

 ２ 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，ボール形

状の上端部を検出器架

台梁先端のソケットに

接続する。 

検出器架台梁及び検

出器架台は，検出器架

台取付ボルトによりベ

ースプレートに固定さ

れ，ベースプレート

は，基礎ボルトにより

基礎に設置する。 

また，検出器は使用

済燃料プール壁面の埋

込金物に検出器サポー

トで固定する。

測温抵抗体式温度

検出器及びガイド

パルス式水位検出

器 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 

2



2.2 評価方針 

使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に

基づき，「2.1 構造計画」にて示す使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域）の部位を踏ま

え「3. 評価部位」にて設定する箇所において，検出器については「4.1.3 検出器の解析モデ

ル及び諸元」及び「4.1.4 検出器の固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力が許容限界内に収まることを，「4.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施し，検出器架台については「5.1 検出器架台の固有周期」で算

出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5.2 検出

器架台の構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，使用済燃料プール

水位・温度計（ＳＡ広域）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に

て設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能維持確認済加速

度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認

結果を「7. 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

注記 ＊1：スロッシングによる流体時刻歴解析を含む 

＊2：検出器の解析により得られた検出器取付部における荷重を，組み合せて評価する。 

図 2－1 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震評価フロー 

検出器の解析モデル設定

設計用地震力

評価用加速度

有限要素法モデルの作成

計器の電気的機能維持評価 検出器架台の構造強度評価

固有値解析
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検出器架台の解析モデル設定

設計用地震力

有限要素法モデルの作成

固有値解析

検出器の構造強度評価

地震時における応力 地震時における応力

＊2 
地震応答解析＊1



  

 

 

2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，

ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 電気

技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規

格」という。） 

(3) 発電用原子力設備規格（材料規格（2012年版）ＪＳＭＥ Ｓ ＮＪ１－2012） 

（日本機械学会 2012年12月） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ 

Ａｐ 

Ｃｄ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

ｄｏ 

ｄｉ 

ｄｒ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｓ 

Ｆｘ 

Ｆｘ１ 

Ｆｘ１１ 

Ｆｘ１２ 

Ｆｘ２ 

Ｆｘ２１ 

Ｆｘ２２ 

Ｆｙ 

ＦｘＢ 

ＦｙＢ 

fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 

 g 
ｈ１ 

ｈ２ 

 １ 

 ２ 

 ｂ 

 ｐ 

Ｍｘ 

 

基礎ボルトの軸断面積 

スロッシングにおける検出器の投影面積 

検出器の抗力係数 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

検出器保護管外径 

検出器保護管内径 

検出器芯棒外径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力（1 本当たり） 

スロッシングにより検出器に生じる抗力 

検出器取付部における水平方向荷重 

地震力における水平方向荷重 

地震力におけるＸ方向荷重 

地震力におけるＺ方向荷重 

スロッシングにおける水平方向荷重 

スロッシングにおけるＸ方向荷重 

スロッシングにおけるＺ方向荷重 

検出器取付部における鉛直方向荷重 

検出器取付部に作用する力（水平方向） 

検出器取付部に作用する力（鉛直方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

重力加速度(＝9.80665) 

検出器架台の据付面から重心までの距離 

検出器取付部から検出器架台の重心までの鉛直方向距離 

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離※ 

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離※ 

検出器取付部中心から重心までの水平方向距離 

検出器長さ 

検出器架台の重心における検出器取付部から作用するモーメント

（Ｘ軸周り） 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N・mm 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｍｚ 

 

ｍｂ１ 

ｍｂ２ 

ｍｐ 

ｍｗ 

ｎ 

ｎｆ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ）

 

Ｖｐ 

Ｖｗ 

π 

σｂ 

σｐ 

σｐ１ 

σｐ２ 

σｐ２１ 

σｐ２２ 

τｂ 

ρ 

ν 

検出器架台の重心における検出器取付部から作用するモーメント

（Ｚ軸周り） 

検出器架台質量 

検出器架台梁質量 

検出器質量 

検出器内包水質量 

基礎ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

スロッシングにおける流速により生じる検出器の速度 

スロッシングにおける流速 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

検出器に生じる曲げ応力 

地震力における曲げ応力 

スロッシングにおける曲げ応力 

スロッシングにおけるＸ方向曲げ応力 

スロッシングにおけるＺ方向曲げ応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

水の密度 

ポアソン比 

N・mm 

 

kg 

kg 

kg 

kg 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

m/s 

m/s 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

kg/m3 

－ 

注記 ※： 1≦ 2 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3 に示すとおりとする。 

 
表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁  処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度  ― 小数点以下第 3 位 切上げ  小数点以下第 2 位

刺激係数 ― 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

温度  ℃ ― ―  整数位  

質量  kg ― ―  整数位  

長さ mm － － 整数位＊1 

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力  N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ  整数位  

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て  整数位  

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。
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3. 評価部位 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震評価は，検出器の上端部がボール形状であり，

回転方向を拘束しない構造であることから，検出器と検出器架台についてそれぞれ評価を行う。

検出器については，「4.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価」に示す条件に基づき評価を

実施する。また，検出器架台については，「5.2 検出器架台の構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 検出器の評価 

4.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価 

4.1.1 検出器の地震応答解析及び構造強度評価方法 
(1) 地震力は，検出器に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) スロッシングは，検出器に対して，水平方向から作用するものとする。 

(3) 曲げの変形モードを考慮する。 

(4) 計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.1.2 検出器の荷重の組合せ及び許容応力 

4.1.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.1.2.2 検出器の許容応力 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器の評価に用いる許容応力は，

「4.8.1 検出器の応力評価」に示す。 

 

4.1.2.3 検出器の使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器の使用材料の許容応力評価条件の

うち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料プール 

水位・温度（ＳＡ広

域） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3，＊4 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊4 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 

 

表 4－2 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

検出器 周囲環境温度 171 － － － － 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 
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4.1.3 検出器の解析モデル及び諸元 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器の解析モデルの概要を以下に示す。ま

た，解析モデルを図4－1に，機器の諸元を表4－3に示す。 

(1) 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器は，図4－1に示す３次元はりモデ

ルとして考える。 

(2) 拘束条件は，検出器上端の取付部でＸＹＺ方向を，検出器中部並びに下部サポート

点でＸＺ方向を固定する。 

(3) 円柱形状の検出器に含まれる水の質量及び検出器周囲の流体の付加質量を考慮する。

ただし，検出器周囲の流体の付加質量は，検出器の全長における3箇所のＸＺ方向に

のみ与えられる。 

(4) 検出器周囲の流体の付加質量は各質点に付加する。 

(5) 解析コードは，「ＡＮＳＹＳ」を使用し，固有値及び応力を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-48 

計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＡＮＳＹＳ」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 検出器の解析モデル
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表4－3 検出器の機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

検出器質量 ｍｐ kg 

検出器内包水質量 ｍｗ kg 

保護管外径 ｄｏ mm 

保護管内径 ｄｉ mm 

検出器芯棒外径 ｄｒ mm 

検出器長さ  ｐ mm 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.1.4 検出器の固有周期 
検出器の固有値解析の結果を表4－4に，振動モード図を図4－2に示す。固有値解析の結

果，鉛直方向は剛であることを確認した。 

 
表4－4 検出器の固有周期 

モード 
固有周期

（s） 
卓越方向

刺激係数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1次 水平 

2次 水平 

3次 水平 

4次 水平 

5次 水平 

6次 水平 

7次 鉛直 － － － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4－2 検出器振動モード図 
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4.1.5 検出器の設計用地震力 

  「基準地震動ＳＳ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に基づき設定する。 

検出器の評価に用いる設計用地震力を表4－5に示す。 

 

表4－5 検出器の評価に用いる設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
 基準地震動ＳＳ 

減衰定数 

（%） 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度
水平 鉛直

原子炉建屋 

 
－ － 

ＣＨ＝1.74 

又は＊2 
ＣＶ＝1.52 1.0 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動ＳＳに基づく設計用床応答曲線より得られる値 
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4.1.6 検出器の計算方法 

4.1.6.1 地震力における応力の算出 

(1) 図4－1に示す解析モデルによりスペクトルモーダル解析を実施する。 

(2) スペクトルモーダル解析により各節点の曲げモーメントを算出する。また，Ｘ及び

Ｚ方向の曲げモーメントはＳＲＳＳ法を用いて組み合わせる。 

(3) 組み合わせた曲げモーメントを用いて，検出器に発生する曲げ応力を算出する。算

出結果は表4－6に示す。 

 

表4－6 地震力における曲げ応力 

地震力における曲げ応力 σｐ１[MPa] 

36 
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4.1.6.2 スロッシングにおける応力の算出 

(1) スロッシングにおける応力の算出においては，添付書類「Ⅴ-1-1-8-3 溢水評価条

件の設定」に示す基準地震動Ｓｓによる使用済燃料プールの３次元流動解析により

得られた流体速度時刻歴データを用いる。 

(2) 流体速度時刻歴データを用いた時刻歴応答解析により検出器に生じる抗力及び曲げ

応力を算出する。 

(3) 抗力の算出には以下の式を用い，抗力係数は1.2とする。なお，抗力の算出において

は，スロッシングにおける流速と，流速により生じる検出器の速度による相対速度

を用いる。 

Ｆ
ｓ

= 12Ｃ
ｄ
・ρ・Ａ

ｐ
（Ｖ

ｗ
 Ｖ

ｐ
）

 
 

                                (4.1.6.2.1) 

(4) Ｘ及びＺ方向の曲げ応力はＳＲＳＳ法を用いて組み合わせる。各応力の算出結果を

表4－7に示す。 

 

表4－7 スロッシングにおける曲げ応力 

基準地震動

ＳＳ 

Ｘ方向曲げ応力

σｐ２１[MPa] 

Ｚ方向曲げ応力 

σｐ２２[MPa] 

スロッシングにおける曲げ応力

σｐ２[MPa] 

Ss-11 0 2 2 

Ss-12 0 9 9 

Ss-13 0 9  9＊ 

Ss-14 0 7 7 

Ss-21 0 3 3 

Ss-22 0 4 4 

Ss-31 0 1 1 

Ss-D1 1 6 6 

注記 ＊：スロッシングにおける曲げ応力の最大値 
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4.1.6.3 最大曲げ応力の算出 

地震力における曲げ応力及びスロッシングにおける曲げ応力の最大値を絶対値和す

ることにより，検出器に生じる曲げ応力を算出する。算出結果を表4－8に示す。 

 

表4－8 検出器に生じる曲げ応力 

検出器に生じる曲げ応力 σｐ[MPa] 

45 

 

4.1.7 検出器の計算条件 

解析に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐

震性についての評価結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.1.8 検出器の応力の評価 

4.1.8.1 検出器の応力評価 

4.1.6.3 項で求めた検出器に生じる曲げ応力は設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表 8 に定める使用材料の設計降伏点Ｓｙ以下であること。 
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5. 検出器架台の評価 

5.1 検出器架台の固有周期 

5.1.1 検出器架台の固有値解析方法 

   使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台は，5.1.2項に示すはり要素及びシ

ェル要素として考える。 

 

5.1.2 検出器架台の解析モデル及び諸元 

 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の解析モデルの概要を以下に示す。

また，解析モデルを図5－1に，機器の諸元を表5－1に示す。 

(1) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(2) 解析コードは，「ＡＮＳＹＳ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用いる解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-48 計算機プログラム

（解析コード）の概要 ・ＡＮＳＹＳ」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1 検出器架台の解析モデル 

  

17 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-5
 
R
2 



表5－1 検出器架台の機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍｂ１ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

5.1.3 検出器架台の固有値解析結果 

検出器架台の固有値解析結果を表5－2に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が0.05秒以下であり剛であることを確認した。

また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は0.05秒以下であり剛であることを確

認した。 

表5－2 検出器架台の固有周期 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 
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5.2 検出器架台の構造強度評価 

5.2.1 検出器架台の構造強度評価方法 

(1) 地震力は，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。

(2) 「4.1.6 検出器の計算方法」に示す検出器の解析により得られた検出器取付部における

荷重を，基礎ボルトの応力計算において組み合せて評価するものとする。

(3) 検出器架台の質量は，重心に集中するものとする。

(4) 検出器架台の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に重心を設定するものと

する。

(5) 検出器架台の転倒方向は，図5－2及び図5－3に示す左右方向及び前後方向について検討

し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2.2 検出器架台の荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

5.2.2.2 検出器架台の許容応力 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の許容応力を表 5－3に示

す。 

5.2.2.3 検出器架台の使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）検出器架台の使用材料の許容応力評価条

件のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－4に示す。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

基礎ボルト 周囲環境温度 176 476 205 － 246 

 

＊
 

＊＊

2
0
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 



  

 

 

5.2.3 検出器架台の設計用地震力 

「基準地震動ＳＳ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

検出器架台の評価に用いる設計用地震力を表5－5に示す。 

 

表5－5 検出器架台の評価に用いる設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動ＳＳ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

 
－ － ＣＨ＝1.74 ＣＶ＝1.52

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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5.2.4 検出器架台の計算方法 

5.2.4.1 検出器取付部における荷重の算出 

(1) 「4.1.6 検出器の計算方法」に示す検出器の地震応答解析により得られた検出器取

付部におけるＸ及びＺ方向の荷重を用いる。 

(2) 地震力及びスロッシングにおけるそれぞれのＸ及びＺ方向の荷重をＳＲＳＳ法を用

いて水平方向荷重を算出する。算出結果は表5－6及び表5－7に示す。 

(3) 地震力における水平方向荷重及びスロッシングにおける水平方向荷重の最大値を絶

対値和することにより，検出器取付部における水平方向荷重を算出する。 

(4) 検出器は鉛直方向において剛構造であることから，取付床面高さにおける鉛直方向

設計震度を用いて検出器取付部における鉛直方向荷重を算出する。検出器取付部に

おける荷重の算出結果は表5－8に示す。 

 

表5－6 地震力における水平方向荷重 

Ｘ方向荷重 

Ｆｘ１１[N] 

Ｚ方向荷重 

Ｆｘ１２[N] 

水平方向荷重 

Ｆｘ１[N] 

435.9 435.9 616.5 

 

表5－7 スロッシングにおける水平方向荷重 

基準地震動 

Ｓｓ 

Ｘ方向荷重 

Ｆｘ２１[N] 

Ｚ方向荷重 

Ｆｘ２２[N] 

水平方向荷重 

Ｆｘ２[N] 

Ss-11 0.9341 59.74 59.75 

Ss-12 2.269 185.8 185.8 

Ss-13 1.735 196.5 196.5＊ 

Ss-14 1.512 173.8 173.8 

Ss-21 4.270 71.39 71.52 

Ss-22 2.669 120.9 120.9 

Ss-31 2.713 32.29 32.41 

Ss-D1 6.628 150.1 150.3 

注記 ＊：スロッシングにおける水平方向荷重の最大値 

 

表5－8 検出器取付部における荷重 

水平方向荷重 

Ｆｘ[N] 

鉛直方向荷重 

Ｆｙ[N] 

813.0 4.423×103 
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5.2.4.2 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度，検出器が架台の取付部にもたらす荷重から 

算出された転倒モーメントにより生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

図5－2 計算モデル（左右方向転倒） 

 

 

図5－3 計算モデル（前後方向転倒） 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－2及び図 5－3で最外

列の基礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受け

るものとして計算する。 

 

引張力（Ｆｂ） 

 

左右方向 

Ｆ
ｂ
＝

ｍ
ｂ１

・g・Ｃ
Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

ｂ１
・g・  1－Ｃ

Ｖ ・ 
２
＋Ｍ

ｘ

ｎ
ｆ
・   １＋ 

２  

                   (5.2.4.2.1) 

前後方向 

Ｆ
ｂ
＝

  ｍ
ｂ１

・g・Ｃ
Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

ｂ１
・g・  1－Ｃ

Ｖ ・ 
２
＋Ｍ

ｚ

ｎ
ｆ
・   １＋ 

２  

                   (5.2.4.2.2) 

 

ここで，水平及び鉛直方向の検出器取付部に作用する力ＦｘＢ及びＦｙＢは次式で求

める。 

Ｆ
ｘＢ

＝Ｃ
Ｈ
・g・ｍ

ｂ２
＋Ｆ

ｘ                                   (5.2.4.2.3) 

Ｆ
ｙＢ

＝  Ｃ
Ｖ

 1 ・g・ｍ
ｂ２

＋Ｆ
ｙ                             (5.2.4.2.4) 

 

また，検出器架台の重心における検出器取付部から作用するＸ軸及びＺ軸周りの

モーメントＭｘ及びＭｚは次式で求める。 

Ｍ
ｘ
＝Ｆ

ｙＢ
・ 

２
＋Ｆ

ｘＢ
・  ｈ

１
＋ｈ

２
   ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  (5.2.4.2.5) 

Ｍ
ｚ
＝Ｆ

ｙＢ
・   

ｂ
＋ 

２
 ＋Ｆ

ｘＢ
・  ｈ

１
＋ｈ

２
  ‥‥‥‥‥‥‥‥  (5.2.4.2.6) 
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引張応力（σｂ） 

σ
ｂ
＝

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

 

                                                 (5.2.4.2.7) 

 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式で求める。 

Ａ
ｂ
＝

π4 ・ｄ
 
 

                                                 (5.2.4.2.8) 
 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑ
ｂ
＝ｍ

ｂ１
・g・Ｃ

Ｈ
＋Ｆ

ｘＢ                                     (5.2.4.2.9) 

 

せん断応力（τｂ） 

τ
ｂ
＝

Ｑ
ｂ

ｎ・Ａ
ｂ

 

                                               (5.2.4.2.10) 
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5.2.5 検出器架台の計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐

震性についての評価結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.2.6 検出器架台の応力の評価 

5.2.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.2.4.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ

以下であること。ただし，fｔｏ は下表による。 

 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ， fｔｏ]                        (5.2.6.1.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下で 

あること。ただし， fｓb は下表による。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能維持を

評価する。 

評価用加速度は，水平方向については「4.1.6 検出器の計算方法」に示す解析により得

られた検出器に生じる最大加速度を用い，鉛直方向については検出器が剛構造であることか

ら添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」に基づき，同形式の構成部位の正弦波加振試験において，電気的機能

の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－9 に示す。 

 

表 4－9 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プール水位・温度計 

（ＳＡ広域） 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-5
 
R
1 

28 



 

 

【使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度
（℃） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料プール 

水位・温度計 

（ＳＡ広域） 

常設／防止 

常設／緩和 

 原子炉建屋 
― ― 

ＣＨ＝1.74 

又は＊2 
ＣＶ＝1.52 

 

 

1.1.2 機器要目 

部     材 
ｍｐ 
(kg) 

ｍｗ 
(kg) 

ｄｏ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

ｄｒ 
(mm) 

 ｐ 
(mm) 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

検出器 171 － － － 

 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動ＳＳに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 

2
9
 

＊

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-5 R1 



1.1.3 固有周期  (単位：s)

モード 固有周期 卓越方向 

1次 水平 

2次 水平 

3次 水平 

4次 水平 

5次 水平 

6次 水平 

7次 鉛直 

1.1.4 計算数値 

1.1.4.1 検出器に生じる曲げ応力  (単位：MPa) 

方向 地震力における曲げ応力 スロッシングにおける曲げ応力＊ 検出器に生じる曲げ応力 

Ｘ方向 － σｐ２１＝0 － 

Ｚ方向 － σｐ２２＝9 － 

水平方向 σｐ１＝36 σｐ２＝9 σｐ＝45 

注記 ＊：スロッシングにおける曲げ応力の最大値 

3
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1.2 検出器架台 

1.2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料プール 

水位・温度計 

（ＳＡ広域） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 0.05 

以下＊2 
― ― ＣＨ＝1.74 ＣＶ＝1.52

1.2.2 機器要目 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 176 476 － 246 － 

部     材 
ｍｂ１ 
(kg) 

ｍｂ２ 
(kg) 

ｈ１ 
(mm) 

ｈ２ 
(mm) 

１
＊

(mm) 
２

＊

(mm) 
ｂ

(mm) 
Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎｆ
＊ 

基礎ボルト

注記 ＊：基礎ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

 下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊

3
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注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 



 

 

1.2.3 計算数値     

1.2.3.1 検出器取付部における荷重                    (単位：N) 
方向 地震における荷重 スロッシングにおける荷重＊ 検出器取付部における荷重

Ｘ方向 Ｆｘ１１＝435.9 Ｆｘ２１＝1.735 － 

Ｚ方向 Ｆｘ１２＝435.9 Ｆｘ２２＝196.5 － 

水平方向 Ｆｘ１＝616.5 Ｆｘ２＝196.5 Ｆｘ＝813.0 

鉛直方向 Ｆｙ＝4.423×103 － － 

 
 

1.2.3.2 基礎ボルトに作用する力                                                       (単位：N) 

部      材 

ＦｘＢ ＦｙＢ Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ

基礎ボルト － 1.571×103 － 4.617×103 － 5.474×103 － 6.604×103 

 

1.2.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント              (単位：N・mm) 

部      材 

Ｍｘ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動ＳＳ

基礎ボルト － 1.129×103 － 5.771×103
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注記 ＊：スロッシングにおける荷重の最大値 



1.3 結論

1.3.1 使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）の応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器 曲 げ － － σｐ＝45 Ｓｙ＝171 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝53 fｔs＝147＊

せん断 － － τb＝7 fｓb＝113

すべて許容応力以下である。     

1.3.2 電気的機能の評価結果 (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 
水位・温度（ＳＡ広域） 

水平方向 

鉛直方向 1.26 

評価用加速度（水平：検出器に生じる最大加速度，鉛直：1.0ZPA）は機能確認済加速度以下である。 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]より算出

3
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正面（左右方向） 側面（前後方向）
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）が設計用地震力に対して

十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要

重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故対処設備としての構

造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，検出器取付ボル

トにより検出器取付台に固定

される。 

検出器取付台は，基礎に基

礎ボルトで設置する。 

電離箱  

 

基礎 

（壁面）

正面 

平面 

側面 

検出器 

取付台 

検出器取付台 

検出器 

基礎ボルト 

検出器 

取付ボルト 

（平面方向） （側面方向）

200 

ケミカルアンカ

約200 

単位：（mm） 

1
60
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

振動試験装置により固有振動数（共振周波数）を測定した。測定の結果，剛であることを確

認した。固有周期を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の構造は検出器取付台であり，壁掛形計器スタ

ンションと類似するため，構造強度評価は添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震

性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の許容応力を表 4－2 に示す。

4.2.3 使用材料の許容応力 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の使用材料の許容応力のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理施設 
フィルタ装置出口放射線

モニタ（低レンジ） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価計算の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1＊2 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ)

（MPa） 

基礎ボルト 周囲環境温度 245 400 － 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の電気的機能維持評価について，以下に示す。

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の機能確認済加速度には，同型式の検出器単体

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

フィルタ装置出口放射線

モニタ（低レンジ） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



  

 

【フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタ装置出口放射線 

モニタ（低レンジ） 
常設耐震／防止

常設／緩和 

原子炉建屋付属棟 

― ― ＣＨ＝1.13 ＣＶ＝0.99 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

1.2.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ） 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h２ 
(mm) 

 ３ 
(mm) 

 ａ 
(mm) 

 ｂ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa)

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 245 400 － 280 － 水平方向 
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1.3 計算数値     

1.3.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）に作用する力                                                  (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ Ｆｂ１ Ｆｂ２ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

基礎ボルト 

 

1.4 結論  
1.4.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）の応力                                 (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σｂ＝2 fｔｓ＝168＊ 

せん断 － － τｂ＝1 fｓｂ＝129 
 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                    (×9. 8 m/s2)  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

フィルタ装置出口放射線

モニタ（低レンジ） 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]より算出
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ｈ２ 

 
３
  
ｂ
 

 ａ 

転倒方向 

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

 
ｂ
 

正面（水平方向） 側面（鉛直方向）

 
３
 

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ
２
 

1
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ－2－1－9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）が設計用地震力に対し

て十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要

重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故対処設備としての構

造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，検出器取付ボル

トにより検出器取付台に固定

される。 

検出器取付台は，基礎に基

礎ボルトで設置する。 

 

電離箱  

 

（平面方向） 

上面 

（側面方向）

検出器取付台 

検出器 

基礎ボルト 

基礎 

（壁面）

200 

検出器 

取付ボルト 

正面 側面 

検出器 

取付台 
約 200 

1
6
0 

ケミカルアンカ 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

振動試験装置により固有振動数（共振周波数）を測定する。測定の結果，剛であることを確

認した。固有周期を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の構造は検出器取付台であり，壁掛形計器スタ

ンションと類似するため，構造強度評価は添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震

性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の使用材料の許容応力のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理施設 
フィルタ装置出口放射線

モニタ（高レンジ） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価計算の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1＊2 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ)

（MPa） 

基礎ボルト 周囲環境温度 245 392 － 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の電気的機能維持評価について，以下に示す。

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の機能確認済加速度には，同型式の検出器単体

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 方向 機能確認済加速度

フィルタ装置出口放射線モニタ

（高レンジ） 

(RE-SA14-N500) 

水平 

鉛直 

フィルタ装置出口放射線モニタ

（高レンジ） 

(RE-SA14-N502) 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 



 

 

【フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）(RE-SA14-N500)の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタ装置出口放射線 

モニタ（高レンジ） 
常設耐震／防止

常設／緩和 

 原子炉建屋付属棟 

 

― ― ＣＨ＝1.13 ＣＶ＝0.99 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）  

部     材 
ｍ 
(kg) 

h２ 
(mm) 

 ３ 
(mm) 

 ａ 
(mm) 

 ｂ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ   
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 245 400 － 280 － 水平方向 

 

  

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-6 R1 
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1.3 計算数値

1.3.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）に作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆｂ Ｆｂ１ Ｆｂ２ Ｑｂ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σｂ＝2 fｔs＝168＊

せん断 － － τｂ＝1 fｓb＝129

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果    (×9. 8 m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

フィルタ装置出口放射線

モニタ（高レンジ） 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出
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 ａ 
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【フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）(RE-SA14-N502)の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタ装置出口放射線 

モニタ（高レンジ） 
常設耐震／防止

常設／緩和 

原子炉建屋付属棟外壁面

 

― ― ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ） 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h２ 
(mm) 

 ３ 
(mm) 

 ａ 
(mm) 

 ｂ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 245 400 － 280 － 水平方向 

 

  

注記 ＊：基準レベルを示す。 
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1.3 計算数値

1.3.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）に作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆｂ Ｆｂ１ Ｆｂ２ Ｑｂ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）(RE-SA14-N502)の応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σｂ＝2 fｔｓ＝168＊

せん断 － － τｂ＝1 fｓｂ＝129

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9. 8 m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

フィルタ装置出口放射線

モニタ（高レンジ） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]より算出
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基礎ボルト（ケミカルアンカ）

ｈ２ 

側面（鉛直方向）

３

ｂ

転倒方向 

ａ

正面（水平方向）

基礎ボルト（ケミカルアンカ）

ｂ

３
ｈ

２
 

1
3
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，代替淡水貯槽水位が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを説明するものである。 

代替淡水貯槽水位は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機

能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

代替淡水貯槽水位の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボルト

により計器スタンションに取

付けられた計器取付板に固定

される。 

計器スタンションは，基礎

に基礎ボルトで設置する。 

 

差圧式水位検出器  

 

計器スタンション 

正面 

上面 

側面 

検出器 

180

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

計器取付ボルト 

基礎 

（壁面）

298 

1
80

 

（単位：mm） 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

代替淡水貯槽水位の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 代替淡水貯槽水位の質量は，質点に集中するものとする。 

(2) 代替淡水貯槽水位は，図 3－1に示す壁固定の１質点系振動モデルとして考える。 

 

3.1.1 水平方向（Ｘ方向，Ｚ方向） 

 (1) Ｘ方向に対する固有周期を次式で求める。 

              ｍ      ｈ２
３      ｈ２ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

(2) Ｚ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

3.1.2 鉛直方向（Ｙ方向） 

Ｙ方向に対する固有周期を 1.3.1.1.1 式で求める。 

 

 

 

 

 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

代替淡水貯槽水位の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離（壁掛形） ｈ２ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ 

ｈ２ 

ｍ 

質点 

支持点 

・・・（3.1.1） ＋ 

Ｙ 

Ｚ Ｘ 

・ 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

代替淡水貯槽水位の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造強度評価は「Ｖ

-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替淡水貯槽水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

代替淡水貯槽水位の許容応力を表 4－2に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

代替淡水貯槽水位の使用材料の許容応力のうち，重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 代替淡水貯槽水位計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価計算の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1＊2 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 245 400 － 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

代替淡水貯槽水位の電気的機能維持評価について，以下に示す。電気的機能維持評価は，「Ｖ

-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法

に基づき評価する。 

代替淡水貯槽水位の機能確認済加速度には，同型式の検出器単体の正弦波加振試験において，

電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度

代替淡水貯槽水位計 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

代替淡水貯槽水位の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 



 

 

【代替淡水貯槽水位の重大事故等対処設備としての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

代替淡水貯槽水位 常設耐震／防止

常設／緩和 

常設低圧代替注水系ポンプ室 

 

 ― ― ＣＨ＝0.56 ＣＶ＝1.86 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 代替淡水貯槽水位 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h２ 
(mm) 

 ３ 
(mm) 

 ａ 
(mm) 

 ｂ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎ボルト 245 400 － 280 － 水平方向 

 

  

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

9
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-35 R1 



1.3 計算数値

1.3.1 代替淡水貯槽水位に作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆｂ Ｆｂ１ Ｆｂ２ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 代替淡水貯槽水位の応力 (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σｂ＝4 fｔs＝168＊

せん断 － － τｂ＝2 fｓb＝129

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9. 8 m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

代替淡水貯槽水位 

水平方向 0.46 

鉛直方向 1.55 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-35 R1 

注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出

1
0
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ２ 

 
３
  
ｂ
 

側面（鉛直方向）

転倒方向 

正面（水平方向）

 ａ 

 
ｂ
 

 
３
 

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ
２
 

1
1
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，耐圧強化ベント系放射線モニタが設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

耐圧強化ベント系放射線モニタは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての分類に応じた構造強度評価及び電気的機

能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

耐圧強化ベント系放射線モニタの構造計画を表 2－1 に示す。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-8
-
2
-7
 
R
1 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより取付金物

に取り付けられた計器

取付板に固定され，取

付金物は取付金物取付

ボルトによりチャンネ

ルベースに固定され

る。 

チャンネルベース

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

電離箱 

 

 

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-7 R1 

上面 

基礎ボルト 

検出器 

取付金物 

基礎 
（壁

正面 

側面 

○ ○ ○ ○ 

○ ○ ○ ○ 

取付金物 
取付ボルト 

チャンネルベース 

計器取付板 

計器取付ボルト 

基礎ボルト 

取付金物 
取付ボルト 

○ ○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ （単位：mm） 

550 

7
40

 

320 
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2.2 評価方針 

耐圧強化ベント系放射線モニタの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 

構造計画」にて示す耐圧強化ベント系放射線モニタの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定

する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

また，耐圧強化ベント系放射線モニタの機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針 4.3 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加

速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

耐圧強化ベント系放射線モニタの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 耐圧強化ベント系放射線モニタの耐震評価フロー 

  

解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度 

計器の構造強度評価 
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2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 
(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，

ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 電気

技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｂ1 

 

Ｆｂ2 

 
fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ2 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

３ 

ａ 

ｂ 

ｍ 

ｍａ 

ｎ 

ｎfＶ 

ｎfＨ 

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

サポートの断面積 

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離(壁掛形) 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

重心と下側ボルト間の距離(壁掛形) 

側面(左右)ボルト間の距離(壁掛形) 

上下ボルト間の距離(壁掛形) 

計器スタンションの総質量 

検出器の質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(側面方向)(壁掛形)

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(正面方向)(壁掛形)

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

kg 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

＊ 

N
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｙ（ＲＴ）

 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 

MPa  

MPa 

 

 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位

までの値とする。  
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3. 評価部位 

  耐圧強化ベント系放射線モニタの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。耐圧強化ベント系放射線モニタの耐

震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

 4.1 固有値解析方法 

   耐圧強化ベント系放射線モニタの固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 耐圧強化ベント系放射線モニタは，4.2 解析モデル及び諸元に示す３次元はりモデル

として考える。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

耐圧強化ベント系放射線モニタの解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示

す。また，機器の諸元を表 4－1，部材の機器要目を表 4－2に示す。 

(1) 図 4－1 中の○内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(2) 図 4－1 中の  は検出器及び計器収納箱の質点を示し，ｍａは 22 kg，ｍｂ14 kg はであ

る。 

(3) 図 4－1 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。 

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用いる

解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プログラ

ム（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。  
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図 4－1 解析モデル 

X 

Y 

Z 

：支持点(サポート基礎部) 

：検出器質点 

ma 

mb 
mb 

mb 

mb 

mb 

（単位：ｍｍ） 

680 

510 
280 

① 

② 

③ 

④ 
⑰ 

⑱ 

⑤ 

⑥ ⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 
⑫ 

⑬ 

⑭ ⑮ 

⑯ 
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表4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍa 
kg 

ｍｂ 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

 

表 4－2 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①－④ ⑤－⑱ 

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 
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ｚ 

ｙ 

ｂ
 

ａ 

ｃ
 

100×50×5×7.5 

（ａ×ｂ×ｃ×ｄ） 

ｄ ｄ 

a 

c 

b

40×40×3 

（a×ｂ×ｃ） 

z 

y 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－3に示す。 

１次モードは鉛直方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，水平方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であることを確認し

た。 

 

表4－3 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 鉛直 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，耐圧強化ベント系放射線モニタに対して，水平方向及び鉛直方向から作用する

ものとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

耐圧強化ベント系放射線モニタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

耐圧強化ベント系放射線モニタの許容応力を表 5－2 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

耐圧強化ベント系放射線モニタの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－3 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

耐圧強化ベント系 

放射線モニタ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

1
2
 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-7 R1 



 

 

表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-7 R1 

＊ ＊

1
3
 



 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  周囲環境温度  205 520 － 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-7 R1 

1
4
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5.3 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

－ － CＨ=1.74 CＶ=1.52 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1(1) 計算モデル 

(壁掛形 水平方向転倒の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1(2) 計算モデル 

(壁掛形 鉛直方向転倒の場合) 

  

ｈ
2
 転倒支点 

転倒方向 
 ａ 

 
3
 

○ 

○ 

○  
b
 

○ 

○ 

○ ○ 

○ 

○ 

○ 

ｍ･ＣＨ・g 

ｍ･（1+ＣＶ）・g 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒方向 

 
3
 

 
ｂ
 

h２  ａ
○ 

○ 

○ 

○ ○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

転倒支点 

ｍ･ＣＨ・g 

ｍ･（1+ＣＶ）・g 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－1で最外列の基礎ボ

ルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとし

て計算する。 

 

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図5－1 (1)の場合の引張力 

       Ｆｂ1＝ｍ・g・
ＣＨ・ｈ2

 ｎf H・ a
 ＋

(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
                (5.4.1.1.1) 

計算モデル図5－1 (2)の場合の引張力 

       Ｆｂ2＝ｍ・g・
ＣＨ・ 3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
                 (5.4.1.1.2) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ1，Ｆｂ2）                                 (5.4.1.1.3) 

 

引張応力（σｂ） 

     σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
                                               (5.4.1.1.4) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

     Ａｂ＝
π

4
・ｄ２                                           (5.4.1.1.5)  

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算す

る。 

 

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑｂ1＝ ｍ・g・ＣＨ                                       (5.4.1.1.6) 

Ｑｂ2＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ）                                 (5.4.1.1.7) 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2                                (5.4.1.1.8) 

 

せん断応力（τｂ） 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
                                            (5.4.1.1.9) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【耐圧強化ベント系放射線モニタの耐震性に

ついての計算結果】の設計条件および機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 
ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 
 ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]                                  (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下である

こと。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

耐圧強化ベント系放射線モニタの電気的機能維持評価について，以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

耐圧強化ベント系放射線モニタの機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基

本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認

した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度  （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

耐圧強化ベント系 

放射線モニタ 

水平  

鉛直  
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処施設備としての評価結果 

耐圧強化ベント系放射線モニタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【耐圧強化ベント系放射線モニタの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

耐圧強化ベント系 

放射線モニタ 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

－ － ＣH＝1.74＊3 ＣV＝1.52＊3

1.2 機器要目 

1.2.1 耐圧強化ベント系放射線モニタ 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 3 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 205 520 － 246 － 鉛直方向 

1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｆb1 Ｆb2 Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ

基礎ボルト 

＊

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

2
1
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝14 fｔs＝147＊

せん断 － － τb＝4 fｓb＝113＊

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2)  

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度 

耐圧強化ベント系 
放射線モニタ 

水平方向 1.46 

鉛直方向 1.00 

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 

3

ｂ

h２ 

転倒方向

ｈ
2

基礎ボルト

ａ

 
3

○

○

○

b

○

○

○○

○

○

○

ａ

○

○

○

○○

○

○

○

○

○

基礎ボルト

転倒方向

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-7 R1 
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2
 

ケミカルアンカ

ケミカルアンカ

正面（水平方向） 側面（鉛直方向）
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）が設計用地震力に対して

十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要

重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての

構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 
計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

差圧式流量検出器 

正面 

側面 

検出器 

計器取付板 

計器取付ボルト

計器 
スタンション 

基礎ボルト 

ケミカルアンカ 

基礎 
（壁面）

上面 

1
20

0 

160 

（ 単位：mm ） 

約 240 

2
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の質量は，質点に集中するものとする。 

(2) 緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）は，図 3－1に示す壁固定の１質点系振動モ

デルとして考える。 

 

3.1.1 水平方向（Ｘ方向，Ｚ方向） 

(1) Ｘ方向に対する固有周期を次式で求める。 

 

              ｍ        b３       b 

1000     48・Ｅ・Ｉ   4・Ａｓ・Ｇ 

   (2) Ｚ方向に対する固有周期を 3.1.1.1 式で求める。 

 

 

 

 

 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

(1) Ｙ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 
緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換

器）の質量 
ｍ kg 

上下ボルト間の距離（壁掛形）  b mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

 

  

 
b
 ｍ 

支持点 

質点 

Ｙ 

Ｚ 

Ｘ 

3 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1.1） ＋ ・ 
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3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

 

  

4 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の構造は壁掛形計器スタンションであるため，

構造強度評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の

基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の使用材料の許容応力のうち，重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

緊急用海水系流量 

（残留熱除去系熱交換器）

常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

6
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 239 392 － 
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5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

緊急用海水系流量計 

（残留熱除去系熱交換器）

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【緊急用海水系流量(残留熱除去系熱交換器)耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急用海水系流量 

(残留熱除去系熱交換器) 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

－ － ＣH＝1.10 ＣV＝0.96 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 緊急用海水系流量(残留熱除去系熱交換器)  

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

 3 
(mm) 

 a 
(mm) 

 b 
(mm) 

Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 239 392 － 275 － 水平方向 

  

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-17 R1 
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1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｆb1 Ｆb2 Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 837.6 

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                                                     (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb＝3 fｔs＝165＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝126 
 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2)  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

緊急用海水系流量計
(残留熱除去系 

熱交換器) 

水平方向 0.92 

鉛直方向 0.80 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-17 R1 

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 

1
1
 



 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

h２ 

側面（鉛直方向） 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ）

転倒方向 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

ｈ
2
 

 
ｂ
 

 a 

正面（水平方向） 

 ３
  ３

 

 
ｂ
 

1
2
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）が設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大

事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造

強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
8
 
R1
 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 
計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

差圧式流量検出器 

160 

1
2
0
0 

正面 側面 

検出器 

計器取付板 

計器取付ボルト

計器 
スタンション 

基礎ボルト 

基礎 
（壁面）

上面 

（ 単位：mm  ）

約 240 

2
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の質量は，質点に集中するものとする。

(2) 緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）は，図 3－1 に示す壁固定の１質点系振動モデル

として考える。 

3.1.1 水平方向 

(1) Ｘ方向に対する固有周期を次式で求める。

ｍ b
３

b

1000 48・Ｅ・Ｉ 4・Ａｓ・Ｇ 

(2) Ｚ方向に対する固有周期を 3.1.1.1 式で求める。

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

(1) Ｙ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）

の質量
ｍ kg 

上下ボルト間の距離（壁掛形） b mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

 

b

ｍ
支持点

質点

Ｔ＝ 2・π・ 

3

・・・（3.1.1.1）＋・

Ｙ 

Ｚ 

Ｘ 
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3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造

強度評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本

方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の使用材料の許容応力のうち，重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

緊急用海水系流量 

（残留熱除去系補機） 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 239 392 － 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-18 R1 
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5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正

弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

緊急用海水系流量 

（残留熱除去系補機） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【緊急用海水系流量(残留熱除去系補機)の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急用海水系流量 

(残留熱除去系補機) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

 

－ － ＣH＝1.10 ＣV＝0.96 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 緊急用海水系流量(残留熱除去系補機) 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

 3 
(mm) 

 a 
(mm) 

 b 
(mm) 

Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 239 392 － 275 － 水平方向 

 

  

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                                                                                         (単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｆb1 Ｆb2 Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                       (単位：MPa)  

 

すべて許容応力以下である。 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2)  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

緊急用海水系流量
(残留熱除去系補機)

水平方向 0.92 

鉛直方向 0.80 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝3 fｔs＝165＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝127 

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 

 

1
0
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-18 R1 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

h２ 

側面（鉛直方向） 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

ｈ
2
 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

転倒方向 

正面（水平方向） 

 
ｂ
 

 
３
 

 a 

 
ｂ
 

 
３
 

1
1
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-18 R1E 

 



東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-517 改 1 

提出年月日 平成 30年 8 月 16 日 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
7
 
R1
 

本資料のうち，囲みの内容は， 

営業秘密又は防護上の観点から 

公開できません 

Ｖ-2-6-5-37 低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の 

耐震性についての計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
7
 R
1 

目次 

 

1. 概要                                                                                1 
2. 一般事項                                                                            1 

2.1 構造計画                                                                         1 
3. 固有周期                                                                            3 

3.1 固有周期の算出方法                                                               3 
3.2 固有周期の計算条件                                                               3 
3.3 固有周期の計算結果                                                               3 

4. 構造強度評価                                                                        4 
4.1 構造強度評価方法                                                                 4 
4.2 荷重の組合せ及び許容応力                                                         4 

5. 機能維持評価                                                                        7 
5.1 電気的機能維持評価方法                                                           7 

6. 評価結果                                                                            8 
6.1 重大事故等対処設備としての評価結果                                               8 

 

 

 



 

1 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
7
 
R1
 

1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）が設計用地震

力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）は，重大事故等対処設備においては常

設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設

備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の構造計画を表 2－1 に示す。 



 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-37 R1 

2
 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボルト

により計器スタンションに取

付けられた計器取付板に固定

される。 

計器スタンションは，基礎

に基礎ボルトで設置する。 

 

差圧式流量検出器 

 

 

 

 

検出器 

計器スタンション 

計器取付ボルト 

基礎 

（壁面）

正面 

基礎ボルト 

ケミカルアンカ 

側面 

上面 

180 
298 

1
80

 

（単位：mm） 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の質量は，質点に集中するものとする。 

(2) 低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）は，図 3－1 に示す壁固定の１質点系振動モデルとして考え

る。 

 

3.1.1 水平方向（Ｘ方向，Ｚ方向） 

(1) Ｘ方向に対する固有周期を次式で求める。 

                  ｍ        ｈ２
３         ｈ２ 

1000       3・Ｅ・Ｉ      ＡＳ・Ｇ 

(2) Ｚ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

3.1.2 鉛直方向（Ｙ方向） 

Ｙ方向に対する固有周期を 1.3.1.1.1 式で求める。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離（壁掛形） ｈ２ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ 

ｈ２ 

ｍ 

質点 

支持点 

・・・（3.1.1） ＋ ・ 

Ｙ 

Ｚ Ｘ 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の構造は壁掛形計器スタンションで

あるため，構造強度評価は添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計

算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の荷重の組合せ及び許容応力

状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の使用材料の許容応力評価条

件のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

低圧代替注水系 

格納容器スプレイ流量 

（常設ライン用） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊

 1.5・ｆｓ

＊

 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ)

（MPa） 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 221 373 － 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の電気的機能維持評価について，以

下に示す。電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の機能確認済加速度には，同形式の

検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適

用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度     （×9.8 m/s2） 

   

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 方向 機能確認済加速度

低圧代替注水系格納容器 

スプレイ流量 

（常設ライン用） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の重大事故等時の状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十

分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用）の耐震性についての評価結果】

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

低圧代替注水系格納容器 

スプレイ流量 

（常設ライン用） 

常設耐震／防止

常設／緩和 

原子炉建屋 

― ― ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96

1.2 機器要目 

1.2.1 低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用） 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h２ 
(mm) 

３

(mm) 
ａ

(mm) 
ｂ

(mm) 
Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 221 373 － 261 － 水平方向 

＊
 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                         (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σｂ＝4 fｔs＝156＊ 

せん断 － － τｂ＝1 fｓb＝120 
 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

低圧代替注水系格納容器 
スプレイ流量 

（常設ライン用） 

水平方向 0.92 

鉛直方向 0.80 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出
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基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ２ 

 
３
  
ｂ
 

側面（鉛直方向）

転倒方向 

正面（水平方向）

 ａ 

 
ｂ
 

 
３
 

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ
２
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度

評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボルト

により計器スタンションに取

付けられた計器取付板に固定

される。 

計器スタンションは，基礎

に基礎ボルトで設置する。 

 

弾性圧力検出器 

 

 

 

 

1
8
0 

180 
297

計器スタンション 

検出器 

計器取付ボルト 

基礎ボルト 

ケミカルアンカ 

基礎 

（壁面）

正面 

上面 

側面 

（ 単位：mm ）
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の質量は，質点に集中するものとする。

(2) 常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力は，図 3－1に示す壁固定の１質点系振動モデルとして考える。

3.1.1 水平方向 

(1) Ｘ方向に対する固有周期を次式で求める。

ｍ  ｈ２
３ ｈ２ 

1000   3・Ｅ・Ｉ  Ａｓ・Ｇ 

(2) Ｚ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。

3.1.2 鉛直方向（Ｙ方向） 

Ｙ方向に対する固有周期を 1.3.1.1.1 式で求める。 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離（壁掛形） ｈ２ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π ・ ・・・（3.1.1）＋ ・ 

 

ｈ２ 

ｍ 

質点 

支持点 

Ｙ 

Ｚ Ｘ 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造強度

評価は添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」

に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

常設低圧代替注水系 

ポンプ吐出圧力 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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NT2 補② Ⅴ-2-6-7-20 R1 

表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊

 1.5・ｆｓ

＊

 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ(ＲＴ)

（MPa） 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 245 400 － 

 

 

 



 

7 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
0
 R
1 

5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。電気的機

能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の

基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波

加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 方向 機能確認済加速度

常設低圧代替注水系ポンプ

吐出圧力 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

常設低圧代替注水系 

ポンプ吐出圧力 
常設耐震／防止

常設／緩和 

常設低圧代替注水系 

ポンプ室 

 

― ― ＣＨ＝0.56 ＣＶ＝1.86 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h２ 
(mm) 

 ３ 
(mm) 

 ａ 
(mm) 

 ｂ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 245 400 － 280 － 水平方向 

 

  

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-20 R1 

＊
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1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                         (単位：N)  

部      材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                          (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σｂ＝4 fｔs＝168＊ 

せん断 － － τｂ＝1 fｓb＝129 
 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                    (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

常設低圧代替注水系 

ポンプ吐出圧力 

水平方向 0.46 

鉛直方向 1.55 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-20 R1 
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基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ２ 

 
３
  
ｂ
 

側面（鉛直方向）

転倒方向 

正面（水平方向）

 ａ 

 
ｂ
 

 
３
 

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ
２
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1. フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強

度及び機能維持の設計方針に基づき，フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）が設計用地

震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものであ

る。 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重

要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処

設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の構造計画を表 1－2－1に示す。 
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

差圧式水位検出器 

 

【LT-SA14-N101A】 
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基礎ボルト 
正面 側面 

計器 
スタンション 

検出器 

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

チャンネルベース 

450 1400 

（単位：ｍｍ）

ケミカルアンカ 

9
10
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1.2.2 評価方針 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界

に基づき，「1.2.1 構造計画」にて示すフィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の部位を踏

まえ「1.3 評価部位」にて設定する箇所において，「1.4 固有周期」で算出した固有周

期に基づく設計地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「1.5 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）

の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.3 電気的機能維持」に

て設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加

速度以下であることを，「1.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「1.7 評価結果」に示す。 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の耐震評価フローを図 1－2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－2－1 フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の耐震評価フロー 

  

解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 
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1.2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 
(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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1.2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ1 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

１ 

２ 

ｍ 

ｍｉ 

ｎ 

ｎf 

Ｑｂ 

サポートの断面積 

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

計器スタンションの総質量 

検出器及び弁の質量（ｉ＝ａ～ｇ） 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

ボルトに作用するせん断力 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm  

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

kg 

kg 

－ 

－ 

N 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 

MPa  

MPa 

注記 ＊： 1≦ 2 
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 1－2－2 に示すとおりとす

る。 

 

表 1－2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位

までの値とする。 
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1.3 評価部位 

  フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の耐震評価は，「1.5.1 構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。フィルタ装置水位（LT-

SA14-N101A）の耐震評価部位については，表 1－2－1 の概略構造図に示す。 

 

1.4 固有周期 

1.4.1 固有値解析方法 

   フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の固有値解析方法を以下に示す。 

(1)  フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）は，4.2 解析モデル及び諸元に示す３次元はり

モデルとして考える。 

   

1.4.2 解析モデル及び諸元 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の解析モデルを図 1－4－1 に，解析モデルの概要

を以下に示す。また，機器の諸元を表 1－4－1，部材の機器要目を表 1－4－2 に示す。 

(1) 図 1－4－1 中の○内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(2) 図 1－4－1 中の  計器及び弁の質点を示し，ｍaは 8 kg，ｍｂは 7 kg，ｍｃは 5 kg，

ｍｄは 7 kg，ｍｅは 1 kg，ｍｆは 3 kg 及びｍｇは 6 kg である。 

(3) 図 1－4－1 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。 

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プロ

グラム（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
 



9 

ma 
mc 

図 1－4－1 解析モデル

:計器質点及び弁質点 

：支持点（サポート基礎部） 

ma 

mb 

me 

me md 

me 

me 

mf 
mg 

mf 
mg 

mf 

me me
me 

1125 

400 

1350 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ ⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

⑮ 

⑯ 

⑰ 

⑱ 

⑲ 

⑳

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
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表 1－4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 

ma kg 

mb kg

mc kg

md kg

me kg

mf kg

mg kg

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
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表 1－4－2 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①－⑲, ⑳－

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4）

Ｉｚ（mm4）

Ｉｐ（mm4）

Ｚｙ（mm3）

Ｚｚ（mm3）

Ｚｐ（mm3）

断面形状 

a 

c

b

50×50×6 

（a×ｂ×ｃ） 

z 

y ｚ 

ｙ 
ｂ

 

ａ 

ｃ
 

100×50×5×7.5 

（ａ×ｂ×ｃ×ｄ） 

ｄ ｄ 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
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1.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 1－4－3 に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認

した。また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であることを

確認した。 

 

表1－4－3 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
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1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）に対して，水平方向及び鉛直方向から

同時に作用するものとする。 

 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 1－5－1に示す。 

 

1.5.2.2 許容応力 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の許容応力を表 1－5－2に示す。 

 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 1－5－3 に示す。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
 



 

 

 

表 1－5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御

設備 

フィルタ装置水位 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

1
5
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-13 R1 



 

 

表 1－5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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1
6
 



 

 

表 1－5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 234 385 － 

 NT2 補② Ⅴ-2-6-7-13 R1 

1
7
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1.5.3 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方

針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 1－5－4に示す。 

表 1－5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

格納容器圧力逃
がし装置格納槽 

－ － CＨ=2.15 CＶ=1.07 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

N
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1.5.4 計算方法 

1.5.4.1 応力の計算方法 

1.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる

引張力とせん断力について計算する。 

図1－5－1(1) 計算モデル 

(直立形 左右方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合) 

図 1－5－1(2) 計算モデル 

(直立形 前後方向転倒－1 (1－ＣＶ)＜0の場合) 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
 

ｈ

転倒方向

21

（ 1≦ 2）

基礎ボルト

ｍ･ＣＨ･g

引張りを受ける
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列

ｍ･(ＣＶ  －1)･g 

（ 1≦ 2）

1 2

ｈ
 

転倒方向

基礎ボルト

ｍ･ＣＨ･g

引張りを受ける
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列
転倒支点 な

ｍ･(ＣＶ  －1)･g 
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図1－5－1で最外列の基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図1－5－1(1)及び図1－5－1(2)の場合の引張力 

Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 1

ｎf・( 1＋ 2)
     (5.3.1.1.1) 

引張応力（σｂ） 

 σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
     (5.3.1.1.2) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝
π

4
・ｄ２     (5.3.1.1.3) 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ     (5.3.1.1.4) 

せん断応力（τｂ） 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
 (5.3.1.1.5) 

N
T
2
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1.5.5 計算条件 

1.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【フィルタ装置水位(LT-SA14-N101A)の耐

震性についての評価結果】の設計条件および機器要目に示す。 

 

1.5.6 応力の評価 

1.5.6.1 ボルトの応力評価 

1.5.4.1.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔ
ｓ以下であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 
 ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]                               (1.5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下で

あること。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
 

＊
＊
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1.6 機能維持評価  

1.6.1 電気的機能維持評価方法 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設

定する。 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能

の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－6－1 に示す。 

 

表 1－6－1 機能確認済加速度  （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

フィルタ装置水位 

（LT-SA14-N101A） 

水平 

鉛直 

 

1.7 評価結果 

1.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【フィルタ装置水位(LT-SA14-N101A)の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタ装置水位 常設耐震／防止

常設／緩和 

格納容器圧力 

逃がし装置格納槽 
― ― ＣH＝2.15＊2 ＣV＝1.07＊2

1.2 機器要目 

1.2.1 フィルタ装置水位 

部     材 
ｍ 

(kg) 

h1 

(mm) 
1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf＊

基礎ボルト 
2 

3 

部     材 Ｓy 

 (MPa) 

Ｓu 

 (MPa) 

Ｆ

 (MPa)

Ｆ 

 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 270 － 前後方向 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，  

下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

2
3
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（ 1≦ 2） 
（ 1≦  2） 側面（前後方向）

 1 

 2 

ｈ
 

転倒方向 

基礎ボルト 

正面（左右方向）

 1  2 

ｈ
 

転倒方向 

基礎ボルト 
ケミカルアンカ ケミカルアンカ 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝16 fｔs＝162＊ 

せん断 － － τb＝5 fｓb＝124＊ 

すべて許容応力以下である。                          注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

  

1.4.2 電気的機能の評価結果                     (×9.8 m/s2)  
 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

フィルタ装置水位 

水平方向 1.79 

鉛直方向 0.89 

2
4
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2. フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B） 

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強

度及び機能維持の設計方針に基づき，フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）が設計用地

震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものであ

る。 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重

要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処

設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の構造計画を表 2－2－1に示す。 
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表 2－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

差圧式水位検出器 

 

【LT-SA14-N101B】 

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-13 R1 

上面 

基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

検出器 

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

90 90 

9
10

 

ケミカルアンカ 

（単位：ｍｍ）
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2.3 固有周期 

2.3.1 固有周期の算出方法 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の固有周期の計算方法を以下に示す。

2.3.1.1 水平方向 

(1) フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の質量は，重心に集中するものとする。

(2) フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）は，図 2－3－1 に示す床固定の１質点系振動モデ

ルとして考える。

(3) 固有周期は次式で求める。T = 2・π・ ・
・ ・

＋
・

 

図 2－3－1 固有周期の計算モデル 

2.3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

2.3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 2－3－1 に示す。 

表 2－3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

2.3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 2－3－2 示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 2－3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

・・・（2.3.1.1）

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
 

ｍ 

ｈ
１

重心
支持点
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2.4 構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の構造は直立形計器スタンションであるため，構

造強度評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作

成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－1に示す。 

2.4.2.2 許容応力 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の許容応力を表 2－4－2に示す。

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－3 に示す。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
3
 
R1
 



表 2－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御

設備 

フィルタ装置水位
常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
5
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-13 R1 



表 2－4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 NT2 補② Ⅴ-2-6-7-13 R1 

1
6
 



表 2－4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 234 385 － 

 NT2 補② Ⅴ-2-6-7-13 R1 

1
7
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の電気的機能維持評価について，以下に示す。

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性について

の計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の

正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－5－1 に示す。 

表 2－5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

フィルタ装置水位

（LT-SA14-N101B） 

水平 

鉛直 

2.6 評価結果 

2.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101B）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【フィルタ装置水位(LT-SA14-N101B)の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタ装置水位 常設耐震／防止

常設／緩和 

格納容器圧力 

逃がし装置格納槽 
― ― ＣH＝2.15 ＣV＝1.07

1.2 機器要目 

1.2.1 フィルタ装置水位 

部     材 
ｍ 

(kg) 

H 

(mm) 
1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf＊

基礎ボルト 
2 

2 

部     材 Ｓy 

 (MPa) 

Ｓu 

 (MPa) 

Ｆ

 (MPa)

Ｆ 

 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 270 － 前後方向 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，  

下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。

2
5
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力     (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝23 fｔs＝162＊

せん断 － － τb＝3 fｓb＝124＊

すべて許容応力以下である。      注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2)

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度 

フィルタ装置水位 

水平方向 1.79 

鉛直方向 0.89 

2
6
 

（ 1≦ 2）

2

 1 

転倒方向

ｈ
 基礎ボルト

側面（前後方向）

（ 1≦ 2）

正面（左右方向）

1 2 

ｈ
 

転倒方向

基礎ボルト

ケミカルアンカ ケミカルアンカ
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，フィルタ装置圧力が設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

フィルタ装置圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価

及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

フィルタ装置圧力の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

弾性圧力検出器 

 

 

2
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基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

検出器 

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面）

チャンネルベース 

（単位：ｍｍ）

450 1400 

9
10

 

ケミカルアンカ 
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2.2 評価方針 

フィルタ装置圧力の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強

度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示すフィルタ装置圧力の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，フィルタ装置圧力の

機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.3 電気的機能維持」にて設定

した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であ

ることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 

評価結果」に示す。 

フィルタ装置の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 フィルタ装置圧力の耐震評価フロー 

  

解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度 

計器の構造強度評価 
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2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 
(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ1 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

１ 

２ 

ｍ 

ｍｉ 

ｎ 

ｎf 

Ｑｂ 

サポートの断面積 

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

計器スタンションの総質量 

計器及び弁の質量（ｉ＝ａ～ｇ） 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

ボルトに作用するせん断力 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm  

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

kg 

kg 

－ 

－ 

N 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 

MPa  

MPa 

注記 ＊： 1≦ 2 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位 

  フィルタ装置圧力の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなる基礎ボルト部について実施する。フィルタ装置圧力の耐震評価部位については，表 2

－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

 4.1 固有値解析方法 

   フィルタ装置圧力の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) フィルタ装置圧力は，4.2 解析モデル及び諸元に示す３次元はりモデルとして考える。 

   

4.2 解析モデル及び諸元 

フィルタ装置圧力の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の

諸元を表 4－1，部材の機器要目を表 4－2 に示す。 

(1) 図 4－1 中の○内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(2) 図 4－1 中の  は計器及び弁の質点を示し，ｍaは 8 kg，ｍｂは 7 kg，ｍｃは 5 kg，ｍｄは

7 kg，ｍｅは 1 kg，ｍｆは 3 kg 及びｍｇは 6 kg である。 

(3) 図 4－1 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。 

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用いる解

析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プログラム

（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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ma 
mc 

図 4－1 解析モデル 

:計器質点及び弁質点 

：支持点（サポート基礎部） 
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表 4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 

ma kg 

mb kg 

mc kg 

md kg 

me kg 

mf kg 

mg kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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表 4－2 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①－⑲, ⑳－

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4）

Ｉｚ（mm4）

Ｉｐ（mm4）

Ｚｙ（mm3）

Ｚｚ（mm3）

Ｚｐ（mm3）

断面形状 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
4
 
R2
 a 

c

b

50×50×6 

（a×ｂ×ｃ） 

z 

y ｚ 

ｙ 
ｂ

 

ａ 

ｃ
 

100×50×5×7.5 

（ａ×ｂ×ｃ×ｄ） 

ｄ ｄ 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－3に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認

した。 

 

表4－3 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，フィルタ装置圧力に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

フィルタ装置圧力の許容応力を表 5－2に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

フィルタ装置圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 5－3 に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御

設備 

フィルタ装置圧力 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

1
4
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-14 R1 



 

 

表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 234 385 － 

 NT2 補② Ⅴ-2-6-7-14 R1 

1
6
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5.3 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度 

鉛直方向

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

格納容器圧力逃

がし装置格納槽 
－ － CＨ=2.15 CＶ=1.07 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1(1) 計算モデル 

(直立形 左右方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1(2) 計算モデル 

(直立形 前後方向転倒－1 (1－ＣＶ)＜0の場合) 
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ｈ
 

転倒方向 

 2  1 

（ 1≦ 2） 

基礎ボルト 

ｍ･ＣＨ･g 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる
ボルト列 

ｍ･(ＣＶ  －1)･g 

（ 1≦ 2） 

 1  2 

ｈ
 

転倒方向 

基礎ボルト

ｍ･ＣＨ･gｍ･

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる
ボルト列 

ｍ･(ＣＶ  －1)･g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－1で最外列の基礎ボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図5－1(2)及び図5－1(2)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 2 

ｎf・( 1＋ 2)
                  (5.3.1.1.1) 

引張応力（σｂ） 

 σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
                                                       (5.3.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝
π

4
・ｄ２                                                   (5.3.1.1.3) 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ                                            (5.3.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
                                                 (5.3.1.1.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【フィルタ装置圧力の耐震性についての計算

結果】の設計条件および機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 
 
 ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]                                  (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下である

こと。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

フィルタ装置圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

フィルタ装置圧力の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基

づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価部位

の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度  （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

フィルタ装置圧力 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-6-7-14 R1 

【フィルタ装置圧力の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタ装置圧力 常設耐震／防止

常設／緩和 

格納容器圧力 

逃がし装置格納槽 
― ― ＣＨ＝2.15 ＣＶ＝1.07

1.2 機器要目 

1.2.1 フィルタ装置圧力 

部     材 
ｍ 

(kg) 

h1 

(mm) 
1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf＊

基礎ボルト 
2 

3 

部     材 Ｓy 

 (MPa) 

Ｓu 

 (MPa) 

Ｆ

 (MPa)

Ｆ 

 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 270 － 前後方向 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，  

下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05秒以下であり剛であることを確認した。

＊



 

 

 NT2 補② Ⅴ-2-6-7-14 R1E 

2
4
 

（ 1≦ 2） 
正面（左右方向）

 1  2 

ｈ
 

転倒方向 

基礎ボルト 
ｈ

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb＝16 fｔs＝162＊ 

せん断 － － τb＝5 fｓb＝124 

すべて許容応力以下である。                          注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

  

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2)  
 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

フィルタ装置圧力 

水平方向 1.79 

鉛直方向 0.89 

転倒方向 

 2  1 

（ 1≦ 2） 
側面（前後方向）

基礎ボルト 

ケミカルアンカ ケミカルアンカ 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，残留熱除去系海水系系統流量が設計用地震力に対して十

分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

残留熱除去系海水系系統流量は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

残留熱除去系海水系系統流量の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

差圧式流量検出器 

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-16 R1 

基礎ボルト

上面

計器 
スタンション

検出器

取付板
計器取付ボルト

基礎 
（壁面）

正面 側面

250 

（単位：ｍｍ）

528 

3
50

メカニカルアンカ
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2.2 評価方針 

残留熱除去系海水系系統流量の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造

計画」にて示す残留熱除去系海水系系統流量の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇

所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震力による応力等が許容限

界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

残留熱除去系海水系系統流量の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9機能維持の基本方針 4.3 

電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的

機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

残留熱除去系海水系系統流量の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

図 2－1 残留熱除去系海水系系統流量の耐震評価フロー 

解析モデル設定

設計用地震力

有限要素法モデルの作成

固有値解析

計器の電気的機能維持評価

地震時における応力 評価用加速度

計器の構造強度評価
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2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｂ1

Ｆｂ2

fｓｂ
fｔｏ
fｔｓ
g 

ｈ2 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

３ 

a 

b

ｍ 

ｍａ 

ｎ 

ｎfＶ 

ｎfＨ 

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

サポート断面積

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形）

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形）

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離(壁掛形) 

サポートの断面二次極モーメント

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸）

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸）

重心と下側ボルト間の距離(壁掛形)

側面(左右)ボルト間の距離(壁掛形) 

上下ボルト間の距離(壁掛形) 

計器スタンションの総質量 

検出器の質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(側面方向)(壁掛形)

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(正面方向)(壁掛形)

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

kg 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

＊
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｓｙ（ＲＴ） 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

サポートのねじり断面係数

サポートの断面係数（ｙ軸）

サポートの断面係数（ｚ軸）

ポアソン比 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

mm3 

mm3 

mm3

－ 

MPa 

－ 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位

残留熱除去系海水系系統流量の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。残留熱除去系海水系系統流量の耐震評価

部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

 4.1 固有値解析方法 

残留熱除去系海水系系統流量の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 残留熱除去系海水系系統流量は，4.2 解析モデル及び諸元に示す３次元はりモデルとして

考える。 

4.2 解析モデル及び諸元 

残留熱除去系海水系系統流量の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。ま

た，機器の諸元を表 4－1，部材の機器要目を表 4－2 に示す。 

(1) 図 4－1 中の○内の数字は部材番号（要素番号）を示す。

(2) 図 4－1 中の は検出器質点を示し，ｍａは 9 kg である。 

(3) 図 4－1 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用いる解

析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プログラム

（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
6
 
R1
 

図 4－1 解析モデル

：検出器質点

 

ｍａ

271

315
①

②

：支持点(サポート基礎部) 
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表 4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍａ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

表 4－2 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①－②

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 
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D
1 

Ｄ1＝52.5，Ｄ2＝60.5 

D
2 

y 

z 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－3に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認

した。 

表4－3 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，残留熱除去系海水系系統流量に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系海水系系統流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－1 に示す。 

5.2.2 許容応力 

残留熱除去系海水系系統流量の許容応力を表 5－2に示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去系海水系系統流量の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 5－3に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御

設備 

残留熱除去系海水系 

系統流量 

常設／防止 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
1
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-16 R1 



表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-16 R1 

1
2
 



表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 

(FT-E12-N007A) ）
周囲環境温度 234 385 － 

基礎ボルト 

(FT-E12-N007B) （ ）
周囲環境温度 239 392 － 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-16 R1 

1
3
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5.3 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成

方針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4,5 に示す。 

表 5－4 残留熱除去系海水系系統流量（FT-E12-N007A）の 

設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

－ － CＨ=0.96 CＶ=0.92 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

表 5－5 残留熱除去系海水系系統流量（FT-E12-N007B）の 

設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

－ － CＨ=1.10 CＶ=0.96 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生

じる引張力とせん断力について計算する。 

図5－1(1) 計算モデル 

(壁掛形 水平方向転倒の場合) 

図5－1(2) 計算モデル 

(壁掛形 鉛直方向転倒の場合) 

ｈ
2

ｍ･ＣＨ・g 

ａ

転倒方向

転倒支点

ｍ･（1＋ＣＶ）・g 

転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

3

ｈ2 

ｂ

転倒方向 

転倒支点

ａ

ｍ･ＣＨ･g 

転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

ｍ･（1＋ＣＶ）･g

N
T
2
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－1で最外列の

基礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受

けるものとして計算する。 

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図5－1 (1)の場合の引張力 

  Ｆｂ1＝ｍ・g・
ＣＨ・ｈ2

 ｎf H・ a
＋
(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
 (5.4.1.1.1) 

計算モデル図5－1 (2)の場合の引張力 

  Ｆｂ2＝ｍ・g・
ＣＨ・ 3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
    (5.4.1.1.2) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ1，Ｆｂ2）     (5.4.1.1.3) 

引張応力（σｂ） 

 σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
    (5.4.1.1.4) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝
π

4
・ｄ２    (5.4.1.1.5) 

(1) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計

算する。 

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑｂ1＝ ｍ・g・ＣＨ   (5.4.1.1.6) 

Ｑｂ2＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ）     (5.4.1.1.7) 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2     (5.4.1.1.8) 

せん断応力（τｂ） 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
    (5.4.1.1.9) 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
6
 
R1
 



17 

5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【フィルタ装置圧力の耐震性について

の計算結果】の設計条件および機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力

ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]  (5.6.1.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以
下であること。ただし，ƒｓｂ は下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5

 Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ

1.5・ 3
・1.5

N
T
2
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＊
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

残留熱除去系海水系系統流量の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき

設定する。 

残留熱除去系海水系系統流量の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健

全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度  （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

残留熱除去系海水系 

系統流量 

水平 

鉛直 

N
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系海水系系統流量の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【残留熱除去系海水系系統流量(FT-E12-N007A)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

残留熱除去系海水系 

系統流量 
常設／防止 

（設計基準拡張）
－ － ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

1.2 機器要目 

1.2.1 残留熱除去系海水系系統流量計 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 270 － 水平方向 

1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。

2
0
 



1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝6 fｔs＝162＊

せん断 － － τb＝2 fｓb＝124＊

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能の評価結果    (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系海水系
系統流量計 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

正面（水平方向）

 
3

h２ 

ｂ

転倒方向

側面（鉛直方向）

基礎ボルト

ｈ
2

ａ

転倒方向

基礎ボルト

3 ｂ
 

ａ

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-16 R1 

2
1
 メカニカルアンカ

メカニカルアンカ
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【残留熱除去系海水系系統流量(FT-E12-N007B)の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

残留熱除去系海水系 

系統流量 
常設／防止 

（設計基準拡張）
－ － ＣH＝1.10 ＣV＝0.96 

2.2 機器要目 

2.2.1 残留熱除去系海水系系統流量計 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 239 392 － 275 － 水平方向 

2.3 計算数値

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。

2
2
 



 
2.4 結論  
2.4.1 ボルトの応力                                                  (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb＝6 fｔs＝165＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝127＊ 

すべて許容応力以下である。         

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                   (×9.8 m/s2)  

 評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系海水系
系統流量計 

水平方向 0.92 

鉛直方向 0.80 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 

正面（水平方向） 

 
 
3 

h２ 

 
ｂ
 

転倒方向 

側面（鉛直方向） 

基礎ボルト 

ｈ
2
 

 ａ 
転倒方向 

基礎ボルト 

 
3 

 
ｂ

 

 ａ 
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2
3
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，代替循環冷却系ポンプ吐出圧力が設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価

及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

弾性圧力検出器 

160 約 240 

正面
側面

検出器

計器取付板

計器取付ボルト

計器 
スタンション

基礎 
（壁面）

上面

（ 単位：ｍｍ）

1
20

0 

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-21 R1 

ケミカルアンカ

基礎ボルト



3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の質量は，質点に集中するものとする。

(2) 代替循環冷却系ポンプ吐出圧力は，図 3－1 に示す壁固定の１質点系振動モデルとして考

える。 

3.1.1 水平方向 

(1) Ｘ方向に対する固有周期を次式で求める。

ｍ b
３

b

1000  48・Ｅ・Ｉ  4・Ａｓ・Ｇ 

(2) Ｚ方向に対する固有周期を 3.1.1.1 式で求める。

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

(1) Ｙ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の質量 ｍ kg 

上下ボルト間の距離（壁掛形） b mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1.1）＋・

3 

bｍ

支持点

質点
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3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造強度評価

は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に

記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

代替循環冷却系 

ポンプ吐出圧力 
常設／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 234 385 － 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-21 R1 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振

試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

代替循環冷却系 

ポンプ吐出圧力 

水平 

鉛直 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
1
 
R1
 

8



6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
1
 
R1
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【代替循環冷却系ポンプ吐出圧力の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

代替循環冷却系 

ポンプ吐出圧力 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

― ― ＣH＝0.96 ＣV＝0.92

1.2 機器要目 

1.2.1 代替循環冷却系ポンプ吐出圧力 

部     材 
ｍ

(kg) 

h

(mm) 

3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

部     材 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 270 － 水平方向 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-21 R1 
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1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆb Ｆb1 Ｆb2 Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝2 fｔs＝162＊

せん断 － － τb＝2 fｓb＝124

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

代替循環冷却系 
ポンプ吐出圧力 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出

1
1
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h２ 

ｂ

3

側面（鉛直方向）

基礎ボルト

ケミカルアンカ

基礎ボルト

ｈ
2
 

転倒方向

ａ

ｂ
 

3

正面（水平方向）

ケミカルアンカ

1
2
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，非常用窒素供給系供給圧力が設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

非常用窒素供給系供給圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防

止設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維

持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用窒素供給系供給圧力の構造計画を表 2－1に示す。 

N
T
2
 
補
②
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-
2
-6
-
7
-2
6
 
R1
 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 
計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

弾性圧力検出器 

 

 

2
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上面 

300 

160 

基礎ボルト 

正面 
側面 

計器 
スタンション 

（正面方向） （側面方向） 

検出器 

計器取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面）

ケミカルアンカ 

（ 単位：mm ）

9
00

 



3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

非常用窒素供給系供給圧力の固有周期の計算方法を以下に示す。 

3.1.1 水平方向 

(1) 非常用窒素供給系供給圧力の質量は，質点に集中するものとする。

(2) 非常用窒素供給系供給圧力は，図 3－1 に示す床固定の１質点系振動モデルとし

て考える。 

(3) 固有周期は次式で求める。

ｍ    ｈ１
３  ｈ１ 

1000 3・Ｅ・Ｉ   Ａｓ・Ｇ 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等

非常用窒素供給系供給圧力の質量 ｍ kg 

取面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1）＋・

3 

ｍ 

ｈ
１

質点
支持点

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
6
 
R1
 



  

4 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

非常用窒素供給系供給圧力の構造は直立形計器スタンションであるため，構造強度評

価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基

本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用窒素供給系供給圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

非常用窒素供給系供給圧力の許容応力を表 4－2に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用窒素供給系供給圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
6
 
R1
 



 

 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の

計測制御

設備 

非常用窒素供給系 

供給圧力 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 221 373 － 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

非常用窒素供給系供給圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

非常用窒素供給系供給圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加

振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

非常用窒素供給系 

供給圧力 

水平 

鉛直 

7 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
6
 
R1
 



6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用窒素供給系供給圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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-
7
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【非常用窒素供給系供給圧力の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用窒素供給系 

供給圧力 
常設耐震／防止

原子炉建屋 
― ― ＣH＝1.34 ＣV＝1.01

1.2 機器要目 

1.2.1 非常用窒素供給系供給圧力 

部     材 
ｍ

(kg) 

ｈ１

(mm) 
1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf＊

基礎ボルト 
2 

2 

部     材 Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 221 373 － 261 － 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は前後方法転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。

 NT2 補② Ｖ-2-6-7-26 R1 
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1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝10 fｔs＝156＊ 

せん断 － － τb＝1 fｓb＝120＊ 

すべて許容応力以下である。                        注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

  

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8m/s2)  
 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

 評価用加速度 機能確認済加速度 

非常用窒素供給系 
供給圧力 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力が設計用地震力に

対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要

重大事故防止設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電

気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

弾性圧力検出器 

2
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上面

基礎ボルト

正面 側面

計器 
スタンション

検出器

計器取付板

計器取付ボルト

基礎 
（床面）

ケミカルアンカ

（ 単位：mm ）

約 300 160 

9
00

 



3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の固有周期の計算方法を以下に示す。 

3.1.1 水平方向 

(1) 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の質量は，質点に集中するものとする。

(2) 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力は，図 3－1 に示す床固定の１質点系振動

モデルとして考える。

(3) 固有周期は次式で求める。

ｍ    ｈ１
３  ｈ１ 

1000 3・Ｅ・Ｉ   Ａｓ・Ｇ 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1）＋・

3 

ｍ 

ｈ
１

質点
支持点
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の構造は直立形計器スタンションであるため，

構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の許容応力を表 4－2に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

非常用窒素供給系 

高圧窒素ボンベ圧力 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

5
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 221 373 － 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用す

る。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

非常用窒素供給系 

高圧窒素ボンベ圧力 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震

評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用窒素供給系 

高圧窒素ボンベ圧力 常設耐震／防止
原子炉建屋 

― ― ＣH＝1.34 ＣV＝1.01

1.2 機器要目 

1.2.1 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力 

部     材 
ｍ

(kg) 

h１

(mm) 

1
＊

(mm) 

2
＊

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf＊

基礎ボルト 
2 

2 

部     材 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 221 373 － 261 － 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は前後方法転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。

 NT2 補② Ｖ-2-6-7-27 R1 
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1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝10 fｔs＝156＊

せん断 － － τb＝1 fｓb＝120

すべて許容応力以下である。     注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2)

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度 

非常用窒素供給系 
高圧窒素ボンベ出口圧力 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

1
0
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度

及び機能維持の設計方針に基づき，非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力が設計用地震力

に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要

重大事故防止設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 
計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

弾性圧力検出器  

2
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基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

検出器 

計器取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

上面 

ケミカルアンカ 

9
0
0 

160 
約 300 

単位：（mm）



  

 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の固有周期の計算方法を以下に示す。 

3.1.1 水平方向 

(1) 非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の質量は，質点に集中するものとする。 

(2) 非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力は，図 3－1 に示す床固定の１質点系振動モ

デルとして考える。 

(3) 固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

 

 

 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

  

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1） ＋ ・ 
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１

 

質点 支持点 



  

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の構造は直立形計器スタンションであるため，

構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち，重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-2
8
 
R1
 

4 



 

 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

非常用逃がし安全弁駆動

系供給圧力 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 221 373 － 
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5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用

する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度  （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

非常用逃がし安全弁 

駆動系供給圧力 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用逃がし安全弁 

駆動系供給圧力 常設耐震／防止
原子炉建屋 

－ － ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力 

部     材 
ｍ 

(kg) 

ｈ１ 

(mm) 

 1＊ 

(mm) 

 2＊ 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf

＊
 

基礎ボルト 
2 

2 

 

部     材 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 221 373 － 261 － 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は前後方法転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

 

  

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                                   (単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb＝10 fｔs＝156＊ 

せん断 － － τb＝1 fｓb＝120 

すべて許容応力以下である。                       注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

  

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8m/s2)  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

非常用逃がし安全弁 

駆動系供給圧力 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

1
0
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(ケミカルアンカ) (ケミカルアン

（  1≦  2） 

正面（左右方向）

  1   2 

ｈ
１
 

基礎ボルト 

側面（前後方向）

転倒方向 

ｈ
１
 基礎ボルト
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力が設計用

地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力は，重大事故等対処設備においては常設

耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評

価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 
計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

弾性圧力検出器 
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基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

検出器 

計器取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

上面 

ケミカルアンカ 

160 約 300 

単位：（mm）

9
00

 



3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の固有周期の計算方法を以下に示す。 

3.1.1 水平方向 

(1) 非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の質量は，質点に集中するものと

する。 

(2) 非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力は，図 3－1 に示す床固定の１質

点系振動モデルとして考える。 

(3) 固有周期は次式で求める。

ｍ    ｈ１
３  ｈ１ 

1000 3・Ｅ・Ｉ   Ａｓ・Ｇ 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1）＋・

3 

ｍ 

ｈ
１

質点
支持点

N
T
2
 
補
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-
2
-6
-
7
-2
9
 
R1
 



  

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の構造は直立形計器スタンションで

あるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の許容応力を表 4－2に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の使用材料の許容応力評価条件

のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

非常用逃がし安全弁駆動

系高圧窒素ボンベ圧力 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 221 373 － 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の電気的機能維持評価について，以下

に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の機能確認済加速度には，同形式の検

出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度

を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

非常用逃がし安全弁駆動系 

高圧窒素ボンベ圧力 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の重大事故等時の状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対

して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用逃がし安全弁駆動系 

高圧窒素ボンベ圧力 常設耐震／防止
原子炉建屋 

－ － ＣH＝1.10 ＣV＝0.96

1.2 機器要目 

1.2.1 非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力 

部     材 
ｍ

(kg) 

ｈ１

(mm) 

1
＊

(mm) 

2
＊

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf＊

基礎ボルト 
2 

2 

部     材 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 221 373 － 261 － 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は前後方法転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝14 fｔs＝156＊

せん断 － － τb＝2 fｓb＝120

すべて許容応力以下である。     注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

非常用逃がし安全弁 

駆動系高圧窒素ボンベ圧力 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

NT-2 補② Ｖ-2-6-7-29 R1 

1
0
 



(ケミカルアンカ) 

(ケミカルアンカ) 

（  1≦  2）

1

ｈ
１
 

（  1≦  2）

2

 1 

転倒方向

ｈ
1
 基礎ボルト

２

基礎ボルト

正面（左右方向）
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1
1
 

 

側面（前後方向）
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Ⅴ-2-8-2-8 使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ） 

の耐震性についての計算書

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から公

開できません。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）が設計用地震力に対し

て十分な電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備として

の電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，取付ボルト

で壁に設置する。 

電離箱  

 

 （ケミカルアンカ）

検出器 

取付ボルト 

壁

取付ボルト 

正面 側面 

210

230

250

（単位：mm）
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2.2 評価方針 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地

震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日

本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9 月，昭和 62 年 8 月及び平成 3年 6 月）に

準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）は，原子炉建屋に直接取り付けられた取付

台に固定されることから，原子炉建屋が支持している。原子炉建屋の構造強度評価は添付書類「Ⅴ

-2-2-2 原子炉建屋の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，原子炉

建屋の地震応答解析結果を用いた使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の電気的機

能維持評価について示す。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の耐震評価部位については，表 2－1の概略

構造図に示す。 

 

 

 

 

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

4.1 評価用加速度 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）は，原子炉建屋に直接取り付けられた取

付台に固定されることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地震力として添付書類「Ｖ

-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。評価用加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 評価用加速度          （×9.8 m/s2)  

機器名称 
対象機器設置箇所 

（m） 
方向 評価用加速度 

使用済燃料プールエリア 

放射線モニタ（低レンジ）

原子炉建屋 

 

水平 1.74 

鉛直 1.47 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の機能確認済加速度については以下に示

す。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ

-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気

的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－2に示す。 

  表 4－2 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プールエリア放射線

モニタ（低レンジ）

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の

耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

  評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プールエリア 

放射線モニタ（低レンジ） 

水平方向 1.74 

鉛直方向 1.47 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-8
-
2
-9
 
R
0 

Ⅴ-2-8-2-9 使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ） 

の耐震性についての計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から公

開できません。

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資 料 番 号 工認-648  改 1 

提 出 年 月 日 平成 30年 8 月 16 日 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）が設計用地震力に対し

て十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価

及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，取付ボルト

で壁に設置する。 

電離箱 

（ケミカルアンカ）

検出器

取付ボルト

壁

取付ボルト

正面 側面

230

250

210

（単位：mm）
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2.2 評価方針 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地

震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の耐震評価フロー 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日

本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9 月，昭和 62 年 8 月及び平成 3年 6 月）に

準拠して評価する。 

3. 評価部位

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）は，原子炉建屋に直接取り付けられた取付

台に固定されることから，原子炉建屋が支持している。原子炉建屋の構造強度評価は添付書類「Ⅴ

-2-2-2 原子炉建屋の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，原子炉

建屋の地震応答解析結果を用いた使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の電気的機

能維持評価について示す。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の耐震評価部位については，表 2－1の概略

構造図に示す。 

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価

4.1 評価用加速度 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）は，原子炉建屋に直接取り付けられた取

付台に固定されることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地震力として添付書類「Ｖ

-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。評価用加速度を表 4－1に示す。

表 4－1 評価用加速度 （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

（m） 
方向 評価用加速度 

使用済燃料プールエリア 

放射線モニタ（高レンジ）

原子炉建屋 
水平 1.74 

鉛直 1.47 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の機能確認済加速度については以下に示

す。 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ

-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気

的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－2に示す。 

表 4－2 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プールエリア放射線

モニタ（高レンジ）

水平 

鉛直 
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5. 評価結果

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の

耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プールエリア 

放射線モニタ（高レンジ） 

水平方向 1.74 

鉛直方向 1.47 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，主蒸気流量が設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを説明するものである。 

主蒸気流量は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に分類される。以下，

設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，本計算書については，取付ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値

／発生値の小さい方）となるものを代表として評価する。評価対象を表 1－1 に示す。 

 

表 1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

DPT-E31-N086A（代表） 

DPT-E31-N087A（代表） 

DPT-E31-N088A（代表） 

DPT-E31-N089A（代表） 

DPT-E31-N086B 

DPT-E31-N087B 

DPT-E31-N088B 

DPT-E31-N089B 

DPT-E31-N086C 

DPT-E31-N087C 

DPT-E31-N088C 

DPT-E31-N089C 

DPT-E31-N086D 

DPT-E31-N087D 

DPT-E31-N088D 

DPT-E31-N089D 

Ⅴ-2-1-13-8 計装ラック

の耐震性についての計算書

作成の基本方針 

表 2－1 構造計画 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

   主蒸気流量の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラッ

クに取付けられた取付

板に固定される。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャン

ネルベースに取付ボル

トで設置する。

差圧式流量検出器 【H22-P015(DPT-E31-N086A，DPT-E31-N087A，DPT-E31-N088A，DPT-E31-N089A)】 

計器取付ボルト

検出器

取付板

計装ラック

取付ボルト

正面
チャンネルベース 

側面

基礎

 

（単位：mm）

1219 

2
1
3
4 

762 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法

主蒸気流量の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打振試験の結果から、剛とする。

固有周期を表 3―1示す。

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

 4.1 構造強度評価方法 

主蒸気流量の構造は直立形計装ラックのため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計

装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

主蒸気流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1 に示す。 

4.2.2 許容応力 

主蒸気流量の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

主蒸気流量の使用材料の許容応力評価条件を表 4－3 に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

主蒸気流量 

（DPT-E31-N086A 

DPT-E31-N087A 

DPT-E31-N088A 

 DPT-E31-N089A) 

Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 
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表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 
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5. 機能維持評価

 5.1 電気的機能維持評価方法 

主蒸気流量の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作

成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

主蒸気流量の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気

的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

主蒸気流量 

（DPT-E31-N086A 

DPT-E31-N087A 

DPT-E31-N088A 

 DPT-E31-N089A) 

水平 

鉛直 

6 
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6. 評価結果

 6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

主蒸気流量の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

7 
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【主蒸気流量(H22-P015(DPT-E31-N086A, DPT-E31-N087A, DPT-E31-N088A, DPT-E31-N089A))の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳS

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気流量 Ｓ 
原子炉建屋 

ＣH＝0.69 ＣV＝0.53 ＣH＝1.13 ＣV＝0.99 

注記 ＊ ：基準床レベルを示す。

1.2 機器要目 

1.2.1 主蒸気流量 

部  材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi＊

取付ボルト 

(i＝2) 

4 

2 

部  材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa)

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度 

基準地震動

Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

 1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

8
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 1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り σb2＝9  ts2＝176＊ σb2＝18  ts2＝210＊ 

せん断 τb2＝3  sb2＝135 τb2＝4  sb2＝161 

 すべて許容応力以下である。   注記 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

主蒸気流量 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

Ａ～Ａ矢視図

正面（長辺方向）

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
 

（  1 2≦  2 2）  

2 21 2

ＡＡ

側面（短辺方向）

（  12≦  2 2）

221 2

9
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Ⅴ-2-6-5-15 高圧炉心スプレイ系系統流量の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系系統流量が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系系統流量は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重

大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

   高圧炉心スプレイ系系統流量の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラッ

クに取付けられた取付

板に固定される。 
計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャン

ネルベースに取付ボル

トで設置する。 

差圧式流量検出器  

 

 

  

正面 
チャンネルベース 

側面 

基礎 

計器取付ボルト

検出器 

取付板 

計装ラック 

 
取付ボルト 

1219 

2
1
3
4 

762 

（単位：mm） 
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3. 固有周期

 3.1 固有周期の算出方法 

高圧炉心スプレイ系系統流量の固有周期は，構造が同様な計器ラックに対する打振試験の結

果から、剛とする。固有周期を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

 4.1 構造強度評価方法 

高圧炉心スプレイ系系統流量の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付

書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき評価する。 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系系統流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示

す。 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系系統流量の許容応力を表 4－3に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系系統流量の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

高圧炉心スプレイ系 

系統流量 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

高圧炉心スプレイ系 

系統流量 
常設耐震／防止 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊１ ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。  

         ＊２ ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 
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5. 機能維持評価 

 5.1 電気的機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ系系統流量の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作

成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

高圧炉心スプレイ系系統流量の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試

験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

高圧炉心スプレイ系系統流量 

水平 

鉛直 

 

  



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
5
 
R1
 

 

7 

6. 評価結果 

 6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系系統流量の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。 

 

 (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 (2)  機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系系統流量の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【高圧炉心スプレイ系系統流量の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

系統流量 
Ｓ 

原子炉建屋 
ＣH＝0.58 ＣV＝0.48 ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

  

 

 1.2 機器要目 

 1.2.1 高圧炉心スプレイ系系統流量 

部  材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi＊ 

取付ボルト 

(i＝2) 

4 

2 

 

部  材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

ＳＳ 

取付ボルト 

(i＝2) 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

 注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

 

注記 ＊ ：基準床レベルを示す。 
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 1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

取付ボルト 

(i＝2) 

 1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2)

引張り σb2＝7  ts2＝176＊ σb2＝14  ts2＝210＊ 

せん断 τb2＝2  sb2＝135 τb2＝3  sb2＝161 

  すべて許容応力以下である。 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (単位：×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

高圧炉心スプレイ系系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
  

（  12≦  2 2）  

 2 2  1 2 転倒支点

ＡＡ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 正面（長辺方向） 側面（短辺方向） 

（  12≦  2 2）  

 2 2 1 2 
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2．重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系

系統流量 
常設耐震／防止 原子炉建屋 － － ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

2.2.1 高圧炉心スプレイ系系統流量 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動

ＳＳ

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi

＊ 

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 

4 

2 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

取付ボルト 
(i＝2) 

2.4 結    論 

2.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

引張り － － σb2＝14  ts2＝202＊

せん断 － － τb2＝3  sb2＝155 

すべて許容応力以下である。     注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 
機能確認済 

加速度 

高圧炉心スプレイ系系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 
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Ａ～Ａ矢視図

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
 

（  1 2≦  2 2）  

2 21 2
転倒支点

ＡＡ

正面（長辺方向）側面（短辺方向）

（  12≦  2 2）  

2 21 2



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
6
 
R1
 

 

Ⅴ-2-6-5-16 低圧炉心スプレイ系系統流量の耐震性についての計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容

は，営業秘密又は防護上の観点

から公開できません。 

東海第二発電所 工事計画審査資料 
資料番号 工認-651 改 1 

提出年月日 平成 30 年 8 月 16 日

 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
6
 
R1
 

 

目   次 

 

1. 概要                                                                                1 

2. 一般事項                                                                            1 

 2.1 構造計画                                                                          1 

3. 固有周期                                                                            3 

3.1 固有周期の算出方法                                                                3 

4. 構造強度評価                                                                        3 

 4.1 構造強度評価方法                                                                  3 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力                                                          3 

5. 機能維持評価                                                                        7 

 5.1 電気的機能維持評価方法                                                            7 

6. 評価結果                                                                            8 

 6.1 設計基準対象施設としての評価結果                                                  8 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果                                                8 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
6
 
R1
 

 

1 

1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，低圧炉心スプレイ系系統流量が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

低圧炉心スプレイ系系統流量は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重

大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

   低圧炉心スプレイ系系統流量の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取

付ボルトにより計装

ラックに取付けられ

た取付板に固定され

る。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャ

ンネルベースに取付

ボルトで設置する。 

差圧式流量検出器  

正面 
チャンネルベース 
 側面 

基礎 

 

取付ボルト 

計装ラック 

検出器 

取付板 

計器取付ボルト

1219 

2
1
3
4 

762 

（単位：mm） 
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3. 固有周期 

 3.1 固有周期の算出方法 

低圧炉心スプレイ系系統流量の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打振試験の結

果から、剛とする。固有周期を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

 

4. 構造強度評価 

 4.1 構造強度評価方法 

低圧炉心スプレイ系系統流量の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付

書類「Ｖ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき評価する。 

 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧炉心スプレイ系系統流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示

す。 

 

 4.2.2 許容応力 

低圧炉心スプレイ系系統流量の許容応力を表 4－3に示す。 

 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧炉心スプレイ系系統流量の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

低圧炉心スプレイ系 

系統流量 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

低圧炉心スプレイ系 

系統流量 
常設耐震／防止 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

（MPa） 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

（MPa） 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 
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5. 機能維持評価 

 5.1 電気的機能維持評価方法 

低圧炉心スプレイ系系統流量の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成

の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

低圧炉心スプレイ系系統流量の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試

験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

      表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

低圧炉心スプレイ系 

系統流量 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

 6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

低圧炉心スプレイ系系統流量の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。 

 

 (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 (2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧炉心スプレイ系系統流量の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【低圧炉心スプレイ系系統流量の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

低圧炉心スプレイ系 

系統流量 
Ｓ 

原子炉建屋 
ＣH＝0.58 ＣV＝0.48 ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

注記 * ：基準床レベルを示す。 

 1.2 機器要目 

  1.2.1 低圧炉心スプレイ系系統流量 

部  材 
ｍi 

(kg) 

ｈi 

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａｂi

(mm2) 
ｎi ｎ i

＊

取付ボルト 

（i＝2） 

4 

2 

部  材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa)

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2） 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 
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 1.3 計算数値 

 1.3.1 ボルトに作用する力                                                 (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

 

 1.4 結論  

 1.4.1 ボルトの応力                                                           (単位：MPa)  

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り σb2＝6  ts2＝176＊ σb2＝14  ts2＝210＊ 

せん断 τb2＝2  sb2＝135 τb2＝3  sb2＝161 

  すべて許容応力以下である。                                      ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 

 

 1.4.2 電気的機能維持の評価結果                        (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

低圧炉心スプレイ系 

系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

  評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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側面（短辺方向） 

（  12≦  2 2）

 2 2  1 2 

 

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
  

（  12≦  2 2）  

 2 2  1 2 

ＡＡ

Ａ～Ａ矢視図

正面（長辺方向） 
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重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

低圧炉心スプレイ系

系統流量 
常設耐震／防止 

原子炉建屋 
－ － ＣＨ＝0.96 ＣＶ＝0.92 

注記  *：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

 2.2.1 低圧炉心スプレイ系系統流量 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi

＊ 

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 

4 

2 

 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(i＝2) 

2.4 結    論 

2.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

引張り － － σb2＝14  ts2＝202＊

せん断 － － τb2＝3  sb2＝155 

すべて許容応力以下である。     注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

低圧炉心スプレイ系 
系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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正面（長辺方向） 側面（短辺方向） 

Ａ～Ａ矢視図

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
  

（  12≦  2 2）  

 2 2  1 2 

ＡＡ

（  12≦  2 2）

 2 2  1 2 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉水位が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

原子炉水位は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対象

施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，本計算書については，取付ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値／発生値

の小さい方）となるものを代表して評価する。評価対象を表 1－1 に示す。 

 

表 1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

LT-B22-N073A（代表） 

LT-B22-N073B 

LT-B22-N073C（代表） 

LT-B22-N073D 

LT-B22-N080A（代表） 

LT-B22-N080B 

LT-B22-N080C 

LT-B22-N080D 

LT-B22-N081A（代表） 

LT-B22-N081B 

LT-B22-N081C 

LT-B22-N081D 

LT-B22-N095A 

LT-B22-N095B 

Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐

震性についての計算書作成の

基本方針 
表 2－1 構造計画 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

   原子炉水位の構造計画を表 2－1に示す。 



NT2 補② Ⅴ-2-6-5-20 R1 

 

 

2
 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラッ

クに取付けられた取付

板に固定される。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャン

ネルベースに取付ボル

トで設置する。 

差圧式水位検出器 【H22-P004A(LT-B22-N073A，LT-B22-N073C，LT-B22-N080A，LT-B22-N081A)】 

 

正面 チャンネルベース 
 

側面 

基礎 

 

取付ボルト 

計装ラック 

検出器 
計器取付ボルト

取付板 

1829 

2
1
3
4 

762 

（単位：mm） 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置

（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により固有振動数を測定する。測定の結果、

剛であることを確認した。固有周期を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

 4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-

8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評

価する。 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1 に示す。 

4.2.2 許容応力 

原子炉水位の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉水位の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉水位 Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  
注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

           ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成

の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気

的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位 

（LT-B22-N073A 

 LT-B22-N073C 

  LT-B22-N080A 

    LT-B22-N081A） 

水平 

鉛直 

 

6. 評価結果 

 6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉水位の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認し

た。 

 (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 (2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉水位の耐震性（H22-P004A(LT-B22-N073A，LT-B22-N073C，LT-B22-N080A，LT-B22-N081A)）】 

についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

 1.1 設計条件

 1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位 

部 材 
ｍi 

(kg) 

ｈi 

(mm) 

1i
＊

(mm)

2i
＊

(mm)

Ａｂi

(mm2)
ｎi ｎ i

＊

取付ボルト 

(i＝2) 

6 

2 

部 材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa)

Ｆi
* 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。

注記 ＊1 ：基準床レベルを示す。 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位 Ｓ 
原子炉建屋 

ＣH＝0.78 ＣV＝0.54 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 
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 1.3 計算数値 

 1.3.1 ボルトに作用する力                                  (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(i＝2) 

 

 1.4 結論 

 1.4.1 ボルトの応力                                           (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り σb2＝7  ts2＝176＊ σb2＝17  ts2＝210＊ 

せん断 τb2＝2  sb2＝135 τb2＝4  sb2＝161 

      すべて許容応力以下である。 

 

 1.4.2 電気的機能維持の評価結果                (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

  評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

注記 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 
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転倒方向
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2
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（  1１ ≦  2 1）  
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備

に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の構造計画を表 2－1 に示す。 



NT2 補② Ⅴ-2-6-7-22 R1 

 

 

2
 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器

取付ボルトにより

計装ラックに取付

けられた取付板に

固定される。 

計装ラックは，

基礎に埋め込まれ

たチャンネルベー

スに取付ボルトで

設置する。 

差圧式流量検出器  

計装ラック 

正面 
チャンネルベース 
 

基礎 

 

取付ボルト 

側面 

検出器 

取付板 

計器取付ボルト

1829 

2
13

4 

762 

（単位：mm）
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打診試

験の結果から、剛とする。固有周期を表 3－1 に示す。

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，

添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震

計算方法に基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御

設備 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ吐出圧力 
常設／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 
Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa) 
取付ボルト 

(i＝2) 周囲環境温度 225 385 － 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成

の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波

加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

吐出圧力 

水平 

鉛直 

6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ吐出圧力 
常設／防止 

原子炉建屋 
－ － ＣＨ＝0.96 ＣＶ＝0.92

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

 1.2.1 原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi＊

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 

6 

2 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi
＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 *：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(i＝2) 

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

引張り － － σb2＝9 ƒts2＝202＊

せん断 － － τb2＝2 ƒsb2＝155

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ吐出圧力 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備

に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器

取付ボルトにより

計装ラックに取付

けられた取付板に

固定される。 

計装ラックは，

基礎に埋め込まれ

たチャンネルベー

スに取付ボルトで

設置する。 

差圧式流量検出器 

 

 

側面 

検出器 

取付板 

計器取付ボルト

1219 

2
13

4 

762 

計装ラック 

チャンネルベース 
 

基礎 

 

取付ボルト 

（単位：mm）

正面 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打診試験

の結果から、剛とする。固有周期を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，

添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震

計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他 

計測装置 

高圧炉心スプレイ系 

ポンプ吐出圧力 
常設／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

   



NT2 補② Ⅴ-2-6-7-23 R1 

 

 

6
 

 

 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 
Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa) 
取付ボルト 

(i＝2) 周囲環境温度 225 385 － 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成

の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波

加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

高圧炉心スプレイ系ポンプ 

吐出圧力 

水平 

鉛直 

6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ポンプ吐出圧力 
常設／防止 

原子炉建屋 
－ － ＣＨ＝0.96 ＣＶ＝0.92

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

 1.2.1 高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi＊

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 

4 

2 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 *：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(i＝2) 

 

 

1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

 
引張り － － σb2＝14 ƒts2＝202＊ 

せん断 － － τb2＝3 ƒsb2＝155 

すべて許容応力以下である。                   注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

高圧炉心スプレイ系 

ポンプ吐出圧力 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，重大事故等対処設

備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

   低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラ

ックに取付けられた

取付板に固定される。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャ

ンネルベースに取付

ボルトで設置する。 

差圧式流量検出器  

正面 チャンネルベース 
 

側面 

検出器 

計器取付ボルト

取付板 

計装ラック 

基礎 

取付ボルト

1219 

2
13

4 

762 

（単位：ｍｍ） 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打診試験

の結果から、剛とする。固有周期を表 3－1に示す。

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

 4.1 構造強度評価方法 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，

添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震

計算方法に基づき評価する。 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2

に示す。 

4.2.2 許容応力 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の許容応力を表 4－3 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5

に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

低圧炉心スプレイ系 

ポンプ吐出圧力 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

低圧炉心スプレイ系 

ポンプ吐出圧力 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

  ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊

ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成

の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波

加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力 
水平 

鉛直 

6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

低圧炉心スプレイ系 

ポンプ吐出圧力 
Ｓ 

原子炉建屋 
ＣH＝0.58 ＣV＝0.48 ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

注記 * ：基準床レベルを示す。 

 1.2 機器要目 

  1.2.1 低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出系圧力 

部  材 
ｍi 

(kg) 

ｈi 

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａｂi

(mm2) 
ｎi ｎ i

＊

取付ボルト 

（i＝2） 

4 

2 

部  材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa)

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2） 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 
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 1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

 1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa)  

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り σb2＝6  ts2＝176＊ σb2＝14  ts2＝210＊ 

せん断 τb2＝2  sb2＝135 τb2＝3  sb2＝161 

  すべて許容応力以下である。 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 
機能確認済 

加速度 

低圧炉心スプレイ系 

ポンプ吐出圧力 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図

221 2

正面（長辺方向）側面（短辺方向）

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
 

（  1 2≦  2 2）  

2 21 2
転倒支点

ＡＡ

（  12≦  2 2）  
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

低圧炉心スプレイ系

ポンプ吐出圧力 
常設耐震／防止 

原子炉建屋 
― ― ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

2.2.1 低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力 

部  材 
ｍi

(kg) 

hi  

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 

ｎi

(-) 

ｎfi＊

(-)

取付ボルト 

（i＝2） 

4 

2 

部  材 Ｓyi 

 (MPa) 

Ｓui 

 (MPa) 

Ｆi

 (MPa)

Ｆi
 

 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2） 225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り － － σb2＝14 ƒts2＝202＊

せん断 － － τb2＝3 ƒsb2＝155

すべて許容応力以下である。 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 
機能確認済 

加速度 

低圧炉心スプレイ系

ポンプ吐出圧力 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出
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正面（長辺方向）側面（短辺方向）

取付ボルト

転倒方向
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，残留熱除去系ポンプ吐出圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，本計算書については，取付ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値／発生値

の小さい方）となるものを代表として評価する。評価対象を表 1－1に示す。 

 

表 1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

FT-E12-N056A 

FT-E12-N056B 

FT-E12-N056C（代表） 

Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐

震性についての計算書作成の

基本方針 

表 2－1 構造計画 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

   残留熱除去系ポンプ吐出圧力の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取

付ボルトにより計装

ラックに取付けられ

た取付板により固定

される。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャ

ンネルベースに取付

ボルトで設置する。 

差圧式流量検出器 【H22-P021(B)（FT-E12-N056C）】 

1219 

計器ラック 

正面 チャンネルベース 
 

側面 

基礎 

取付ボルト

検出器 

計器取付ボルト

取付板 

2
13

4 

762 

（単位：mm）
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3. 固有周期

 3.1 固有周期の算出方法 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打診試験の結

果から、剛とする。固有周期を表 3－1に示す。

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

 4.1 構造強度評価方法 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付

書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき評価する。 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

4.2.2 許容応力 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の許容応力を表 4－3に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

残留熱除去系 

ポンプ吐出圧力 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御 

設備 

残留熱除去系 

ポンプ吐出圧力＊2 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 

表 4－5 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成

の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試

験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力 
水平 

鉛直 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。 

 

 (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 (2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

 

 (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 (2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【残留熱除去系ポンプ吐出圧力（H22-P021(B)（FT-E12-N056C））の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力 Ｓ 
原子炉建屋 

ＣH＝0.58 ＣV＝0.48 ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

 注記 * ：基準床レベルを示す。 

 

 1.2 機器要目 

   1.2.1 残留熱除去系ポンプ吐出圧力 

部  材 
ｍi 

(kg) 

ｈi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａｂi 

(mm2) 
ｎi ｎ i

＊
 

取付ボルト 

（i＝2） 

4 

2 

 

部  材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2） 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 
対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 
対する評価時の要目を示す。 
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 1.3 計算数値 

 1.3.1 ボルトに作用する力                                                 (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

 

 1.4 結論  

 1.4.1 ボルトの応力                                                           (単位：MPa)  

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り σb2＝6  ts2＝176＊ σb2＝14  ts2＝210＊ 

せん断 τb2＝2  sb2＝135 τb2＝3  sb2＝161 

  すべて許容応力以下である。                                  注記 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 

 

 1.4.2 電気的機能維持の評価結果                        (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

  評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

残留熱除去系ポンプ 

吐出圧力 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
― ― ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

2.2.1 残留熱除去系ポンプ吐出圧力 

部  材 
ｍi

(kg) 

hi  

(mm) 

1i
＊

 (mm) 

2i
＊

 (mm) 

Ａbi 

 (mm2) 
ｎi ｎfi＊

取付ボルト 

（i＝2） 

4 

2 

部  材 Ｓyi 

 (MPa) 

Ｓui 

 (MPa) 

Ｆi

 (MPa)

Ｆi
 

 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2） 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

 2.3.1 ボルトに作用する力                                       (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

 

2.4 結論 

 2.4.1 ボルトの応力                                                              (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り － － σb＝14  ts＝202＊ 

せん断 － － τb＝3  sb＝155 

  すべて許容応力以下である。 

 

 2.4.2 電気的機能維持の評価結果                       (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系ポンプ 

吐出圧力 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

  評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 原子炉水位（広帯域）（計装ラック） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉水位（広帯域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大

事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類さ

れる。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能

維持評価を示す。 

なお，本計算書については，取付ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値／発生

値の小さい方）となるものを代表して評価する。評価対象を表 1－1－1に示す。 

 

表 1－1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

LT-B22-N091A 

LT-B22-N091B（代表） 

LT-B22-N091C 

LT-B22-N091D（代表） 

Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐

震性についての計算書作成の

基本方針 
表 1－2－1 構造計画 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の構造計画を表 1－2－1に示す。 
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取

付ボルトにより計装

ラックに取付けられ

た取付板に固定され

る。 
計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャ

ンネルベースに取付

ボルトで設置する。 

差圧式水位検出器 【H22-P027B(LT-B22-091B，LT-B22-091D)】 

 

 

 

 

 

 

 

正面 
チャンネルベース 側面 

基礎 

計装ラック 
検出器 

計器取付ボルト

取付板 

1220 

2
1
3
4 

762 

（単位：mm） 

取付ボルト 
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1.3 固有周期 

1.3.1 固有周期の算出方法 
プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により固有振動数を測定する。測定の

結果，剛であることを確認した。固有周期を表 1－3－1 に示す。 
 

表 1－3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

 

1.4  構造強度評価 

1.4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の構造強度評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-8 計装

ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価す

る。 

 

1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 1－4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表

1－4－2に示す。 

 

(2) 許容応力 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の許容応力を表 1－4－3に示す。 

 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 1－4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1

－4－5に示す。 
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表 1－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（広帯域） 

（LT-B22-091B  

    LT-B22-091D） 

Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 1－4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（広帯域） 

（LT-B22-N091B  

    LT-B22-N091D）

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 1－4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

              ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 1－4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 

 

 

表 1－4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 
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1.5 機能維持評価 

1.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の電気的機能維持評価について，以下に示す。電気

的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の

基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正

弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－5－1 に示す。 

 

表 1－5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 

（LT-B22-N091B  

    LT-B22-N091D） 

水平 

鉛直 
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1.6 評価結果 

1.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果価 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

1.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉水位（広帯域）（計装ラック）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果価 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉水位（広帯域）(計装ラック)（H22-P027B(LT-B22-N091B,D）)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

 1.1 設計条件

機  器  名  称
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位 

（広帯域） 
Ｓ 

原子炉建屋 
ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.54 ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（広帯域） 

部 材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa)

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(i=2) 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

部 材 
ｍi 

(kg) 

ｈi 

(mm) 

1
＊
i

(mm)

2
＊
i

(mm)

Ａｂi

(mm2)
ｎi ｎ i

＊

取付ボルト 

(i=2) 

4 

2 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部 材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i=2) 

 1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i=2) 

引張り σb2＝10  ts2＝176＊ σb2＝20  ts2＝210＊ 

せん断 τb2＝3  sb2＝135 τb2＝4  sb2＝161 

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域）
水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

注記 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 
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【原子炉水位（広帯域）(計装ラック)（H22-P027B(LT-B22-N091B,D）)の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

 2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位 

（広帯域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
－ － ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01  

  

 

2.2 機器要目 

 2.2.1 原子炉水位（広帯域） 

部  材 
ｍi 

(kg) 

ｈi 

(mm) 

 1i 

(mm)

 2i 

(mm)

Ａｂi 

(mm2)

ｎi 

(-) 

ｎ i 

(-) 

取付ボルト 

(i=2) 

4 

2 

 

部  材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 
Ｆi

  
(MPa)  

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(i=2) 
225 385 － 270 － 長辺方向 

 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

 2.3.1 ボルトに作用する力                                   (単位：N) 

部  材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i=2) 

 

 2.4 結論 

 2.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i=2) 

引張り － － σb2＝20  ts2＝202＊ 

せん断 － － τb2＝4  sb2＝155 

 すべて許容応力以下である。 

 

 2.4.2 電気的機能維持の評価結果              (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域）
水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

  評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
 

 

 

注記 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 
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2. 原子炉水位（広帯域）（計器スタンション） 

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉水位（広帯域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要

重大事故防止設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的

機能維持評価を示す。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

   原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の構造計画を表 2－2－1に示す。 
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表 2－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取

付ボルトにより計器

スタンションに取付

けられた取付板に固

定される。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

差圧式水位検出器 

 

 

 

側面

基礎ボルト 
ケミカルアンカ

正面

計器 
スタンション 

検出器

計器取付板

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

上面

1
3
0
0 

（単位：mm） 

250 

2
5
0 
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2.3 固有周期 

2.3.1 固有周期の算出方法 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

2.3.1.1 水平方向 

(1) 原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の質量は，重心に集中するものとする。 

(2) 原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）は，図 2－3－1 に示す床固定の１質点系

振動モデルとして考える。

(3) 固有周期は次式で求める。

   ｍ  ｈ１
３  ｈ１ 

1000 3・Ｅ・Ｉ    Ａｓ・Ｇ 

図 2－3－1 固有周期の計算モデル 

2.3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

2.3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 2－3－1 に示す。 

表 2－3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

2.3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 2－3－2 示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 2－3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（2.3.1.1）＋・

ｍ 

ｈ
１

重心
支持点
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2.4  構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の構造強度評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 

計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－1に示す。 

(2) 許容応力

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の許容応力を表 2－4－2 に示す。

(3) 使用材料の許容応力評価条件

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－3 に示す。 
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表 2－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（広帯域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 2－4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

              ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 2－4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 234 385 － 
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の電気的機能維持評価について，以下に示す。

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計

算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単

体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用す

る。機能確認済加速度を表 2－5－1に示す。 

表 2－5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 
水平 

鉛直 
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2.6 評価結果 

2.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震

評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果価 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉水位(広帯域)(計器スタンション)の耐震性についての評価結果】 
1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ（m）

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉水位 
(広帯域) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 
－ － ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
 

1.2 機器要目 
1.2.1 原子炉水位(広帯域)  

部     材 
ｍ 

(kg) 
ｈ 

(mm) 
 1＊ 

(mm) 
 2＊ 

(mm) 
Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎ 

＊
 

基礎ボルト 
2 

2 

 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 270 前後方向 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に 
対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に 
対する評価時の要目を示す。 

  



NT2 補② Ⅴ-2-6-5-21 R1 

2
4
 

1.3 計算数値 
1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張り － － σb＝16 fｔs＝162＊

せん断 － － τb＝2 fｓb＝124

すべて許容応力以下である。  注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度

原子炉水位(広帯域)  

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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基礎ボルト 
（ケミカルアンカ）

（ 1≦ 2） 

正面（左右方向）

1 

ｈ
1
 

側面（前後方向）

転倒方向

ｈ
1
 基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

２ 

（ 1≦ 2） 

1 

２ 
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1. 原子炉水位（燃料域）（計装ラック） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉水位（燃料域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分

類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的

機能維持評価を示す。 

  

1.2 一般事項 

  1.2.1 構造計画 

    原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の構造計画を表 1－2－1に示す。 
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラッ

クに取付けられた取付

板に固定される。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャン

ネルベースに取付ボル

トで設置する。  

差圧式流量検出器  

 

 
  

検出器 
計器取付ボルト

取付板 

計装ラック 
1829 

2
1
3
4 

762 

正面 
チャンネルベース 

側面 

基礎 

取付ボルト

（単位：ｍｍ） 
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1.3 固有周期 

1.3.1 固有周期の算出方法

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置

（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により固有振動数を測定する。測定の結果，

剛であることを確認した。固有周期を表 1－3－1に示す。

表 1－3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

1.4 構造強度評価 

  1.4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評

価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に

記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

  1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

  1.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 1－4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 1－4－2 に示す。 

 1.4.2.2 許容応力 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の許容応力を表 1－4－3に示す。 

 1.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 1－4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1－

4－5に示す。 
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表 1－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（燃料域） 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 1－4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（燃料域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を

用いる。) 

注記 ＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 1－4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 1－4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 
Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa) 
取付ボルト 

(i＝2)  周囲環境温度 235 400 － 

 

 

表 1－4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 
Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa) 
取付ボルト 

(i＝2)  
周囲環境温度 225 385 － 

 

 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
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-
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2
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1.5. 機能維持評価 

1.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の地震後の電気的機能維持評価について，以下に示

す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書

作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正

弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－5－1 に示す。 

  表 1－5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位(燃料域) 
水平 

鉛直 

7 
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1.6. 評価結果 

1.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は評価基準値を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

    電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

1.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

8 8 
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【原子炉水位（燃料域）（計装ラック）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位 

（燃料域） 
Ｓ 

原子炉建屋 
ＣH＝0.69 ＣV＝0.53 ＣH＝1.13 ＣV＝0.99 

1.2 機器要目 

 1.2.1 原子炉水位（燃料域）  

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi＊ 

取付ボルト 

(i＝2) 

6 

2 

 

部     材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa)  

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 
ＳＳ 

取付ボルト 

(i＝2) 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

  

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

取付ボルト 

(i＝2) 

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

引張り σb2＝6 ƒts2＝176＊ σb2＝14 ƒts2＝210＊

せん断 τb2＝2 ƒsb2＝135 τb2＝3 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。      注記＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位（燃料域）

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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正面（長辺方向）側面（短辺方向）

Ａ～Ａ矢視図221 2

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
 

（  1 2≦  2 2）  

2 21 2
転倒支点

ＡＡ

（  12≦  2 2）  
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2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 
周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位 

（燃料域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
－ － ＣH＝1.13 ＣV＝0.99 

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

 2.2.1 原子炉水位（燃料域）  

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi＊ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

6 

2 

 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd 

又は静的震度 

基準地震動 

ＳＳ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

2.4 結    論
2.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り － － σb2＝14 ƒts2＝202＊

せん断 － － τb2＝3 ƒsb2＝155

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

2.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位（燃料域）

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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正面（長辺方向） 側面（短辺方向） 
 

Ａ～Ａ矢視図 22 1 2

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
  

（  12≦  2 2）  

 2 2 1 2 転倒支点

Ａ Ａ

（  12≦  2 2）  
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2.  原子炉水位（燃料域）（計器スタンション） 

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉水位（燃料域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス

施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和

設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及

び電気的機能維持評価を示す。 

  

2.2 一般事項 

   2.2.1 構造計画 

     原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の構造計画を表 2－2－1 に示す。 
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表 2－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た取付板に固定され

る。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

差圧式流量検出器 

 
 
 
 

基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

検出器 

計器取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面）

上面 

ケミカルアンカ 

2
5
0 

250 

（単位：ｍｍ）

1
3
0
0 
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2.3 固有周期 

2.3.1 固有周期の算出方法 

原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

 

2.3.1.1 水平方向 

(1) 原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の質量は，重心に集中するものとする。 

(2) 原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）は，図 2－3－1 に示す床固定の１質点系

振動モデルとして考える。 

(3) 固有周期は次式で求める。 
 

              ｍ       ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

 

 

 

 

 

図 2－3－1 固有周期の計算モデル 

2.3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

2.3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 2－3－1 に示す。 

 

表 2－3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の質量 ｍ kg 

据付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

 

2.3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 2－3－2 示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

 

表 2－3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

  

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（2.3.1.1） ＋ ・ 

ｍ 

ｈ
１

 

重心 支持点 
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2.4  構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の構造強度評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 

計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 2－4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 2－4－2に示す。 

 

(2) 許容応力 

原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の許容応力を表 2－4－3 に示す。 

 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基

準対象施設の評価に用いるものを 2－4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 2－4－5に示す。 
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表 2－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（燃料域） 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

 

表 2－4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位 

（燃料域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 2－4－3 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

              ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 2－4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 
Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 245 400 － 

 

 

表 2－4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi (ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度  225 385 － 
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の電気的機能維持評価について，以下に示す。

電気的機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計

算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の機能確認済加速度には，同形式の検出器単

体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用す

る。機能確認済加速度を表 2－5－1に示す。 

 

 

表 2－5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位（燃料域） 
水平 

鉛直 
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2.6 評価結果 

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果価 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

2.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉水位（広帯域）（計器スタンション）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震

評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果価 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉水位（燃料域）（計器スタンション）の耐震性についての計算結果】 

1.  設計基準対象設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位(燃料域) Ｓ 
原子炉建屋 

ＣH＝0.69 ＣV＝0.53 ＣH＝1.13 ＣV＝0.99

注記＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位(燃料域) 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h1 
(mm) 

1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎf
＊

基礎ボルト 
2 

2 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動

ＳＳ 

基礎ボルト 245 400 245 280 前後方向 前後方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値

1.3.1 原子炉水位(燃料域)に作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 原子炉水位((燃料域)の応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り σb＝9 fｔs＝147＊ σb＝15 fｔs＝168＊

せん断 τb＝1 fｓb＝113 τb＝2 fｓb＝129

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位(燃料域) 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 
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（  1≦  2） 

正面（左右方向） 

  1   2 

ｈ
1
 

基礎ボルト 

側面（前後方向）  
)

（  1≦  2） 

  2 
  1 

転倒方向 

ｈ
1
 基礎ボルト 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 
周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位(燃料域) 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
－ － ＣH＝1.13 ＣV＝0.99 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

2.2.1 原子炉水位(燃料域)  

部     材 
ｍ 
(kg) 

h1 
(mm) 

 1＊ 
(mm) 

 2＊ 
(mm) 

Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎf
＊ 

基礎ボルト 
2 

2 

 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動

ＳＳ 

基礎ボルト 225 385 － 270 側面方向 側面方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は前後方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は左右方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値     

2.3.1 原子炉水位(燃料域)に作用する力                               (単位：N) 
 

 

 

 

  

 
2.4 結論  
2.4.1 原子炉水位(燃料域)の応力                                          (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb＝15 fｔs＝162＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝124＊ 

すべて許容応力以下である。         

  

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                    (×9.8m/s2)  
 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

基礎ボルト 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位(燃料域) 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 
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1
 

基礎ボルト 

側面（前後方面） 
（  1≦  2） 

  2 
  1 

転倒方向 

ｈ
1
 基礎ボルト 



 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-709 改 1 

提出年月日 平成 30 年 8 月 16 日

 

 

Ｖ-2-6-5-5 高圧代替注水系系統流量の耐震性についての計算書 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-5
 
R
1 



 

目  次 

 

1. 概要                                                                         1 

2. 一般事項                                                                     1 

2.1 構造計画                                                                   1 

3. 固有周期                                                                     3 

 3.1 固有周期の算出方法                                                         3 

3.2 固有周期の計算条件                                                         3 

3.3 固有周期の計算結果                                                         3 

4. 構造強度評価                                                                 4 

4.1 構造強度評価方法                                                           4 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力                                                   4 

5. 機能維持評価                                                                 7 

5.1 電気的機能維持評価方法                                                     7 

6. 評価結果                                                                     8 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果                                         8 

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-5
 
R
1 



 

1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，高圧代替注水系系統流量が設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを説明するものである。 

高圧代替注水系系統流量は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電

気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧代替注水系系統流量の構造計画を表 2－1 に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取付けられ

た計器取付板に固定さ

れる。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

差圧式流量検出器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器 

正面 側面 

計器スタンション

基礎ボルト（ケミカルアンカ）

計器取付ボルト 

（水平方向） （鉛直方向） 
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2
 

298 
180

1
80

 

(単位：mm） 

上面 

基礎 

（壁面） 



3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

高圧代替注水系系統流量の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 高圧代替注水系系統流量の質量は，質点に集中するものとする。

(2) 高圧代替注水系系統流量は，図 3－1に示す壁固定の１質点系振動モデルとして考える。

3.1.1 水平方向（Ｘ方向，Ｚ方向） 

(1) Ｘ方向に対する固有周期を次式で求める。

ｍ  ｈ２
３ ｈ２ 

1000  3・Ｅ・Ｉ  Ａｓ・Ｇ 

(2) Ｚ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。

3.1.2 鉛直方向（Ｙ方向） 

Ｙ方向に対する固有周期を 1.3.1.1.1 式で求める。 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項 目 記号 単位 数値等 

高圧代替注水系系統流量の質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離（壁掛形） ｈ２ mm 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2示す。 

固有周期の計算の結果から，剛であることを確認した。 

表 3－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（3.1.1）＋ ・ 

3 

ｈ２ 

ｍ 

質点 

支持点 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-5
 
R
1 Ｙ 

Ｚ Ｘ 



  

 

4. 構造強度評価 

 4.1 構造強度評価方法 

高圧代替注水系系統流量の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造強度評価は，添

付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧代替注水系系統流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

高圧代替注水系系統流量の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧代替注水系系統流量の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 高圧代替注水系系統流量 常設／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-5 R1 

5
 



  

 

 

表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 234 385 － 
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5. 機能維持評価 

 5.1 電気的機能維持評価方法 

高圧代替注水系系統流量の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計

算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

高圧代替注水系系統流量の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験に

おいて，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度     （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

高圧代替注水系系統流量 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧代替注水系系統流量の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

8 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-5
 
R
1 



 

 

【高圧代替注水系系統流量の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度

(℃) 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧代替注水系系統 

流量 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

 － － ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 高圧代替注水系系統流量 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

 3 
(mm) 

 a 
(mm) 

 b 
(mm) 

Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部  材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 234 385 － 270 － 水平方向 
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注記 ＊：基準床レベルを示す。 



1.3 計算結果 

1.3.1 ボルトに作用する力    (単位：N) 

部  材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

基礎ボルト 

 1.4 結論 

  1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部  材 材 料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝4 fｔs＝162＊

せん断 － － τb＝1 fｓb＝124

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

高圧代替注水系系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出

1
0
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 b
 

h２ 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

 ａ

 3
 

 3
 

 b
 

正面（水平方向） 側面（鉛直方向）

転倒方向 

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ｈ
２
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）が設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重

大事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類

される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，保持金具に

固定され取付ボルトで格

納容器貫通部のスリーブ

に固定する。 

 保持金具のボルト固定

部分は格納容器貫通部の

スリーブにより半径方向

は固定される。 

電離箱  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ケミカルアンカ）

2635 

270 

2
 

(単位：mm) 

原子炉格納容器貫通部 

取付ボルト 検出器 保持金具 
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2.2 評価方針 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基

本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の部位を踏まえ「3. 評価

部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力

による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認するこ

とで実施する。また，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ

-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基

づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度 

計器の構造強度評価 
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2.3 適用基準 

   適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）    

(2)  発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））    

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ε 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

fｔｏ 
fｔｓ 

g 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

ｍ 

ｍａ 

ｎ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

サポートの断面積 

取付ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

取付ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

取付ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

格納容器貫通部のスリーブ及び検出器の総質量 

検出器及び保持金具の質量 

取付ボルトの本数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

取付ボルトに生じる引張応力 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm4 

mm4 

mm4 

kg 

kg 

－ 

MPa 

MPa 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点 

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の耐震評価は,「5.1 構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，耐震評価上厳しくなる取付ボルトについて実施する。 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示

す。 

 

4. 固有周期 
4.1 固有値解析方法 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）は，4.2 解析モデル及び緒元に示す３次元はり

モデルとして考える。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 
格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下

に示す。また，機器の諸元を表 4－1，部材の機器要目を表 4－2に示す。 

(1) 図 4－1 中の○内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(2) 図 4－1 中の  は検出器及び保持金具の質点を示し，ｍａは 33 kg である。 

(3) 図 4－1 中の実線はサポート鋼材を示す。 

(4) 拘束条件として，原子炉格納容器貫通部にてＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用いる解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プログラム（解

析コード）の概要・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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Z(鉛直) 

X(水平) Y(水平) 

図 4－1 解析モデル 

：支持点（原子炉格納容器貫通部） 

:検出器の質点 

ｍａ 

（単位：ｍｍ）

2635 

① 
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表 4－1 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 
－ － 

質量 ｍａ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

表 4－2 部材の機器要目 

材料 
SA-333Gr.6 

（GSTPL相当） 

対象要素 ① 

Ａ（mm2） 1.197×104 

Ｉｙ（mm4） 9.557×107 

Ｉｚ（mm4） 9.557×107 

Ｉｐ（mm4） 1.911×108 

Ｚｙ（mm3） 7.148×105 

Ｚｚ（mm3） 7.148×105 

Ｚｐ（mm3） 1.430×106 

断面形状 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-8
-
2
-2
 
R
1 

D
1 

Ｄ1＝237.2，Ｄ2＝267.4 

D
2 

y 

z 
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4.3 固有値解析結果 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の固有値解析の結果を表 4－3に，振動モード図を図

4－2，3 に示す。なお，水平（Ｘ方向）については剛であることを確認した。 

表4－3 固有値解析結果 

モード
固有周期

（ｓ）
卓越方向

刺激係数

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

1次 水平 0.00 0.44 0.00 

2次 鉛直 0.00 0.00 0.44 

3次 水平 － － －

図4－2 振動モード（水平方向 

 

図4－3 振動モード（鉛直方向 

原形図 

振動モード図 

Z

X Y 

振動モード図 

原形図 

Z

X Y 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 
4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

 (1) 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）は格納容器貫通部のスリーブにより固定されて

いるため，鉛直方向の計算は行わない。格納容器貫通部スリーブの長手方向のみ計算を行

う。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表

5－2に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の許容応力を表 5－3 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5

－5 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の重

要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線  

管理施設 

放射線管理

用計測装置 

格納容器雰囲気放射線 

モニタ（Ｄ／Ｗ） 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線  

管理施設 

放射線管理

用計測装置 

格納容器雰囲気放射線 

モニタ（Ｄ／Ｗ） 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-2 R1   

1
1
 



 

 

表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-2 R1  

1
2
 



 

 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 192 373 ― 

 

 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度  185 373 ― 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-2 R1   

1
3
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5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ

-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の

基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。評価に用いる設計用地震力を表 5－6，表 5－7 に

示す。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

（

ＣＨ=0.88 

又は＊2 

ＣＶ=0.66

又は＊2 

ＣＨ=1.61

又は＊3 

ＣＶ=1.25

又は＊3 

原子炉建屋 
ＣＨ=0.88 

又は＊2 

ＣＶ=0.64

又は＊2 

ＣＨ=1.54

又は＊3 

ＣＶ=1.21

又は＊3 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

 

－ － 
ＣＨ=1.61 

又は＊2 

ＣＶ=1.25

又は＊2 

原子炉建屋 

－ － 
ＣＨ=1.54 

又は＊2 

ＣＶ=1.21

又は＊2 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，地震による震度によって生じる引張力について計算する。な

お，せん断力は格納容器貫通部のスリーブと保持金具が固定されており，取付ボルト

に対するせん断力は生じないため，計算しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1 計算モデル

原子炉格納容器貫通部

取付ボルト 
検出器 保持金具

ｍ・ＣＨ・g 
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(1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図5－1で示すように取付ボルト全本数で受けるものとして

計算する。 

引張力（Ｆｂ） 

 

Ｆｂ＝                                              (5.4.1.1.1) 

 

引張応力（σｂ） 

 

σｂ＝
Ｆｂi

Ａｂi
                                                   (5.4.1.1.2) 

 

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ2                                                (5.4.1.1.3) 

   

 

 

 

 

 

ｍ・ＣＨ・g 
（ ）ｎ 
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5.5 計算条件 

5.5.1 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｄ／Ｗ）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.5.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fts 以下である

こと。ただし，fto は下表による。 

fts ＝Min[1.4・fto－1.6・τｂ， fto]                           (5.6.1.1) 

 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fto 
 Ｆ 

2
・1.5   

 Ｆ  

2
・1.5   

＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能

維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全

性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

             表 6－1 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｄ／Ｗ） 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-8-2-2 R1 

【格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）（D23-N003A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 
Ｓ 

原子炉建屋     

ＣＨ＝0.88 ＣＶ＝0.66 ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.25 

 

 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ） 

部     材 
ｍ 

(kg) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

取 付 ボ ル ト 192 373 192 231 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                 (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

 

 

 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊
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NT2 補② Ⅴ-2-8-2-2 R2 

1.4 結   論
1.4.1 固有周期   （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 水平 

２次 鉛直 

1.4.2 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取 付 ボ ル ト 引張り σb＝2 ƒts＝144＊ σb＝4 ƒts＝173＊

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：fts ＝Min[1.4・fto－1.6・τｂ， fto]より算出

1.4.3 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 

水平方向 1.31 

鉛直方向 4.42 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

 

原子炉格納容器貫通部

取付ボルト
検出器 保持金具
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋     

－ － ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.25 

 

 

 

2.2 機器要目 

 2.2.1 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ） 

部     材 
ｍ 

(kg) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

取 付 ボ ル ト 185 373 222 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力             (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト － 

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊ 



 

2
4
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2.4 結   論 
2.4.1 固有周期                                     （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 水平 

２次 鉛直 

 

 
2.4.2 ボルトの応力                                                                      (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取 付 ボ ル ト  引張り － － σb＝4 ƒts＝166＊ 

すべて許容応力以下である。                          注記 ＊：fts ＝Min[1.4・fto－1.6・τｂ， fto]より算出 

 

2.4.3 電気的機能維持の評価結果                      (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 

水平方向 1.31 

鉛直方向 4.42 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

 

原子炉格納容器貫通部

取付ボルト
検出器 保持金具
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【格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）（D23-N003B）の耐震性についての計算結果】 

3. 設計基準対象施設

3.1 設計条件

機  器  名  称 耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 
Ｓ 

原子炉建屋

ＣＨ＝0.88 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.54 ＣＶ＝1.21 

3.2 機器要目 

3.2.1 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ） 

部     材 
ｍ

(kg) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ

Ｓｙ 

(MPa)

Ｓｕ 

(MPa)

Ｆ

(MPa)

Ｆ 

(MPa)

取 付 ボ ル ト 192 373 192 231 

3.3 計算数値 

3.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部   材 

Ｆｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊
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3.4 結   論
3.4.1 固有周期   （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 水平 

２次 鉛直 

3.4.2 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 引張り σb＝2 ƒts＝144＊ σb＝4 ƒts＝173＊

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：fts ＝Min[1.4・fto－1.6・τｂ， fto]より算出

3.4.3 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 

水平方向 1.13 

鉛直方向 4.25 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

 

原子炉格納容器貫通部

取付ボルト
検出器 保持金具
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4. 重大事故等対処設備 

4.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋     

－ － ＣＨ＝1.54 ＣＶ＝1.21 

 

 

 

4.2 機器要目 

 4.2.1 格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）（D23-N003B） 

部     材 
ｍ 

(kg) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

取 付 ボ ル ト 185 373 222 

4.3 計算数値 

4.3.1 ボルトに作用する力            (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト － 
 

 

 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊ 
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4.4 結   論
4.4.1 固有周期   （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 水平 

２次 鉛直 

4.4.2 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 引張り － － σb＝4 ƒts＝166＊

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：fts ＝Min[1.4・fto－1.6・τｂ， fto]より算出

4.4.3 電気的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

格納容器雰囲気 

放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 

水平方向 1.13 

鉛直方向 4.25 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

 

原子炉格納容器貫通部

取付ボルト
検出器 保持金具
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1. 原子炉圧力（PT-B22-N078A,B,C,D） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを説明するものである。 

原子炉圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対

象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，本計算書については，取付ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値／発生

値の小さい方）となるものを代表して評価する。評価対象を表 1－1－1に示す。 

 

表 1－1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

PT-B22-N078A（代表） 

PT-B22-N078B 

PT-B22-N078C  

PT-B22-N078D 

Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐

震性についての計算書作成の

基本方針 

表 1－2－1 構造計画 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

   原子炉圧力の構造計画を表 1－2－1 に示す。
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器

取付ボルトにより

計装ラックに取付

けられた取付板に

固定される。 

計装ラックは，

基礎に埋め込まれ

たチャンネルベー

スに取付ボルトで

設置する。 

弾性圧力検出器 【H22-P004A(PT-B22-N078A)】 

 正面 

チャンネルベース 
 

側面 

基礎 

計器取付ボルト

検出器 

取付板 

計装ラック 

 
取付ボルト 

2
1
3
4 

762 

(長辺方向) (短辺方向) 

1829 

（単位：mm） 
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1.3 固有周期 

1.3.1 固有周期の算出方法 
プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により固有振動数を測定する。測定の

結果，剛であることを確認した。固有周期を表 3－1 に示す。 
 

表 1－3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

 

1.4 構造強度評価 

1.4.1 構造強度評価方法 

原子炉圧力の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-

13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

 

1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 1－4－1に示す。 

 

(2) 許容応力 

原子炉圧力の許容応力を表 1－4－2に示す。 

 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 1－4－3 に示す。 
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表 1－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 1－4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
   1.5・ｆｓ

  
注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

       ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 1－4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi（ＲＴ）

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 
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1.5 機能維持評価 

1.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書

作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，

電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－5－1 に示す。 

 

表 1－5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉圧力 
水平 

鉛直 
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1.6 評価結果 

1.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準

値を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有することを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉圧力(H22-P004A(PT-B22-N078A)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力 Ｓ 
原子炉建屋 

ＣＨ＝0.78  ＣＶ＝0.54   ＣＨ＝1.34   ＣＶ＝1.01    

注記 *：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉圧力 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi

＊ 

取 付 ボ ル ト 
(i＝2) 

6 

2 

 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

(i＝2) 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 *：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 
対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 
対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

引張り σb2＝7 ƒts2＝176＊ σb2＝17 ƒts2＝210＊

せん断 τb2＝2 ƒsb2＝135 τb2＝4 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。     注記 *：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 原子炉圧力（PT-B22-N051A,B）

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを説明するものである。 

原子炉圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備において

は常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対

象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，構造強度評価については，取付ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値／

発生値の小さい方）となるものを代表して評価する。電気的機能維持評価については，評価用

加速度が厳しい条件となるものを代表として評価する。 

表 2－1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

PT-B22-N051A（代表） 

PT-B22-N051B 

Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐

震性についての計算書作成の

基本方針 

表 2－2－1 構造計画 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

原子炉圧力の構造計画を表 2－2－1 に示す。
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表 2－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器

取付ボルトにより

計装ラックに取付

けられた取付板に

固定される。 

計装ラックは，

基礎に埋め込まれ

たチャンネルベー

スに取付ボルトで

設置する。

弾性圧力検出器 【H22-P026B(PT-B22-N051A)】 
正面

チャンネルベース 

側面

基礎

計器取付ボルト

検出器

取付板

計装ラック

取付ボルト

1829 762 

2
1
3
4 

（単位：mm）

(長辺方向) (短辺方向) 
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2.3 固有周期 

2.3.1 固有周期の算出方法

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により固有振動数を測定する。測定の

結果，剛であることを確認した。固有周期を表 1－3－1 に示す。

表 1－3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

2.4 構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

原子炉圧力の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-

13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

原子炉圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 2－4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－2に示す。 

(2) 許容応力

原子炉圧力の許容応力を表 2－4－3に示す。

(3) 使用材料の許容応力評価条件

原子炉圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 2－4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4－5に示す。 
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表 2－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 2－4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記 ＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 2－4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
   1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用い

る。） 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

        ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  



NT2 補② Ⅴ-2-6-5-18 R1 

 

 

1
5
 

表 2－4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi（ＲＴ）

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度  235 400 － 

 

表 3－4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi（ＲＴ）

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書

作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，

電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－5－1 に示す。 

表 2－5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉圧力 
水平 

鉛直 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
8
 
R1
 

 

17 

2.6 評価結果 

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準

値を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有することを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

3.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉圧力(H22-P026B(PT-B22-N051A))の耐震性についての計算結果】

1. 設計基準対象施設

 1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力 Ｓ 
原子炉建屋 

ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.54 ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01

注記 *：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目

1.2.1 原子炉圧力 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 

ｎi

(-) 

ｎfi
＊

(-) 

取 付 ボ ル ト
(i＝2) 

6 

2 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト

(i＝2) 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 *：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

 

1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

引張り σb2＝6 ƒts2＝176＊ σb2＝16 ƒts2＝210＊ 

せん断 τb2＝2 ƒsb2＝135 τb2＝4 ƒsb2＝161 

すべて許容応力以下である。                   注記 *：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2)  

 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 
 
 



NT2 補② Ⅴ-2-6-5-18 R1 

 

 

2
0
 

  

取付ボルト

転倒方向

ｈ
2
  

（  12≦  2 2）  

 2 2 1 2 

Ａ Ａ

（  12≦  2 2）

 2 2  1 2 

 

正面（長辺方向） 側面（短辺方向） 

Ａ～Ａ矢視図



NT2 補② Ⅴ-2-6-5-18 R1 

2
1
 

2. 重大事故等対象施設

 2.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
－ － ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01 

注記 *：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目

1.2.1 原子炉圧力 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi

＊

取 付 ボ ル ト
(i＝2) 

6 

2 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト

(i＝2) 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 *：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。
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1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(i＝2) 

引張り － － σb2＝16 ƒts2＝202＊

せん断 － － τb2＝4 ƒsb2＝155

すべて許容応力以下である。     注記 *：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度が設計用地震力に対して

十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に

分類される。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，本計算書では，添付書類「Ⅴ-2-6-5-32 格納容器内酸素濃度の耐震性についての計算

書」の評価も併せて説明する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
0
 
R1
 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラッ

クに固定される。 
計装ラックは，チャ

ンネルベースに取付ボ

ルトで設置され，チャ

ンネルベースは基礎ボ

ルトで固定される。 

熱伝導式水素検出器 
磁気風式酸素検出器 
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(単位：mm) 

計器取付ボルト 

側面 正面 

600 

2
1
0
0 

3150 計装ラック 

取付ボルト 

床 

基礎ボルト 
ケミカルアンカ

チャンネルベース 

検出器 



3

3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置

（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。測定の結果、剛である

ことを確認した。固有周期を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の構造は直立形計装ラックであるため，構造強

度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」

に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に示す。 

4.2.2 許容応力 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の使用材料の許容応力評価条件のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

格納容器内水素濃度 

格納容器内酸素濃度 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa)

Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 

(i＝1) 
周囲環境温度 235 400 － 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 －
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作

成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

     表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

格納容器内水素濃度 

格納容器内酸素濃度 

水平 

鉛直 

 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【格納容器内水素濃度(D23-H2E-N002A)，格納容器内酸素濃度(D23-O2E-N001A)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内水素濃度 

格納容器内酸素濃度 
Ｓ 

原子炉建屋 
ＣH＝0.78 ＣV＝0.54 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

1.2.1 格納容器内水素濃度，格納容器内酸素濃度 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊2

(mm) 

2i
＊2

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi

＊2

基 礎 ボ ル ト 

（i＝1） 

6 

2 

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

12 

2

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa)

Ｆi
 

(MPa)

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（i＝1） 

235 400 235 280 短辺方向 短辺方向 

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

235 400 235 280 短辺方向 長辺方向 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 
（i＝1） 

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト 

（i＝1） 

引張り σb1＝14 ƒts1＝141＊ σb1＝30 ƒts1＝168＊ 

せん断 τb1＝3 ƒsb1＝108 τb1＝5 ƒsb1＝129 

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

引張り σb2＝9 ƒts2＝176＊ σb2＝18 ƒts2＝210＊

せん断 τb2＝2 ƒsb2＝135 τb2＝4 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度

格納容器内水素濃度 

格納容器内酸素濃度 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 
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Ａ～Ａ矢視図

Ａ～Ａ矢視図

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-30 R1 
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【格納容器内水素濃度(D23-H2E-N002B)，格納容器内酸素濃度(D23-O2E-N001B)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

格納容器内水素濃度 

格納容器内酸素濃度 
Ｓ 

原子炉建屋 
ＣH＝0.88 ＣV＝0.62 ＣH＝1.55 ＣV＝1.17 

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

1.2.1 格納容器内水素濃度，格納容器内酸素濃度 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊2

(mm) 

2i
＊2

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi

＊2

基 礎 ボ ル ト 

（i＝1） 

5 

2 

取 付 ボ ル ト 

（i＝2） 

12 

2

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi
* 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（i＝1） 

235 400 235 280 短辺方向 短辺方向 

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

235 400 235 280 短辺方向 長辺方向 

注記  ＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。 

1
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（i＝1） 

取 付 ボ ル ト 

（i＝2） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト 
（i＝1） 

引張り σb1＝19 ƒts1＝141 σb1＝40 ƒts1＝168＊ 

せん断 τb1＝4 ƒsb1＝108 τb1＝7 ƒsb1＝129 

取 付 ボ ル ト 

（i＝2） 

引張り σb2＝10 ƒts2＝176 σb2＝24 ƒts2＝210＊

せん断 τb2＝3 ƒsb2＝135 τb2＝4 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度

格納容器内水素濃度 

格納容器内酸素濃度 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

1
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Ａ～Ａ矢視図
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納

容器内雰囲気ガスサンプリング装置が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器内雰囲気ガスサンプ

リング装置は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故

緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評

価を示す。 

なお，本計算書では，添付書類「Ⅴ-2-6-5-33 格納容器内酸素濃度（ＳＡ）の耐震性につい

ての計算書」及び添付書類「Ⅴ-2-6-7-10 格納容器内雰囲気ガスサンプリング装置の耐震性に

ついての計算書」の評価も併せて説明する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器内雰囲気ガスサン

プリング装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトによりガスサン

プリング装置に取付け

られた取付板に固定さ

れる。 

格納容器内雰囲気ガ

スサンプリング装置

は，取付ボルトにより

チャンネルベースに固

定する。 

チャンネルベースは

床面に設置された後打

プレートに固定する。

後打プレートは基礎

ボルトにより床面に設

置する。 

熱伝導式水素検出器

磁気風式酸素検出器 

格納容器内ガスサン

プリング装置 

2
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格納容器内雰囲気ガス 

サンプリング装置 

正面図 側面図

チャンネルベース 

取付ボルト 

（短辺方向）

検出器

基礎ボルト 

計器取付

ボルト

後打プレート

（長辺方向）

床

ケミカルアンカ

1377 

2
0
5
0 

755 



3. 固有周期

 3.1 固有周期の算出方法 

振動試験装置により固有振動数（共振周波数）を測定する。測定の結果，剛であることを確

認した。固有周期を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器内雰囲気ガスサン

プリング装置の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-

8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評

価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器内雰囲気ガス

サンプリング装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器内雰囲気ガス

サンプリング装置の許容応力を表 4－2に示す。

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器内雰囲気ガス

サンプリング装置の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－3 に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

格納容器内水素濃度（ＳＡ）

格納容器内酸素濃度（ＳＡ）

格納容器内雰囲気 

ガスサンプリング装置 

常設耐震／

緩和 

常設／緩和

－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 4
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa)

Ｓｙi(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 

(i＝1) 
周囲環境温度 212 373 － 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 221 373 － 

5
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

格納容器内水素濃度（ＳＡ）及び格納容器内酸素濃度（ＳＡ）の電気的機能維持評価につい

て，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作

成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

格納容器内水素濃度（ＳＡ）及び格納容器内酸素濃度（ＳＡ）の機能確認済加速度には，格

納容器内雰囲気ガスサンプリング装置一式で行った加振試験により，電気的機能の健全性を確

認した加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

格納容器内雰囲気 

ガスサンプリング装置 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

格納容器内水素濃度（ＳＡ），格納容器内酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器内雰囲気ガスサン

プリング装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【格納容器内水素濃度計（ＳＡ）(H2E-SA19-N002A)，格納容器内酸素濃度計（ＳＡ）(O2E-SA19-N001A)及び格納容器内雰囲気ガスサンプリング装置の耐震性につ

いての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内雰囲気 

ガスサンプリング装置 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
－ － ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

1.2 機器要目 

1.2.1 格納容器内雰囲気ガスサンプリング装置 

部     材 
Ｓｙi

(MPa) 
Ｓｕi

(MPa) 
Ｆi

(MPa) 
Ｆi

 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト

（i＝1） 
212 373 － 254 － 短辺方向 

取付ボルト

（i＝2）
221 373 － 261 － 短辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 

部     材 
ｍｉ

(kg) 
hｉ
(mm) 

1ｉ 

(mm) 
2ｉ 

(mm) 
Ａbｉ 
(mm2)

ｎｉ ｎfｉ 

基礎ボルト

（i＝1） 

4 

4 

取付ボルト

（i＝2）

4 

4 

8
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注記 ＊：基準床レベルを示す。 



1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

（i＝1） 
取付ボルト

（i＝2）

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト
（i＝1） 

引張り － － σb1＝17 ƒts1＝152＊

せん断 － － τb1＝4 ƒsb1＝117

取付ボルト
（i＝2） 

引張り － － σb2＝30 ƒts2＝195＊

せん断 － － τb2＝6 ƒsb2＝150 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度

格納容器内雰囲気 

ガスサンプリング装置 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-31 R1 
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転倒方向

転倒支点 転倒支点

正面（長辺方向）側面（短辺方向）

 12  22 

 11  21

ＡＡ

 2212

11 21

（ 11≦ 21）（ 11≦ 21） 

（ 12≦ 22） （ 12≦ 22）

ｈ
１

 



【格納容器内水素濃度計（ＳＡ）(H2E-SA19-N002B)，格納容器内酸素濃度計（ＳＡ）(O2E-SA19-N001B)及び格納容器内雰囲気ガスサンプリング装置の耐震性につ

いての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内雰囲気 

ガスサンプリング装置 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
－ － ＣH＝1.13 ＣV＝0.99 

1.2 機器要目 

1.2.1 格納容器内雰囲気ガスサンプリング装置 

部     材 
Ｓｙi

(MPa) 
Ｓｕi

(MPa) 
Ｆi

(MPa) 
Ｆi

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動

Ｓｓ 

基礎ボルト

（i＝1） 
212 373 － 254 － 短辺方向 

取付ボルト

（i＝2）
221 373 － 261 － 短辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 

部     材 
ｍi

(kg) 
hi

(mm) 
1i 

(mm) 
2i 

(mm) 
Ａbi 
(mm2)

ｎi ｎfi 

基礎ボルト

（i＝1） 

4 

4 

取付ボルト

（i＝2）

4 

4 

1
1
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注記 ＊：基準床レベルを示す。 



1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

（i＝1） 

取付ボルト

（i＝2）

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト
（i＝1） 

引張り － － σb1＝14 ƒts1＝152＊

せん断 － － τb1＝3 ƒsb1＝117

取付ボルト

（i＝2） 

引張り － － σb2＝25 ƒts2＝195＊

せん断 － － τb2＝6 ƒsb2＝150 

すべて許容応力以下である。  注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度

格納容器内雰囲気 

ガスサンプリング装置 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，再循環系ポンプ遮断器が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

再循環系ポンプ遮断器は，設計基準対象施設においてはＳクラスに，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対

処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

再循環系ポンプ遮断器の構造計画を表 2－1に示す。 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-8
 
R
0 

1 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

再循環系ポンプ遮断

器は，基礎に埋め込ま

れたチャンネルベース

に取付ボルトで設置す

る。 

  

直立形 

 

【再循環系ポンプ遮断器(A)，再循環系ポンプ遮断器(B)】 

  

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再循環系ポンプ遮断器 

たて 約 2740 mm 

横 約 2000 mm 

高さ 約 2300 mm 
 

2
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取付ボルト 

正面 

チャンネルベース 

側面 

取付ボルト 

チャンネルベース 

横 

高さ 

たて 



  

 

3. 固有周期 

再循環系ポンプ遮断器の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測定結果から，剛と

する。固有周期を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期（s） 

機器名称 水平方向 鉛直方向 

再循環系ポンプ遮断器  

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

再循環系ポンプ遮断器の構造は直立形盤であるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-14-7 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

再循環系ポンプ遮断器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

再循環系ポンプ遮断器の許容応力を表 4－3に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

再循環系ポンプ遮断器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-8
 
R
0 

3 



 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御設備 
再循環系ポンプ遮断器 Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御設備 
再循環系ポンプ遮断器 常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（その他の指示構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊

5
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 235 400 － 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 235 400 － 
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5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

再循環系ポンプ遮断器の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-14-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

再循環系ポンプ遮断器の機能確認済加速度には，当該器具と類似の器具の正弦波加振試験に

おいて，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

再循環系ポンプ遮断器 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

再循環系ポンプ遮断器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

再循環系ポンプ遮断器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【再循環系ポンプ遮断器(A)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

再循環系ポンプ 

遮断器(A) 
Ｓ 

原子炉建屋 

 
ＣＨ＝0.58 ＣＶ＝0.48 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 
                            対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

                                                    対する評価時の要目を示す。 

 

 

 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi ＊ 

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

5 

6 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

（ i ＝ 2 ）  
235 400 235 280 短辺方向 短辺方向

＊
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ｈ
2
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ i ＝ 2 ）  

 

1.4 結   論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り σb2＝6 ƒts2＝176＊ σb2＝36 ƒts2＝210＊ 

せん断 τb2＝8 ƒsb2＝135 τb2＝13 ƒsb2＝161 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

再循環系ポンプ遮断器(A)

水平方向 0.72 

鉛直方向 0.75 

評価用加速度（1.0ZPA）すべて機能確認済加速度以下である。 
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注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出

1
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原再循環系ポンプ 

遮断器(A) 
常設耐震／防止 

原子炉建屋 
－ － ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 
                            対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

                                                    対する評価時の要目を示す。 

 

 

 

部     材 
ｍ2 

(kg) 

h2 

(mm) 

 1＊ 

(mm) 

 2＊ 

(mm) 

Ａb2 

(mm2) 
ｎ2 ｎf ＊ 

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

5 

6 

部     材 

Ｓy2 

(MPa) 

Ｓu2 

(MPa) 

Ｆ2 

(MPa) 

Ｆ2 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

（ i ＝ 2 ）  
235 400 － 280 － 短辺方向

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆb2 Ｑb2 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ i ＝ 2 ）  

 

2.4 結   論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り － － σb2＝36 ƒts2＝205＊ 

せん断 － － τb2＝13 ƒsb2＝161 

すべて許容応力以下である。         

 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

再循環系ポンプ遮断器(A)

水平方向 0.72

鉛直方向 0.75

評価用加速度（1.0ZPA）すべて機能確認済加速度以下である。 
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注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出

1
0
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【再循環系ポンプ遮断器(B)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

再循環系ポンプ 

遮断器(B) 
Ｓ 

原子炉建屋 

ＣＨ＝0.63 ＣＶ＝0.50 ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

   対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。

部     材 
ｍi

(kg) 

Hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi ＊

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

5 

6 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

（ i ＝ 2 ）
235 400 235 280 短辺方向 短辺方向

＊

1
1
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ i ＝ 2 ）  1.800×103 9.679×103 4.943×104 8.630×104 

 

1.4 結   論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り σb2＝9 ƒts2＝176＊ σb2＝49 ƒts2＝210＊ 

せん断 τb2＝9 ƒsb2＝135 τb2＝16 ƒsb2＝161 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

再循環系ポンプ遮断器(B)

水平方向 0.92 

鉛直方向 0.80 

評価用加速度（1.0ZPA）すべて機能確認済加速度以下である。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

再循環系ポンプ 

遮断器(B) 
常設耐震／防止 

原子炉建屋 

－ － ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

   対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎf i＊

取 付 ボ ル ト 
（i＝2） 

5 

6 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

（ i ＝ 2 ）
235 400 － 280 － 短辺方向

＊

ｈ
2
 

2212



2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ i ＝ 2 ）

2.4 結   論
2.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り － － σb2＝49 ƒts2＝210＊

せん断 － － τb2＝16 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。     

2.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

再循環系ポンプ遮断器(B)

水平方向 0.92 

鉛直方向 0.80 

評価用加速度（1.0ZPA）すべて機能確認済加速度以下である。

注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出 

1
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器が設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大

事故防止設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維

持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-9
 
R
0 

1 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

再循環系ポンプ低速

度用電源装置遮断器

は，基礎に埋め込まれ

たチャンネルベースに

取付ボルトで設置す

る。 

  

直立形 

（鋼材及び鋼板を組

み合わせた自立閉鎖

型の盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器 

たて 約 2540 mm 

横 約 1000 mm 

高さ 約 2300 mm 
 

2
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取付ボルト 

チャンネルベース

取付ボルト

チャンネルベース

正面 側面 

高さ 

たて 
横 



3. 固有周期

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測

定結果から，剛とする。固有周期を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期（s） 

機器名称 水平方向 鉛直方向 

再循環系ポンプ低速度用

電源装置遮断器 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の構造は直立形盤であるため，構造強度評価は，添

付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御設備 

再循環系ポンプ低速度用

電源装置遮断器 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（その他の指示構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊

5
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2 

表 4－3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 225 385 － 
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7 

5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の機能確認済加速度には，当該器具と類似の器具の

正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

再循環系ポンプ低速度用 

電源装置遮断器 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

再循環系ポンプ低速

度用電源装置遮断器
常設耐震／防止 

原子炉建屋 
－ － ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

   対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示す。

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi＊ 

取 付 ボ ル ト 
(i＝2) 

5 

3 

部     材 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

( i ＝ 2 )
225 385 － 269 － 短辺方向

＊

ｈ
2
 

12 22

12
≦ 

取付ボルト

チャンネルベース

Ａ～Ａ矢視図

ＡＡ

チャンネルベース

取付ボルト

チャンネルベース

12 22

9
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-9 R0 

2212

正面

(短辺方向)

転倒方向 側面

(長辺方向)



 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
( i ＝ 2 )  

 

1.4 結   論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り － － σb2＝63 ƒts2＝202＊ 

せん断 － － τb2＝18 ƒsb2＝155 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

再循環系ポンプ低速度用

電源装置遮断器 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）すべて機能確認済加速度以下である。 
 

注記 ＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出

 

1
0
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の

設計方針に基づき，代替循環冷却系ポンプ入口温度が設計用地震力に対して十分な電気的

機能を有していることを説明するものである。 

代替循環冷却系ポンプ入口温度は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設

備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

代替循環冷却系ポンプ入口温度の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，代替循環冷却系管に

溶接された保護管に固定する。 

熱電対 

代替循環冷却系管 保護管

検出器

溶接
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2.2 評価方針 

代替循環冷却系ポンプ入口温度の機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本

方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加

速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

代替循環冷却系ポンプ入口温度の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 代替循環冷却系ポンプ入口温度の耐震評価フロー 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6

月）に準拠して評価する。 

3. 評価部位

代替循環冷却系ポンプ入口温度は，代替循環冷却系管に直接取り付けられた保護管に挿入さ

れ固定されることから，代替循環冷却系管が支持している。代替循環冷却系管の構造強度評価

は添付書類「Ｖ-2-5-5-6-2 管の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書

では，代替循環冷却系管の地震応答解析結果を用いた代替循環冷却系ポンプ入口温度の電気的

機能維持評価について示す。 

代替循環冷却系ポンプ入口温度の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価

4.1 評価用加速度 

代替循環冷却系ポンプ入口温度は代替循環冷却系管に直接取り付けられた保護管に挿入さ

れることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地震力として添付書類「Ｖ-2-5-5-6-

2 管の耐震性についての計算書」に示す重大事故等対処設備の地震応答解析で評価した代替

循環冷却系ポンプ入口温度取付部に相当する質点に生じる加速度及び添付書類「Ｖ-2-1-7 

設計用床応答曲線の作成方針」に基づく基準床レベルの加速度のうち厳しいほうを選択す

る。評価用加速度を表 4－1，2 に示す。 

表 4－1 評価用加速度（質点に生じる加速度） （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

代替循環冷却系ポンプ

入口温度 

（TE-SA17-N001A） 

原子炉建屋 
水平 0.62 

鉛直 0.11 

代替循環冷却系ポンプ

入口温度 

（TE-SA17-N001B） 

原子炉建屋 
水平 0.11 

鉛直 0.41 

表 4－2 評価用加速度（基準床レベルの加速度） （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

代替循環冷却系ポンプ 

入口温度 

原子炉建屋 
水平 0.96 

鉛直 0.92 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

代替循環冷却系ポンプ入口温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

代替循環冷却系ポンプ入口温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性

を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－3に示す。 

表 4－3 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

代替循環冷却系

ポンプ入口温度 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

代替循環冷却系ポンプ入口温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機能

が維持されていることを確認した。 

(1) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【代替循環冷却系ポンプ入口温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

評価用加速度 機能確認済加速度 

代替循環冷却系ポンプ入口温度 
水平方向 0.96 

鉛直方向 0.92 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.  計測制御設備の盤（ベンチ形） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，計測制御設備の盤（ベンチ形）が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

計測制御設備の盤（ベンチ形）のうち緊急時炉心冷却系操作盤は，設計基準対象施設におい

てはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類される。計測制御設備の盤（ベンチ形）のうち原子炉制御操作盤は，

設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造

強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，構造強度評価については，裕度（許容値／発生値）が厳しい条件となるものを代表と

して評価する。電気的機能維持評価については機能確認済加速度が最も低い器具を代表として

評価する。 

 

表 1－1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

緊急時炉心冷却系操作盤（代表） Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性

についての計算書作成の

基本方針 

表 1-2-1 構造計画 

所内電気操作盤 

原子炉補機操作盤 

原子炉制御操作盤（代表） 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の構造計画を表 1－2－1 に示す。 
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

緊急時炉心冷却系操作

盤は，基礎に埋め込ま

れたチャンネルベース

に取付ボルトで設置す

る。 

ベンチ形 

（鋼材及び鋼板を組

み合わせた自立閉鎖

型の盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 緊急時炉心冷却系操作盤 原子炉制御操作盤 

たて 約 1525 mm 約 1525 mm 

横 約 6100 mm 約 4410 mm 

高さ 約 2286 mm 約 2286 mm 

 

  

 
 

（長辺方向） （短辺方向）

基礎

チャンネルベース 

取付ボルト 

盤 

横 

高さ

たて 
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1.3 固有周期 

 1.3.1 固有周期の算出方法 

     プラスチックハンマ等により，当該盤に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置

（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録する。試験の結果，剛である

ことを確認した。固有周期を表 1－3－1に示す。 

 

表 1－3－1 固有周期（s） 

機器名称 水平方向 鉛直方向 

緊急時炉心冷却系操作盤 0.025 0.017 

原子炉制御操作盤 0.033 0.007 

 

1.4 構造強度評価 

1.4.1 構造強度評価方法 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の構造はベンチ形であるため，構造強度

評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき評価する。 

 

1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち

設計基準対象施設の評価に用いるものを表 1－4－1 に，重大事故等対処設備としての評価

に用いるものを表 1－4－2 に示す。 

 

1.4.2.2 許容応力 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の許容応力を表 1－4－3 に示す。 

 

1.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の使用材料の許容応力評価条件のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 1－4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 1－4－5に示す。 
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表 1－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の計測

制御設備 

緊急時炉心冷却系 

操作盤 

原子炉制御操作盤 

Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 1－4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の計

測制御設備 

緊急時炉心冷却系 

操作盤 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

原子炉制御操作盤 常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  



 

 

NT2 補① Ⅴ-2-6-7-1 R1 

6
 

表 1－4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

＊ ＊
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表 1－4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 
周囲環境温度 235 400 － 

 

 

表 1－4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 235 400 － 
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1.5 機能維持評価 

1.5.1 電気的機能維持評価方法 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の電気的機能維持評価について，以下に

示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基

本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤に設置される器具の機能確認済加速度に

は，同形式の器具の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速

度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－5－1 に示す。 

 

表 1－5－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

緊急時炉心冷却操作盤 

水平 

鉛直 

原子炉制御操作盤 

水平 

鉛直 
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1.6 評価結果 

1.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の設計基準対象施設としての耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

1.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急時炉心冷却系操作盤及び原子炉制御操作盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の

耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十

分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【緊急時炉心冷却系操作盤の耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 

耐震設計上の 

重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急時炉心冷却系

操作盤 Ｓ ＣH＝0.78 ＣV＝0.54 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi  

取 付 ボ ル ト
（i＝2） 

19 
3 

                注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺 

方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要 

目を示す。  
 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓｄ又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト

（i＝2） 
235 

(16mm<径≦40mm) 
400 235 280 短辺方向 長辺方向

 
  

＊

 1 2 

Ａ～Ａ矢視図 

チャンネルベース

取付ボルト 

ＡＡ ｈ
2 

 2 2 

 1 2≦  2 2 

転倒支点 

 
1
2 

 
2
2 

 
2 2
  1 2 

 1 2≦  2 2 

正面

(長辺方向)

転倒方向 

側面

(短辺方向)

転倒方向 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（i＝2）

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り σb2＝4 ƒts2＝176＊ σb2＝15 ƒts2＝210＊

せん断 τb2＝2 ƒsb2＝135 τb2＝4 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2)

評価用加速度 機能確認済加速度 

緊急時炉心冷却系

操作盤 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 
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2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急時炉心冷却系

操作盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 － － ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi  

取 付 ボ ル ト 

（i＝2） 
 

 

 
19 
3 

                注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺 

方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要 

目を示す。 

 
 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓｄ又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト

（i＝2） 

235 

(16mm<径≦40mm) 
400 － 280 － 長辺方向

 
 
 
 
  

＊

 
1 2
  1 2 

Ａ～Ａ矢視図 

チャンネルベース

取付ボルト 

ＡＡ ｈ
2 

 2 2 

 1 2≦  2 2 

転倒支点 

 
1
2 

 
2
2 

 
2 2
 

 
1 2
≦  

2 2
 

正面

(長辺方向)

転倒方向 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（i＝2） 

 

2.4 結    論  
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト  
引張り － － σb2＝15 ƒts2＝210＊ 

せん断 － － τb2＝4 ƒsb2＝161 

すべて許容応力以下である。         

 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                    (×9.8m/s2)  

 評価用加速度 機能確認済加速度 

緊急時炉心冷却系

操作盤 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 
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【原子炉制御操作盤の耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 

耐震設計上の 

重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉制御操作盤 Ｓ ＣH＝0.78 ＣV＝0.54 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi  

取 付 ボ ル ト
（i＝2） 

8 
3 

                注記  ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺 

方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要 

目を示す。  
 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓｄ又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト

（i＝2） 
235 

(16mm<径≦40mm) 
400 235 280 短辺方向 長辺方向

 
  

＊

 1 2 

Ａ～Ａ矢視図 

チャンネルベース

取付ボルト 

ＡＡ ｈ
2 

 2 2 

 1 2≦  2 2 

 
1
2 

 
2
2 

 
2 2
  1 2 

 1 2≦  2 2 

 
2 2
  1 2 

転倒支点 

転倒支点 

正面

(長辺方向)

転倒方向 

側面

(短辺方向)

転倒方向 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（i＝2） 

 

1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト  
引張り σb2＝9 ƒts2＝176＊ σb2＝31 ƒts2＝210＊ 

せん断 τb2＝4 ƒsb2＝135 τb2＝6 ƒsb2＝161 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                    (×9.8m/s2)  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉制御操作盤

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

 
 
 
 
  

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 



 

 

NT2 補① Ⅴ-2-6-7-1 R1 

1
6
 

2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉制御操作盤 常設耐震／防止 － － ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfi  

取 付 ボ ル ト 

（i＝2） 
 

8 
3 

                注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺 

方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要 

目を示す。 

 
 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓｄ又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト

（i＝2） 

235 

(16mm<径≦40mm) 
400 － 280 － 長辺方向

 
 
 
 
  

＊

転倒支点 

正面

(長辺方向)

転倒方向 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（i＝2） 

2.4 結    論
2.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り － － σb2＝31 ƒts2＝210＊

せん断 － － τb2＝6 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。     

2.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉制御操作盤

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出 
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2.  計測制御設備の盤（直立形） 

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，計測制御設備の盤（直立形）が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

計測制御設備の盤（直立形）のうち格納容器雰囲気監視系操作盤は，設計基準対象施設にお

いてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的

機能維持評価を示す。 

なお，構造強度評価については，裕度（許容値／発生値）が厳しい条件となるものを代表と

して評価する。電気的機能維持評価については機能確認済加速度が最も低い器具を代表として

評価する。 

 

表 2－1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

プロセス計装盤 Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性

についての計算書作成の

基本方針 

表 1-2-1 構造計画 

タービン補機盤 

窒素置換－空調換気制御盤 

非常用ガス処理系，非常用ガス循環系

操作盤 

タービン補機補助継電器盤 

プロセス放射線モニタ計装盤 

出力領域モニタ計装盤 

原子炉保護系継電器盤 

残留熱除去系（B），（C）補助継電器盤

原子炉隔離時冷却系継電器盤 

原子炉格納容器隔離系継電器盤 

高圧炉心スプレイ系継電器盤 

自動減圧系継電器盤 

低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系

（A）補助継電器盤 

漏えい検出系操作盤 

プロセス放射線モニタ，起動時領域モ

ニタ操作盤 

格納容器雰囲気監視系操作盤（代表）

サプレッション・プール温度記録計盤

原子炉保護系トリップユニット盤 
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評価部位 評価方法 構造計画 

緊急時炉心冷却系トリップユニット

盤 

Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性

についての計算書作成の

基本方針 

表 2-2-1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系トリップユニッ

ト盤 

ＲＣＩＣタービン制御盤 

原子炉遠隔停止操作盤 

ＳＡ設備新設盤 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ

Ｓ）新設盤 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

格納容器雰囲気監視系操作盤の構造計画を表 2－2－1 に示す。 
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表 2－2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

格納容器雰囲気監視系

操作盤は，基礎に埋め

込まれたチャンネルベ

ースに取付ボルトで設

置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組

み合わせた自立閉鎖

型の盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 格納容器雰囲気監視系操作盤

たて 約 914 mm 

横 約 792 mm 

高さ 約 2286 mm 

 

 

（長辺方向） （短辺方向）

基礎

チャンネルベース 

取付ボルト 

盤 

たて

高さ

横 
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2.3 固有周期 

 2.3.1 固有周期の算出方法 

     格納容器雰囲気監視系操作盤の固有周期は，構造が同様な盤に対する打診試験の結果か

ら、剛とする。固有周期を表 2－3－1 に示す。 

 

表 2－3－1 固有周期（s） 

機器名称 水平方向 鉛直方向 

格納容器雰囲気監視系操作盤 0.05 以下 0.05 以下 

 

2.4 構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

格納容器雰囲気監視系操作盤の構造はベンチ形であるため，構造強度評価は，添付書類

「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器雰囲気監視系操作盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 2－4－1 に示す。 

 

2.4.2.2 許容応力 

格納容器雰囲気監視系操作盤の許容応力を表 2－4－2 に示す。 

 

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

格納容器雰囲気監視系操作盤の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 2－4－3に示す。 
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表 2－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の計測

制御設備 

格納容器雰囲気監視系

操作盤 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 2－4－2 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
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表 2－4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 235 400 － 
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

格納容器雰囲気監視系操作盤の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基

本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

格納容器雰囲気監視系操作盤に設置される器具の機能確認済加速度には，同形式の器具

の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－5－1 に示す。 

 

表 2－5－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

格納容器雰囲気監視系

操作盤 

水平 

鉛直 
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2.6 評価結果 

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

格納容器雰囲気監視系操作盤の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【格納容器雰囲気監視系操作盤の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器雰囲気

監視系操作盤 
Ｓ ＣH＝0.78 ＣV＝0.54 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01 

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎf i 

取付ボルト 
（i＝2） 

2

2 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺 

方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要 

目を示す。

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi

(MPa)

Ｆi 

(MPa)

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2）

235 

(16mm<径≦40mm) 
400 235 280 短辺方向 短辺方向 

12

Ａ～Ａ矢視図

チャンネルベース

取付ボルト

ＡＡ

ｈ
2

2 2

 1 2≦  2 2

1 2 2 2

転倒支点

12
≦

22

1 2 2 2＊

ｈ
2

正面

(短辺方向)

転倒方向
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（i＝2）

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
引張り σb2＝43 ƒts2＝176 σb2＝82 ƒts2＝210

せん断 τb2＝10 ƒsb2＝135 τb2＝17 ƒsb2＝161

すべて許容応力以下である。     

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

格納容器雰囲気 

監視系操作盤 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τb，  ｔｏ]より算出
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3.  計測制御設備の盤（壁掛形） 

3.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，計測制御設備の盤（壁掛形）が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

計測制御設備の盤（壁掛形）のうちほう酸水注入ポンプ操作盤は，設計基準対象施設におい

てはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類さ

れる。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能

維持評価を示す。 

なお，構造強度評価については，裕度（許容値／発生値）が厳しい条件となるものを代表と

して評価する。電気的機能維持評価については機能確認済加速度が最も低い器具を代表として

評価する。 

 

表 3－1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

ほう酸水注入ポンプ操作盤（代表）
Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性

についての計算書作成の

基本方針 

表 3-2-1 構造計画 

ＳＡ設備新設盤 

 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の構造計画を表 3－2－1 に示す。 
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表 3－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ほう酸水注入ポンプ操

作盤は，壁に基礎ボル

トで設置する。 

壁掛形 

（鋼材及び鋼板を組

み合わせた自立閉鎖

型の盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ほう酸水注入ポンプ操作盤 

たて 約 350 mm 

横 約 500 mm 

高さ 約 340 mm 

 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ)

壁 
壁 

盤 

（長辺方向） （短辺方向）

横 

高さ

たて
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3.3 固有周期 

 3.3.1 固有周期の算出方法 

     プラスチックハンマ等により，当該盤に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置

（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録する。試験の結果，剛である

ことを確認した。固有周期を表 3－3－1に示す。 

 

表 3－3－1 固有周期（s） 

機器名称 水平方向 鉛直方向 

ほう酸水注入ポンプ操作盤 0.016 0.005 

 

3.4 構造強度評価 

3.4.1 構造強度評価方法 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の構造はベンチ形であるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ

-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

評価する。 

 

3.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 3－4－1 に，重大事故等対処設備としての評価に用いるものを表 3

－4－2に示す。 

 

3.4.2.2 許容応力 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の許容応力を表 3－4－3 に示す。 

 

3.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－4－5 に

示す。 

 

 

 

 



 

 

NT2 補① Ⅴ-2-6-7-1 R1 

3
1
 

表 3－4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の計測

制御設備 

ほう酸水注入ポンプ 

操作盤 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 3－4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の計

測制御設備 

ほう酸水注入ポンプ 

操作盤 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊ ＊
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表 3－4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 245 400 － 

 

 

表 3－4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 234 385 － 
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3.5 機能維持評価 

3.5.1 電気的機能維持評価方法 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基

本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

ほう酸水注入ポンプ操作盤に設置される器具の機能確認済加速度には，同形式の器具の

正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 3－5－1 に示す。 

表 3－5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

緊急時炉心冷却操作盤 

水平 

鉛直 
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3.6 評価結果 

3.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

3.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ほう酸水注入ポンプ操作盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【ほう酸水注入ポンプ操作盤の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度＊4 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

ほう酸水注入ポンプ

操作盤 
Ｓ ＣH＝1.17 ＣV＝0.80 ＣH＝1.74 ＣV＝1.52 

注記  ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：壁掛形の盤なので，設置床上階の設計用地震力を使用する。 

 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

 1i＊ 

(mm) 

 2i＊ 

(mm) 

 3i 

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfVi ｎfHi 

基 礎 ボ ル ト
（i＝1） 

2 2 

 

 

部     材 

Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト
（i＝1） 

245 

(径≦16 mm) 
400 245 280 鉛直方向 鉛直方向 

 

 

＊

 
1
1
 

 
2
1
 

 31 ｈ1

ｈ
1 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（i＝1） 

 

1.4 結    論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト  
引張り σb1＝3  ts1＝147＊ σb1＝5  ts1＝168＊ 

せん断 τb1＝2  sb1＝113 τb1＝3  sb1＝129 

すべて許容応力以下である。                  注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出  

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ほう酸水注入ポンプ 

操作盤 

水平方向 1.10 

鉛直方向 0.94 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【ほう酸水注入ポンプ操作盤の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

ほう酸水注入ポンプ

操作盤 
常設耐震／防止 － － ＣH＝1.74 ＣV＝1.52 

注記  ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：壁掛形の盤なので，設置床上階の設計用地震力を使用する。 

2.2 機器要目 

部     材 
ｍi

(kg) 

hi

(mm) 

1i

(mm) 

2i

(mm) 

3i

(mm) 

Ａbi 

(mm2) 
ｎi ｎfVi ｎfHi 

基 礎 ボ ル ト
（i＝1） 2 2 

部     材 
Ｓyi 

(MPa) 

Ｓui 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト
（i＝1）

234 

(径≦16 mm) 
385 － 270 － 鉛直方向 

＊

1
1

ｈ131

2
1

ｈ
1
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（i＝1） 

 

2.4 結   論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト
引張り － － σb1＝5 ƒts1＝161＊ 

せん断 － － τb1＝3 ƒsb1＝124 

すべて許容応力以下である。                  注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出  

 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ほう酸水注入ポンプ 

操作盤 

水平方向 1.10 

鉛直方向 0.94 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の

設計方針に基づき，フィルタ装置スクラビング水温度が設計用地震力に対して十分な電気

的機能を有していることを説明するものである。 

フィルタ装置スクラビング水温度は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大

事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備として

の電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

フィルタ装置スクラビング水温度の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器はフィルタ装置に直接取

り付けられたエンドパッド及びク

ランプパッドにより固定する。ク

ランプパッドはボルトを用いて検

出器を固定する。 

熱電対 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器 
クランプパッド 

クランプパッド エンドパッド 検出器 ボルト

原子炉圧力容器 

ボルト 

エンドパッド 

100 

2
2
 

側面 

正面 

（単位：ｍｍ） 
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2.2 評価方針 

フィルタ装置スクラビング水温度の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震

時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

フィルタ装置スクラビング水温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 フィルタ装置スクラビング水温度の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及

び平成 3 年 6 月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

フィルタ装置スクラビング水温度は，フィルタ装置に直接取り付けられたエンドパッド

及びクランプパッドに挿入され固定されることから，フィルタ装置が支持している。フィ

ルタ装置の構造強度評価は添付書類「Ⅴ-2-9-7-1-2 フィルタ装置の耐震性についての計

算書」にて実施しているため，本計算書では，フィルタ装置の地震応答解析結果を用いた

フィルタ装置スクラビング水温度の電気的機能維持評価について示す。 

フィルタ装置スクラビング水温度の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示

す。 

  

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

4.1 評価用加速度 

フィルタ装置スクラビング水温度はフィルタ装置に直接取り付けられたエンドパッド

及びクランプパッドに挿入されることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地

震力として添付書類「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。評

価用加速度を表 4－1 に示す。 

 

              表 4－1 評価用加速度          （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

フィルタ装置 

スクラビング水温度 

原子炉建屋 

 

水平 1.79 

鉛直 0.89 

  注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

フィルタ装置スクラビング水温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

フィルタ装置スクラビング水温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機

能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－2 に示

す。 

 

    表 4－2 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

フィルタ装置 

スクラビング水温度 

水平 

鉛直 

 

 

 

 

 

  



 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-
1
5 

R
1 

6 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置スクラビング水温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して

電気的機能が維持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【フィルタ装置スクラビング水温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

  評価用加速度 機能確認済加速度 

フィルタ装置スクラビング水温度 
水平方向 1.79 

鉛直方向 0.89 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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計算書



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
3
 
R1
 

目次 

 

 

1. 概要                                                                      1 

2. 一般事項                                                                  1 

2.1 構造計画                                                                1 

2.2 評価方針                                                                3 

2.3 適用基準                                                                3 

3. 評価部位                                                                  3 

4. 機能維持評価                                                               4 

4.1 評価用加速度                                                             4 

4.2 機能確認済加速度                                                         5 

5. 評価結果                                                                  6 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果                                        6 



 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
3
 
R1
 

1 

1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の

設計方針に基づき，残留熱除去系熱交換器出口温度が設計用地震力に対して十分な電気的

機能を有していることを説明するものである。 

残留熱除去系熱交換器出口温度は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重大

事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器出口温度の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，残留熱除去系管に溶

接された保護管に固定する。 

熱電対  

 

 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系管 保護管 

検出器 
溶接 
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2.2 評価方針 

   残留熱除去系熱交換器出口温度の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時

の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。 

   残留熱除去系熱交換器出口温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 残留熱除去系熱交換器出口温度の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及

び平成 3 年 6 月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

残留熱除去系熱交換器出口温度は，残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿入

され固定されることから，残留熱除去系管が支持している。残留熱除去系管の構造強度評

価は添付書類「Ⅴ-2-5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本

計算書では，残留熱除去系管の地震応答解析結果を用いた残留熱除去系熱交換器出口温度

の電気的機能維持評価について示す。 

残留熱除去系熱交換器出口温度の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示

す。 

  

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

4.1 評価用加速度 

残留熱除去系熱交換器出口温度は残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿入

されることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地震力として添付書類「Ⅴ-2-

5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」に示す重大事故等対処設備の地震応答解析で評

価した残留熱除去系熱交換器出口温度取付部に相当する質点に生じる加速度及び添付書

類「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく基準床レベルの加速度のうち厳

しいほうを選択する。評価用加速度を表 4－1，2 に示す。 

 

 表 4－1 評価用加速度（質点に生じる加速度）  （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

残留熱除去系熱交換器 

出口温度 

(TE-E12-N027A) 

原子炉建屋 

 

水平 1.02 

鉛直 0.62 

残留熱除去系熱交換器 

出口温度 

(TE-E12-N027B) 

原子炉建屋 
水平 0.92 

鉛直 0.82 

 

表 4－2 評価用加速度（基準床レベルの加速度） （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

残留熱除去系熱交換器 

出口温度 

原子炉建屋 
水平 1.10 

鉛直 0.96 

 注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

残留熱除去系熱交換器出口温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

残留熱除去系熱交換器出口温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能

維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能

の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 機能確認済加速度     （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

残留熱除去系熱交換器

出口温度 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器出口温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電

気的機能が維持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【残留熱除去系熱交換器出口温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

  評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系熱交換器出口温度 
水平方向 1.10 

鉛直方向 0.96 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，主蒸気管放射線モニタが設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

主蒸気管放射線モニタは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設

計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

主蒸気管放射線モニタの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，検出器取

付金具により，検出器

用ウェルに固定され，

検出器用ウェルはプレ

ートを介し，埋込金物

に溶接で設置する。 

電離箱  

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-1 R2 

（単位：mm） 

8
00

 

正面 

95 

検出器 

検出器用ウェル 

溶接部 

検出器取付金具 

プレート 

埋込金物 



  

 

2.2 評価方針 

主蒸気管放射線モニタの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す主蒸気管放射線モニタの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4.4 解析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期及び荷重に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

主蒸気管放射線モニタの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 主蒸気管放射線モニタの耐震評価フロー 
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解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 計器の構造強度評価 



  

 

2.3 適用基準 

   適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）    

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ａ 

Ａ 

Ａｗ 

ＡｗＸ 

ＡｗＺ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

ＦＸ 

ＦＹ 

ＦＺ 

fｓ 
Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｐ 

  

ｍa 

ＭＸ 

ＭＹ 

ＭＺ 

ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

ＺＸ 

ＺＺ 

Ｚｐ 

Ｚｐ１ 

Ｚｙ１ 

Ｚｚ１ 

ν 

π 

 

溶接部の有効のど厚 

サポートの断面積 

溶接部の有効断面積 

溶接部のＦＸに対する有効断面積 

溶接部のＦＺに対する有効断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

検出器用ウェルの外径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.1に定める値 

溶接部に作用する力（Ｘ方向） 

溶接部に作用する力（Ｙ方向） 

溶接部に作用する力（Ｚ方向） 

溶接部の許容せん断応力 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

据付面から検出器及び検出器取付金具の重心までの距離 

検出器，検出器取付金具の質量 

溶接部に作用するモーメント（Ｘ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（Ｙ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（Ｚ軸周り） 

溶接脚長 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

溶接全断面におけるＸ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるＺ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるねじり断面係数 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

 

mm 

mm２ 

mm２ 

mm２ 

mm２ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

kg 

N･m 

N･m 

N･m 

mm 

MPa 

MPa 

mm3 

mm3 

mm3 

mm4 

mm4 

mm4 

－ 

－ 

 

5 

＊



  

 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

σｔ 

σｂ 

σｗ 

τ 

溶接部に生じる引張応力 

溶接部に生じる曲げ応力 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面二次 

モーメント 
mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 評価部位 

主蒸気管放射線モニタの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，耐震評価上厳しくなる溶接部を選定して実施する。主蒸気管放射線モニタの耐震評価

部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は主蒸気管放射線モニタに対して，水平方向及び鉛直方向から同時に作用するもの

とする。 

(2) 主蒸気管モニタは，溶接により天井の埋込金物に固定されるものとする。 

(3) 主蒸気管モニタの質量は，検出器，検出器取付金具，検出器用ウェル及びプレートを考慮

する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

主蒸気管放射線モニタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 2－3に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

主蒸気管放射線モニタの許容応力を表 2－4に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

主蒸気管放射線モニタの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 2－5 に示す。 
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表 2－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理

施設 

放射線 

管理用 

計測装置 

主蒸気管放射線モニタ Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-1 R1 
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表 2－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1，＊2 

（ボ ル ト 以 外） 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆt 1.5・ｆs 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆt 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合

は評価を省略する。 

 

表 2－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

溶接部  周囲環境温度 170 373 － 

1
0
 

＊ ＊ ＊ ＊

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-1 R0 



 

 

 

4.3 解析モデル及び諸元 

主蒸気管放射線モニタの解析モデルを図 2－2 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を表 2－6，部材の機器要目を表 2－7に示す。 

(1) 主蒸気管放射線モニタは，図 4－1に示す３次元はりモデルとして考える。 

(2) 図 2－2 中の〇内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(3) 図 2－2 中の  は検出器及び検出器取付金具の質量を示し，ｍaは 32kg である。 

(4) 図 2－2 中の実線は検出器用ウェルを示す。 

(5) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(6) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プ

ログラム（解析コード）の概要・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

  

図 2－2 解析モデル 

ｍa 

   ：支持点 
（サポート基礎部） 

   ：検出器質点 

8
0
0 

（単位：ｍｍ） 
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表 2－6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

 

表 2－7 部材の機器要目 

材料 STKR400 

対象要素 ① 

Ａ（mm2） 1552 

Ｉｙ（mm4） 2.340×105 

Ｉｚ（mm4） 2.340×105 

Ｉｐ（mm4） 4.680×105 

Ｚｙ（mm3） 4.100×103 

Ｚｚ（mm3） 4.100×103 

Ｚｐ（mm3） 8.200×103 

断面形状 
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4.4 固有周期 

固有値解析結果を表 2－8に示す。 

 １次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であること

を確認した。 

 

表2－8 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 
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4.5 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震

力を表 2－9 に示す。 

表 2－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 鉛直 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 
ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.54 ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 溶接部の応力 

３次元はりモデルによる地震応答解析から溶接部の荷重を算出し，その結果を用いて手

計算にて溶接部を評価する。 

図 2－3 計算モデル（溶接部） 
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：力を受けると仮定する溶接部

Ｘ 

Ｙ

Ｄ 

ＸＺ

Ｙ
ＦＸＦＺ

ＦＹ

ＭＺ

ＭＹ

ＭＸ

Ｘ

検出器及び 
検出器取付金具重心 

溶接部 

 
 Ｚ 

D 
a a 
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地震対応答解析によって得られた溶接部評価点の反力とモーメントを表 2－10に示す。 

 

表2－10 溶接部発生反力，モーメント 

対象計器 
反力(N) モーメント(N･m) 

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

D17-N003A 

D17-N003B 

D17-N003C 

D17-N003D 

 

 

(1) 引張応力 

溶接部に対する引張応力は，全溶接断面積で受けるものとして計算する。 

引張応力（σｔ ） 

 σｔ ＝ 
ＦＹ

Ａｗ
 ････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1) 

ここで，引張り力を受ける溶接部の有効断面積Ａｗは，次式により求める。 

 Ａｗ＝ 
π

4
 ｛(Ｄ+2・a)2-Ｄ2｝･･････････････････････････････････ (4.6.1.2) 

ただし，溶接部の有効のど厚ａは， 

      ａ ＝ 0.7・ｓ ･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.3) 

(2) せん断応力 

溶接部に対するせん断応力は，各方向の有効せん断面積で受けるものとして計算する。 

せん断応力（τ） 

 τ ＝  (
ＦＸ

ＡｗＸ
 ＋

ＭＹ

Ｚｐ
) 2 ＋(

ＦＺ

ＡｗＺ
 ＋

ＭＹ

Ｚｐ
) 2 ･････････････････ (4.6.1.4) 

ここで，ＡｗＸ，ＡｗＺはせん断力を受ける各方向の有効断面積，Ｚｐは溶接断面におけるねじり

断面係数を示す。 

ＡｗＸ，ＡｗＺは，次式により求める。 

 ＡｗＸ ＝ 
1

2
 ・

π

4
 ((Ｄ+2・a) 2-Ｄ2)･･････････････････････････････ (4.6.1.5) 

 ＡｗＺ ＝ 
1

2
 ・

π

4
 ((Ｄ+2・a) 2-Ｄ2)･･････････････････････････････ (4.6.1.6) 
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(3) 曲げ応力 

溶接部に対する曲げモーメントは，図4－2でＸ軸方向，Ｚ軸方向に対する曲げモーメントを最

も外側の溶接部で受けるものとして計算する。 

曲げ応力（σｂ ） 

σｂ  ＝  
ＭＸ

ＺＸ
   ＋ 

ＭＺ

ＺＺ
  ･･････････････････････････････････････ (4.6.1.7） 

ＺＸ，ＺＺは溶接断面のＸ軸及びＺ軸に関する断面係数を示す。 

 

(4) 組合せ応力 

溶接に対する組合せ応力は，各応力を足し合わせたものとして計算する。 

  σｗ ＝ (σｔ＋σｂ)2＋τ2 ･･･････････････････････････････ (4.6.1.8) 

 

4.7 計算条件 

4.7.1 溶接部の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気管放射線モニタの耐震性についての

計算結果】の設計条件および機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 溶接部の応力評価 

4.6.1項で求めた溶接部に発生する応力は，許容応力 fs 以下であること。 

ただし， fs は下表による。 

 

         
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動ＳSによる 
荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

fs 
 Ｆ

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ

1.5・ 3
・1.5 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

主蒸気管放射線モニタの電気的機能維持評価について，以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

主蒸気管放射線モニタの機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価

部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－11に示す。 

 

表 2－11 機能確認済加速度       (×9.8 m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

主蒸気管放射線モニタ 

水平 

鉛直 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

主蒸気管放射線モニタの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【主蒸気管放射線モニタの耐震性についての評価結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管放射線モニタ Ｓ 
原子炉建屋 

ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.54 ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01

1.2 機器要目 

1.2.1 主蒸気管放射線モニタ 

部     材 
(mm)

s
(mm) 

a
(mm) 

Ｄ 
(mm)

Ａｗ

(mm2)
ＡｗＸ

(mm2)
ＡｗＺ

(mm2)
ＺＸ

(mm3)
ＺＺ

(mm3)
Ｚｐ

(mm3)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa)
Ｆ 

(MPa)

溶接部 170 373 170 204 

1.3 計算数値

1.3.1 溶接部に作用する力  (単位：N)

部 材 

ＦＸ ＦＹ ＦＺ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ 

溶接部 

1.3.2 溶接部に作用するモーメント     （単位：N･m） 

部 材 

ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ 

溶接部 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

1
8
 

NT2 補② Ⅴ-2-8-2-1 R1 

＊



 

 

：力を受けると仮定する溶接部

Ｘ 

Ｙ

Ｄ 

Ｘ

検出器及び 
検出器取付金具重心 

溶接部 

 
 Ｚ 

D 
a a 

1.4 結論  
1.4.1 溶接部の応力                                              (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 

引張り σｔ＝1 fs＝98 σｔ＝2 fs＝117 

せん断 τ＝2 fs＝98 τ＝3 fs＝117 

曲げ σｂ＝22 fs＝98 σｂ＝37 fs＝117 

組合せ σｗ＝23 fs＝98 σｗ＝39 fs＝117 

すべて許容応力以下である。  

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

主蒸気管放射線モニタ 
水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方

針に基づき，サプレッション・プール水温度が設計用地震力に対して十分な電気的機能を有して

いることを説明するものである。 

サプレッション・プール水温度は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

サプレッション・プール水温度の構造計画を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 
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表 2－1 構造計画（設計基準対象施設） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，温度計保

護管内に設置し，温度

計保護管は，温度計サ

ポートを介して，溶接

によりサプレッショ

ン・チェンバ内の壁に

設置する。 

 

測温抵抗体 

 

 

 

2
  

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-27 R1 

【TE-T23-N001B,N001C,N002B,N002C,N003B,N003C,N007,N009,N011,N012,N013,N014】 

正面 側面 

上面 

（単位：mm） 

7700 

壁 



 

 

表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，温度計保

護管内に設置し，温度

計保護管は，温度計サ

ポートを介して，溶接

によりコラムサポート

に設置する。 

 

測温抵抗体 

 

 

3
  

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-27 R1 

【TE-T23- N004B,N004C,N005B,N005C,N006B,N006C,N015,N017,N019,N020, 

N021,N022,N030,N040,N050】 

正面 側面 

上面 

7700 

（単位：mm） 

417 

458 



 

 

2.2 評価方針 

サプレッション・プール水温度の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方

針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度

が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

サプレッション・プール水温度の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッション・プール水温度の耐震評価フロー 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本

電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）に準拠して

評価する。 

 

3. 評価部位 

サプレッション・プール水温度は，サプレッション・チェンバ内の壁もしくはコラムサポート

に直接取り付けられた温度計サポートに挿入され固定されることから，サプレッション・チェン

バが支持している。サプレッション・チェンバの構造強度評価は添付書類「Ⅴ-2-9-2-1 原子炉

格納容器本体の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，原子炉格納容

器本体の地震応答解析結果を用いたサプレッション・プール水温度の電気的機能維持評価につい

て示す。 

サプレッション・プール水温度の耐震評価箇所については，表 2－1及び表 2－2 の概略構造図

に示す。 
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4 

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 



 

 

 

4. 機能維持評価 

4.1 評価用加速度 

サプレッション・プール水温度はサプレッション・チェンバの壁もしくはコラムサポートに

直接取り付けられた温度計サポートに挿入され固定されることから，評価用加速度は，基準地

震動Ｓｓによる地震力として添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造

物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。評価用加

速度を表 4－1に示す。 

 

                表 4－1 評価用加速度          （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

（m） 
方向 評価用加速度 

サプレッション・プール水 

温度 

原子炉建屋 

 

水平 1.00 

鉛直 0.93 

  注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

サプレッション・プール水温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

サプレッション・プール水温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確

認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－2に示す。 

 

   表 4－2 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

評価部位  方向 機能確認済加速度

サプレッション・プール水温度 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

サプレッション・プール水温度の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。評

価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機能が維持されてい

ることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

サプレッション・プール水温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機能が維

持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【サプレッション・プール水温度の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果                   

(×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

サプレッション・プール水温度

（TE-T23-N001B～N006B） 

（TE-T23-N001C～N006C） 

（TE-T23-N007,N009） 

（TE-T23-N011～N015） 

（TE-T23-N017） 

（TE-T23-N019～N022） 

水平方向 1.00 

鉛直方向 0.93 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
 

 

 

 

 

 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 電気的機能維持の評価結果  

                                    (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

サプレッション・プール水温度

（TE-T23-N030） 

（TE-T23-N040） 

（TE-T23-N050） 

水平方向 1.00 

鉛直方向 0.93 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の

設計方針に基づき，残留熱除去系熱交換器入口温度が設計用地震力に対して十分な電気的

機能を有していることを説明するものである。 

残留熱除去系熱交換器入口温度は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重大

事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器入口温度の構造計画を表 2－1 に示す。 

 



 

2
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，残留熱除去系管に溶

接された保護管に固定する。 

熱電対  

 

 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系管 保護管 

検出器 
溶接 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系熱交換器入口温度の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時

の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

残留熱除去系熱交換器入口温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 残留熱除去系熱交換器入口温度の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及

び平成 3 年 6 月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

残留熱除去系熱交換器入口温度は，残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿入

され固定されることから，残留熱除去系管が支持している。残留熱除去系管の構造強度評

価は添付書類「Ⅴ-2-5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本

計算書では，残留熱除去系管の地震応答解析結果を用いた残留熱除去系熱交換器入口温度

の電気的機能維持評価について示す。 

残留熱除去系熱交換器入口温度の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示

す。 

  

設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

4.1 評価用加速度 

残留熱除去系熱交換器入口温度は残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿入

されることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地震力として添付書類「Ⅴ-2-

5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」に示す重大事故等対処設備の地震応答解析で評

価した残留熱除去系熱交換器入口温度取付部に相当する質点に生じる加速度及び添付書

類「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく基準床レベルの加速度のうち厳

しいほうを選択する。評価用加速度を表 4－1，2 に示す。 

 

            表 4－1 評価用加速度（質点に生じる加速度） （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

残留熱除去系熱交換器 

入口温度 

(TE-E12-N004A) 

原子炉建屋 
水平 0.92 

鉛直 0.11 

残留熱除去系熱交換器 

入口温度 

(TE-E12-N004B) 

原子炉建屋 

 

水平 0.31 

鉛直 0.21 

 

 表 4－2 評価用加速度（基準床レベルの加速度） （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

残留熱除去系熱交換器 

入口温度 

原子炉建屋 

 

水平 1.13 

鉛直 0.99 

 注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

残留熱除去系熱交換器入口温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

残留熱除去系熱交換器入口温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能

維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能

の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－3 に示

す。 

表 4－3 機能確認済加速度  （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

残留熱除去系

熱交換器入口温度

水平 

鉛直 
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5. 評価結果

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器入口温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電

気的機能が維持されていることを確認した。 

(1) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。



 

【残留熱除去系熱交換器入口温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2） 

評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系熱交換器入口温度 
水平方向 1.13 

鉛直方向 0.99 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針

に基づき，ドライウェル雰囲気温度が設計用地震力に対して十分な電気的機能を有していること

を説明するものである。 

ドライウェル雰囲気温度は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設重

大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドライウェル雰囲気温度の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，計器固定

金具に圧縮継手により

固定する。 

計器固定金具は，溶

接により原子炉本体の

基礎（以下「ペデスタ

ル」という）に設置す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱電対 
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【TE-26-79.61A，B】 

温度計 

溶接部 

計器固定金具 

圧縮継手 

保護管 

65 

76 

（単位：ｍｍ）



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，計器固定

金具に圧縮継手により

固定する。 

計器固定金具は，溶

接によりドライウェル

内の架構に設置する。 

 

熱電対 
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【TE-26-79.63A，B，TE-26-79.64A，B】 

（単位：ｍｍ）

ドライウェル内の架構 

350 

76 



  

 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，計器固定

金具に圧縮継手により

固定する。 

計器固定金具は，溶

接によりドライウェル

内の架構に設置する。 

 

熱電対 
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【TE-26-79.62A，B】 

ドライウェル内の架構 

（単位：ｍｍ）

300 

350 



 

 

2.2 評価方針 

ドライウェル雰囲気温度の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 

電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的

機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

ドライウェル雰囲気温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドライウェル雰囲気温度の耐震評価フロー 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日

本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9 月，昭和 62 年 8月及び平成 3 年 6 月）に

準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

ドライウェル雰囲気温度は，計器固定金具に圧縮継手により固定され，計器固定金具は溶接に

よりドライウェル内の架構またはペデスタル壁面に設置することから，ドライウェルまたはペデ

スタルが支持している。ドライウェル，ペデスタルの構造強度評価は添付書類「Ⅴ-2-9-2-1 原

子炉格納容器本体の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，原子炉格

納容器本体の地震応答解析結果を用いたドライウェル雰囲気温度の電気的機能維持評価について

示す。 

ドライウェル雰囲気温度の耐震評価箇所については，表 2－1 の概略構造図に示す。 
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設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

4.1  評価用加速度 

ドライウェル雰囲気温度はドライウェル内の架構またはペデスタル壁面に直接取り付けら

れた計器固定金具に固定されることから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地震力と

して添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容

器及び原子炉本体基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。評価用加速度を表4－1に示す。 

 

              表 4－1 評価用加速度           （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

（m） 
方向 評価用加速度 

ドライウェル雰囲気温度 

（TE-26-79.61A,B） 

原子炉建屋 

 

水平 1.17 

鉛直 0.98 

ドライウェル雰囲気温度 

（TE-26-79.62A,B 
  TE-26-79.63A,B 

    TE-26-79.64A,B） 

原子炉建屋 

 

水平 1.77 

鉛直 1.17 

  注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

           

 

 

 

6 



4.2 機能確認済加速度 

ドライウェル雰囲気温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

ドライウェル雰囲気温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価

部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－2に示す。 

     表 4－2 機能確認済加速度     （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

ドライウェル雰囲気温度 

（TE-26-79.61A,B 

  TE-26-79.62A,B 

  TE-26-79.63A,B 

  TE-26-79.64A,B） 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェル雰囲気温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機能が維持されて

いることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【ドライウェル雰囲気温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果                                       (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ドライウェル雰囲気温度 
（TE-26-79.61A,B） 

水平方向 1.17 

鉛直方向 0.98 

ドライウェル雰囲気温度 
（TE-26-79.62A,B 
  TE-26-79.63A,B 

    TE-26-79.64A,B） 

水平方向 1.77 

鉛直方向 1.17 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
 

 

9
  



  

 

 
Ⅴ-2-6-5-29 サプレッション・チェンバ雰囲気温度の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，サプレッション・チェンバ雰囲気温度が設計用地震力

に対して十分な電気的機能を有していることを説明するものである。 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度は，重大事故等対処設備においては常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備として

の電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，計器固定

金具に圧縮継手により

固定する。 

計器固定金具は，溶

接によりサプレッショ

ン・チェンバ内上部架

構に設置する。 

 

熱電対 

 
温度計 

溶接部 

計器固定金具 

圧縮継手 

保護管 

65 

76 

（単位：ｍｍ）

2
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2.2 評価方針 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づ

き，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持

評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示

す。 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッション・チェンバ雰囲気温度の耐震評価フロー 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62 年 8月及

び平成 3年 6 月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度は，計器固定金具に圧縮継手により固定され，

計器固定金具は溶接によりサプレッション・チェンバ内上部架構に設置することから，

サプレッション・チェンバが支持している。サプレッション・チェンバの構造強度評

価は添付書類「Ⅴ-2-9-2-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算書」にて実

施しているため，本計算書では，原子炉格納容器本体の地震応答解析結果を用いたサ

プレッション・チェンバ雰囲気温度の電気的機能維持評価について示す。 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度の耐震評価箇所については，表 2－1の概略構

造図に示す。 
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評価用加速度 
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4. 機能維持評価 

4.1 評価用加速度 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度はサプレッション・チェンバ内上部架構に設

置することから，評価用加速度は，基準地震動Ｓｓによる地震力として添付書類「Ⅴ

-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子

炉本体基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。評価用加速度を表 4－1に示す。 

 

              表 4－1 評価用地震力          （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所

（m） 
方向 評価用加速度 

サプレッション・チェンバ

雰囲気温度 

原子炉建屋 
水平 1.00 

鉛直 0.93 

  注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度  

サプレッション・チェンバ雰囲気温度の機能確認済加速度については以下に示す。 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度の機能確認済加速度には，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気

的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－2

に示す。 

      

表 4－2 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震

評価結果を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力

に対して電気的機能が維持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【サプレッション・チェンバ雰囲気温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 

1.1 電気的機能維持の評価結果 

                                                                          (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度 
水平方向 1.00 

鉛直方向 0.93 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
 

 

7
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，西側淡水貯水設備水位が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

西側淡水貯水設備水位は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能

維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

西側淡水貯水設備水位の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトによりベースに固

定され，ベースは基礎に

基礎ボルトで設置する。 

電波式水位検出器  

取付ボルト 

ベース 

検出器 

基礎ボルト 
ケミカルアンカ 

 

 

100  

1000  

（単位:mm） 
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2.2 評価方針 

西側淡水貯水設備水位の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す西側淡水貯水設備水位の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4. 固有周期」で測定した固有周期に基づく設計地震力による応力等が許容限界内に収まる

ことを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，西側淡水貯水

設備水位の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」

にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度

以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果

を「7. 評価結果」に示す。 

西側淡水貯水設備水位の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 西側淡水貯水設備水位の耐震評価フロー

計器の電気的機能維持評価

評価用加速度 

支持構造物の構造強度評価

地震時における応力 

固有値測定試験 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2)  発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））    

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂｉ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｄ 

ｄｉ 

Ｆｉ 

Ｆｂｉ 

fｓｂｉ 

fｔｏｉ 

fｔｓｉ 

g 

ｈｉ 

Ｌ 

 

 

ｍｉ 

ｎｉ 

ｎfｉ

Ｑｂｉ 

Ｓｕｉ 

Ｓｙｉ 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

 

π 

σｂｉ 

τｂｉ 

ボルトの軸断面積＊1 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

取付ボルトのピッチ円直径 

ボルトの呼び径＊1 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 

ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面又は取付面から重心までの距離 

支点としている基礎ボルトより最大引張応力がかかるボルトま

での距離 

重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

検出器又は検出器＋ベースの質量＊2 

ボルトの本数＊1 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 

ボルトに作用するせん断力＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊1 

円周率 

ボルトに生じる引張応力＊1 

ボルトに生じるせん断応力＊1 

mm2 

－ 

－ 

mm 

mm 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

 

mm 

kg 

－ 

－ 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，fｓｂｉ，fｔｏｉ，fｔｓｉ ，ｈｉ，ｎｉ，ｎfｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，

σｂｉ，τｂｉ の添え字ｉの意味は，以下のとおりとする。 
ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：検出器＋ベース 

ｉ＝2：検出器

＊
 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。
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3. 評価部位 

 西側淡水貯水設備水位の耐震評価は,「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震

評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。 

西側淡水貯水設備水位の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

 4.1 基本方針 

   西側淡水貯水設備水位の固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

 

 4.2 固有周期の算出方法 

   振動試験装置により固有振動数を測定する。西側淡水貯水設備水位の外形図を表 2－1 の構造

計画に示す。 

 

 4.3 固有周期の算出結果 

   固有周期の算出結果を表 4－1に示す。鉛直方向は固有周期が 0.05 秒以下であり，剛である

ことを確認した。また，水平方向は柔な領域に固有周期がないことから，剛であることを確認

した。 

 

表 4－1 固有周期(s) 

水平 鉛直 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 西側淡水貯水設備水位の質量は，重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は西側淡水貯水設備水位に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 西側淡水貯水設備水位は取付ボルトでベースに固定されており，ベースは基礎ボルトで基

礎に固定されており，固定端とする。 

(4) ボルトの配置については取付ボルトは円形配置とし，基礎ボルトは矩形配置とする。 

(5) 重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行

うものとする 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

  5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

西側淡水貯水設備水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

西側淡水貯水設備水位の許容応力を表 5－2に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

西側淡水貯水設備水位の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 5－3に示す。 



 

 

 

NT2 補②Ⅴ-2-6-5-36 R0 

9
 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 西側淡水貯水設備水位 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

     ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

＊ ＊



NT2 補②Ⅴ-2-6-5-36 R2
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1
 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1) 
周囲環境温度 205 520 － 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
周囲環境温度 205 520 － 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓs」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づく。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

常設代替高圧

電源装置置場 － － ＣＨ=0.81 ＣＶ=0.71

注記 ＊1：基準床レベルを示す。
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる

引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル

  

ｍ1･(1－ＣＶ)･g 
ｍ1･ＣＨ･g 

Ｌ

ｈ
1
 

 

転倒方向 

転倒支点 

 

  

引張りを受ける
ボルト列 

転倒支点となる
ボルト列 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1に示すボルトを支点とする転倒を考え，こ

れを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ1 ＝
ｍ１・ＣＨ・ｈ１・g ＋ｍ１・(ＣＶ－1)・ ・g 

 ｎf 1・Ｌ
       (5.4.1.1.1) 

 

引張応力 

σｂ1 ＝
Ｆｂ1

Ａｂ1
                                           (5.4.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ1 は次式により求める。 

Ａｂ1 ＝
π

4
・ｄ1

 2                                       (5.4.1.1.3) 

 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ1 ＝ ｍ1・ＣＨ・g                                  (5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ1 ＝
Ｑｂ1

ｎ1・Ａｂ1
                                      (5.4.1.1.5) 
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5.4.1.2 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 計算モデル 

ｍ2･(1－ＣＶ)･g 

ｍ2･ＣＨ･g 

 

  

 
Ｄ

ｈ
２

 

 

転倒方向 

転倒支点 

転倒支点 
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(1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図5－2に示すボルトを支点とする転倒を考え，こ

れを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ2 ＝
8

3Ｄ
・

ｍ2・ＣＨ・ｈ2・g ＋ ｍ2・(ＣＶ－１)・0.5・Ｄ・g 
 ｎf 2

  

                              (5.4.1.2.1) 

引張応力 

σｂ2＝
Ｆｂ2

Ａｂ2
                                           (5.4.1.2.2) 

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2 ＝
π

4
・ｄ2 

2                                       (5.4.1.2.3) 

 

(2) せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ2 ＝ ｍ2・ＣＨ・g                                  (5.4.1.2.4) 

 

せん断応力 

τｂ2 ＝ 
Ｑｂ2

ｎ2・Ａｂ2
                                     (5.4.1.2.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－5 に示す。 

表 5－5 基礎ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― 

温度条件（周囲環境温度） ― ℃ 

ボルトの呼び径 ｄ１ mm 

検出器＋ベースの質量 ｍ１ kg 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

据付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

重心とボルト間の水平方向距離 mm 

支点としているボルトより最大引張応力がかかるボ

ルトまでの距離
Ｌ mm 

ボルトの本数 ｎ１ ―

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ｎｆ１ ― 3 

17 
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5.5.2 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－6 に示す。 

表 5－6 取付ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― 

温度条件（周囲環境温度） ― ℃ 

ボルトの呼び径 ｄ２ mm 

検出器の質量 ｍ２ kg 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離 ｈ２ mm 

取付ボルトのピッチ円直径 Ｄ mm 

ボルトの本数 ｎ２ ―

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ｎｆ２ ― 8 

18 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 f tsｉ 以下であ

ること。ただし，f toｉ は下表による。 

f tsｉ ＝Min[1.4・f toｉ－1.6・τｂｉ， f toｉ]                     (5.6.1.1) 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 f sbｉ  以下であるこ

と。ただし，f sbｉ は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
f toi 

 Ｆi
  

2
・1.5 

許容せん断応力 
f sbi 

 Ｆi
  

1.5・ 3
・1.5 

＊
＊

19 
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

西側淡水貯水設備水位計の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

西側淡水貯水設備水位計の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価

部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

西側淡水貯水設備水位 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

西側淡水貯水設備水位の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【西側淡水貯水設備水位の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

西側淡水貯水設備水位 
常設耐震／防止

常設／緩和 

常設代替高圧電源
装置置場 － － ＣＨ＝0.81 ＣＶ＝0.71 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 西側淡水貯水設備水位 

部     材 
ｍi 
(kg)

hi 
(mm) 

  
(mm) 

Ｌ 
(mm) 

Ｄ 
(mm) 

Ａbｉ 
(mm２)

ｎｉ ｎfｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 

（i=1） 
3 205 520 246 － － 

取付ボルト 

（i=2） 
8 205 520 246 － － 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルト，取付ボルトに作用する力               (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ

基礎ボルト 

（i=1） 

取付ボルト 

（i=2） 

＊

注記 ＊：基準床レベルを示す。
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1.4 結    論  

1.4.1  ボルトの応力                                                                  (単位：MPa) 
 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － － ƒts1

＊＝147 

せん断 － － τb1＝1 ƒsb1＝113 

取付ボルト 
引張り － － σb2＝0 ƒts2

＊＝184 

せん断 － － τb2＝0 ƒsb2＝142 

すべて許容応力以下である。                      注記＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出 

 

1.4.2  電気的機能維持の評価結果                    (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

西側淡水貯水設備水位

水平方向 0.68 

鉛直方向 0.59 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

ｈ
1
 

 

転倒方向 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ）

  
Ｌ

 

  

ｈ
２

 

 

転倒方向 

取付ボルト 

Ｄ
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度

評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

 2.1 構造計画 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の構造計画を表 2－1に示す。

1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラッ

クに取付けられた取付

板に固定される。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャン

ネルベースにラック取

付ボルトで設置する。 

差圧式流量検出器 

2
 

正面

チャンネルベース 

側面

基礎

（長辺方向） （短辺方向）

取付ボルト

検出器

計器取付ボルト

取付板

計装ラック

2
13

4 

1829 762 

（単位：mm）
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打診試

験の結果から、剛とする。固有周期を表 3－1 に示す。

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

 4.1 構造強度評価方法 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価

は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき評価する。 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の許容応力を表 4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 

3 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の

計測制御

設備 

常設高圧代替注水系

ポンプ吐出圧力 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 4
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
 1.5・ｆｓ

 ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 

6
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作

成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波

加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力 

水平 

鉛直 

7 
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6. 評価結果

 6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

8 
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【常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

常設高圧代替注水系 

ポンプ吐出圧力 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 
－ － ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

注記 ＊：基準床レベルを示す。

1.2 機器要目 

1.2.1 常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力 

部  材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

1ｉ
＊

(mm) 

2ｉ
＊

(mm) 

Ａｂｉ

(mm2) 
ｎｉ ｎ ｉ

＊

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

6 

2 

部  材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa)

Ｆｉ
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 *：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。

9
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 1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部  材 

Ｆbｉ Ｑbｉ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

 1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部  材 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り － － σb2＝9  ts2＝202＊ 

せん断 － － τb2＝2  sb2＝155 

すべて許容応力以下である。   注記＊： ｔｓｉ＝Min[1.4・ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，  ｔｏｉ]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）は機能確認済加速度以下である。 

1
0
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉隔離時冷却系系統流量が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却系系統流量は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重

大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系系統流量の構造計画を表 2－1に示す。 

 

 

1 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
4
 
R1
 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計器スタ

ンションに取り付けら

れた計器取付板に固定

される。 

計器スタンション

は，基礎に基礎ボルト

で設置する。 

 

差圧式流量検出器  

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-14 R1 

基礎ボルト 

計器 
スタンション 検出器 

取付板 計器取付ボルト

基礎 
（壁面） 

正面 側面 

上面 

385 

4
10

 

250 

（単位：ｍｍ）

メカニカルアンカ 
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2.2 評価方針 

原子炉隔離時冷却系系統流量の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造

計画」にて示す原子炉隔離時冷却系系統流量の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇

所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震力による応力等が許容限

界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

原子炉隔離時冷却系系統流量の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9機能維持の基本方針 4.3 

電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的

機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

原子炉隔離時冷却系系統流量の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉隔離時冷却系系統流量の耐震評価フロー 

  

解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 
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2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 
(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｂ1 

 

Ｆｂ2 

 
fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ2 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

３ 

a 

b 

ｍ 

ｍａ 

ｎ 

ｎfＶ 

ｎfＨ 

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

サポート断面積 

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離(壁掛形) 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

重心と下側ボルト間の距離(壁掛形) 

側面(左右)ボルト間の距離(壁掛形) 

上下ボルト間の距離(壁掛形) 

検出器及びサポート鋼材の総質量 

検出器の質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(側面方向)(壁掛形)

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(正面方向)(壁掛形)

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表 8 に定める値 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

kg 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

MPa 

－ 

＊ 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｙ（ＲＴ）

 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

MPa 

 

－ 

 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位

までの値とする。 
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3. 評価部位 

  原子炉隔離時冷却系系統流量の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。原子炉隔離時冷却系系統流量の耐震評価

部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

 4.1 固有値解析方法 

   原子炉隔離時冷却系系統流量の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 原子炉隔離時冷却系系統流量は，4.2 解析モデル及び諸元に示す３次元はりモデルと

して考える。 

   

4.2 解析モデル及び諸元 

原子炉隔離時冷却系系統流量の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を表 4－1，部材の機器要目を表 4－2 に示す。 

(1) 図 4－1 中の○内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(2) 図 4－1 中の  は検出器質点を示し，ｍａは 10 kg である。 

(3) 図 4－1 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。 

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用いる

解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機プログラ

ム（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

ｍａ 
①

②

258

380 
（単位：ｍｍ） 
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図 4－1 解析モデル 

：支持点(サポート基礎部) 

：検出器質点 
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表4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍａ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

表 4－2 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①－②

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 
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D
1 

Ｄ1＝52.5，Ｄ2＝60.5 

D
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y 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－3に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であるた

め，固有周期の算出は省略した。 

 

表4－3 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 

  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
4
 
R1
 



 

10 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，原子炉隔離時冷却系系統流量に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系系統流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2 に

示す。 

 

5.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系系統流量の許容応力を表 5－3に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却系系統流量の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示

す。  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
4
 
R1
 



 

 

1
1
 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量 
Ｓ －＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*＊2 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

    ＊2：Ｓｓと組合せ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量 
常設耐震／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 234 385 － 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度  234 385 － 



 

14 

5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ

-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表

5－6及び表 5－7 に示す。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

 

CＨ=0.52 CＶ=0.48 CＨ=0.96 CＶ=0.92 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

 

－ － CＨ=-0.96 CＶ=0.92 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図5－1(1) 計算モデル 

(壁掛形 水平方向転倒の場合) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5－1(2) 計算モデル 

(壁掛形 鉛直方向転倒の場合) 

 

 

ｈ
2
 

ｍ･ＣＨ・g 

 ａ 

転倒方向 

転倒支点 

ｍ･（1+ＣＶ）・g 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

 
3
 

ｈ2 

 
ｂ
 

転倒方向 

転倒支点 

 ａ

ｍ･ＣＨ･g 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

ｍ･（1+ＣＶ）･g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－1で最外列の基礎ボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図5－1 (1)の場合の引張力 

    Ｆｂ1＝ｍ・g・
ＣＨ・ｈ2

 ｎf H・ a
 ＋

(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
                      (5.4.1.1.1) 

計算モデル図5－1 (2)の場合の引張力 

    Ｆｂ2＝ｍ・g・
ＣＨ・ 3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b
                       (5.4.1.1.2) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ1，Ｆｂ2）                                       (5.4.1.1.3) 

 

引張応力（σｂ） 

  σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
                                                     (5.4.1.1.4) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

  Ａｂ＝
π

4
・ｄ２                                                 (5.4.1.1.5)  

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑｂ1＝ ｍ・g・ＣＨ                                              (5.4.1.1.6) 

Ｑｂ2＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ）                                        (5.4.1.1.7) 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2                                       (5.4.1.1.8) 

 

せん断応力（τｂ） 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
                                                  (5.4.1.1.9) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉隔離時冷却系系統流量の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件および機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔs 以下

であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 
 ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]                               (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却系系統流量の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

原子炉隔離時冷却系系統流量の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認し

た評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系系統流量の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系系統流量の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉隔離時冷却系系統流量の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量 
Ｓ 

原子炉建屋 

ＣＨ＝0.52 ＣＶ＝0.48 ＣＨ＝0.96 ＣＶ＝0.92 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉隔離時冷却系系統流量 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 234 385 234 269 水平方向 水平方向 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部   材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ

基礎ボルト 

＊

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

2
1
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り σb＝5 fｔs＝140＊ σb＝6 fｔs＝161＊

せん断 τb＝1 fｓb＝108 τb＝2 fｓb＝124

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却系
系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

正面（水平方向）

h２ 

転倒方向

側面（鉛直方向）

ｈ
2

転倒方向
ａ

 
3

2
2
 

ｂ

基礎ボルト

ａ

基礎ボルト

3 ｂ

メカニカルアンカ
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【原子炉隔離時冷却系系統流量の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量 
常設／耐震 

原子炉建屋 

 

－ － ＣＨ＝0.96 ＣＶ＝0.92 

 

2.2 機器要目 

2.2.1 原子炉隔離時冷却系系統流量 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2 
(mm) 

 3 
(mm) 

 a 
(mm) 

 b 
(mm) 

Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 269 － 水平方向 

 

2.3 計算数値     

2.3.1 ボルトに作用する力                         (単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊
 

2
3
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2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                          (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝6 fｔs＝161＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝124 

すべて許容応力以下である。 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8 m/s2) 

 

 

 

 

 

 

評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却系
系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

正面（水平方向） 

h２ 

転倒方向 

転倒方向 

側面（鉛直方向） 

基礎ボルト 
メカニカルアンカ 

ａ 

 
3
 

ｂ
 

ｈ
2
 

ａ 

3
 

ｂ
 

注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

2
4
 

基礎ボルト 
メカニカルアンカ 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，残留熱除去系系統流量が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

残留熱除去系系統流量は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類

に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，本計算書については，取付ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値／発生値

の小さい方）となるものを代表として評価する。評価対象を表 1－1に示す。 

表 1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

FT-E12-N015A 

FT-E12-N015B 

FT-E12-N015C（代表） 

Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐

震性についての計算書作成の

基本方針 

表 2－1 構造計画 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

残留熱除去系系統流量の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付

ボルトにより計装ラッ

クに取付けられた取付

板に固定される。 

計装ラックは，基礎

に埋め込まれたチャン

ネルベースに取付ボル

トで設置する。

差圧式流量検出器 【H22-P021B（FT-E12-N015C）】 

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-17 R1 

正面 チャンネルベース 側面

基礎

計器取付ボルト

検出器

取付板

計装ラック

取付ボルト

1219 

2
1
3
4 

762 

（単位：ｍｍ）



3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

残留熱除去系系統流量の固有周期は，構造が同様な計装ラックに対する打振試験の結果から、

剛とする。固有周期を表 3－1に示す。

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

残留熱除去系系統流量の構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，添付書類

「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方

法に基づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系系統流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

残留熱除去系系統流量の許容応力を表 4－3に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去系系統流量の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

残留熱除去系 

系統流量 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

残留熱除去系 

系統流量 
常設／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

 ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

4
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 
Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 
取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 235 400 － 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 
Ｓｙi(ＲＴ) 

(MPa) 
取付ボルト 

(i＝2) 
周囲環境温度 225 385 － 6
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5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

残留熱除去系系統流量の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作

成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

残留熱除去系系統流量の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験にお

いて，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

残留熱除去系 

系統流量 

水平 

鉛直 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
7
 
R1
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系系統流量の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系系統流量の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【残留熱除去系系統流量計の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

残留熱除去系 

系統流量 
Ｓ 

原子炉建屋 

 
ＣH＝0.58 ＣV＝0.48 ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 残留熱除去系系統流量 

 

 

部     材 
Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動 

ＳＳ 

取付ボルト 

（i＝2） 
235 400 235 280 長辺方向 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 
対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に 
対する評価時の要目を示す。 

  

部     材 ｍi 

(kg) 

hi 
(mm) 

 1i＊ 
(mm) 

 2i＊ 

(mm) 
Ａbi 
(mm2) 

ｎi ｎfi
＊ 

取付ボルト 

（i＝2） 

4 

2 

9
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注記 *：基準床レベルを示す。  



 
1.3 計算数値 

 1.3.1 ボルトに作用する力                                   (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2） 

 
1.4 結    論  
 1.4.1 ボルトの応力                                                                       (単位：MPa)   

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳS 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（i＝2） 

引張り σb２＝6 ƒts２＝176＊ σb２＝14 ƒts２＝210＊ 

せん断 τb２＝2 ƒsb２＝135 τb２＝3 ƒsb２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記 *：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂi， ƒｔｏi]より算出 

        

 1.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系 
系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

1
0
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取付ボルト 

側面（短辺方向） 

ｈ
２
 

正面（長辺方向） 

転倒方向 

取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図

 22 1 2

（  
1 2
≦  

2 2
）

ＡＡ

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-17 R1 

（  12≦  2 2）  

 2 2  1 2 

1
1
 

 



2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

残留熱除去系 

系統流量 
常設／防止 

原子炉建屋 
－ － ＣH＝0.96 ＣV＝0.92 

2.2 機器要目 

2.2.1 残留熱除去系系統流量 

部     材 
Ｓｙi 
(MPa) 

Ｓｕi 
(MPa) 

Ｆi 
(MPa) 

Ｆi
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動

Ｓｓ 

取付ボルト 

（i＝2） 
225 385 － 270 － 長辺方向 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に 

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

取付ボルト 

（i＝2） 

部     材 
ｍi 
(kg) 

hi 
(mm) 

1i
＊

(mm) 
2i

＊

(mm) 
Ａbi 
(mm2)

ｎi ｎfi
＊

取付ボルト 

（i＝2） 

4 

2 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1
2
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2.4 結    論  
 2.4.1 ボルトの応力                                                          (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（i＝2） 

 
引張り － － σb２＝14 ƒts２＝202＊ 

せん断 － － τb２＝3 ƒsb２＝155 

すべて許容応力以下である。                   注記 ＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂi， ƒｔｏi]より算出 

        

 

 2.4.2 電気的機能維持の評価結果                  (×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

残留熱除去系 
系統流量 

水平方向 0.80 

鉛直方向 0.77 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

  1
3
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取付ボルト 

側面（短辺方向） 

ｈ
２
 

正面（長辺方向） 

転倒方向 

取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図

 22 1 2

（  
1 2
≦  

2 2
）

ＡＡ

 
22

 
1 2

（  
1 2
≦  

2 2
）  

1
4
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1. 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）が設計用地震

力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）は，重大事故等対処設備において常設重

大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機

能維持評価を示す。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の構造計画を表 1－1に示す。 
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表 1－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，検出器固

定金具にて圧縮継手に

よりサポート鋼材に固

定する。 

サポート鋼材は，基

礎ボルトにより壁面に

設置する。 

 

測温抵抗体 【TE-SA16-N001A，N001B】 

 

検出器 

基礎ボルト

サポート鋼材

（角形鋼） 

検出器固定金具 

圧縮継手 

2
5
0 

5
0
0 

500 

2
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(単位：mm) 



 

 

1.2.2 評価方針 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに

許容限界に基づき，「1.2.1 構造計画」にて示す静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入

口温度）の部位を踏まえ「1.3 評価部位」にて設定する箇所において，「1.4.3 解析モデ

ル及び諸元」及び「1.4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応

力等が許容限界内に収まることを，「1.4 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「1.6 評価結果」に示す。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の耐震評価フローを図 1－1に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の耐震評価フロー 

3 

解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 計器の構造強度評価 
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1.2.3 適用基準 

     適応基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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1.2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆｂ 

ＦＸ 

ＦＹ 

ＦＺ 

fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

  

 1 

 2 

 3 

ｍａ 

ＭＸ 

ＭＹ 

ＭＺ 

ｎ 

ｎＹ 

ｎＺ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

サポートの断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

サポート基礎部に作用する力（Ｘ方向） 

サポート基礎部に作用する力（Ｙ方向） 

サポート基礎部に作用する力（Ｚ方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

検出器及び検出器固定金具の重心までの距離 

ボルト間距離（水平方向） 

ボルト間距離（鉛直方向） 

ボルト間距離（水平方向と鉛直方向の小さい方） 

検出器及び検出器固定金具の質量 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｘ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｙ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｚ軸周り） 

基礎ボルトの本数 

ＭＹの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

ＭＺの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力（1本当たり） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

N･m 

N･m 

N･m 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

mm4 

mm4 

mm4 

－ 

－ 

MPa 

MPa 
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 1－2に示すとおりとする。 

 

表 1－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊１ kg － － 整数位 

長さ＊１ mm － － 整数位 

面積 mm２ 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊３ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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1.3 評価部位 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の耐震評価は，「1.4.1 地震応答解析及

び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施す

る。静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の耐震評価箇所については，表 1－1

の概略構造図に示す。 

 

1.4 地震応答解析及び構造強度評価 

1.4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）に対して，水平方向及び

鉛直方向から同時に作用するものとする。 

(2) 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）は，壁面に基礎ボルトで固定され

るものとする。 

(3) 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の質量は，検出器，検出器固定金

具，圧縮継手及びサポート鋼材を考慮する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の荷重の組合せ及び許容応力状態

のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1－3 に示す。 

 

1.4.2.2 許容応力 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の許容応力を表 1－4に示す。 

 

1.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の使用材料の許容応力評価条件の

うち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1－5に示す。 
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表 1－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の 

計測制御設備 

静的触媒式水素再結合器 

動作監視装置（入口温度）
常設／緩和 －＊２ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊３ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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NT2 補② Ⅴ-2-6-7-12 R1 



 

 

表 1－4 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊１，＊２ 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。 
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表 1－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 221 373 － 

1
0
 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-12 R1 



 

 

1.4.3 解析モデル及び緒元 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の解析モデルを図 1－2に，解析モデ

ルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を表 1－5，部材の機器要目を表 1－6に示す。 

(1) 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）は，図 1－2に示す３次元はりモ

デルとして考える。 

(2) 図 1－2 中の〇内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(3) 図 1－2 中の  は検出器及び検出器固定金具の質点を示し，ｍａは 1kg である。 

(4) 図 1－2 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。 

(5) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(6) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-4 計算機プログラ

ム（解析コード）の概要・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－2 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）解析モデル 

 

表 1－5 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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ｍａ 

① 

② 

50 

55
0 

50 
438 

   
：支持点 
（サポート基礎部）

  ：検出器質点 

（単位：ｍｍ） 

11 



表 1－6 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ① ② 

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 
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1.4.4 固有周期 

固有値解析結果を表 1－7に示す。 

１次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であるこ

とを確認した。 

 

表1－7 固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 水平 
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1.4.5 設計用地震力 

「基準地震動ＳＳ」による地震力については，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線

の作成方針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 1－8に示す。 

表 1－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋 

－ － ＣＨ=2.09 ＣＶ=1.77

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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1.4.6 計算方法

1.4.6.1 基礎ボルトの応力

３次元はりモデルによる地震応答解析からサポート基礎部の荷重を算出し，その結

果を用いて手計算にて基礎ボルトを評価する。

図 1－3 計算モデル（サポート基礎部，基礎ボルト） 

地震応答解析によって得られたサポート基礎部の評価点の反力とモーメントを表 1－9に示す。 

表1－9 サポート発生反力，モーメント

対象計器 
反力(N) モーメント(N･m)

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

TE-SA16-N001A，B 

ＺⅩ

Ｙ

ＦＺ
ＦＸ

ＦＹ

ＭＸ

ＭＹ

ＭＺ

２
 

基礎ボルト 

ケミカルアンカ

検出器及び 

検出器固定金具重心

１ 

検出器

Ｚ 

Ｙ

Ⅹ

Ｙ

サポート

基礎部 
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(1) 引張応力 

基礎ボルト（1本当り）に対する引張応力は，下式により計算する。 

引張力（Ｆｂ） 

 Ｆｂ＝ 
ＦＸ

ｎ
 ＋ 

ＭＹ

 1・ｎＹ
 ＋ 

ＭＺ

 2・ｎＺ
 ･････････････････････････････ (1.4.6.1.1) 

引張応力（σｂ ） 

 σｂ ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
 ･･････････････････････････････････････････････････ (1.4.6.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ は次式により求める。 

 Ａｂ ＝ 
π

4
・ｄ 2 ･･････････････････････････････････････････････ (1.4.6.1.3) 

 

 (2) せん断応力 

基礎ボルト（1本当り）に対するせん断応力は，下式により計算する。 

せん断力（Ｑｂ） 

 Ｑｂ＝
ＦＹ

2 ＋ＦＺ
2

ｎ
 ＋

ＭＸ

ｎ・ 3
 ･･････････････････････････････････ (1.4.6.1.4) 

ここで，ボルト間距離 3 は次式により求める。 

 3＝Min( 1, 2)  ･･････････････････････････････････････････････ (1.4.6.1.5) 

 

せん断応力（τｂ） 

 τｂ ＝ 
Ｑｂ

Ａｂ
 ･････････････････････････････････････････････････ (1.4.6.1.6) 
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1.4.7 計算条件 

1.4.7.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【静的触媒式水素再結合器動作監視装置

(入口温度)の耐震性についての計算結果】の設計条件および機器要目に示す。 

1.4.8 応力の評価 

1.4.8.1 基礎ボルトの応力評価 

1.4.6.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fts 以下

であること。ただし，ft0は下表による。 

     fts ＝Min［1.4・fto－1.6・τｂ，fto］ ･････････････････････････････ (1.4.8.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力fsb 以下であるこ

と。 

 

         
基準地震動ＳＳによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fto 
 Ｆ＊

2
・1.5 

許容せん断応力 

fsb 
 Ｆ＊

1.5・ 3
・1.5 
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1.5 機能維持評価 

1.5.1 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の機能維持評価方法 

  静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設

定する。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ

-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において

電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－10に示す。 

 

          表 1－10 機能確認済加速度   （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度

静的触媒式水素再結合器 

動作監視装置（入口温度） 

（TE-SA16-N001A，B） 

水平 

鉛直 
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1.6 評価結果 

1.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）の重大事故等時の状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対し

て十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度）(TE-SA16-N001A，B)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 常設／緩和

原子炉建屋 

― ― ＣＨ＝2.09 ＣＶ＝1.77 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（入口温度） 

部     材 
  

（mm）
 1 

（mm） 
 2 

（mm） 
ｄ 
(mm)

Ａｂ 
(mm2)

ｎ ｎＹ ｎＺ 
Ｓｙ 

(MPa)
Ｓｕ 

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 2 2 221 373 261 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 サポートに作用する力                                          （単位：N） 

部 材 

ＦＸ ＦＹ ＦＺ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

サポート部 

 

1.3.2 サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部 材 

ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動ＳＳ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

サポート部 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

2
0
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＊



2
 

基礎ボルト
1 

検出器及び 

検出器固定金具重心

検出器

X 

Y 

Z 

Y 

ケミカルアンカ

サポート

基礎部

1.3.3 ボルトに作用する力   （単位：N） 

部 材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り ― ― σb＝8 ƒts＝156＊

せん断 ― ― τb＝2 ƒsb＝120

すべて許容応力以下である。     注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

評価用加速度 機能確認済加速度 

 

水平方向 1.74 

鉛直方向 1.47 

2
2
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静的触媒式水素再結合器動作監視装置 

側面（鉛直方向）正面（水平方向）



 

 

2. 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度） 

 2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）が設計用地震

力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）は，重大事故等対処設備において常設重

大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機

能維持評価を示す。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，圧縮継手

にて，静的触媒式水素

再結合器に固定する。 

測温抵抗体 【TE-SA16-N002A，N002B】 

検出器 

静的触媒式 

水素再結合器 

圧縮継手 

NT2 補② Ⅴ-2-6-7-12 R0 

2
4
 



 

 

2.2.2 評価方針 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）の機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 

機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「2.4 機能維持評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「2.5 評価結果」に示す。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）の耐震評価フロー 
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設計用地震力 

評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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2.2.3 適用基準 

     適応基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 評価部位 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）は，静的触媒式水素再結合器に挿入され

固定されることから，静的触媒式水素再結合器が支持している。静的触媒式水素再結合器の構

造強度評価は添付書類「Ⅴ-2-9-5-5-1 静的触媒式水素再結合器の耐震性についての計算書」

にて実施しているため，本計算書では，静的触媒式水素再結合器に生じる加速度を用いて静的

触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）の電気的機能維持評価について示す。 
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2.4 機能維持評価 

2.4.1 評価用加速度 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）は，静的触媒式水素再結合器に挿入

され固定されることから評価用加速度は基準地震動Ｓｓによる地震力として，添付書類「Ⅴ

-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定し，評価用加速度が機能確認済加速

度以下であることを確認する。評価用加速度を表 2－2に示す。 

表 2－2 評価用加速度 （×9.8 m/s2) 

機器名称 対象機器設置箇所 方向 評価用加速度 

静的触媒式水素再結合器

動作監視装置（出口温度）

（TE-SA16-N002A，B） 

原子炉建屋 水平 1.74 

鉛直 1.47 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
2
 
R1

28 



2.4.2 機能確認済加速度

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）の機能確認済加速度については以下

に示す。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）の機能確認済加速度には，添付書類

「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験にお

いて電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表

2－3に示す。 

表 2－3 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

静的触媒式水素再結合器 

動作監視装置（出口温度） 

（TE-SA16-N002A，B） 

水平 

鉛直 
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2.5 評価結果 

2.5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）については，重大事故等時の状態を

考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，

設計用地震力に対して電気的機能が維持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
7
-1
2
 
R0

 

30 



 

 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置（出口温度）（TE-SA16-N002A，B）の耐震性についての計算結果】 

 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果                                  (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 

水平方向 1.74 

鉛直方向 1.47 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉建屋水素濃度が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉建屋水素濃度は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，構造強度評価については，基礎ボルトに作用する応力の裕度が厳しい条件（許容値／発

生値の小さい方）となるものを代表として評価する。電気的機能維持評価については，評価用加

速度が厳しい条件となるものを代表として評価する。 

 

表 1－1 概略構造識別 

評価部位 評価方法 構造計画 

H2E-SA16-N001 

H2E-SA16-N002（代表） 

H2E-SA16-N003（代表） 

Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 表 2－1 構造計画 

H2E-SA16-N004（代表） 

H2E-SA16-N005（代表） 

Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 表 2－2 構造計画 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉建屋水素濃度の構造計画を表 2－1，表 2－2 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，サポート

鋼材に計器取付ボルト

により固定する。 

サポート鋼材は，基

礎ボルトにより壁面に

設置する。 

熱伝導式水素検出器 

 

 

 

 

検出器 

基礎ボルト

ケミカルアンカ 

【H2E-SA16-N002,N003】 

側面 

サポート鋼材 
（L 字鋼） 

計器取付ボルト 

正面 

上面 

150 

（単位：ｍｍ） 

241 
1
5
0 
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表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，サポート

鋼材に計器取付ボルト

により固定する。 

サポート鋼材は，基

礎ボルトにより壁面に

設置する。 

 

触媒式水素検出器  

正面 側面 

【H2E-SA16-N004,N005】 

検出器 

計器取付ボルト

防滴カバー 
サポート鋼材
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2.2 評価方針 

原子炉建屋水素濃度の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強

度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す原子炉建屋水素濃度の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.4 

解析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期及び荷重に基づく設計用地震

力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉建屋水素濃度の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉建屋水素濃度の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 計器の構造強度評価 
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2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 
(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

ＦＸ 

ＦＹ 

ＦＺ 

fｓｂ 

fｔｏ 

fｔｓ 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

  

 1 

 2 

 3 

ｍａ 

ｍｂ 

ＭＸ 

ＭＹ 

ＭＺ 

ｎ 

ｎＹ 

ｎＺ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

 

サポートの断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

設計・建設規格 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力（1本当り） 

サポート基礎部に作用する力（Ｘ方向） 

サポート基礎部に作用する力（Ｙ方向） 

サポート基礎部に作用する力（Ｚ方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

サポートの断面二次極モーメント 

サポートの断面二次モーメント（ｙ軸） 

サポートの断面二次モーメント（ｚ軸） 

検出器及び防滴カバーの重心までの距離 

ボルト間距離（水平方向） 

ボルト間距離（鉛直方向） 

ボルト間距離（水平方向と鉛直方向の小さい方） 

H2E-SA16-N002,N003の検出器の質量 

H2E-SA16-N004,N005の検出器及び防滴カバーの質量 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｘ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｙ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｚ軸周り） 

基礎ボルトの本数 

ＭＹの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

ＭＺの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力（1本当り） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

 

mm２ 

mm２ 

－ 

－ 

Mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

kg 

N・m 

N・m 

N・m 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

 

＊ 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

τｂ 

サポートのねじり断面係数 

サポートの断面係数（ｙ軸） 

サポートの断面係数（ｚ軸） 

ポアソン比 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－3に示す通りとする。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とす

る。 
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3. 評価部位 

原子炉建屋水素濃度の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。原子炉建屋水素濃度の耐震評

価部位については，表 2－1，表 2－2 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は原子炉建屋水素濃度に対して，水平方向及び鉛直方向から同時に作用するものと

する。 

(2) 原子炉建屋水素濃度は，基礎ボルトにより壁面に固定されるものとする。 

(3) 原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N002,N003）の質量は，検出器，サポート鋼材を考慮す

る。 

(4) 原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N004,N005）の質量は，検出器，防滴カバー，サポート鋼

材を考慮する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉建屋水素濃度の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 2－4に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉建屋水素濃度の許容応力を表 2－5 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉建屋水素濃度の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 2－6 に示す。 



 

 

表 2－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉建屋水素濃度 常設／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

  1
0
 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-43 R1 



 

 

表 2－5 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1，＊2 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。 

  

＊ ＊

1
1
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-43 R1 



 

 

表 2－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(RT)

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 221 373 － 

 

 

1
2
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ｍｂ 

（単位：ｍｍ） 

 

4.3 解析モデル及び諸元 

原子炉建屋水素濃度の解析モデルを図 2－3，図 2－4 に，解析モデルの概要を以下に示

す。また，機器の諸元を表 2－7 及び表 2－9，部材の機器要目を表 2－8及び表 2－10に示

す。 

(1) 原子炉建屋水素濃度は，図 2－3，図 2－4 に示す３次元はりモデルとして考える 

(2) 図 4－2 中の〇内の数字は部材番号（要素番号）を示す。 

(3) 図 4－2 中の  は検出器の質点を示し，ｍは 12kg である。 

(4) 図 4－2 中の実線はサポート鋼材，点線は仮想鋼材を示す。 

(5) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向及び回転方向を固定する。 

(6) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-4 計算機

プログラム（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N002,N003)解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N004,N005)解析モデル 

① 

③ 

⑤ 

② 

  ：支持点 

（サポート基礎部） 

  ：検出器の質点 

ｍａ 

  ：支持点 

（サポート基礎部） 

  ：検出器の質点 

12 

133 125 

（単位：ｍｍ） 

④ 
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表 2－7 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N002,N003)機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍa kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

 

表 2－8 原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N002,N003）部材の機器要目 

材料 

対象要素 ④－⑤ 

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 
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表 2－9 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N004,N005)機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍｂ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

表 2－10 原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N004,N005）部材の機器要目 

材料 

対象要素 ① ②－③

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｉｐ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断面形状 
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4.4 固有周期 

原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N002,N003)の固有値解析結果を表 2－11に，原子炉建屋水素

濃度(H2E-SA16-N004,N005)の固有値解析結果を表 2－12に示す。 

１次モードは鉛直方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，水平方向は２次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であること

を確認した。 

 

表 2－11 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N002,N003)固有値解析結果(s) 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次 鉛直 

 

表 2－12 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N004,N005)固有値解析結果(s) 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

１次  鉛直 
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4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成

方針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 2－13に示す。 

 

表 2－13 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

H2E-SA16-N002 

H2E-SA16-N003 

原子炉建屋 

 

0.05 以下*2 － － CＨ=1.34 CＶ=1.01

H2E-SA16-N004 

H2E-SA16-N005 

原子炉建屋 

 

0.05 以下*2  － － CＨ=2.45 CＶ=1.88

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 基礎ボルトの応力 

３次元はりモデルによる地震応答解析からサポート基礎部荷重を算出し，その

結果を用いて手計算にて基礎ボルトを評価する。 
 

 

図 2－5 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N002,N003)計算モデル 

（サポート基礎部，基礎ボルト） 

 

X 

Y 

 
2
 

Z 

X Z 

Y 

Y 

X 

ＦＸ

  

 
検出器

ケミカルアンカ 

ＦＺ

Z 

基礎ボルト

ＦＹ

サポート鋼材 
（L 字鋼） 

 1 

ＭＺ

ＭＹ

正面 側面 

ＭＸ

 

サポート評価点

検出器重心
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図 2－6 原子炉建屋水素濃度(H2E-SA16-N004,N005)計算モデル 

（サポート基礎部，基礎ボルト） 

 

地震応答解析によって得られたサポート基礎部の評価点の最大反力とモーメン

トを表 2－14 に示す。 

 

  

X Z 

Y 

ＦＸＦＺ

ＦＹ

ＭＺ

ＭＹ

ＭＸ

X 

Y 
サポート評価点 

計器，防滴カバー
荷重点 

 

  

基礎ボルト
ケミカルアンカ 

正面 

Y 

Z 

 1 

 2 
検出器 

側面 
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表2－14 サポート発生反力，モーメント

対象計器 
反力(N) モーメント(N・m)

ＦX Ｆy Ｆz ＭX Ｍy Ｍz 

H2E-SA16-N002 

H2E-SA16-N003 

H2E-SA16-N004 

H2E-SA16-N005 

(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当り）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張力（Ｆｂ） 

  Ｆｂ＝ 
ＦＸ

ｎ
 ＋ 

ＭＹ

1・ｎＹ

 ＋ 
ＭＺ

2・ｎＺ

･･････････････(4.6.1.1) 

引張応力（σｂ ） 

 σｂ ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
･･･････････････････････････････････(4.6.1.2)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ は次式により求める。 

 Ａｂ ＝ 
π

4
・ｄ 2 ･･･････････････････････････････(4.6.1.3)

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当り）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断力（Ｑｂ）

 Ｑｂ＝
ＦＹ

2 ＋ＦＺ
2

ｎ
 ＋

ＭＸ

3・ｎ
･･･････････････････(4.6.1.4) 

ここで，ボルト間距離 3 は次式により求める。 

3 ＝min( 1, 2) ･･･････････････････････････････(4.6.1.5)

せん断応力（τｂ） 

 τｂ ＝ 
Ｑｂ

Ａｂ
 ･･･････････････････････････････････(4.6.1.6) 
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4.7 計算条件 

4.7.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉建屋水素濃度の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件および機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fts 以下

であること。ただし，fto は下表による。 

    fts ＝Min[1.4・fto－1.6・τｂ， fto ] ･･････････････････････(4.8.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力fsb 以下であ

ること。ただし，fsb は下表による。 

 

         
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fto 
 Ｆ＊

2
・1.5 

許容せん断応力 

fsb 
 Ｆ＊

1.5・ 3
・1.5 

  

＊
＊
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉建屋水素濃度の地震後の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き設定する。 

原子炉建屋水素濃度の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性

を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－15に示す。 

 

表 2－15 機能確認済加速度    (×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度

原子炉建屋水素濃度 

（H2E-SA16-N002） 

（H2E-SA16-N003） 

水平 

鉛直 

原子炉建屋水素濃度 

（H2E-SA16-N004） 

（H2E-SA16-N005） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉建屋水素濃度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉建屋水素濃度の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉建屋水素濃度 

（H2E-SA16-N002） 

（H2E-SA16-N003） 

常設／緩和

原子炉建屋 

－ － ＣＨ=1.34 ＣＶ=1.01 

原子炉建屋水素濃度 

（H2E-SA16-N004） 

（H2E-SA16-N005） 

常設／緩和

原子炉建屋 

－ － ＣＨ=2.45 ＣＶ=1.88 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉建屋水素濃度 

部     材 
（mm）

1 

（mm） 
2 

（mm） 
ｄ 
(mm)

Ａｂ 
(mm2)

ｎ ｎ1 ｎ2 
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

基礎ボルト 
（H2E-SA16-N002）

（H2E-SA16-N003）

2 2 221 373 261 

基礎ボルト 
（H2E-SA16-N004）

（H2E-SA16-N005）

2 2 221 373 261 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1  サポートに作用する力  （単位：N） 

部 材 

Ｆx Ｆy Ｆz 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ 

サポート部 

（H2E-SA16-N002） 

（H2E-SA16-N003） 

サポート部 

（H2E-SA16-N004） 

（H2E-SA16-N005） 

1.3.2  サポートに作用するモーメント    （単位：N・m） 

部 材 

Ｍx Ｍy Ｍz 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ 

サポート部 

（H2E-SA16-N002）

（H2E-SA16-N003）

サポート部 

（H2E-SA16-N004）

（H2E-SA16-N005）
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1.3.3 ボルトに作用する力                        （単位：N） 

部 材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動ＳＳ

サポート部 

（H2E-SA16-N002）

（H2E-SA16-N003）

サポート部 

（H2E-SA16-N004）

（H2E-SA16-N005）

 

1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                          (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（H2E-SA16-N002） 
（H2E-SA16-N003） 

 

引張り － － σb＝1 ƒts＝156＊ 

せん断 － － τb＝1 ƒsb＝120 

基礎ボルト 
（H2E-SA16-N004） 
（H2E-SA16-N005） 

 

引張り － － σb＝11 ƒts＝156＊ 

せん断 － － τb＝3 ƒsb＝120 

すべて許容応力以下である。                         注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 
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1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉建屋水素濃度 

（H2E-SA16-N002） 

（H2E-SA16-N003） 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

原子炉建屋水素濃度 

（H2E-SA16-N004） 

（H2E-SA16-N005） 

水平方向 2.04 

鉛直方向 1.56 

正面（水平方向） 

  

X 

Y 

Y 
検出器 

基礎ボルト 

ケミカルアンカ 

サポート鋼材 
（L 字鋼） 

 
2
 

 1 

サポート評価点

計器荷重点

Z 

Z 

X

  

正面（水平方向） 側面（鉛直方向） 側面（鉛直方向）
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Ｖ-2-4-2-3-1  キャスク容器の応力解析の方針① 

（タイプⅠ） 
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1.  概  要 

 本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のキャスク容器及び中間胴に関する応力解析の方針を

述べるものである。 

 注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2.  適用基準 

(1) キャスク容器 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，放射性物質を閉じ込める圧力バウンダリ境界を構成し

ているキャスク容器は，貯蔵時において，放射性物質を貯蔵するという観点から，使用済燃

料プールや使用済樹脂貯蔵タンク等と同様に「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版(2007 年追補版を含む)）JSME S NC1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）」（以

下，「設計・建設規格」という。）のクラス３容器相当に区分される。 

したがって，圧力荷重に関してはクラス３容器における規格計算式に基づく手法で構造強

度を評価することができる。しかし，熱荷重や取扱い時の衝撃荷重等の各種の荷重の作用が

想定されることから，これらの荷重に対する強度評価に当たっては，圧力荷重も含め，応力

解析により発生応力を求めて評価することが必要であり，同様な「解析による設計」の考え

方が採用されているクラス１容器に準じて設計する。 

(2) 中間胴 

中間胴は，キャスク容器胴部を支持する部材であることから，キャスク容器の評価手

法との整合性をとり，設計・建設規格のクラス１支持構造物に準じて設計する。 

ここで，設計事象とその許容応力状態はキャスク容器と同じとする。 

注：本書及び応力計算書において，設計･建設規格の条項は「設計･建設規格○○○－

○○○○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1  記号の説明 

  本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本

文中に特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 

CH

CV

D 

E 

G 

Pb

PL

Pm

Q 

Ｓｄ

ＳＳ

S12

S23

S31

Sm

Su

Sy

S

 S ' 

K 

U 

T  

N 

W 

α 

ft

断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

直径 

縦弾性係数 

重力加速度(=9.80665) 

一次曲げ応力 

一次局部膜応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

のいずれか大きい方 

基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

主応力差  │σ1 ―σ2│ 

主応力差  │σ2 ―σ3│ 

主応力差  │σ3 ―σ1│ 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

繰返しピーク応力強さ 

縦弾性係数を補正した繰返しピーク応力強さ 

応力集中係数 

疲労累積係数 

締付けトルク 

許容繰返し回数 

質量 

熱膨張係数 

許容引張応力 

mm2

― 

― 

mm 

MPa 

m／s2 

MPa 

MPa

MPa

MPa 

― 

―

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

― 

― 

N・mm 

回 

㎏ 

㎜／㎜℃ 

MPa
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

fs

fc

fb

fp 

  ft
* 1)

  fs
* 1)

  fc
* 1)

  fb
* 1)

  fp
* 1)

σ1

σ2

σ3

σb

σbb 

cσbb 

tσbb 

σcc

σp

σs

σtt

σn

σt

σθ

τn t

τtθ

τnθ 

αH 

αV 

Ⅰ＋Ｓｄ

Ⅰ＋ＳＳ

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

主応力 

主応力 

主応力 

圧縮応力 

曲げ応力 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

圧縮応力 

平均支圧応力 

平均せん断応力 

引張応力 

評価断面に垂直な方向の応力 

評価断面に平行な方向の応力 

円周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が

作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

MPa 

MPa

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa

MPa 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

m／s2

m／s2 

― 

― 

注記 1)：ft
*, fs

*, fc
*, fb

*, fp
*：ft, fs, fc, fb, fp の値を算出する際に設計・建設規格

SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点」

とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の

値」と読み替えて算出した値。 
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4.  設計条件 

 キャスク容器及び中間胴は以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1  基本仕様 

最高使用圧力  1.0MPa 

最高使用温度  160℃ 

4.2  燃料条件 

   使用済燃料乾式貯蔵容器の収納物である使用済燃料の条件を表 4-1 に示す。 

4.3  設計事象 

  設計上考慮する事象については表 4-2 に示す。 

4.4  荷重の種類とその組合せ 

  キャスク容器及び中間胴の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4-3及び表

4-4 に示す。応力解析に用いる荷重は応力計算書に記載する。 
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5.  計算条件 

5.1  解析対象とする事象 

  表 5-1 に示すように解析対象とする設計事象は I＋Ｓｄ 及びⅠ＋ＳＳとし，解析を実施

する。 

5.2  解析箇所 

  キャスク容器及び中間胴の応力解析を行う箇所は，次のとおりである(図 5-1 参照)。 

(1) 内胴 

(2) 中間胴 

(3) 上部フランジ 

(4) 底板 

(5) 一次蓋 

(6) 一次蓋締付けボルト 

(7) バルブカバー 

(8) バルブカバー締付けボルト 

(9) 密封シール部 

(10) 底部プラグ 

5.3  形状及び寸法 

   応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4  物性値 

  温度分布計算，応力計算及び疲労解析の必要性検討に使用する材料の物性値は以下の

とおりである。 

（1）温度分布計算に使用する物性値を表 5-2 及び表 5-3 に示す。 

なお，熱伝導率はその温度依存性を考慮する。 

（2）熱応力計算に使用する物性値を表 5-4 に示す。 

なお，熱応力計算に使用する物性値はその温度依存性を考慮する。 

（3）内圧及び機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する

値を用いる。なお，常温は 20℃とする。 

（4）物性値を温度補正して使用する場合には，補正方法を応力計算書に示す。 
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5.5  許容応力 

  材料の応力強さ限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

Ⅰ  キャスク容器 

(1)  キャスク容器（穴の周辺部及びボルトを除く。）にあっては，次によること。

この場合において，キャスク容器に直接溶接されるブラケット等（バスケット

及び中間胴を除く）を取り付けるすみ肉溶接部にあっては，次の値の２分の１

とする。 

a.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して生じる応力の応力

解析による一次応力強さは，設計・建設規格 PVB-3111(2)a.及び d. の規定

を満足すること。 

b.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる応力の応力

解析による一次応力強さは，設計・建設規格 PVB-3111(3)a.及び c. の規定

を満足すること。 

c.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 又はＳＳ地震動のみによって生じる

一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイクルにお

いて，その最大値と最小値との差は，設計・建設規格 PVB-3112 の規定を満足

すること。 

d.  設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲労解析は，設計・建設規格 

PVB-3114 の規定を満足すること。 

e.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 又はＳＳ地震動のみによる応力の疲

労解析を行い，疲労累積係数を求め，d.で求めた疲労累積係数との和が 1.0 を

超えないこと。 

f.  純せん断荷重を受ける部分にあっては，a.及び b.の規定にかかわらず，平均せ

ん断応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ 地震力が作用する場合においては，

設計・建設規格 PVB-3115(1)の規定 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用する場合においては， 

設計・建設規格 PVB-3115(2)の規定 

g.  支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ 地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 PVB-3116(1)又は(2)の規定。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用して生じる場合で，支圧

荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の平

均支圧応力は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に規定する値の 1.5

倍の値を超えないこと。 

(c) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用して生じる場合で，(b)

以外の場合の平均支圧応力は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に

規定する値を超えないこと。  
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h.  密封シール部にあっては，次によること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ 地震力が作用する場合において生じ

る応力の応力解析による一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力

を加えて求めた応力強さ，並びに一次応力と二次応力を加えて求めた応力解

析による応力強さのサイクルにおいて，その最大値と最小値との差は，いず

れも設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用する場合において生じ

る応力の応力解析による一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力

を加えて求めた応力強さ，並びに一次応力と二次応力を加えて求めた応力解

析による応力強さのサイクルにおいて，その最大値と最小値との差は，いず

れも設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する値を超えないこと。 

(2)  ボルトにあっては，次によること。 

a.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ 地震力が作用する場合において生じ

る応力は，設計・建設規格 PVB-3121(2)の規定を満足すること。 

b.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用する場合において生じる

応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 軸方向に垂直な断面の平均引張応力は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8

にて規定される値を超えないこと。 

(b) (a) に規定する平均引張応力と曲げ応力の和は，ボルトの断面の外周において，設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8にて規定される値を超えないこと。 

c.  設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲労解析は，設計・建設規格 

PVB-3122 の規定を満足すること。 

d.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 又はＳＳ地震動のみによる応力の疲

労解析を行い，疲労累積係数を求め，c.で求めた疲労累積係数との和が 1.0 を

超えないこと。 

(3)  疲労解析において使用する疲労強度減少係数及び応力集中係数は設計・建設規

格 PVB-3130 の規定によること。 

(4)  (1)及び(2)において，繰返し荷重が設計・建設規格 PVB-3140(1)から(6)の規定

に適合するときは，疲労解析を行うことを要しない。 

(5)  (1)，(2)，(3)及び(4)の場合において，設計・建設規格の“供用状態Ａ，供用

状態Ｂ”はそれぞれ“設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ”と読み替える。 

(6)  キャスク容器に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PVB-3500 の規定を満足す

ること。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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Ⅱ  中間胴 

(1)  中間胴(キャスク容器との溶接部近接部分)にあっては，5.5 項Ⅰ(1)の規定によ

る。 

(2)  中間胴（前号に掲げる範囲を除く）にあっては，次によること。 

a.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.2 の規定を満足すること。 

b.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.3 の規定を満足すること。 

c.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）は，次の値を

超えないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力（引張応力の符号は正とし，圧縮応力の符号は負として

計算する。），せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値

との差，並びに支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(1)，(2)，

(3)及び(4)に定める値 

(b) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍の値 

d.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）は，次の値を

超えないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力（引張応力の符号は正とし，圧縮応力の符号は負として

計算する。），せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値

との差は，設計・建設規格 SSB-3122.1(1)，(2)及び(3)に定める値 

(b) 支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。

この場合において，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図表

Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表 Part5 

表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替えるものとする。 

(c) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍の値 

e.  a.，b.，c.，及び d.において応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に

対する評価は，設計・建設規格 SSB-3121.1(6)の規定による。 

(3)  (2)の場合において，設計・建設規格の“供用状態Ａ，供用状態Ｂ”はそれぞ

れ“設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ”と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6.  応力解析の手順 

 応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1  解析手順の概要 

  キャスク容器及び中間胴の応力解析フローを図 6-1 に示す。 

  キャスク容器及び中間胴の応力解析は，想定される圧力荷重，機械的荷重及び熱荷重

を基に，キャスク容器及び中間胴の実形状をモデル化し，汎用解析コードである 

ＡＢＡＱＵＳ及び応力評価式を用いて行う。 

 ＡＢＡＱＵＳとは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コードで

ある。温度分布計算及び応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部

を小さなメッシュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

6.2  荷重条件の選定 

 荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要

な荷重条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書

に示す。 

6.3 温度分布計算 

6.3.1 温度分布計算の方法 

（1）計算を行う設計事象は，貯蔵容器姿勢が縦置きの貯蔵時及び横置きの運搬時とす

る。 

（2）計算モデルは次の方針に従う。 

a. 温度分布計算では，軸対称要素による解析モデル（以下「軸対称モデル」とい

う）を用いる。軸対称モデルは，キャスク容器，中間胴，ガンマ線遮へい体，二

次蓋及び外筒の形状について対称性を考慮する。また，キャスク容器内面に伝わ

る熱流束の周方向変化は熱伝導のよいアルミニウム合金のバスケットにより小

さくなるので，バスケット，使用済燃料及びヘリウムを均質化して燃料有効長で

発熱させ，その発熱量をキャスク容器内面に与える。

 中性子遮へい体及び伝熱フィンについては均質体として扱うため，二次元平面

要素によるモデルにより中間胴外面と外筒内面との温度を求め伝熱抵抗と等価

な熱伝導率を与える。  
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b. 形状及び材料の不連続性を考慮して，温度計算のためのメッシュ分割を行う。 

c. 外表面からの放熱は自然対流及びふく射とする。 

d. モデル図及び境界条件を応力計算書に示す。 

なお，境界には計算で求めた熱伝達率を考慮する。 

（3）計算機コードを用いて，温度分布を計算する。 

（4）温度分布の計算結果を応力計算書に示す。 

6.4 応力計算と評価 

6.4.1 応力計算の方法 

（1）応力計算は代表事象毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の３つである。 

a. 内圧 

b. 機械的荷重 

  自重(燃料集合体を含む貯蔵容器(二次蓋を含む)の貯蔵時の設計重量を用い

る。)，衝撃荷重及びその他の負荷荷重をいう。 

c. 熱荷重 

  キャスク容器に生じる温度変化，温度勾配による荷重であって，温度分布計

算の結果から得られるものをいう。 

（2）計算モデルは次の方針に従う。 

a. モデル化に当たっては，キャスク容器，中間胴，ガンマ線遮へい体の形状の

対称性及び荷重の対称性を考慮する。 

b. 解析モデルは，1/2 対称の三次元固体（連続体）要素による解析モデルとす

る。また，モデル化に当たり対称性を考慮して境界条件を設定する。モデル

図及び境界条件を応力計算書に示す。  

（3）構造及び材料の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，

応力計算書に示す。応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

（4）溶接部については，母材と同等の物性値及び機械的性質を用いる。 
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6.4.2 応力評価 

  応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎

に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τnθ ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

キャスク容器用材料の許容応力値を表 6-1 及び表 6-2 に示す。 

また，中間胴用材料の許容応力値を表 6-3 及び表 6-4 に示す。 

(1) キャスク容器（ボルトを除く）及び中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）

の応力評価 

キャスク容器及び中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）の応力評価は，

設計・建設規格 PVB-3110 に従い以下の項目を実施する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ 

c. 繰返し荷重の評価 

d. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(c) 圧縮応力の評価 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 PVB-3120 に従い実施する。 

(3) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）の応力評価 

中間胴の応力評価は，設計・建設規格 SSB-3010 に従い以下の項目を実施する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ 

c. 組合せ応力 

評価断面

σt

σθ

σn
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6.4.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等

については，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，

基準等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6-5 に示す。 
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図 5-1(1) キャスク容器及び中間胴の応力解析箇所（全体断面図） 
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図 5-1(2) キャスク容器及び中間胴の応力解析箇所（一次蓋貫通部） 
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図 6-1 キャスク容器及び中間胴の応力解析フロー図
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表 4-1 使用済燃料の条件 

項 目 燃料条件 

対象燃料 高燃焼度８×８燃料１)

貯蔵容器１基当たりの収納体数(体) 61 

貯蔵容器１基当たりの発熱量(kW) 17.1 ２)

姿勢 縦置き／横置き ３)

周囲温度(℃) 45／38 ３)

注記 1)：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び高燃焼度

８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度８×８燃料について行う。 

2)：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

3)：貯蔵時／運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 4-2 貯蔵容器の設計事象 

設計 

事象 
定 義 解 説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬

・貯蔵

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常

着床

・取扱い機器の単

一故障，誤動作

・貯蔵容器の異常

着床

・貯蔵容器の支持

構造物への衝突

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし*

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転倒）

が発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止
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表 4-3 キャスク容器の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

荷 重

設計事象 荷重時

圧

力

に

よ

る

荷

重

自

重

に

よ

る

荷

重

ボ
ル
ト
初
期
締
付
力

運

搬

時

荷

重

吊

上

げ

荷

重

衝撃
荷重 熱

荷

重

備

考

異
常
着
床
・
支
持
構

造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○ ○ ○ ○ *1

運 搬 時 ○ *2 ○ ○ ○ 

吊 上 げ 時 ○ *2 ○ ○ ○ 

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○ ○ ○ ○ 

Ⅱ 衝撃荷重作用時 ○ *2 ○ ○ ○ 

注記 ＊1：Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と組み合

わせるものとする。 

＊2：本状態での自重による荷重は，運搬時荷重，吊上げ荷重又は衝撃荷重に含ま

れる。
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表 4-4 中間胴の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷 重 

荷 重 時

自
重
に
よ
る
荷
重

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

*
1

備

考

異
常
着
床
・

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○ ○ *2

運 搬 時 *1 ○ ○ 

吊 上 げ 時 *1 ○ ○ 

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○ ○ 

Ⅱ 衝撃荷重作用時 *1 ○ ○ 

注記 ＊1：キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

＊2：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 
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表 5-1 代  表  事  象 

設計事象 代表事象 1） 包絡される事象 荷重条件 備  考 

Ⅰ＋Ｓｄ

貯  蔵  時 

Ｓｄ 地震力が

作用する場合

キャスク容器内圧：-0.1MPa

蓋間圧力：0.4MPa

自 重:1G(=9.81m/s2)

ボルト初期締付け力

地震力

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

Ⅰ＋ＳＳ

貯  蔵  時 

ＳＳ地震力が

作用する場合

キャスク容器内圧：-0.1MPa

蓋間圧力：0.4MPa

自 重:1G(=9.81m/s2)

ボルト初期締付け力

地震力

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

注記 1)：本事象について応力解析を行う。 
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表 5-2 温度分布計算に使用する材料の物性値 

構  成  部  材 材  料 
温  度 

（℃） 

熱伝導率 1)

（W／m・K） 

内    胴 

上部フランジ 

底    板 

底部プラグ 

中 間 胴 

外    筒 

一 次 蓋 

バルブカバー 

二 次 蓋 

ステンレス鋼

（SUS304 又は 

SUSF304） 

27 

127 

327 

16.0 

16.5 

19.0 

ガンマ線遮へい体 鉛 27 35.2 

伝熱フィン 銅 

（C1020） 

27 

327 

398 

383 

中性子遮へい体 レジン ― 

内部気体 ヘリウム 27 

127 

227 

327 

0.1527 

0.1882 

0.2212 

0.2523 

周囲環境 空気 27 

127 

227 

327 

0.02614 

0.03305 

0.03951 

0.0456 

注記１）：参考文献（１）参照。ただし，レジンは参考文献（７）参照。 
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表 5-3 温度分布計算に使用するふく射率 

構 成 部 材 材  料 ふ  く  射  率 1)

外      筒 

二  次  蓋 

内      胴 

中  間  胴 

上部フランジ 

一次蓋 

バルブカバー 

底   板 

底部プラグ 

ステンレス鋼 

（SUS304 又は

SUSF304） 
0.15 

ガンマ線遮へい材 鉛 0.28 

注記１）：参考文献（３）参照 

表 5-4 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 温  度 

（℃） 

縦弾性係数 1)

（MPa） 

熱膨張係数 1)

（×10－6㎜/㎜℃）

ポアソン比

(－) 

内      胴 

上部フランジ 

底      板 

底部プラグ 

一  次  蓋 

中  間  胴 

ステンレス鋼 

(SUS304 

又は 

SUSF304）

20 

50 

75 

100 

125 

150 

175 

200 

195000 

193000 

191000 

190000 

188000 

186000 

184000 

183000 

15.21 

15.49 

15.68 

15.87 

16.05 

16.21 

16.37 

16.52 

0.3 

一次蓋締付け 

ボルト 

バルブカバー

締付けボルト 

合金鋼 

(SNB23－3) 

20 

50 

75 

100 

125 

150 

175 

200 

192000 

189000 

188000 

186000 

185000 

184000 

182000 

180000 

11.14 

11.40 

11.62 

11.82 

12.00 

12.21 

12.37 

12.54 

― 

ガンマ線遮へ

い材 
鉛 

20 

100 

200 

1370 

1280 

1170 

28.8 

29.0 

29.6 

0.44 

0.45 

0.45 

注記１）：鉛については，参考文献（５）及び（６）参照。 
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表 6-1 キャスク容器用材料の許容応力値 

 (単位：MPa) 

許容応力

区    分
応  力  の  種  類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

密封シール部 

以外の部位 1) 密封シール部 

SUS 304 

SUS F304 

許容値 

基準 
SUS F304

許容値 

基準 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｄ

一次一般膜応力強さ     Pm 162 1.2Sm 152 
Min{Sy, 

1.2Sm} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 4） 243 1.8Sm 152 Sy

一次＋二次応力強さ   PL＋Pb＋Q 3） 405 3Sm 152 Sy

純せん断応力           σs 81 0.6Sm

支圧応力               σp
2) 152(228) Sy(1.5Sy)  

設計事象

Ⅰ＋ＳＳ

一次一般膜応力強さ     Pm 278 
Min{2.4Sm,

2/3Su} 
152 Sy

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 4） 418 

Min{3.6Sm,

Su} 
152 Sy

一次＋二次応力強さ   PL＋Pb＋Q 3） 405 3Sm 152 Sy

純せん断応力           σs 167 0.4Su

支圧応力               σp
2) 418(627) Su(1.5Su)  

注記１）：底部プラグ溶接部の許容応力値は表に示される値の 1/2 とする。 

  ２）：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値 

  ３）：Ｓｄ 又はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 

  ４）：PLの許容応力は PL＋Pbの許容応力と同一とする。 
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表 6-2 キャスク容器用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 
応 力 の 種 類 

許  容  応  力  値 

合金鋼 SNB23－3 許 容 値 基 準 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｄ

平均引張応力 550 2 Sm

平均引張応力＋曲げ応力 825 3 Sm

設計事象

Ⅰ＋ＳＳ

平均引張応力 825   Sy

平均引張応力＋曲げ応力 825   Sy

表 6-3 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）用材料の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

SUS 304 許容値基準 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｄ

一次一般膜応力強さ  Pm 162 1.2 Sm

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 3） 243 1.8 Sm

一次＋二次応力強さ  PL＋Pb＋Q 2） 405 3 Sm

純せん断応力        σs 81 0.6 Sm

支圧応力            σp
1) 152(228) Sy(1.5Sy) 

設計事象

Ⅰ＋ＳＳ

一次一般膜応力強さ  Pm 278 
Min 

{2.4Sm,2/3Su} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 3） 418 

Min 
{3.6Sm,Su} 

一次＋二次応力強さ  PL＋Pb＋Q 2） 405 3 Sm

純せん断応力        σs 167 0.4 Su

支圧応力            σp
1) 418(627) Su(1.5Su) 

注記１）：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大

きい場合の値 

  ２）：Ｓｄ 又はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 

  ３）：PLの許容応力は PL＋Pbの許容応力と同一とする。 



 27  

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0
 

表 6-4(1) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）用材料の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

SUS304 許 容 値 基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
1）

一
次
応
力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

204 

204 

117 

204 

279 

1.5 ft

1.5 fc

1.5 fS

1.5 fb

1.5 fP

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 2)

せん断応力 2)

曲げ応力 2)

支圧応力 

座屈応力 

408 

234 

408 

279 

117 

3 ft

3 fS

3 fb 

1.5 fP 

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力とせん断応力を組み合わせた応力

(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

2
n

2
t

2
ntnttn

22
t

2
nT 333･－･－･－

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

b

bbc

c

cc

f51f51 ..
≦1 かつ 

t

ccbbt

f51.
－

≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

t

bbttt

f51. ≦1 かつ 
b

ttbbc

f51.
－

≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力

の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

  ２)：Ｓｄ 地震力のみによる応力振幅について評価する。 
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表 6-4(2) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）用材料の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

SUS304 許 容 値 基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｓ 
1）

一
次
応
力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

204 

204 

117 

204 

279 

1.5 ft
*

1.5 fc
*

1.5 fS
*

1.5 fb
*

1.5 fP
*

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 2)

せん断応力 2)

曲げ応力 2)

支圧応力 

座屈応力 

408 

234 

408 

279 

117 

3 ft

3 fS

3 fb 

1.5 fP
*

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力とせん断応力を組み合わせた応力

(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

2
n

2
t

2
ntnttn

22
t

2
nT 333･－･－･－

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

b

bbc

c

cc

f51f51 ..
≦1 かつ 

t

ccbbt

f51.
－

≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

t

bbttt

f51. ≦1 かつ 
b

ttbbc

f51.
－

≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力

の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

  ２)：ＳＳ地震力のみによる応力振幅について評価する。 
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表 6-5 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用圧力 

最高使用温度 

縦弾性係数  

許容応力値  

計算応力値 1）

長        さ 

設 計 震 度  

面        積 

角        度 

質    量 

力 

MPa 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

㎜ 2

° 

kg 

N 

－ 

－ 

有効数字 4桁目 

小数点以下第 1 位 

小数点以下第 1 位 

－ 

小数点以下第 3 位 

有効数字 4 桁目 

－ 

－ 

有効数字 4桁目 

－ 

－ 

四捨五入 

切  捨  て 

切  上  げ 

－ 

切  上  げ 

安全側に処理する 

－ 

－ 

四捨五入 

設  計  値 

設  計  値 

有効数字 3桁 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

設  計  値 

小数点以下第 2 位 

有効数字 3桁 

設  計  値 

設  計  値 

有効数字 3桁 

注記１）：応力成分は，小数点以下第 2 位を四捨五入し，小数点以下第 1 位までの値を

記載する。 
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Ⅴ-2-4-2-3-1 キャスク容器の応力解析の方針② 

（タイプⅡ）
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1. 概  要 

  本書は ，使用済燃料乾式貯蔵容器の キャスク容器に関する応力解析の方針を述べるものであ

る。 

  注：図表は一括して巻末に示す。 

2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，放射性物質を閉じ込める圧力バウンダリ境界を構成してい

るキャスク容器は，貯蔵時において，放射性物質を貯蔵するという観点から，使用済燃料プール

や使用済樹脂貯蔵タンク等と同様に，「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設

計・建設規格」という。）のクラス３容器相当に区分される。 

したがって，圧力荷重に関してはクラス３容器における規格計算式に基づく手法で構造強度を

評価することができる。しかし，熱荷重や取扱い時の衝撃荷重等の各種の荷重の作用が想定され

ることから，これらの荷重に対する強度評価に当たっては，圧力荷重も含め，応力解析により発

生応力を求めて評価することが必要であり，同様な「解析による設計」の考え方が採用されてい

るクラス１容器に準じて設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。
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3.  記  号 

3.1  記号の説明 

      本書及び応力計算書において，応力評価に関する下記の記号を使用する。ただし，本文中

に特記のある場合は，この限りでない。 

   なお，応力計算書の字体及び大きさについては本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ｂ 

ＣＨ

ＣＶ

Ｅ 

Ｇ 

Ｇ1

Ｇ2

Ｋ 

ｍ 

Ｎａ

Ｎｃ

Ｐｂ

Ｐｄｏ

ＰＬ

Ｐｍ

Ｑ 

Ｓｄ
* 

Ｓs

Ｓ12

Ｓ23

Ｓ31

Ｓｍ

Ｓｕ

Ｓｙ

Ｓ

Ｓ ’ 

Ｔｒ 

Ｕｆ 

断面積 

「設計・建設規格」付録材料図表 Part7 図 2の縦軸のＢ値

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

水平方向加速度 

鉛直方向加速度 

応力集中係数 

質量 

許容繰返し回数 

繰返し回数 

一次曲げ応力 

最高使用圧力（外圧） 

一次局部膜応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方 

基準地震動Ｓsによる地震力 

主応力差  σ1－σ2

主応力差  σ2－σ3

主応力差  σ3－σ1

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

繰返しピーク応力強さ 

縦弾性係数を補正した繰返しピーク応力強さ 

締付けトルク 

疲れ累積係数 

mm2

－ 

－ 

－ 

MPa 

m/s2

m/s2

m/s2

－ 

kg 

回 

回 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa 

－ 

－ 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

N･mm 

－ 
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計算書の記号 記号の説明 単位 

α 

σ1

σ2 

σ3

σｐ

σｓ

σｎ

σｔ

σθ

τｎｔ

τｔθ

τθｎ

Ⅰ＋Ｓｄ
*

Ⅰ＋Ｓs

熱膨張係数 

主応力 

主応力 

主応力 

平均支圧応力 

平均せん断応力 

評価断面に垂直な方向の応力 

評価断面に平行な方向の応力 

円周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
*地震力が作用した

場合の許容応力状態 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用した

場合の許容応力状態 

mm/(mm･℃) 

 MPa 

 MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

－ 
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4. 設計条件 

  キャスク容器は以下の設計条件に耐えるように設計する。 

 4.1 基本仕様 

最高使用圧力  1.0 MPa 

最高使用温度  170 ℃ 

4.2 燃料条件 

      使用済燃料乾式貯蔵容器の収納物である使用済燃料の条件を表 4－1に示す。 

 4.3 設計事象

   設計上考慮する事象については表 4－2 に示す。 

4.4 荷重の種類とその組合せ 

    キャスク容器の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－3 に示す。応力解析に用

いる荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

 5.1 解析対象とする事象 

   表 5－1 に示すように解析対象とする設計事象はⅠ＋Ｓｄ
＊及びⅠ＋Ｓｓとし，解析を実施す

る。 

 5.2 解析箇所 

キャスク容器の応力解析を行う箇所は，次の通りである（図 5－1参照）。 

(1) 胴 

(2) 底板 

(3) 一次蓋 

(4) 一次蓋締付けボルト 

(5) バルブカバー 

(6) バルブカバー締付けボルト 

(7) 密封シール部 

5.3 形状及び寸法 

   応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

温度分布計算，応力計算及び疲れ解析の必要性検討に使用する材料の物性値は以下の通りで

ある。 

(1) 温度分布計算に使用する物性値を表 5－2及び表 5－3に示す。 

なお，熱伝導率はその温度依存性を考慮する。 

(2) 熱応力計算に使用する物性値を表 5－4に示す。 

なお，熱応力計算に使用する物性値はその温度依存性を考慮する。 

(3) 内圧及び機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用い

る。なお，常温は 20 ℃とする。 

  (4) 物性値を温度補正して使用する場合には，補正方法を応力計算書に示す。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) キャスク容器（穴の周辺部及びボルトを除く。）にあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
*地震力が作用して生じる応力の応力解析によ

る一次応力強さは，「設計・建設規格」 PVB-3111(2)a.及び d.に定める値を超えないこ

と。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる応力の応力解析による

一次応力強さは，「設計・建設規格」 PVB-3111(3)a.及び c.に定める値を超えないこと。 
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c. 設計事象Ⅰの貯蔵時において，Ｓｄ
*又はＳs地震動のみによって生じる一次応力と二次応

力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイクルにおいて，その最大値と最小値の

差は，「設計・建設規格」 PVB-3112 に定める値を超えないこと。 

d. キャスク容器の胴にあっては設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力解析による

熱応力のサイクルにおいて，その最大値と最小値との差は「設計・建設規格」 PVB-3112

に定める値を超えないこと。 

e. 設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲れ解析は，「設計・建設規格」 

PVB-3114 に定める値を超えないこと。 

f. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
*又はＳs地震動のみによる応力の疲れ解析を行

い，疲れ累積係数を求め，e.で求めた疲れ累積係数との和が 1.0 を超えないこと。 

g. 純せん断荷重を受ける部分にあっては，a.及び b.の規定にかかわらず，平均せん断応力

は，次の値を超えないこと。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
*地震力が作用する場合においては，「設計・建

設規格」 付録材料図表 Part5 表 1に定める値の 0.6倍の値 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳs 地震力が作用する場合においては，「設計・建

設規格」 付録材料図表 Part5 表 9に定める値の 0.4倍の値 

h. 支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の値を超えないこと。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
*地震力が作用する場合においては，「設計・建

設規格」 PVB-3116(1)及び(2)に定める値 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳs地震力が作用して生じる場合で，支圧荷重の作

用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合は，「設計・建設規格」 

付録材料図表 Part5 表 9 に定める値の 1.5 倍の値 

(c)  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳs地震力が作用して生じる場合で，(b)以外の場

合は，「設計・建設規格」 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

i. 密封シール部にあっては，次によること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
*地震力が作用する場合において生じる応力の

応力解析による一次一般膜応力強さは，「設計・建設規格」 PVB-3111(2)a.に定める

値を超えないこと。また，一次膜応力と一次曲げ応力を加えて求めた応力強さ，並び

に一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さは，いずれも「設計・

建設規格」 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳs 地震力が作用する場合において生じる応力の

応力解析による一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力を加えて求めた応

力強さ，並びに一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さは，いず

れも「設計・建設規格」 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値を超えないこと。 

(2) ボルトにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
*地震力が作用する場合において生じる応力は，

「設計・建設規格」 PVB-3121(2)に定める値を超えないこと。 
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b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳs地震力が作用する場合において生じる応力は，次

に定める値を超えないこと。 

(a) 軸方向に垂直な断面の平均引張応力は，「設計・建設規格」 付録材料図表 Part5 表

8 に定める値 

(b) (a)に規定する平均引張応力と曲げ応力の和は，ボルトの断面の外周において，「設計・

建設規格」 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

c. 設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲れ解析は，「設計・建設規格」 

PVB-3122 によること。 

d. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
*又はＳs地震動のみによる応力の疲れ解析を行 

い，疲れ累積係数を求め，c.で求めた疲れ累積係数との和が 1.0 を超えないこと。 

(3) 疲れ解析において使用する疲れ強度減少係数及び応力集中係数は「設計・建設規格」

PVB-3130 に定めるものによる。 

(4) (1)及び(2)において，繰返し荷重が「設計・建設規格」 PVB-3140(1)から(6)までの規定

に適合するときは，疲れ解析を行うことを要しない。 

(5) (1)から(4)において，「設計・建設規格」の「供用状態Ａ」，「供用状態Ｂ」，「供用状態Ｃ」

及び「供用状態Ｄ」は，それぞれ「設計事象Ⅰ」，「設計事象Ⅱ」，「設計事象Ⅰの貯蔵時の

状態において，Ｓｄ
*地震力が作用して生じる場合」及び「設計事象Ⅰの状態において， 

Ｓs地震力が作用して生じる場合」と読み替える。 

(6) キャスク容器に穴を設ける場合は，「設計・建設規格」 PVB-3500 の規定による。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

   応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

 6.1 解析手順の概要 

   キャスク容器の応力解析フローを図 6－1に示す。 

   キャスク容器の応力解析は，想定される圧力荷重，機械的荷重及び熱荷重を基に，キャスク 

容器の実形状をモデル化し，解析コードであるＡＢＡＱＵＳ及び応力評価式を用いて行う。 

 ＡＢＡＱＵＳとは，有限要素法に基づく伝熱解析，応力解析の汎用解析コードである。 

 温度分布計算は，領域を小さなメッシュに分割し，各メッシュについての熱平衡方程式を立

て，微小時間でステップごとの温度分布を順次求める方式によっている。 

 応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部で小さなメッシュに分割する

ことによって行う。 

6.2 荷重条件の選定 

      荷重条件は 4章に示されているが，各部の計算においては，その部分について重要な荷重条

件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書に示す。 

 6.3 温度分布計算 

   6.3.1 温度分布計算の方法 

(1)  計算を行う設計事象は，貯蔵容器の姿勢が縦置きの貯蔵時とする。 

 (2)  計算モデルは次の方針に従う。 

      a. 温度分布計算では，軸対称要素による解析モデル（以下「軸対称モデル」という。）

を用いる。軸対称モデルは，キャスク容器，底部中性子遮へい体カバー（底部レジ

ンカバー），二次蓋及び外筒の形状について対称性を考慮する。キャスク容器内面に

伝わる熱流束の対称性を考慮し，バスケット及び使用済燃料を均質化して燃料有効

長の部分を発熱させる。 

       レジン及び伝熱フィンについては均質体として扱うため，二次元平面要素によるモ

デルによりキャスク容器外面と外筒内面との温度を求め伝熱抵抗と等価な熱伝導率

を与える。 

      b.  形状及び材料の不連続性を考慮して，温度計算のためメッシュ分割を行う。 

c.  外表面からの放熱は自然対流及びふく射とする。 

d.  モデル図及び境界条件を応力計算書に示す。 

  なお，境界には計算で求めた熱伝達率を考慮する。 

    (3)  計算コードを用いて，温度分布を計算する。 

(4)  境界における熱伝達率，温度分布の計算結果を応力計算書に示す。 

 6.4 応力計算と評価 

  6.4.1 応力計算の方法 

   (1)  応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えるものは次の 3つである。
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      a. 内圧 

       b. 機械的荷重 

        自重（燃料集合体含む貯蔵容器（二次蓋含む。）の貯蔵時の設計質量を用いる。），衝

撃荷重及びその他の付加荷重をいう。 

       c. 熱荷重 

              キャスク容器に生じる温度変化，温度勾配による荷重であって，温度分布計算の結

果から得られるものをいう。 

   (2)  計算モデルは次の方針に従う。 

       a. モデル化に当たっては，キャスク容器及び底部中性子遮へい体カバーの形状の対称 

性及び荷重の対称性を考慮する。 

  b. 解析モデルは原則として軸対称固体（連続体）要素による解析モデルとするが，荷

重が局部的に作用する事象については，その局部的荷重による発生応力を評価する

ため三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

また，モデル化に当たり，対称性を考慮して境界条件を設定する。モデル図及び境 

界条件を応力計算書に示す。 

(3) 構造及び材料の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算

書の形状図中に，番号〔例①〕で示す。 

     (4) 応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

    (5) 溶接部については，母材と同等の物性値及び機械的性質を用いる。 

6.4.2 応力評価 

    応力の計算結果は，「設計・建設規格」GNR-2130 による定義に従い，応力種類ごとに分

類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

       なお，応力の記号とその方向は下記の通りである。 

σθ ： 円周方向応力 

σｎ   ： 評価断面に垂直な方向の応力 

σｔ   ： 評価断面に平行な方向の応力

τθｎ  ： せん断応力 

τｎｔ  ： せん断応力 

τｔθ  ： せん断応力 

      キャスク容器用材料の許容応力を表 6－1～表 6－2に示す。 

    (1)  キャスク容器（ボルトを除く。）の応力評価 

     キャスク容器の応力評価は，「設計・建設規格」PVB-3110 に従い，以下の項目を評価す

る。 

         a. 一次応力強さ 

         b. 一次＋二次応力強さ 

評価断面

σｔ

σθ
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        c. 繰返し荷重の評価 

        d. 特別な応力の検討 

(a)  純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(c) 軸圧縮応力の評価 

     (2)  ボルトの応力評価 

      ボルトの応力評価は，「設計・建設規格」PVB-3120 に従い評価する。 

6.4.3 数値の丸め方 

    数値は原則として安全側に丸めて使用する。 

    また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿して使

用する場合は原則として安全側に処理する。 

       表示する数値の丸め方を表 6－3に示す。 
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(4) 平成 12 年度 リサイクル燃料資源貯蔵技術確証試験（金属キャスク貯蔵技術確証試験） 

報告書，(財)原子力発電技術機構 

(5) Siegel，R.， and Howell，J.R.，“THERMAL RADIATION HEAT TRANSFER”，Second 

Edition，Hemisphere Publishing Corporation，New York，(1980) 

(6) Jakob，M.，“Heat Transfer”，Volume I，John Wiley & Sons，Inc.，New York，(1962) 

(7)  

(8) 化学工学便覧 第 5版，化学工学協会（1988） 

(9) 応力集中 増補版，西田正孝，森北出版（1973） 
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図 5－1 キャスク容器の応力解析箇所（全体断面図）（1／2）

胴

底板

：キャスク容器

注記 ＊：補図 5－1(2)参照

一次蓋締付けボルト 一次蓋 ＊ 密封シール部 ＊

バルブカバー締付けボルト ＊バルブカバー＊
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図 5－1 キャスク容器の応力解析箇所（一次蓋貫通部）（2／2）

密封シール部

一次蓋

バルブカバー締付けボルト バルブカバー



14

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

図 6－1 キャスク容器の応力解析フロー図 

計 算 始 め

計 算 終 り

荷 重 の 選 定

温 度 分 布 計 算
内圧，機械的荷重

による応力の計算

熱 応 力 計 算

ボルトの

応力評価

ボルトの

疲れ解析

疲れ解析

必要

不要

一次＋二次

応力の評価

疲れ解析の

必要性検討

一次

応力の評価

特別な

応力の検討
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表 4－1 使用済燃料の条件 

項目 燃料条件 

対象燃料 高燃焼度 8×8燃料＊1 

収納対数（体） 61 

発熱量（kW） 17.1＊2 

姿勢 縦置き

周囲温度（℃） 45

注記 ＊1：8×8燃料，新型 8×8燃料，新型 8×8ジルコニウムライナ燃 

料及び高燃焼度 8×8燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼 

度 8×8燃料について行う。 

    ＊2：ＯＲＩＧＥＮ２コードより求めた。 
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表 4－2 貯蔵容器の設計事象

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転倒）が

発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止
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表 4－3 キャスク容器の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

荷  重 

圧
力
に
よ
る
荷
重

自
重
に
よ
る
荷
重

ボ
ル
ト
初
期
締
付
け
力

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱
荷
重

備
考

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

異
常
着
床

設計事象 荷重時 

Ⅰ 

貯蔵時 ○ ○ ○ － － － ○ ＊1 

運 搬 時 ○ *2 ○ ○   ○ 

吊 上 げ 時 ○ *2 ○  ○  ○ 

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○ ○ ○    ○ 

Ⅱ 衝撃荷重作用時 ○ *2 ○   ○ ○ 

注記 ＊1：支持構造物であるトラニオン固定ボルトの初期締付け力，Ｓｄ
*地震力及びＳs地震力 

は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と組み合わせるものとする。 

＊2：本状態での自重による荷重は，運搬時荷重，吊上げ荷重又は衝撃荷重に含まれる。



18

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

表 5－1 代表事象 

設計事象 代表事象＊1 包絡される事象 荷重条件 備考 

Ⅰ＋Ｓｄ
* 貯蔵時 

Ｓｄ
*地震力が 

作用する場合 

－ 

キャスク容器内圧：－0.1 MPa 

蓋間圧力：  MPa 

自重 

ボルト初期締付け力 

地震力 

 水平方向：1.17G(＝11.48 m/s2) 

 鉛直方向：0.65G(＝6.38 m/s2) 

熱荷重 

－ 

Ⅰ＋Ｓs 貯蔵時 

Ｓs地震力が 

作用する場合 

－ 

キャスク容器内圧：－0.1 MPa 

蓋間圧力：  MPa 

自重 

ボルト初期締付け力 

地震力 

 水平方向：1.17G(＝11.48 m/s2) 

 鉛直方向：0.65G(＝6.38 m/s2) 

熱荷重 

－ 

注記 ＊1：本事象について応力解析を行う。 
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表 5－2 温度分布計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材料 
温度 

（℃） 

熱伝導率＊

(W/(m･K)) 

胴 

一次蓋 

二次蓋 

炭素鋼(GLF1) 

 27 

227 

43.0 

38.6 

底部中性子遮へい体カバー 

一次蓋リブ 
炭素鋼(SGV480) 

外筒 

一次蓋中性子遮へい体カバー 

外筒端板

伝熱フィン 

炭素鋼(SM400B) 

伝熱フィン 銅(C1020) 
 27 

327 

398 

383 

中性子遮へい体 レジン(NS-4-FR) － 0.98 

内部気体 ヘリウム 

 27 

127 

227 

327 

0.1527 

0.1882 

0.2212 

0.2523 

周囲気体 空気 

 27 

127 

227 

0.02614 

0.03305 

0.03951 

注記 ＊：引用文献(1)参照。ただし，レジンは引用文献(4)参照。 
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表 5－3 温度分布計算に使用するふく射率 

構成部材 材料 ふく射率＊

胴(内面溶射) アルミニウム(粗面) 0.055 

一次蓋(内面溶射) アルミニウム(酸化面) 0.33 

サポートシリンダ ステンレス鋼(SUS304) 0.15 

一次蓋(外面) 

二次蓋(内面) 
炭素鋼(SM400B，GLF1) 0.17 

外筒(外面) 

胴(外面) 

二次蓋(外面) 

底部中性子遮へい体カバー(外面)

塗装 0.8 

注記 ＊：引用文献(3)参照。ただし，塗装面は引用文献(1)参照。一次蓋の溶射面で

は保守的に酸化を考慮，値は引用文献(5)参照。 
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表 5－4 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材料 
温度 

（℃）

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

(×10-6㎜/(㎜･℃)) 

ポアソン比

（－） 

胴 

一次蓋 

炭素鋼 

（GLF1） 

 20 

 50 

 75 

100 

125 

150 

175 

200 

203000 

201000 

200000 

198000 

196000 

195000 

193000 

191000 

 9.73 

10.10 

10.39 

10.69 

11.00 

11.28 

11.56 

11.85 

0.3 

バルブカバー 
ステンレス鋼 

（SUS304）

 20 

 50 

 75 

100 

125 

150 

175 

200

195000 

193000 

191000 

190000 

188000 

186000 

184000 

183000

15.21 

15.49 

15.68 

15.87 

16.05 

16.21 

16.37 

16.52 

0.3 

一次蓋締付け 

ボルト 

バルブカバー 

締付けボルト

低合金鋼 

（SNB23-3）

 20 

 50 

 75 

100 

125 

150 

175 

200

192000 

189000 

188000 

186000 

185000 

184000 

182000 

180000

11.14 

11.40 

11.62 

11.82 

12.00 

12.21 

12.37 

12.54

0.3 
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表 6－1 キャスク容器用材料の許容応力値（1／2） 

（単位：MPa） 

許容応力

区分 
応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 

密封シール部以外 密封シール部 

GLF1 許容値基準 GLF1 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
*

一次一般膜応力強さ     Ｐｍ 181 
Min 

{Ｓｙ，2/3Ｓｕ}
181 

Min 

{Ｓｙ，2/3Ｓｕ}

一次膜＋一次曲げ応力強さ   ＰＬ＋Ｐｂ 271 
Min 

{1.5Ｓｙ，Ｓｕ}
181 Ｓｙ

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 362 3Ｓｍ 181 Ｓｙ

平均せん断応力      σｓ 72 0.6Ｓｍ

平均支圧応力        σｐ
＊1 181(271) Ｓｙ（1.5Ｓｙ）

Ⅰ＋Ｓs

一次一般膜応力強さ     Ｐｍ 251 2/3Ｓｕ 181 Ｓｙ

一次膜＋一次曲げ応力強さ  ＰＬ＋Ｐｂ 377 Ｓｕ 181 Ｓｙ

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 362 3Ｓｍ 181 Ｓｙ

平均せん断応力       σｓ 150 0.4Ｓｕ

平均支圧応力        σｐ
＊1 377(565) Ｓｕ（1.5Ｓｕ）

注記  ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場

合の値 

       ＊2：Ｓｄ
*又はＳs地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6－1 キャスク容器用材料の許容応力値（2／2） 

（単位：MPa） 

許容応力

区分 
応力の種類 

許容応力値 

ステンレス鋼 

密封シール部以外 

SUS304 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
*

一次一般膜応力強さ     Ｐｍ 160 1.2Ｓｍ

一次膜＋一次曲げ応力強さ   ＰＬ＋Ｐｂ 240 1.8Ｓｍ

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 401 3Ｓｍ

平均せん断応力      σｓ 80 0.6Ｓｍ

平均支圧応力        σｐ
＊1 150（225） Ｓｙ（1.5Ｓｙ） 

Ⅰ＋Ｓs

一次一般膜応力強さ     Ｐｍ 276 
Min 

{2.4Ｓｍ，2/3Ｓｕ} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  ＰＬ＋Ｐｂ 414 
Min 

{3.6Ｓｍ，Ｓｕ} 

一次＋二次応力強さ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 401 3Ｓｍ

平均せん断応力       σｓ 165 0.4Ｓｕ

平均支圧応力        σｐ
＊1 414（621） Ｓｕ（1.5Ｓｕ） 

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大

きい場合の値 

＊2：Ｓｄ
*又はＳs地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6－2 キャスク容器用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力

区分 
応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 

一次蓋締付けボルト 

バルブカバー締付けボルト 

SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
*
平均引張応力 547 2Ｓｍ

平均引張応力＋曲げ応力 821 3Ｓｍ

Ⅰ＋Ｓs

平均引張応力 820 Ｓｙ

平均引張応力＋曲げ応力 820 Ｓｙ
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表 6－3 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用圧力 MPa － － 設計値 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数 

計算応力値＊ MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数 

長さ ㎜ － － 設計値 

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

角度 ° － － 設計値 

質量 kg － － 設計値 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

注記 ＊：応力成分は，小数点以下第 2位を四捨五入し，小数点以下第 1位までの値を 

記載する。 
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1. 概  要 

本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のキャスク容器に関する応力解析の方針を述べるものである。 

注：図表は一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，放射性物質を閉じ込める圧力バウンダリ境界を構成してい

るキャスク容器は，貯蔵時において，放射性物質を貯蔵するという観点から，使用済燃料プール

や使用済樹脂貯蔵タンク等と同様に，「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設

計・建設規格」という。）のクラス３容器相当に区分される。 

したがって，圧力荷重に関してはクラス３容器における規格計算式に基づく手法で構造強度を

評価することができる。しかし，熱荷重や取扱い時の衝撃荷重等の各種の荷重の作用が想定され

ることから，これらの荷重に対する強度評価に当たっては，圧力荷重も含め，応力解析により発

生応力を求めて評価することが必要であり，同様な「解析による設計」の考え方が採用されてい

るクラス１容器に準じて設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本文中に

特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記号の説明 単 位 

Ａ 断面積 mm2

Ｂ 設計･建設規格 付録材料図表 Part7 図 2 の縦軸のＢ値 － 

ＣH 水平方向設計震度 － 

ＣV 鉛直方向設計震度 － 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2

Ｇ1 水平方向加速度 m/s2

Ｇ2 鉛直方向加速度 m/s2

Ｋ 応力集中係数 － 

ｍ 質量 kg 

Ｎ 許容繰返し回数 回 

ｎ 繰返し回数 回 

Ｐa 許容外圧 MPa 

Ｐb 一次曲げ応力 MPa 

Ｐdo 最高使用圧力（外圧） MPa 

ＰL 一次局部膜応力強さ MPa 

Ｐm 一次一般膜応力強さ MPa 

Ｑ 二次応力 MPa 

Ｒ キャスク容器の平均半径 mm 

ｒ 半径 mm 

Ｓ 許容繰返し回数に対する繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｄ
＊ 弾性設計用地震動Ｓd により定まる地震力又は静的地震力の大き

い方 

－ 

Ｓｓ 基準地震動Ｓsにより定まる地震力 － 
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計算書の記号 記号の説明 単 位 

Ｓm 設計応力強さ MPa 

Ｓu 設計引張強さ MPa 

Ｓy 設計降伏点 MPa 

Ｓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

 Ｓ ’ 縦弾性係数を補正した繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｔ 

Ｔr 

ｔ 

温度 

締付けトルク 

板厚 

℃ 

N･mm 

mm 

Ｕ 

Ｗ 

疲労累積係数 

荷重 

－ 

N 

α 熱膨張係数 mm/mm℃ 

σb 圧縮応力 MPa 

σp 平均支圧応力 MPa 

σs 平均せん断応力 MPa 

σn 評価断面に垂直な方向の応力 MPa 

σt 評価断面に平行な方向の応力 MPa 

σθ 円周方向応力 MPa 

τnt せん断応力 MPa 

τtθ せん断応力 MPa 

τθn せん断応力 MPa 

Ⅰ＋Ｓｄ
＊ 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ

＊地震力が作用した場

合の許容応力区分 

－ 

Ⅰ＋Ｓｓ 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用した場合

の許容応力区分 

－ 
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4. 設計条件 

キャスク容器は以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用圧力 1.0 MPa 

最高使用温度 160 ℃ 

4.2 燃料条件 

使用済燃料乾式貯蔵容器の収納物である使用済燃料の条件を表 4－1に示す。 

4.3 設計事象 

設計上考慮する事象については表 4－2に示す。 

4.4 荷重の種類とその組合せ 

キャスク容器の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－3に示す。応力解析に用い

る荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

表 5－1に示すように解析対象とする設計事象はⅠ＋Ｓｄ
＊及びⅠ＋Ｓｓとし，解析を実施す

る。 

5.2 解析箇所 

キャスク容器の応力解析を行う箇所は，次のとおりである（図 5－1参照）。 

(1) 胴 

(2) 底板 

(3) 一次蓋 

(4) 一次蓋締付けボルト 

(5) バルブカバー 

(6) バルブカバー締付けボルト 

(7) 密封シール部 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

温度分布計算，応力計算及び疲労解析の必要性検討に使用する材料の物性値は以下のとおり

である。 

(1) 温度分布計算に使用する物性値を表 5－2及び表 5－3に示す。 

なお，熱伝導率はその温度依存性を考慮する。 

(2) 熱応力計算に使用する物性値を表 5－4に示す。 

なお，熱応力計算に使用する物性値はその温度依存性を考慮する。 

(3) 内圧及び機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用

いる。なお，常温は 20℃とする。 

(4) 物性値を温度補正して使用する場合には，補正方法を応力計算書に示す。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) キャスク容器（穴の周辺部及びボルトを除く。）にあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
＊地震力が作用して生じる応力の応力解

析による一次応力強さは，設計・建設規格 PVB-3111(2)a.及び d.の規定を満足するこ

と。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用して生じる応力の応力解析

による一次応力強さは，設計・建設規格 PVB-3111(3)a.及び c.の規定を満足すること。 

c. 設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる一次応力と二次応力を加えて求めた応
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力解析による応力強さのサイクルにおいて，その最大値と最小値の差は，設計・建設

規格 PVB-3112 の規定を満足すること。 

d. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
＊又はＳｓ地震動のみによって生じる一

次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイクルにおいて，その

最大値と最小値との差は，設計・建設規格 PVB-3112 の規定を満足すること。 

e. 設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲労解析は，設計・建設規格

PVB-3114 の規定を満足すること。 

f. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
＊又はＳｓ地震動のみによる応力の疲労

解析を行い，疲労累積係数を求め，e.で求めた疲労累積係数との和が 1.0 を超えない

こと。 

g. 純せん断荷重を受ける部分にあっては，平均せん断応力は，次の規定を満足するこ

と。 

(a) 設計事象Ⅰ，設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力が作用する場合にお

いては，設計・建設規格 PVB-3115(1)の規定 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｓ地震力が作用する場合においては，設計・

建設規格 PVB-3115(2)の規定 

h. 支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰ，設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力が作用する場合にお

いては，設計・建設規格 PVB-3116(1)又は(2)の規定 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｓ地震力が作用して生じる場合で，支圧荷重

の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の平均支圧応力

は，設計・建設規格付録材料図表 Part5 表 9にて規定する値の 1.5 倍の値を超えな

いこと。 

(c) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｓ地震力が作用して生じる場合で，(b)以外の

場合の平均支圧応力は，設計・建設規格付録材料図表 Part5 表 9にて規定する値を

超えないこと。 

i. 密封シール部にあっては，次によること。 

(a) 設計事象Ⅰにおいて生じる応力の応力解析による一次応力と二次応力を加えて求め

た応力解析による応力強さのサイクルにおいて，その最大値と最小値との差は，い

ずれも設計・建設規格付録材料図表 Part5 表 8 にて規定される値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力が作用する場合において生じる応

力の応力解析による一次一般膜応力強さは，設計・建設規格 PVB-3111(2)a.の規定

又は設計・建設規格付録材料図表 Part5 表 8にて規定される値のいずれか小さい方

の値を超えないこと。また，一次膜応力と一次曲げ応力を加えて求めた応力強さ，

並びに一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイクルにお

いて，その最大値と最小値との差は，いずれも設計・建設規格付録材料図表 Part5

表 8 にて規定される値を超えないこと。 

(c) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｓ地震力が作用する場合において生じる応力

の応力解析による一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力を加えて求め
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た応力強さ，並びに一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さの

サイクルにおいて，その最大値と最小値との差は，いずれも設計・建設規格付録材

料図表 Part5 表 8 にて規定される値を超えないこと。 

(2) ボルトにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰ，設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊地震力が作用する場合にお

いて生じる応力は，設計・建設規格 PVB-3121(2)の規定を満足すること。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｓ地震力が作用する場合において生じる応

力は，次の規定を満足すること。 

(a) 軸方向に垂直な断面の平均引張応力は，設計・建設規格付録材料図表 Part5 表 8に

て規定される値を超えないこと。 

(b) (a)に規定する平均引張応力と曲げ応力の和は，ボルトの断面の外周において，設

計・建設規格付録材料図表 Part5 表 8 にて規定される値を超えないこと。 

c. 設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲労解析は，設計・建設規格

PVB-3122 の規定を満足すること。 

d. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
＊又はＳｓ地震動のみによる応力の疲労解

析を行い，疲労累積係数を求め，c.で求めた疲労累積係数との和が 1.0 を超えないこ

と。 

(3) 疲労解析において使用する疲労強度減少係数及び応力集中係数は設計・建設規格

PVB-3130 の規定によること。 

(4) (1)及び(2)において，繰返し荷重が設計・建設規格 PVB-3140(1)から(6)までの規定に

適合するときは，疲労解析を行うことを要しない。 

(5) 外面に圧力を受けるキャスク容器の胴にあっては，設計事象Ⅰにおいて外面に受ける圧

力は，設計・建設規格 PVB-3210(1)の規定を満足すること。 

(6) (1)，(2)，(3)，(4)及び(5)の場合において，設計・建設規格の“供用状態Ａ，供用状

態Ｂ”はそれぞれ“設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ”と読み替える。 

(7) キャスク容器に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PVB-3500 の規定を満足すること。 

(8) キャスク容器の胴の形状は，設計・建設規格 PVB-4110(1)及び(3)の規定を満足するこ

と。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

キャスク容器の応力解析フローを図 6－1に示す。 

キャスク容器の応力解析は，想定される圧力荷重，機械的荷重及び熱荷重を基に，キャスク

容器の実形状をモデル化し，汎用解析コードである「ＡＢＡＱＵＳ」及び応力評価式を用いて

行う。 

「ＡＢＡＱＵＳ」とは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コードであ

る。温度分布計算及び応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部を小さな

メッシュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要な荷重

条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書に示す。 

6.3 温度分布計算 

6.3.1 温度分布計算の方法 

(1) 計算を行う設計事象は，貯蔵容器の姿勢が縦置きの貯蔵時とする。 

(2) 計算モデルは次の方針に従う。 

a. 温度分布計算では，軸対称要素による解析モデル（以下，「軸対称モデル」という。），

を用いる。軸対称モデルは，胴，底板，中性子遮蔽体，一次蓋，二次蓋及び外筒の形

状について対称性を考慮する。レジン及び伝熱フィン，バスケット及び使用済燃料に

ついてはそれぞれ均質化し，燃料の有効発熱部を発熱させる。 

レジン及び伝熱フィンについては均質体として扱うため，二次元平面要素によるモデ

ルによりキャスク容器外面と外筒内面との温度を求め伝熱抵抗と等価な熱伝導率を与

える。 

b. 形状及び材料の不連続性を考慮して，温度計算のためのメッシュ分割を行う。 

c. 外表面からの放熱は自然対流及びふく射とする。 

d. モデル図及び境界条件を応力計算書に示す。 

なお，境界には計算で求めた熱伝達率を考慮する。 

(3) 計算機コードを用いて，温度分布を計算する。 

(4) 温度分布の計算結果を応力計算書に示す。 

6.4 応力計算と応力の分類 

6.4.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは次の 3つである。 
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a. 内圧 

b. 機械的荷重 

自重（燃料集合体を含む貯蔵容器（二次蓋を含む）の貯蔵時の設計重量を用いる。），

衝撃荷重及びその他の負荷荷重をいう。 

c. 熱荷重 

キャスク容器に生じる温度変化，温度勾配による荷重であって，温度分布計算の結果

から得られるものをいう。 

(2) 計算モデルは次の方針に従う。 

a. モデル化に当たっては，キャスク容器及び底部中性子遮蔽体カバーの形状の対称性

及び荷重の対称性を考慮する。 

b. 解析モデルは原則として軸対称固体（連続体）要素による解析モデルとするが，荷

重が局部的に作用する事象については，その局部的荷重による発生応力を評価するた

め三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

また，モデル化に当たり対称性を考慮して境界条件を設定する。モデル図及び境界条

件を応力計算書に示す。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，応力計算書に示す。 

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 

(4) 溶接部については，母材と同等の物性値及び機械的性質を用いる。 

6.4.2 応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類し，

以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τθn ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

キャスク容器用材料の許容応力値を表６－１及び表６－２に示す。 

(1) キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価 

キャスク容器の応力評価は設計・建設規格 PVB-3110 に従い以下の項目を実施する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ 

σt

σθ

σn
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c. 繰返し荷重の評価 

d. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(c) 圧縮応力の評価 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は設計・建設規格 PVB-3120 に従い評価する。 

6.4.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等につ

いては，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，基準

等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6－3に示す。 
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7. 引用文献

文献番号は，本書及び応力計算書において共通である。

(1) 伝熱工学資料 第 4版，日本機械学会(1986)

(2) 機械工学便覧 新版 日本機械学会（1987）

(3) 伝熱工学資料 第 3版，日本機械学会(1975)

(4)

(5) 応力集中 増補版，西田正孝，森北出版(1973)

(6) HEAT TRANSMISSION  THIRD EDITION，KOGAKUSHA
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図 5－1 キャスク容器の応力解析箇所(1/2) 
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図 5－1 キャスク容器の応力解析箇所(2/2) 
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図 6－1 キャスク容器の応力解析フロー図 
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表 4－1 使用済燃料の条件 

項目 燃料条件

対象燃料 高燃焼度８×８燃料 *1

貯蔵容器１基当たりの収納体数（体） 61 

貯蔵容器１基当たりの発熱量（kW） 17.1 *2

姿勢 縦置き／横置き *3

周囲温度（℃） 45／38 *3

注記 ＊1：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃 

料及び高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼 

度８×８燃料について行う。 

＊2：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

＊3：貯蔵時／運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
 



17 

表 4－2 貯蔵容器の設計事象

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転倒）が

発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止

N
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表 4－3 キャスク容器の設計上考慮すべき荷重の種類と組合せ 

荷 重

設計事象  荷重時

圧

力

に

よ

る

荷

重

自

重

に

よ

る

荷

重

ボ
ル
ト
初
期
締
付
力

運

搬

時

荷

重

吊

上

げ

荷

重

衝撃
荷重 熱

荷

重

備

考

異
常
着
床
・
支
持
構

造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○ ○ ○    ○ *1 

運 搬 時 ○ *2 ○ ○   ○ 

吊 上 げ 時 ○ *2 ○  ○  ○ 

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○ ○ ○    ○ 

Ⅱ 衝撃荷重作用時 ○ *2 ○   ○ ○ 

注記 ＊1：Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と組み合わせる

ものとする。 

＊2：本状態での自重による荷重は，運搬時荷重，吊上げ荷重又は衝撃荷重に含まれる。 
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表 5－1 代表事象 

設計 

事象 
代表事象 *1

包絡される

事象 
荷重条件 備  考 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｄ
＊

貯蔵時 

Ｓｄ
＊地震力が 

作用する場合 

－ 

キャスク容器内圧：－0.1 MPa 

蓋間圧力：0.4 MPa 

自重：1 G（＝9.81 m/s2） 

ボルト初期締付け力 

地震力 

水平方向：0.72 G（＝7.06  m/s2）

鉛直方向：0.36 G（＝3.53  m/s2）

熱荷重 

－ 

Ⅰ 

＋ 

Ｓｓ 

貯蔵時 

Ｓｓ地震力が 

作用する場合 

－ 

キャスク容器内圧：-0.1 MPa 

蓋間圧力：0.4 MPa 

自重：1 G（＝9.81 m/s2） 

ボルト初期締付け力 

地震力 

水平方向：1.17 G（＝11.48 m/s2）

鉛直方向：0.65 G（＝6.38 m/s2）

熱荷重 

－ 

注記 ＊1：本事象について応力解析を行う。 
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表 5－2 温度分布計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材 料 
温度 

（℃） 

熱伝導率 *1

（W/(m･K)） 

胴，底板，一次蓋 炭素鋼（GLF1） 
27 43.0 

外筒，二次蓋 炭素鋼（SM400A） 
227 38.6 

s 銅合金（C1020） 
27 398 

327 383 

中性子遮蔽体 レジン（NS-4-FR） － 

内部気体 ヘリウム

27 0.1527 

127 0.1882 

227 0.2212 

327 0.2523 

周囲環境 空 気 

27 0.02614 

127 0.03305 

227 0.03951 

注記 ＊1：引用文献(1)参照。ただし，レジンは引用文献(4)参照。 

表 5－3 温度分布計算に使用するふく射率 

構成部材 材 料 ふく射率 *2

胴（内面溶射） 

アルミ亜鉛 0.23 

一次蓋（内面溶射） 

一次蓋（外面溶射） 

中性子遮蔽体カバー（蓋部） 

（外面溶射） 

二次蓋（内面溶射） 

胴（外面） 

塗料(緑色） 0.85 

二次蓋（外面） 

外筒（外面） 

中性子遮蔽体カバー（底部） 

（外面） 

注記 ＊2：引用文献(1)，(3)参照 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
 



21 

表 5－4 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材 料 
温度

(℃)

縦弾性係数

(MPa) 

熱膨張係数 

(×10-6 mm/mm℃) 

ポアソン比

（－） 

胴 

底  板 

一 次 蓋 

炭素鋼 

（GLF1） 

 20 203000  9.73 

0.3 

 50 201000 10.10 

 75 200000 10.39 

100 198000 10.69 

125 196000 11.00 

150 195000 11.28 

175 193000 11.56 

200 191000 11.85 

バルブカバー 
ステンレス鋼

（SUSF304） 

 20 195000 15.21 

0.3 

 50 193000 15.49 

 75 191000 15.68 

100 190000 15.87 

125 188000 16.05 

150 186000 16.21 

175 184000 16.37 

200 183000 16.52 

一次蓋締付けボルト 

バルブカバー締付けボルト

低合金鋼 

（SNB23-3） 

 20 192000 11.14 

0.3 

 50 189000 11.40 

 75 188000 11.62 

100 186000 11.82 

125 185000 12.00 

150 184000 12.21 

175 182000 12.37 

200 180000 12.54 

N
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表 6－1 キャスク容器用材料の許容応力値（1/2） 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 

密封シール部以外 密封シール部 

GLF1 許容値基準 GLF1 許容値基準 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

一次一般膜応力強さ Ｐm 182 
Min. 

{Ｓy,2/3･Ｓu}
182 

Min. 

{Ｓy,2/3･Ｓu}

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 273 
Min. 

{1.5･Ｓy,Ｓu}
182 Ｓy

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 364 3･Ｓm 182 Ｓy

純せん断応力 σs 72 0.6･Ｓm

支圧応力 σp
*1 182 (273) Ｓy (1.5･Ｓy)

Ⅰ 

＋ 

Ｓs 

一次一般膜応力強さ Ｐm 251 2/3･Ｓu 182 Ｓy

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 377 Ｓu 182 Ｓy

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 364 3･Ｓm 182 Ｓy

純せん断応力 σs 150 0.4･Ｓu

支圧応力 σp
*1 377 (565) Ｓu (1.5･Ｓu)

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値 

   ＊2：Ｓｄ
＊又はＳｓ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6－1 キャスク容器用材料の許容応力値（2/2） 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

ステンレス鋼 

密封シール部以外 密封シール部 

SUS304, 

SUSF304 
許容値基準 

SUS304, 

SUSF304 
許容値基準 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

一次一般膜応力強さ Ｐm 162 1.2･Ｓm 152 
Min.  

{1.2･Ｓm,Ｓy}

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 243 1.8･Ｓm 152 Ｓy

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 406 3･Ｓm 152 Ｓy

純せん断応力 σs 81 0.6･Ｓm

支圧応力 σp
*1 152 (229) Ｓy (1.5･Ｓy)

Ⅰ 

＋ 

Ｓs 

一次一般膜応力強さ Ｐm 278 
Min.{2.4･Ｓm,

2/3･Ｓu} 
152 Ｓy

一次膜＋一次曲げ応力強さ ＰL+Ｐb 417 
Min.{3.6･Ｓm，

Ｓu } 
152 Ｓy

一次＋二次応力強さ ＰL+Ｐb+Ｑ *2 406 3･Ｓm 152 Ｓy

純せん断応力 σs 167 0.4･Ｓu

支圧応力 σp
*1 418 (627) Ｓu (1.5･Ｓu)

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値 

   ＊2：Ｓd*又はＳs地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6－2 キャスク容器用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 

一次蓋締付けボルト 

バルブカバー締付けボルト 

SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

平均引張応力  550 2･Ｓm

平均引張＋曲げ応力  826 3･Ｓm

Ⅰ 

＋ 

Ｓs 

平均引張応力  825 Ｓy

平均引張＋曲げ応力  825 Ｓy
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表 6－3 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処 理 法 表示最小桁 

最高使用圧力 MPa － － 設 計 値 

最高使用温度 ℃ － － 設 計 値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整  数 

計算応力値 * MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整  数 

長 さ mm － － 設 計 値 

設 計 震 度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

面    積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

角    度 ° － － 設 計 値 

質    量 kg － － 設 計 値 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

注記 ＊：応力成分は，小数点以下第 2位を四捨五入し，小数点以下第 1位までの値を記載する。 
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Ｖ-2-4-2-3-2  バスケットの応力解析の方針① 

（タイプⅠ） 
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1. 概  要 

 本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のバスケットに関する応力解析の方針を述べるもので

ある。 

注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，バスケットは，貯蔵時において，使用済燃料貯蔵ラ

ックと同様に「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版(2007 年追補版を含む)）

JSME S NC1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」という。）

の機器等の区分に当てはまらないと考えられるが，使用済燃料集合体を直接支持する部材

であるため，炉心支持構造物に準じて設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は｢設計・建設規格○○○－

○○○○｣として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

 本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本

文中に特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 

CH

CV

FX

FY

fs

fc

fb

G 

G1

G2 

G3

L 

LS

Pb

Pm

Q  

Ｓｄ

ＳＳ

Sm

Su

Sy

W 

Z 

αH 

αV 

ρ 

σ1

σ2

σ3

断面積または接触面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

単位長さあたりの X 方向荷重 

単位長さあたりの Y 方向荷重 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

重力加速度(=9.80665) 

Z 方向加速度 

X 方向加速度 

Y 方向加速度 

バスケット全長 

サポートガイドの長さ 

一次曲げ応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震

力のいずれか大きい方 

基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

質量 

断面係数 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

密度 

主応力 

主応力 

主応力 

mm2

― 

― 

N／mm 

N／mm 

MPa 

MPa

MPa

m／s2

m／s2

m／s2

m／s2

mm 

mm 

MPa

MPa

MPa

―

― 

MPa

MPa

MPa

㎏ 

mm3

m／s2

m／s2

㎏／mm3

MPa

MPa

MPa
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

σb

σp 

σs

σx

σy

σz

τxy

τyz

τzx

Ⅰ＋Ｓｄ

Ⅰ＋ＳＳ 

座屈応力 

平均支圧応力 

平均せん断応力 

評価断面に垂直な方向の応力(x 方向) 

評価断面に平行な方向の応力(y 方向) 

評価断面に平行な方向の応力(z 方向) 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が

作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

MPa 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

― 

― 
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4. 設計条件 

バスケット及びサポートガイドは，以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用温度（バスケット） ： 210 ℃ 

最高使用温度（サポートガイド） ： 160 ℃ 

4.2 温度分布計算条件 

温度分布計算条件として，使用済燃料乾式貯蔵容器の収納物(使用済燃料)，姿勢及び

周囲温度の条件を表 4-1 に示す。 

4.3 設計事象 

設計上考慮する事象を表 4-2 に示す。 

4.4荷重の種類とその組合せ 

バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4-3 に示す。応力解析に

用いる荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

表 5-1 に示すように，設計事象は I＋Ｓｄ 及びⅠ＋ＳＳとし，解析を実施する。 

5.2 解析箇所 

バスケットの応力解析を行う箇所は次のとおりである(図 5-1 参照)。 

(1) チャンネル 

(2) サポートブロック 

(3) 補強板① 

(4) 補強板② 

(5) 仕切板 

(6) 底板 

(7) サポートガイド 

(8) サポートガイド溶接部 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

温度分布計算及び応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 温度分布計算に使用する物性値を表 5-2 及び表 5-3 に示す。 

なお，熱伝導率はその温度依存性を考慮する。 

(2) 熱応力計算に使用する物性値を表 5-4 に示す。 

なお，熱応力計算に使用する物性値はその温度依存性を考慮する。 

(3) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。 

なお，常温は 20℃とする。 
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5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次に各号に掲げるとおりとする。 

(1) バスケットにあっては，次によること。 

a．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して生じる応力の応力解

析による一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(3) の規定を満足すること。 

b．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる応力の応力解析

による一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(4) の規定を満足すること。 

c．純せん断荷重を受ける部分にあっては，a.及び b.の規定にかかわらず，平均せん

断応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3114(2)に定める値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3114(3)に定める値を超えないこと。 

d．支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3115(2)に定める値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3115(3)に定める値を超えないこと。 

e．圧縮荷重を受ける部分にあっては，座屈応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力又はＳＳ地震力が作用して生

じる場合においては，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値

の 1.5 倍の値を超えないこと。 

f．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用してバスケットに塑性変形

が生じる場合には，臨界防止評価のため変形量の評価を行う。 

g．溶接部にあっては，設計・建設規格 CSS-3150 に規定される継手効率を考慮する

こと。 

(2) (1)において，設計・建設規格の｢供用状態Ａ｣及び｢供用状態Ｂ｣は，それぞれ｢設計

事象Ⅰ｣及び｢設計事象Ⅱ｣と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

バスケット及びサポートガイドの応力解析フローを図 6-1 に示す。 

バスケット及びサポートガイドの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基

にバスケット及びサポートガイドの実形状をモデル化し，汎用解析コードであるＡＢＡ

ＱＵＳ及び応力評価式を用いて行う。 

ＡＢＡＱＵＳとは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コードで

ある。温度分布計算及び応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部

を小さなメッシュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要

な荷重条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書

に示す。 

6.3 温度分布計算 

6.3.1  温度分布計算の方法 

(1) 計算を行う設計事象は，貯蔵容器姿勢が縦置きの貯蔵時及び横置きの運搬時とす

る。 

(2) 計算モデルは次の方針に従う。 

ａ. チャンネル，中性子吸収板，補強板，仕切板，サポートブロック，内胴，ガンマ

線遮へい体，中間胴，中性子遮へい体，伝熱フィン及び外筒は形状の対称性を考

慮し，二次元 1/4 断面モデルとする。 

なお，使用済燃料はチャンネル内面に伝わる熱流束の対称性を考慮し集合体毎に

均質化してこの領域の発熱量をチャンネル内面に与える。 

ｂ. 形状及び材料の不連続性を考慮して，温度計算のためのメッシュ分割を行う。 

ｃ. バスケット各部の温度差が最も大きくなる貯蔵容器中央部の半径方向断面につ

いてモデル化し，軸方向の熱の流れはないと仮定する。 

ｄ. 外表面からの放熱は自然対流及びふく射とする。 

ｅ. モデル図及び境界条件を応力計算書に示す。 

なお，境界には計算で求めた熱伝達率を考慮する。 

(3) 計算機コードを用いて，温度分布を計算する。 

(4) 温度分布の計算結果を応力計算書に示す。 
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6.4 応力計算と評価 

6.4.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は代表事象毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

ａ. 機械的荷重 

  自重（燃料集合体を含む貯蔵容器の貯蔵時の設計重量を用いる。），衝撃荷重及 

びその他の負荷荷重をいう。 

ｂ. 熱荷重 

  バスケットに生じる温度変化，温度勾配による荷重であって，温度分布計算の 

 結果から得られるものをいう。 

(2) 計算モデルは次の方針に従う。 

ａ. モデル化にあたっては，バスケットの形状の対称性及び荷重の対称性を考慮し，

1/2 形状の２次元平面固体要素及びはり要素による解析モデルとする。ただし，

熱荷重に対しては，対称性を考慮し，1/4 形状の解析モデルとする。 

ｂ. 中性子吸収板は非構造強度部材としてモデルより除外する。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，計算書に示

す。 

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 

6.4.2  応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎

に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σｘ ：評価断面に垂直な方向の応力(ｘ方向) 

σｙ ：評価断面に平行な方向の応力(ｙ方向) 

σｚ ：評価断面に平行な方向の応力(ｚ方向) 

τxy：せん断応力 

τyz：せん断応力 

τzx：せん断応力 

バスケット用材料の許容応力値を表 6-1 に示す。 

(1) バスケット及びサポートガイドの応力評価 

バスケット及びサポートガイドの応力評価は，設計・建設規格 CSS-3110 及び

SSB-3120 に従い以下の項目を実施する。 

ａ. 一次応力強さ 

ｂ. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

σｘ σｚ

評価断面

σｙ
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(b) 支圧応力の評価 

(c) 座屈応力の評価 

6.4.3  数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力

等については，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，

基準等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6-2 に示す。 
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図 5-1  バスケットの応力解析箇所
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図 6-1  バスケットの応力解析フロー図 
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応力の評価
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表 4-1 使用済燃料の条件 

項 目 燃料条件 

対象燃料 高燃焼度８×８燃料 1)

貯蔵容器１基当たりの収納体数(体) 61 

貯蔵容器１基当たりの発熱量(kW) 17.1 2)

姿勢 縦置き／横置き 3)

周囲温度(℃) 45／38 3)

注記 1)：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び 

高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度８×８燃料 

について行う。 

2)：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

3)：貯蔵時／運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 4-2  貯蔵容器の設計事象 

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・

転倒）が発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止 

・ 運用機材の適切な保守管理による防止 
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表 4-3  バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷  重 

荷 重 時

自
重
に
よ
る
荷
重

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

*
1

備

考

異
常
着
床
・

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○    ○ *2

運 搬 時 *1 ○   ○  

吊 上 げ 時 *1  ○  ○  

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○    ○  

Ⅱ 衝撃荷重作用時 *1   ○ ○  

注記 ＊1：キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

＊2：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 
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表 5-1  代  表  事  象 

設計事象  代表事象 1） 包絡される事象 荷重条件 備    考 

Ⅰ＋Ｓｄ

貯  蔵  時 

Ｓｄ 地震力が

作用する場合

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2)

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2)

熱荷重 

Ⅰ＋ＳＳ

貯  蔵  時 

ＳＳ地震力が

作用する場合

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2)

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2)

熱荷重 

注記 1)：本事象について応力解析を行う。 
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表 5-2  温度分布計算に使用する材料の物性値 

構  成  部  材 材  料 温  度 

（℃） 

熱伝導率 1)

（W／m・K） 

内  胴 

中  間  胴 

外  筒 

ステンレス鋼

（SUS304 又は 

SUSF304） 

27 

127 

327 

16.0 

16.5 

19.0 

ガンマ線遮へい体 鉛 27 35.2 

中性子遮へい体 レジン － 

伝熱フィン 銅 

（C1020） 

27 

327 

398 

383 

チャンネル アルミニウム合金

（A5052TD-H34 相当）

20 

50 

100 

150 

200 

250 

補強板 

仕切板 

サポートブロック

底板 

アルミニウム合金

（A5083FH－0

又は A5083P－0） 

20 

50 

100 

150 

200 

250 

中性子吸収板 ボロン添加アルミ 

ニウム合金及び

アルミニウム合金

20 

100 

200 

内部気体 ヘリウム 27 

127 

227 

327 

0.1527 

0.1882 

0.2212 

0.2523 

周囲気体 空気 27 

127 

227 

327 

0.02614 

0.03305 

0.03951 

0.0456 

注記 1)：参考文献（１）参照。ただし，レジンは参考文献（４）参照。 
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表 5-3  温度分布計算に使用するふく射率 

構 成 部 材 材 料 ふ  く  射  率 1)

外  筒 

内  胴 

中  間  胴 

ステンレス鋼

（SUS304 又は

SUSF304） 

0.15 

ガンマ線遮へい体 鉛 0.28 

チャンネル，補強板，

仕切板，サポートブ

ロック，底板

アルミニウム合金

（A5052TD-H34, 

A5083FH-O 又は

A5083P-O） 

0.04 

注記 1)：参考文献（２）参照。 

表 5-4  熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材  料 温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

(×10-6㎜/㎜℃) 

ポアソン比 

(－) 

チャンネル アルミニウ

ム合金

（A5052TD

-H34）

20 

50 

100 

150 

200 

250 

サポートブロック

補 強 板

仕 切 板 

底 板 

アルミニウ

ム合金

（A5083FH-O

又は 

A5083P-O）

20 

50 

100 

150 

200 

250 

サポートガイド ステンレス

鋼 

（SUS304） 

20 

50 

75 

100 

125 

150 

175 

200 

195000 

193000 

191000 

190000 

188000 

186000 

184000 

183000 

15.21 

15.49 

15.68 

15.87 

16.05 

16.21 

16.37 

16.52 

0.3 
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表 6-1  バスケット用材料の許容応力値 

許容応力

区 分
応  力  の  種  類 

許容応力値（MPa） 

アルミニウム合金 2) ｵｰｽﾃﾅｲﾄ系ｽﾃﾝﾚｽ鋼

A5052TD 

-H34

A5083FH-O2)

及び

A5083P-O 

許容値 

基 準 
SUS3042) 許容値 

基 準 

設計事象

Ⅰ＋Ｓｄ

一次一般膜応力強さ 

 Pm
1.5 Sm 202 1.5 Sm

一次膜＋一次曲げ応力強さ 

Pm＋Pb
2.25 Sm 303 2.25 Sm

純せん断応力 

 σs
0.9 Sm 121 0.9 Sm

支圧応力 

σp
1）

1.5 Sy

(2.25 Sy) 

228 

(342) 

1.5 Sy

(2.25 Sy) 

座屈応力 

 σb

1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc

117 
1.5fb,1.5fs

又は 1.5 fc

設計事象

Ⅰ＋ＳＳ

一次一般膜応力強さ 

 Pm
2/3 Su 278 

Min{2.4Sm, 

 2/3Su} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ 

Pm＋Pb
Su 418 

Min{3.6Sm, 

 Su} 

純せん断応力 

 σs
1.2 Sm 162 1.2 Sm

支圧応力 

σp
1）

2 Sy

(3 Sy) 

304 

(456) 

2 Sy

(3 Sy) 

座屈応力 

 σb

1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc

117 
1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc

注記 1)：(  )内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値。 

2)：サポートブロック内の周溶接は完全溶込み溶接とし，設計・建設規格 CSS-3150

に定められる検査の種類を A とするため，溶接効率は 1.0 である。また，サポー

トガイドと内胴との溶接は片側すみ肉溶接とし，設計・建設規格 CSS-3150 に定

められる検査の種類を E とするため，溶接効率は 0.4 である。 
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表 6-2  数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用温度 

縦 弾 性 係 数  

許 容 応 力 値  

計 算 応 力 値 1）

長        さ 

設 計 震 度 

面        積 

   力 

角        度 

質        量 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

㎜ 2

N 

° 

kg 

－ 

有効数字 4 桁目 

小数点以下第 1 位 

小数点以下第 1 位 

－ 

小数点以下第 3 位 

有効数字 4 桁目 

有効数字 4 桁目 

－ 

－ 

－ 

四捨五入 

切  捨  て 

切  上  げ 

－ 

切  上  げ 

安全側に処理する 

四捨五入 

－ 

－ 

設  計  値 

有効数字 3 桁 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

設  計  値 

小数点以下第 2 位 

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

設  計  値 

設  計  値 

注記 1)：応力成分は，小数点以下第 2 位を四捨五入し，小数点以下第 1 位までの値を 

記載する。 
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1. 概  要 

本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のバスケットに関する応力解析の方針を述べるものである。 

注：図表は，一括して巻末に示す。
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，バスケットは，貯蔵時において，使用済燃料貯蔵ラックと

同様に「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9月）」（以下，「設計・建設規格」という。）

の機器等の区分に当てはまらないと考えられるが，使用済燃料集合体を直接支持する部材である

ため，炉心支持構造物に準じて設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する下記の記号を使用する。ただし，本文中に

特記のある場合は，この限りでない。 

計算書の記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積，又は接触面積 mm2

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｆｓ 許容せん断応力 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

ｆｂ 許容曲げ応力 MPa 

Ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2

Ｇ１ 水平方向加速度 m/s2

Ｇ２ 鉛直方向加速度 m/s2

 バスケットプレート長さ mm 

Ｍ 曲げモーメント N･mm 

ｍ 質量 kg 

Ｐｂ 一次曲げ応力 MPa 

Ｐｍ 一次一般膜応力 MPa 

Ｓd
* 弾性設計用地震動Ｓd による地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方 

－ 

Ｓs 基準地震動Ｓsによる地震力 － 

Ｓ１２ 主応力差σ１－σ２ MPa 

Ｓ２３ 主応力差σ２－σ３ MPa 

Ｓ３１ 主応力差σ３－σ１ MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｚ 断面係数 mm3

ρ 密度 kg/mm3

σ 主応力 MPa 

σ１ 主応力 MPa 

σ２ 主応力 MPa 

σ３ 主応力 MPa 

σｂ 座屈応力 MPa 

σｐ 平均支圧応力 MPa 

σｓ 平均せん断応力 MPa 

σｃ 胴部軸方向に受ける圧縮応力 MPa 

σｘ 評価断面に垂直な方向の応力（ｘ方向） MPa 

σｙ 評価断面に平行な方向の応力（ｙ方向） MPa 

σｚ 評価断面に平行な方向の応力（ｚ方向） MPa 

τｘｙ せん断応力 MPa 

τｙｚ せん断応力 MPa 

τｚｘ せん断応力 MPa 

Ⅰ＋Ｓd
* 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd

*地震力が作用した

場合の許容応力状態 
－ 

Ⅰ＋Ｓs
設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用した

場合の許容応力状態 
－ 
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4. 荷重条件 

バスケットは，以下の荷重条件に耐えるように設計する。 

各部の応力解析は，本章に示す荷重を考慮する。応力解析に用いる荷重は，応力計算書に記載

する。 

4.1 設計条件 

最高使用温度 ：260 ℃ 

機械的荷重  ：自重及び地震力による荷重をいう。 

熱荷重    ：バスケットに生じる温度変化，温度勾配による荷重をいう。 

4.2 設計事象 

考慮する設計事象を表 4－1に示す。 

4.3 荷重の種類とその組合せ 

バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－2に示す。
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

表 5－1に示すように荷重条件等を考慮して代表事象を選定し，代表事象について解析を実施

する。 

5.2 解析箇所 

応力解析を行う箇所の形状を補図 5－1に示す。 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。  

なお，常温は，20 ℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次に掲げる通りとする。 

(1) バスケットにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd
*地震力が作用して生じる応力の応力解析によ

る一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(3)に定める値を超えないこと。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用して生じる応力の応力解析によ 

る一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(4)に定める値を超えないこと。 

c. 純せん断荷重を受ける部分にあっては，a.及び b.の規定にかかわらず，平均せん断応力

は，次の値を超えないこと。 

 (a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd
*地震力が作用して生じる場合においては， 

設計・建設規格 CSS-3114(2)に定める値 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる場合においては， 

設計・建設規格 CSS-3114(3)に定める値 

d. 支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の値を超えないこと。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd
*地震力が作用して生じる場合においては， 

設計・建設規格 CSS-3115(2)に定める値 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる場合においては， 

設計・建設規格 CSS-3115(3)に定める値 

e. 軸方向に圧縮荷重を受ける円筒形の胴にあっては，圧縮応力は，次の値を超えないこと。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd
*地震力が作用して生じる場合においては， 

設計・建設規格 CSS-3116.1(2)に定める値 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる場合においては， 

設計・建設規格 CSS-3116.1(3)に定める値
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f. 圧縮荷重を受ける部分にあっては，座屈応力は，次の値を超えないこと。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd
*地震力，又はＳs地震力が作用して生じる場

合においては，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)，又は(4)に定める値の 1.5倍の値 

g. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用してバスケットに塑性変形が生 

じる場合には，臨界防止評価のため変形量の評価を行う。 

(2) (1)において，設計・建設規格の「供用状態Ｃ」及び「供用状態Ｄ」は，それぞれ「設計事

象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd
*地震力が作用して生じる場合」及び「設計事象Ⅰの貯蔵時の

状態において，Ｓs地震力が作用して生じる場合」と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 

バスケット用材料の許容応力値を表 5－2に示す。 
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

バスケットの応力解析フローを図 6－1に示す。 

バスケットの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4章に示されているが，各部の計算においては，その部分について重要な荷重条

件を選定して計算を行う。 

6.3 応力計算と応力の分類 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは，次の 2つである。 

a. 機械的荷重 

b. 熱荷重 

(2) 伝熱プレートは，非構造強度部材として評価対象より除外する。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算書の形状 

図中に，番号〔例①〕で示す。 

応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

(4) 数値の丸め方 

数値は原則として安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については，丸めないことを原則とし，規格，基 

準等を内挿して使用する場合は，原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を補表 6－1に示す。 

6.3.2 応力の分類 

応力の計算結果は，表 5－2に示すように応力の種類ごとに分類して，応力計算書に示す。

このときの応力の定義と分類は，設計・建設規格 GNR-2130 による。 

なお，応力の記号とその方向は以下の通りである。 

σｘ ：評価断面に垂直な方向の応力（ｘ方向） 

σｙ ：評価断面に平行な方向の応力（ｙ方向） 

σｚ ：評価断面に平行な方向の応力（ｚ方向） 

τｘｙ ：せん断応力 

τｙｚ ：せん断応力 

τｚｘ ：せん断応力 

評価断面

σx

σz

σy
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6.4 応力の評価 

6.4.1 主応力 

計算された各種の荷重による応力を重ね合わせ，各応力評価点（面）の組合せ応力を求

める。 

組合せ応力は，一般にσｘ，σｙ，σｚ，τｘｙ，τｙｚ，τｚｘの 6 成分をもち，応力評価

点（面）の主応力は，引用文献(補-1)の A4 編 1.4.1 項により次式を満足する 3根として計

算する。 

σ３－（σｘ＋σｙ＋σｚ）・σ２＋（σｘ・σｙ＋σｙ・σｚ＋σｚ・σｘ－τｘｙ
２ 

－τｙｚ
２－τｚｘ

２）・σ－σｘ・σｙ・σｚ＋σｘ・τｙｚ
２＋σｙ・τｚｘ

２

＋σｚ・τｘｙ
２－2・τｘｙ・τｙｚ・τｚｘ＝0 

上式により主応力σ１，σ２，σ３が求まる。 

6.4.2 応力強さ 

下記の 3つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ１２＝σ１－σ２

Ｓ２３＝σ２－σ３

Ｓ３１＝σ３－σ１

6.4.3 一次応力強さ 

機械的荷重により発生する一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力を加えて

求めた応力強さが，5.5(1)a.及び b.に示す許容応力値を満足することを示す。 

6.5 特別な応力の検討 

6.5.1 純せん断応力の評価 

純せん断荷重を受ける部分は，5.5(1)c.に示す許容応力値を満足することを示す。 

6.5.2 支圧応力の評価 

支圧荷重を受ける部分は，5.5(1)d.に示す許容応力値を満足することを示す。 

6.5.3 軸圧縮応力の評価 

軸方向に圧縮荷重を受ける円筒形の胴の部分は，5.5(1)e.に示す許容応力値を満足する

ことを示す。 

6.5.4 座屈応力の評価 

圧縮荷重を受ける部分は，5.5(1)f.に示す許容応力値を満足することを示す。 
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7. 解析及び評価結果の添付 

応力計算書では，以下に示すように解析結果を添付する。 

7.1 応力解析結果 

考慮した荷重ごとに評価対象とした応力評価点（面）について，応力の種類ごとに解析結果

を示す。 

7.2 応力評価結果 

次の応力評価結果を，評価対象とした応力評価点（面）について添付する。 

(1) 一次一般膜応力強さ 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

(3) 純せん断応力 

(4) 支圧応力 

(5) 軸圧縮応力 

(6) 座屈応力 

8. 引用文献 

(補-1) 機械工学便覧 新版，日本機械学会（1987） 
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図 5－1 バスケットの応力解析箇所

1
0 

サポートシリンダ

バスケットプレート



11 

 
N
T
2 

補
③

 
Ⅴ

-
2
-
4-

2
-3

 
R0

 

図 6－1 バスケットの応力解析フロー図 
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表 4－1 乾式貯蔵キャスクの設計事象 

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ 

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱い

状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ 

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間中

に予想される取扱い機器の単

一故障，単一誤動作等の事象

によって，貯蔵容器が通常貯

蔵状態あるいは通常取扱い状

態から外れるような状態をい

う。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ 

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象によ

って引き起こされる状態をい

う。すなわち，設計事象Ⅱで

いう機器の単一故障，運転員

の単一誤操作等によって引き

起こされるもののうち，その

発生頻度が十分に低いと考え

られるものを分類する。 

Ⅳ 

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは考

えられない事象によって引き

起こされる状態をいうが，万

一発生した場合の設計の妥当

性を確保するために特に設け

たものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転倒）が

発生しないため，事象として選定していない。 

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止 

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止 

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止 

・ 運用機材の適切な保守管理による防止 
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表 4－2 バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象 

荷  重 

荷 重 時 

自
重
に
よ
る
荷
重

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

*
1

備

考

異
常
着
床
・

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○    ○ *2

運 搬 時 *1 ○   ○  

吊 上 げ 時 *1  ○  ○  

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○    ○  

Ⅱ 衝撃荷重作用時 *1   ○ ○  

注記 ＊1：キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

＊2：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 N
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表 5－1 代表事象 

設計事象 代表事象＊1 包絡される 

事象 
荷重条件 備考 

Ⅰ＋Ｓd
*

貯蔵時 

Ｓd
*地震力が 

作用する場合 

－ 

自重 

地震力 

 水平方向：1.17G(＝11.48m/s2) 

 鉛直方向：0.65G(＝6.38m/s2) 

熱荷重 

－ 

Ⅰ＋Ｓs

貯蔵時 

Ｓs地震力が 

作用する場合 

－ 

自重 

地震力 

 水平方向：1.17G(＝11.48 m/s2)

 鉛直方向：0.65G(＝6.38 m/s2) 

熱荷重 

－ 

注記 ＊1：本事象について応力解析を行う。 
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表 5－2 バスケット用材料の許容応力値 
（単位：MPa） 

許容応力
区分 

応力の種類 

許容応力値 

バスケットプレート サポートシリンダ 

B-SUS 許容値基準 SUS304 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓd
*

一次一般膜応力強さ    Ｐｍ 201 1.5Ｓｍ 180 1.5Ｓｍ

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

            Ｐｍ＋Ｐｂ
301 2.25Ｓｍ 270 2.25Ｓｍ

平均せん断応力       σｓ 120 0.9Ｓｍ 108 0.9Ｓｍ

平均支圧応力   σｐ
＊1 311 

(467) 

1.5Ｓｙ 

（2.25Ｓｙ） 

200 

(300) 

1.5Ｓｙ 

（2.25Ｓｙ） 

軸圧縮応力＊2       σｃ － － 92 
1.5×Min{Ｓｍ，

Ｂ＊3} 

座屈応力   σｂ 180 
1.5ｆｂ，1.5ｆｓ

又は 1.5ｆｃ
－ － 

Ⅰ＋Ｓｓ

一次一般膜応力強さ    Ｐｍ 269 
Min{2.4Ｓｍ，

2/3Ｓｕ} 
263 

Min{2.4Ｓｍ，

2/3Ｓｕ} 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

            Ｐｍ＋Ｐｂ
404 

Min{3.6Ｓｍ，

Ｓｕ} 
395 

Min{3.6Ｓｍ，

Ｓｕ} 

平均せん断応力       σｓ 160 1.2Ｓｍ 144 1.2Ｓｍ

平均支圧応力        σｐ
＊1 415(622) 2Ｓｙ(3Ｓｙ) 266(400) 2Ｓｙ(3Ｓｙ) 

軸圧縮応力＊2 σｃ － － 123 
2×Min{Ｓｍ，

Ｂ＊3} 

座屈応力          σｂ 180 
1.5ｆｂ，1.5ｆｓ

又は 1.5ｆｃ

－ － 

注記 ＊1：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。 

   ＊2：円筒形の軸方向の圧縮に対して適用する。 

   ＊3：Ｂ値は，設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1 から図 20 までにより求められた値。 
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表 6－1 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

計算応力値 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

長さ mm － － 設計値 

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

質量 kg － － 設計値 
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1. 概  要 

本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のバスケットに関する応力解析の方針を述べるものである。 

注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，バスケットは，貯蔵時において，使用済燃料貯蔵ラックと

同様に「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9月）」（以下，「設計・建設規格」という。）の機

器等の区分に当てはまらないと考えられるが，使用済燃料集合体を直接支持する部材であるため，

炉心支持構造物に準じて設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本文中に

特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 断面積又は接触面積 mm2

ＣH 水平方向設計震度 － 

ＣV 鉛直方向設計震度 － 

Ｆb

Ｆf

軸力 

ボルトの締付け力 

N/mm 

N 

fs 許容せん断応力 MPa 

fc 許容圧縮応力 MPa 

fb 許容曲げ応力 MPa 

Ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2

Ｇ1 加速度（前後方向） m/s2

Ｇ2 加速度（左右方向） m/s2

Ｇ3 加速度（下方向） m/s2

バスケットプレート長さ（バスケット全長） mm 

Ｍ 曲げモーメント N･mm 

ｍ 質量 kg 

Ｐb 一次曲げ応力 MPa 

Ｐm 一次一般膜応力強さ MPa 

Ｑ 

Ｑb

Ｑm

二次応力 

二次曲げ応力 

二次膜応力 

MPa 

MPa 

MPa 

Ｓd* 弾性設計用地震動Ｓd により定まる地震力又は静的地

震力の大きい方 

－ 

Ｓs 基準地震動Ｓsにより定まる地震力 － 

Ｓm 設計応力強さ MPa 

Ｓu 設計引張強さ MPa 

Ｓy 設計降伏点 MPa 

ｔ 板厚 mm 

Ｚ 断面係数 mm3
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

θ 

σ 

角度 

主応力 

° 

MPa 

σb 

σf

座屈応力 

ボルトの締付け応力 

MPa 

MPa 

σp 支圧応力 MPa 

σs 純せん断応力 MPa 

σx 評価断面に垂直な方向の応力(x 方向) MPa 

σy 評価断面に平行な方向の応力(y 方向) MPa 

σz 評価断面に平行な方向の応力(z 方向) MPa 

τxy せん断応力 MPa 

τyz せん断応力 MPa 

τzx せん断応力 MPa 

Ⅰ＋Ｓd* 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作

用した場合の許容応力区分 

－ 

Ⅰ＋Ｓs 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作

用した場合の許容応力区分 

－ 
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4. 設計条件 

バスケットは以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用温度： 230 ℃ 

4.2 温度分布計算条件 

温度分布計算条件として，使用済燃料乾式貯蔵容器の収納物（使用済燃料），姿勢及び周囲温

度の条件を表 4－1に示す。 

4.3 設計事象 

設計上考慮する事象については表 4－2に示す。 

4.4 荷重の種類とその組合せ 

バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－3に示す。応力解析に用いる

荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおける事象のうち，表 5－1に示すように荷重条件等を考慮して

代表事象を選定し，代表事象について解析を実施する。 

5.2 解析箇所 

バスケットの応力解析を行う箇所は次のとおりである（図 5－1参照）。 

(1) 枠板（大） 

(2) 枠板（小） 

(3) 燃料支持板 

(4) 拘束リング 

(5) 拘束リングボルト 

(6) 枠板固定ボルト 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

温度分布計算及び応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 温度分布計算に使用する物性値を表 5－2及び表 5－3に示す。 

なお，熱伝導率はその温度依存性を考慮する。 

(2) 熱応力計算に使用する物性値を表 5－4に示す。 

なお，熱応力計算に使用する物性値はその温度依存性を考慮する。 

(3) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。 

なお，常温は 20℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) バスケット（ボルトを除く。）にあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる応力の応力解析に

よる一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(3)の規定を満足すること。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用して生じる応力の応力解析に

よる一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(4)の規定を満足すること。 

c. 純せん断荷重を受ける部分にあっては，a.及び b.の規定にかかわらず，平均せん断応

力は次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる場合においては，

設計・建設規格 CSS-3114(2)に定める値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる場合においては，
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設計・建設規格 CSS-3114(3)に定める値を超えないこと。 

d. 支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる場合においては，

設計・建設規格 CSS-3115(2)に定める値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる場合においては，

設計・建設規格 CSS-3115(3)に定める値を超えないこと。 

e. 圧縮荷重を受ける部分にあっては，座屈応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰにおいては，設計・建設規格 SSB-3121.1(3)及び SSB-3122.1(5)に定める

値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力又はＳs 地震力が作用して生じる

場合においては，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値の 1.5 倍

の値を超えないこと。 

f. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用してバスケットに塑性変形が

生じる場合には，臨界防止評価のため変形量の評価を行う。 

g. 溶接部にあっては，設計・建設規格 CSS-3150 に規定される継手効率を考慮すること。 

(2) ボルトにあっては，次によるものとする。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる応力の応力解析に

よる応力強さは，設計・建設規格 CSS-3121.3 の規定を満足すること。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用して生じる応力の応力解析に

よる応力強さは，設計・建設規格 CSS-3121.4 の規定を満足すること。 

(3) (1)及び(2)において，設計・建設規格の「供用状態Ａ」及び「供用状態Ｂ」は，それぞ

れ「設計事象Ⅰ」及び「設計事象Ⅱ」と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

バスケットの応力解析フローを図 6－1に示す。 

バスケットの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基にバスケットの実形状をモ

デル化し，汎用解析コードである「ＡＢＡＱＵＳ」及び応力評価式を用いて行う。 

「ＡＢＡＱＵＳ」とは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コードであ

る。温度分布計算及び応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部を小さな

メッシュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要な荷重

条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書に示す。 

6.3 温度分布計算 

6.3.1 温度分布計算の方法 

(1) 計算を行う設計事象は，貯蔵容器姿勢が縦置きの貯蔵時及び横置きの運搬時とする。 

(2) 計算モデルは次の方針に従う。 

a. 枠板，伝熱ブロック，本体胴，中性子遮蔽体，伝熱フィン及び外筒は形状の対称性を

考慮し，二次元 1/4 断面モデルとする。 

なお，使用済燃料は燃料集合体中央と表面の温度が等価となる熱伝導率で均質化し，

その領域に発熱量を与える。 

b. 形状及び材料の不連続性を考慮して，温度計算のためのメッシュ分割を行う。 

c. バスケット各部の温度差が最も大きくなる貯蔵容器中央部の半径方向断面についてモ

デル化する。 

d. 外表面からの放熱は自然対流及びふく射とする。 

e. モデル図及び境界条件を応力計算書に示す。 

なお，境界には計算で求めた熱伝達率を考慮する。 

(3) 計算機コードを用いて，温度分布を計算する。 

(4) 温度分布の計算結果を応力計算書に示す。 
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6.4 応力計算と評価 

6.4.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

a. 機械的荷重 

自重（燃料集合体を含む貯蔵容器の貯蔵時の設計重量を用いる。），衝撃荷重及びその

他の負荷荷重をいう。 

b. 熱荷重 

バスケットに生じる温度変化，温度勾配による荷重であって，温度分布計算の結果か

ら得られるものをいう。 

(2) 伝熱プレートは非構造強度部材として評価対象より除外する。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，応力計算書に示す。 

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 

6.4.2 応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類し，

以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σx ：評価断面に垂直な方向の応力（ｘ方向） 

σy ：評価断面に平行な方向の応力（ｙ方向） 

σz ：評価断面に平行な方向の応力（ｚ方向） 

τxy ：せん断応力 

τyz ：せん断応力 

τzx ：せん断応力 

バスケット用材料の許容応力値を表 6－1及び表 6－2に示す。 

(1) バスケット（ボルトは除く。）の応力評価 

バスケットの応力評価は，設計・建設規格 CSS-3110 及び SSB-3120 に従い以下の項目を

実施する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ 

c. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(c) 座屈応力の評価 
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(2) ボルトの応力評価

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 CSS-3120 に従い評価する。

6.4.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等につ

いては，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，基準

等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表６－３に示す。 

7. 引用文献

文献番号は，本書及び応力計算書において共通である。

(1) 伝熱工学資料  第４版，日本機械学会（1986）

(2) 伝熱工学資料  第３版，日本機械学会（1975）

(3)

(4) HEAT TRANSMISSION  THIRD EDITION，KOGAKUSHA
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図 5－1 バスケットの応力解析箇所
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図 6－1 バスケットの応力解析フロー図 
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表 4－1 使用済燃料の条件 

項目 燃料条件

対象燃料 高燃焼度８×８燃料 *1

貯蔵容器１基当たりの収納体数（体） 61 

貯蔵容器１基当たりの発熱量（kW） 17.1 *2

姿勢 縦置き／横置き *3

周囲温度（℃） 45／38 *3

注記 ＊1：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃 

料及び高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼 

度８×８燃料について行う。 

   ＊2：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

   ＊3：貯蔵時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 4－2 貯蔵容器の設計事象 

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱い

状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設計

事象Ⅲ，設計事象

Ⅳ及び試験状態

以外の状態をい

う。 

貯蔵容器の寿命程度の期間中

に予想される取扱い機器の単

一故障，単一誤動作等の事象

によって，貯蔵容器が通常貯

蔵状態あるいは通常取扱い状

態から外れるような状態をい

う。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な作

動等により，貯蔵

又は計画された

取扱いの停止が

緊急に必要とさ

れる状態をいう。

発生頻度が十分低い事象によ

って引き起こされる状態をい

う。すなわち，設計事象Ⅱで

いう機器の単一故障，運転員

の単一誤操作等によって引き

起こされるもののうち，その

発生頻度が十分に低いと考え

られるものを分類する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは考

えられない事象によって引き

起こされる状態をいうが，万

一発生した場合の設計の妥当

性を確保するために特に設け

たものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし*

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転倒）が

発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止

N
T2

ｷ
ｬ
ｽ
ｸ
 
Ⅳ

-3
-1

-2
-1

R1
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表 4－3 バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷 重

荷重時

自

重

に

よ

る

荷

重

運

搬

時

荷

重

吊

上

げ

荷

重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

備

考

異
常
着
床
・
支
持

構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○   ○ *1 

運 搬 時 ○ ○ ○ 

吊 上 げ 時 ○ ○ ○ 

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○   ○ 

Ⅱ 衝撃荷重作用時 ○  ○ ○ 

注記 ＊1：Ｓd*地震力及びＳs地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と組み合わせる

ものとする。 

表 5－1 代表事象 

設計 

事象 
代表事象*1

包絡される 

事象 
荷重条件 備考 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd* 

貯  蔵  時 

Ｓd*地震力が 

作用する場合 

－ 

自重：1 G（＝9.81 m/s2） 

地震力 

水平方向：0.72 G（＝7.06 m/s2）

鉛直方向：0.36 G（＝3.53 m/s2）

熱荷重 

－ 

Ⅰ 

＋ 

Ｓs

貯  蔵  時 

Ｓs地震力が 

作用する場合 

－ 

自重：1 G（＝9.81 m/s
2
） 

地震力 

水平方向：1.17 G（＝11.48 m/s2）

鉛直方向：0.65 G（＝6.38 m/s2）

熱荷重 

－ 

注記 ＊1：本事象について応力解析を行う。 
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表 5－2 温度分布計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材 料 
温度 
（℃） 

熱伝導率 *1

（W/m･K） 

胴 炭素鋼（GLF1） 
27 43.0 

227 38.6 

外 筒 炭素鋼（SM400A） 
27 43.0 

227 38.6 

中性子遮蔽体 レジン（NS-4-FR） － 

伝熱フィン 銅合金（C1020） 
27 398 

327 383 

枠板 
ボロン添加 

ステンレス鋼板
(B-SUS) 

27 

127 

327 

枠板 
ステンレス鋼
（SUS304）

27 16.0 

127 16.5 

327 19.0 

伝熱プレート 
伝熱ブロック 

アルミニウム合金
（A1050）

27 222 

内部気体 ヘリウム

27 0.1527 

127 0.1882 

227 0.2212 

327 0.2523 

周囲環境 空 気 

27 0.02614 

127 0.03305 

227 0.03951 

注記 ＊1：引用文献(1)参照。ただし，レジンは引用文献(3)参照。 

表 5－3 温度分布計算に使用するふく射率 

構成部材 材 料 ふく射率 *2

外筒（外面） 塗料（緑色） 0.85 

胴（内面溶射） アルミ亜鉛 0.23 

伝熱プレート（表面） 

伝熱ブロック（表面） 
アルミニウム合金（A1050） 0.36 

枠板（表面），拘束リング（表面） ステンレス鋼（SUS304） 0.36 

注記 ＊2：引用文献(1)，(2)参照 
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表 5－4 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材料 
温度 

（℃）

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

(×10-6㎜/㎜℃) 

ポアソン比

(－) 

枠板 

ボロン添加 

ステンレス鋼板

（B-SUS）

 20 

 50 

 75 

100 

125 

150 

175 

200 

225 

250 

275 

300 

枠板 

拘束リング 

ステンレス鋼

（SUS304） 

 20 195000 15.21 

0.3 

 50 193000 15.49 

 75 191000 15.68 

100 190000 15.87 

125 188000 16.05 

150 186000 16.21 

175 184000 16.37 

200 183000 16.52 

225 180000 16.66 

250 178000 16.81 

275 177000 16.94 

300 176000 17.07 
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表 6－1 バスケット用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

枠板 

枠板 

拘束リング 

燃料支持板 
許容値基準 

B-SUS SUS304 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

一次一般膜応力強さ Ｐm 187 1.5･Ｓm

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb 281 2.25･Ｓm

純せん断応力 σs 112 0.9･Ｓm

支圧応力 σp
* 207 (310) 1.5･Ｓy (2.25･Ｓy)

座屈応力（一次＋二次） σb 105 
1.5･ｆb，1.5･ｆs

又は 1.5･ｆc

Ⅰ 

＋ 

Ｓs

一次一般膜応力強さ Ｐm 266 
Min.  

{2.4･Ｓm，2/3･Ｓu}

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb 399 
Min.  

{3.6･Ｓm，Ｓu} 

純せん断応力 σs 150 1.2･Ｓm

支圧応力 σp
* 276 (414) 2･Ｓy (3･Ｓy) 

座屈応力（一次＋二次） σb 105 
1.5･ｆb，1.5･ｆs

又は 1.5･ｆc

注記 ＊：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい

場合の値。 N
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表 6－2 バスケット用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

拘束リング

ボルト 

枠板 

固定ボルト
許容値基準 

SUS630 

H1150 
SUS304 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

一次一般膜応力強さ 
Ｐm

187 1.5･Ｓm

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb 281 2.25･Ｓm

一次膜応力+二次膜応力 Ｐm+Ｑm 
Min.  

{0.9･Ｓy，2/3･Ｓu}

一次応力＋二次応力 Ｐm+Ｑm+Ｐb+Ｑb 0.9･Ｓy

Ⅰ 

＋ 

Ｓs

一次一般膜応力強さ Ｐm

2/3･Ｓu

266 
Min.  

{2.4･Ｓm，2/3･Ｓu}

一次膜＋一次曲げ応力強さ Ｐm+Ｐb

Ｓu

399 
Min.  

{3.6･Ｓm，Ｓu} 
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表 6－3 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処 理 法 表示最小桁 

最高使用温度 ℃ － － 設 計 値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整  数 

計算応力値* MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整  数 

長 さ mm － － 設 計 値 

設 計 震 度  － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

面    積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

角    度 ° － － 設 計 値 

質    量 kg － － 設 計 値 

注記 ＊：応力成分は，小数点以下第 2位を四捨五入し，小数点以下第 1位までの値を記載する。 
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Ｖ-2-4-2-3-3  トラニオンの応力解析の方針① 

（タイプⅠ） 
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1. 概  要 

 本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のトラニオンに関する応力解析の方針を述べるもので

ある。 

 注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，トラニオンは，貯蔵容器の取扱時及び貯蔵時の支

持のための部品であり，貯蔵容器全体を支持する。したがって，キャスク容器の評価方

法と整合をとり，「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版(2007 年追補版を

含む)）JSME S NC1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」

という。）のクラス 1 支持構造物に従って設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は｢設計・建設規格○○○－

○○○○｣として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，

本文中に特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 

a1 

a2 

CH

CV

FW 

G 

ft

fs

fc

fb

fp 

ft
* 1)

fs
* 1)

fc
* 1)

fb
* 1)

fp
* 1)

断面積 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台①のトラ

ニオン固定金具中心までの距離 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台②のトラ

ニオン固定金具中心評価位置までの距離 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

トラニオンに作用する荷重 

重力加速度(=9.80665) 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

mm2

mm 

mm 

― 

― 

N 

m／s2

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

G1

G3

hCG

L 

M 

Ｓｄ

貯蔵容器軸に直角方向の加速度 

貯蔵容器軸方向の加速度 

貯蔵容器底面から重心までの高さ 

荷重位置と評価点との距離 

曲げモーメント 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震

力のいずれか大きい方 

m／s2

m／s2

mm 

mm 

N・mm 

― 

注記 1)：ft
*, fs

*, fc
*, fb

*, fp
*：ft, fs, fc, fb, fpの値を算出する際に設計・建設規格

SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表８に規定する材料の設計降

伏点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表８に規定する材料の設計降伏点

の 1.2 倍の値」と読み替えて算出した値。 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

ＳＳ

W 

Z 

σ 

σb 

cσb 

tσb 

σc

σT

σt

τ 

αH

αV 

Ⅰ＋Ｓｄ

Ⅰ＋ＳＳ

基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

質量 

断面係数 

評価断面に垂直な方向の応力 

曲げ応力 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

圧縮応力 

組合せ応力 

引張応力 

せん断応力 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力

が作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

―

㎏ 

mm3 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa 

m／s2

m／s2 

― 

― 
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4. 設計条件 

 トラニオンは以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用温度：160 ℃ 

 注：トラニオンはキャスク容器に取り付けられており一体であることから，トラニ

オンの最高使用温度は，キャスク容器と同じ 160℃とする。 

4.2 設計事象 

設計上考慮する事象を表 4-1 に示す。 

4.3 荷重の種類とその組合せ 

トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4-2 に示す。応力解析に

用いる荷重は応力計算書に記載する。
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

設計事象Ⅰにおける事象のうち，表 5-1 に示すように荷重条件等を考慮して代表事象

を選定し，代表事象について解析を実施する。 

5.2 解析箇所 

トラニオンの応力解析を行う箇所は，次のとおりである(図 5-1 参照)。 

   (1) トラニオン 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

温度分布計算及び応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 熱応力計算に使用する物性値を表 5-2 に示す。 

(2) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度（160℃）に対する

値を用いる。 

 なお，常温は 20℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) トラニオンにあっては，次によること。 

ａ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.2 の規定を満足すること。 

ｂ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.3 の規定を満足すること。 

ｃ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた

応力は，次の値を超えないこと。 

（a）引張応力及び圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の

符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建

設規格 SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

（b）せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設

規格 SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

（c）曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規

格 SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

（d）支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。 

（e）座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める
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値の 1.5 倍を超えないこと。 

ｄ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた

応力は，次の規定を満足すること。 

（a）引張応力及び圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の

符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建

設規格 SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

（b）せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設

規格 SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

（c）曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規

格 SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

（d）支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。

この場合において，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図表

Part5 表 8に規定する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表 Part5 表

8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替えるものとする。 

（e）座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍を超えないこと。 

ｅ. ｃ.及びｄ.において応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に対する評

価は設計・建設規格 SSB-3121.1(6)の規定による。 

(2) (1)において，設計・建設規格の「供用状態Ａ」及び｢供用状態Ｂ｣は，それぞれ

「設計事象Ⅰ」及び｢設計事象Ⅱ｣と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

  応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

トラニオンの応力解析フローを図 6-1 に示す。 

トラニオンの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用い

て行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要

な荷重条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書

に示す。 

6.3 応力計算と評価 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

ａ. 機械的荷重 

ｂ. 熱荷重 

(2) 貯蔵時においては，地震力が作用する場合の鉛直方向及び水平方向荷重は，下部

トラニオン４個で支持する。 

  なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，応力計

算書に示す。 

  応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

6.3.2 応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎

に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

τ

σ

評価断面
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トラニオン用材料の許容応力値を表 6-1 に示す。 

(1) トラニオンの応力評価 

トラニオンの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目を実施す

る。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

6.3.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力

等については，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿し

て使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6-2 に示す。 
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図 5-1 トラニオンの応力解析箇所 

荷重作用点

運搬時荷重支持面

注記）貯蔵時に地震力が作用する場合は，

下部トラニオンのみで荷重を支持す

る。
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図 6-1 トラニオンの応力解析フロー図

計 算 始 め

熱 応 力 計 算

計 算 終 り

機械的荷重による

応力の計算

一 次

応力の評価

荷 重 の 選 定

一次＋二次

応力の評価
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表 4-1 貯蔵容器の設計事象 

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・

転倒）が発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止 

・ 運用機材の適切な保守管理による防止 
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表 4-2 トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷  重 

荷 重 時

自
重
に
よ
る
荷
重

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

*
1

備

考

異
常
着
床
・

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○    ○ *2

運 搬 時 *1 ○   ○  

吊 上 げ 時 *1  ○  ○  

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○    ○  

Ⅱ 衝撃荷重作用時 *1   ○ ○  

注記 ＊1：キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

＊2：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 



 14  

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

表 5-1  代  表  事  象 

設計事象  代表事象 1） 包絡される事象 荷重条件 備    考 

Ⅰ＋Ｓｄ

貯  蔵  時 

Ｓｄ 地震力が

作用する場合

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2)

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2)

熱荷重 

許容応力状態 

ⅢＡＳで評価 

Ⅰ＋ＳＳ

貯  蔵  時 

ＳＳ地震力が

作用する場合

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2)

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2)

熱荷重 

許容応力状態 

ⅣＡＳで評価 

注記 1)：本事象について応力解析を行う。 

表 5-2  熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 
温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

（×10－6㎜/㎜℃）

上部トラニオン 

下部トラニオン 

析出硬化 

ステンレス鋼 

(SUS630 H1150) 

160 185000 11.37 
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表 6-1  トラニオン用材料の許容応力値 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値（MPa） 

析出硬化ステンレス鋼 

SUS630 H1150 許 容 値 基 準 

Ⅰ＋Ｓｄ
1)

一

次

応

力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

 588 

 570

 339 

 588 

 801 

1.5 ft

1.5 fc

1.5 fS

1.5 fb

1.5 fP

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 2）

せん断応力 2）

曲げ応力 2）

支圧応力 

座屈応力 

1176 

 678 

1176 

 801

 339 

3 ft

3 fs

3 fb

1.5 fP

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5 fc

Ⅰ＋ＳＳ 
1)

一

次

応

力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

 588 

 570

 339 

 588 

 801 

1.5 ft
*

1.5 fc
*

1.5 fS
*

1.5 fb
*

1.5 fP
*

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 2）

せん断応力 2）

曲げ応力 2）

支圧応力 

座屈応力 

1176 

 678 

1176 

 801

 339 

3 ft

3 fs

3 fb

1.5 fP
*

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5 fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合

わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

22
T 3・  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

** .. b

bc

c

c

f51f51
≦1 かつ *. t

cbt

f51
－

≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*. t

btt

f51
≦1 かつ *. b

tbc

f51
－

≦1 

ただし，②及び③において，I＋Ｓｄ の一次応力については上式による。 

I＋ＳＳの一次応力の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，1.5 fc
*，1.5 fb

*，

1.5 ft
*とする。一次＋二次応力の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，

3 fb，3 ftとする。 

  ２)：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6-2  数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用温度 

縦弾性係数 

許容応力値 

計算応力値 

長        さ 

設 計 震 度 

面        積 

力 

断 面 係 数 

質    量 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

㎜ 2

N 

㎜ 3

kg 

－ 

有効数字 4 桁目 

小数点以下第 1 位 

小数点以下第 1 位 

－ 

小数点以下第 3 位 

有効数字４桁目 

有効数字 4 桁目 

有効数字 4 桁目 

－ 

－ 

四捨五入 

切  捨  て 

切  上  げ 

－ 

切  上  げ 

安全側に処理する 

四捨五入 

四捨五入 

－ 

設  計  値 

有効数字 3 桁 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

設  計  値 

小数点以下第 2 位 

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

設  計  値 
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Ｖ-2-4-2-3-3  トラニオンの応力解析の方針② 

（タイプⅡ）
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1. 概  要 

本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のトラニオンに関する応力解析の方針を述べるものである。 

注：図表は一括して巻末に示す。



2 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，トラニオンは，貯蔵容器の取扱時及び貯蔵時の支持のため

の部品であり，貯蔵容器全体を支持する。したがって，キャスク容器の評価方法と整合をとり，

「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラ

ス１支持構造物に従って設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する下記の記号を使用する。ただし，本文中に

特記のある場合は，この限りでない。 

計算書の記号 記号の説明 単位 

Ａ

Ａｂ

ａ1

ａ2

Ｃｃ

ＣＨ

Ｃｔ

ＣＶ

Ｄｂｉ

Ｄｂｏ

Ｄｃ

ｅ

Ｆｃｃ

Ｆｍ

Ｆｔｂ

Ｆ1

ｆＴ

ｆｔ

ｆｓ

ｆｂ

ｆｔ
＊

ｆｓ
＊

ｆｂ
＊

Ｇ

Ｇ1

Ｇ2

ｈＣＧ

トラニオンの断面積 

トラニオンボルトの断面積 

地震時の乾式貯蔵キャスク回転支点Ｏから支持台①のトラ

ニオン固定金具中心までの距離 

地震時の乾式貯蔵キャスク回転支点Ｏから支持台②のトラ

ニオン固定金具中心までの距離 

トラニオンボルト計算における係数 

水平方向設計震度 

トラニオンボルト計算における係数 

鉛直方向設計震度 

トラニオンボルト取付部の内径 

トラニオンボルト取付部の外径 

トラニオンボルトのピッチ円直径 

トラニオンボルト計算における係数 

キャスク容器に作用する圧縮力 

トラニオンに作用する荷重 

トラニオンボルトに作用する引張力 

トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容曲げ応力

許容引張応力 ＊

許容せん断応力 ＊

許容曲げ応力 ＊

重力加速度(＝9.80665) 

乾式貯蔵キャスク軸に直角方向（上下方向）の加速度 

乾式貯蔵キャスク軸方向（前後方向）の加速度 

乾式貯蔵キャスク底面から重心までの高さ 

mm2

mm2

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

－ 

N 

N 

N 

N 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

m/s2

m/s2

m/s2

mm 

注記 ＊：ｆｔ
＊，ｆｓ

＊，ｆｂ
＊は，各々ｆｔ，ｆｓ，ｆｂの値を算出する際に設計・建設規格 

SSB-3121.1(1)a.の本文中「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏

点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2

倍の値」と読み替えて算出した値。
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計算書の記号 記号の説明 単位 

ｋ

Ｌ

Ｍ

ｍ

ｎ

Ｓｄ*

Ｓs

ｔ1

ｔ2

Ｚ

ｚ

α

σ

σｂ

σｃｃ

σＴ

σｔｂ

τ

Ⅰ＋Ｓd*

Ⅰ＋Ｓs

トラニオンボルト計算における中立軸の荷重係数 

荷重位置と評価点との距離 

曲げモーメント 

質量 

トラニオンボルト本数 

弾性設計用地震動Ｓd による地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方 

基準地震動Ｓｓによる地震力

トラニオンボルト面積相当幅

圧縮側相当幅

トラニオンの断面係数

トラニオンボルト計算における係数

トラニオンボルト計算における中立軸を定める角度

トラニオンの評価断面に垂直な方向の応力

トラニオンの曲げ応力

キャスク容器の圧縮応力

トラニオンの組合せ応力

トラニオンボルトの引張応力

トラニオンのせん断応力

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用

した場合の許容応力状態

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用し

た場合の許容応力状態

－ 

mm 

N･mm

kg 

－

－

－ 

mm 

mm 

mm3

－

rad 

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

－ 
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4. 荷重条件 

トラニオンは以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 設計条件 

最高使用温度： 140 ℃ 

4.2 設計事象 

考慮する設計事象を表 4－1に示す。 

4.3 荷重の種類とその組合せ 

トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－2に示す。
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

表 5－1に示すように荷重条件等を考慮して代表事象を選定し，代表事象について解析を実施

する。 

5.2 解析箇所 

応力解析を行う箇所の形状を図 5－1に示す。 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

応力計算に使用する材料の物性値は以下の通りである。 

(1) 熱応力計算に使用する物性値を表 5－2に示す。 

(2) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。なお， 

常温は 20 ℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次に掲げる通りとする。 

(1) トラニオン（ボルトを除く）にあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる一次応力は，設計・

建設規格 SSB-3121.2 に定める値を超えないこと。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用して生じる一次応力は，設計・

建設規格 SSB-3121.3 に定める値を超えないこと。 

c. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力のみによって生じる一次応力と二次応

力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の値

を超えないこと。 

(a) せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値の差については，設計・

建設規格 SSB-3122.1(2)及び(3)に定める値 

d. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力のみによって生じる一次応力と二次応

力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の値

を超えないこと。 

(a) せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値の差は，設計・建設規格 

SSB-3122.1(2)及び(3)に定める値 

e. c.及び d.において応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は設

計・建設規格 SSB-3121.1(6)による。この場合において，それぞれの式中の各許容応

力は 3倍した値とする。 



7 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

(2) ボルトにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して呼び径断面に生じる応力は，

設計・建設規格 SSB-3132 に定める値を超えないこと。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して呼び径断面に生じる応力は，

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値を超えないこと。 

(3) (1)及び(2)において，設計・建設規格の「供用状態Ｃ」及び「供用状態Ｄ」は，それぞれ

「設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる場合」及び「設計事

象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる場合」と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 

トラニオン用材料の許容応力値を表 5－3及び表 5－4に示す。
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

トラニオンの応力解析フローを図 6－1に示す。 

トラニオンの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4章に示されているが，各部の計算においては，その部分について重要な荷重条

件を選定して計算を行う。 

6.3 応力計算と応力の分類 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは次の 2つである。 

a. 機械的荷重 

b. 熱荷重 

(2) 貯蔵時において，地震力が作用する場合の鉛直方向及び水平方向荷重は，下部トラニオ

ン 4個で支持する。 

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央部とする。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算書の形状

図中に，番号〔例①〕で示す。 

応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

(4) 数値の丸め方 

数値は原則として安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，基準

等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6－1に示す。 
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6.3.2 応力の分類 

応力の計算結果は補表 5－3及び補表 5－4 に示すように応力の種類ごとに分類して，応

力計算書に示す。このときの応力の定義と分類は設計・建設規格 GNR-2130 による。 

なお，応力の記号とその方向は，以下の通りである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

6.4 応力の評価（ボルトを除く） 

6.4.1 一次応力 

機械的荷重により発生する一次応力が，5.5(1)a.及び b.に示す許容応力値を満足するこ

とを示す。 

6.4.2 一次＋二次応力 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力及びＳs地震力のみによって発生する一

次応力と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力

が，5.5(1) c.及び d.に示す許容応力値を満足することを示す。 

6.4.3 組合せ応力 

応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は，5.5(1)a.，b.及び e.

により行う。 

6.5 ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価として，5.5(2)に示す許容応力値を満足することを示す。また，応力の組

合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は 5.5(2)により行う。 

評価断面

σ

τ
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7. 解析及び評価結果の添付 

応力計算書では，以下に示すように解析結果を添付する。 

7.1 応力解析結果 

考慮した荷重ごとに評価対象とした応力評価点（面）について，応力の種類ごとに解析結果

を示す。 

7.2 応力評価結果 

次の応力評価結果を，評価対象とした応力評価点（面）について添付する。 

(1) 一次応力 

(2) 一次＋二次応力 

(3) 組合せ応力 
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図 5－1 トラニオンの応力解析箇所

Ａ

Ａ

Ａ～Ａ矢視図

トラニオンボルト

トラニオン
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図 6－1 トラニオンの応力解析フロー図

計 算 始 め

計 算 終 り

荷重の選定

機械的荷重による

応力の計算

熱 応 力 計 算

一 次

応力の評価

一次＋二次

応力の評価
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表 4－1 乾式貯蔵キャスクの設計事象

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転

倒）が発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止
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表 4－2 トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ

設計事象

荷  重 

荷 重 時

自
重
に
よ
る
荷
重

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

*
1

備

考

異
常
着
床
・

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○    ○ *2

運 搬 時 *1 ○   ○  

吊 上 げ 時 *1  ○  ○  

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○    ○  

Ⅱ 衝撃荷重作用時 *1   ○ ○  

注記 ＊1：キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

＊2：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 

＊1
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表 5－1 代表事象

設計事象 代表事象 ＊
包絡される 

事 象 
荷重条件 備考 

Ⅰ＋Ｓd*
貯蔵時 

Ｓd*地震力が 

作用する場合

－ 

自重 

トラニオン固定ボルトの初期締付

け力 

地震力 

 水平方向：1.17 G(＝11.48 m/s2) 

 鉛直方向：0.65 G(＝6.38 m/s2) 

熱荷重 

－ 

Ⅰ＋Ｓs

貯蔵時 

Ｓs地震力が 

作用する場合

－ 

自重 

トラニオン固定ボルトの初期締付

け力 

地震力 

 水平方向：1.17 G(＝11.48 m/s2) 

 鉛直方向：0.65 G(＝6.38 m/s2) 

熱荷重 

－ 

注記 ＊：本事象について応力解析を行う。 

表 5－2 熱応力計算に使用する材料の物性値

構成部材 材料 
温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

（×10-6 mm/(mm･℃)）

トラニオン SUS630 H1150 140 187000 11.30 

トラニオン 

ボルト 
SNB23-3 140 184000 12.13
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表 5－3 トラニオン用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

トラニオン 
許容値基準 

SUS630 H1150 

Ⅰ＋Ｓd* ＊1

一次 

応力 

せん断応力 

曲げ応力 

341 

591 

1.5ｆｓ

1.5ｆｂ

一次＋ 

二次応力 

 せん断応力 ＊2

曲げ応力 ＊2

682 

1182 

3ｆｓ

3ｆｂ

Ⅰ＋Ｓs
 ＊1

一次 

応力 

せん断応力 

曲げ応力

341 

591

1.5ｆｓ
＊

1.5ｆｂ
＊

一次＋ 

二次応力 

せん断応力＊2

曲げ応力＊2

682 

1182

3ｆｓ

3ｆｂ

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力（σ）とせん断応力（τ）を組 

み合わせた応力（σＴ）は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

＊2：地震力のみによる全振幅について評価する。

22
Ｔ 3・τ＋σσ
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表 5－4 トラニオン用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

設計応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

トラニオン 

ボルト 許容値基準 

SNB23-3 

Ⅰ＋ Ｓd* ＊
引張応力 

せん断応力 

475 

366 

1.5ｆｔ

1.5ｆｓ

Ⅰ＋ Ｓs
  ＊

引張応力 

せん断応力 

475 

366 

1.5ｆｔ
＊

1.5ｆｓ
＊

注記 ＊：組合せ応力が考えられる場合の許容引張応力値は，次の 2つの計算式により計算し 

     た値のいずれか小さい方の値とする。 

      ｆＴ＝1.4・ｆｔ－1.6・τ 

      ｆＴ≦ｆｔ

 ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa） 

 ただし， 

Ⅰ＋Ｓd*の場合，ｆｔは 1.5ｆｔとする。 

Ⅰ＋Ｓs の場合，ｆｔは 1.5ｆｔ
＊とする。 
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表 6－1 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

計算応力値 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

長さ mm － － 設計値 

設計震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 

質量 kg － － 設計値 
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1. 概  要 

本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のトラニオンに関する応力解析の方針を述べるものである。 

注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，トラニオンは，貯蔵容器の取扱時及び貯蔵時の支持のため

の部品であり，貯蔵容器全体を支持する。したがって，キャスク容器の評価方法と整合をとり，

「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラ

ス１支持構造物に従って設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本文中に

特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 断面積 mm2

ａ1 地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台 のトラニ

オン固定金具中心までの距離 

mm 

ａ2 地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台 のトラニ

オン固定金具中心評価位置までの距離 

mm 

ＣH 水平方向設計震度 － 

ＣV 鉛直方向設計震度 － 

Ｆm トラニオンに作用する荷重 N 

ｆt 許容引張応力 MPa 

ｆs 許容せん断応力 MPa 

ｆc 許容圧縮応力 MPa 

ｆb 許容曲げ応力 MPa 

ｆp 許容支圧応力 MPa 

ｆt
* * 許容引張応力 MPa 

ｆs
* * 許容せん断応力 MPa 

ｆc
* * 許容圧縮応力 MPa 

ｆb
* * 許容曲げ応力 MPa 

ｆp
* * 許容支圧応力 MPa 

Ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2

Ｇ1 貯蔵容器軸に直角方向（上下方向）の加速度 m/s2

Ｇ2 貯蔵容器軸に直角方向（左右方向）の加速度 m/s2

Ｇ3 貯蔵容器軸方向の加速度 m/s2

ｈCG 貯蔵容器底面から重心までの高さ mm 

注記 ＊：ｆt
*，ｆs

*，ｆc
*，ｆb

*，ｆp
*：ｆt，ｆs，ｆc，ｆb，ｆp の値を算出する際に設計・

建設規格 SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計

降伏点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2

倍の値」と読み替えて算出した値。 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｌ 荷重位置と評価点との距離 mm 

Ｍ 曲げモーメント N･mm 

ｍ 質量 kg 

Ｓd* 弾性設計用地震動Ｓd により定まる地震力又は静的地

震力の大きい方 

― 

Ｓs 基準地震動Ｓsにより定まる地震力 ― 

Ｚ トラニオン断面係数 mm3

σ トラニオンの評価断面に垂直な方向の応力 MPa 

σB トラニオン取付けボルトの引張応力 MPa 

σb トラニオンの曲げ応力 MPa 

cσb トラニオンの圧縮側曲げ応力 MPa 

tσb トラニオンの引張側曲げ応力 MPa 

σc トラニオンの圧縮応力 MPa 

σT トラニオンの組合せ応力 MPa 

σt トラニオンの引張応力 MPa 

τ トラニオンのせん断応力 MPa 

Ⅰ＋Ｓd* 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作

用した場合の許容応力区分 

― 

Ⅰ＋Ｓs 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用

した場合の許容応力区分 

― 
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4. 設計条件 

トラニオンは以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用温度： 160 ℃ 

4.2 設計事象 

設計上考慮する事象については表 4－1に示す。 

4.3 荷重の種類とその組合せ 

トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－2に示す。応力解析に用いる

荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

表 5－1に示すように荷重条件等を考慮して代表事象を選定し，代表事象について解析を実施

する。 

5.2 解析箇所 

トラニオンの応力解析を行う箇所は，次のとおりである（図 5－1参照）。 

(1)トラニオン 

(2)トラニオン取付けボルト 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

温度分布計算及び応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 熱応力計算に使用する物性値を表 5－2に示す。 

(2) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。な

お，常温は 20℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) トラニオンにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる一次応力は，設計・

建設規格 SSB-3121.2 の規定を満足すること。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs地震力が作用して生じる一次応力は，設計・

建設規格 SSB-3121.3 の規定を満足すること。 

c. 設計事象Ⅰの貯蔵時において，Ｓd*地震動のみによって生じる一次応力と二次応力（キ

ャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の値を超え

ないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の符号は

正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建設規格

SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

(b) せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

(c) 曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

(d) 支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。 

(e) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値の 1.5

倍を超えないこと。 
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d. 設計事象Ⅰの貯蔵時において，Ｓs地震動のみによって生じる一次応力と二次応力（キ

ャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の規定を満

足すること。 

(a) 引張応力及び圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の符号

は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建設規格

SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

(b) せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

(c) 曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

(d) 支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。この

場合において，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図表 Part5 表 8

に規定する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表 Part5 表 8に規定する材

料の設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替えるものとする。 

(e) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値の 1.5

倍を超えないこと。 

e. c.及び d.において応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に対する評価は設

計・建設規格 SSB-3121.1(6)の規定による。 

(2) トラニオン取付けボルトにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して呼び径断面に生じる応力

は，設計・建設規格 SSB-3132 の規定を満足すること。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用して呼び径断面に生じる応力

は，設計・建設規格 SSB-3133 の規定を満足すること。 

(3) (1)及び(2)において，設計・建設規格の「供用状態Ａ」は，「設計事象Ⅰ」と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

トラニオンの応力解析フローを図 6－1に示す。 

トラニオンの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要な荷重

条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書に示す。 

6.3 応力計算と評価 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

a. 機械的荷重 

b. 熱荷重 

(2) 貯蔵時においては，地震力が作用する場合の鉛直方向及び水平方向荷重は，下部トラニ

オン 4個で支持する。 

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，応力計算書に

示す。 

応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

6.3.2 応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類ごとに分類

し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ ：せん断応力 

トラニオン用材料の許容応力値を表 6－1に示す。 

τ

σ

評価断面

N
T2

ｷ
ｬ
ｽ
ｸ
 
Ⅳ

-3
-1

-3
-1

R1
N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 
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(1) トラニオン（ボルトを除く。）の応力評価 

トラニオンの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目を評価する。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

(2) トラニオン取付けボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3130 に従い評価する。 

6.3.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等につ

いては，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿して使用

する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6－2に示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 
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図 5－1 トラニオンの応力解析箇所 

N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

荷重作用点

下部トラニオン
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図 6－1 トラニオンの応力解析フロー図 

熱 応 力 計 算
機械的荷重による

応 力 の 計 算

計 算 始 め
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一次応力の評価

一次＋二次

応力の評価

計 算 終 り

N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
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表 4－1 貯蔵容器の設計事象

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱い

状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転倒）が

発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止

N
T2

ｷ
ｬ
ｽ
ｸ
 
Ⅳ

-3
-1

-3
-1

R1
N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 
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表 4－2 トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷 重

荷重時

自

重

に

よ

る

荷

重

運

搬

時

荷

重

吊

上

げ

荷

重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

備

考

異
常
着
床
・
支
持

構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○   ○ *1 

運 搬 時 ○ ○ ○ 

吊 上 げ 時 ○ ○ ○ 

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○   ○ 

Ⅱ 衝撃荷重作用時 ○  ○ ○ 

注記 ＊1：Ｓd*地震力及びＳs地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と組み合わせる

ものとする。 
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表 5－1 代表事象 

設計 

事象 
代表事象 *1

包絡される 

事象 
荷重条件 備考 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

貯  蔵  時 

Ｓd*地震力が 

作用する場合 

－ 

自重:1 G(＝9.81 m/s2) 

地震力 

水平方向:0.72 G(＝7.06 m/s2) 

鉛直方向:0.36 G(＝3.53 m/s2) 

熱荷重 

－ 

Ⅰ 

＋ 

Ｓs

貯  蔵  時 

Ｓs地震力が 

作用する場合 

－ 

自重:1 G(＝9.81 m/s2) 

地震力 

水平方向: 1.17 G(＝11.48 m/s2)

鉛直方向: 0.65 G(＝6.38 m/s2) 

熱荷重 

－ 

注記 ＊1：本事象について応力解析を行う。 

表 5－2 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 
温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

（×10-6 ㎜/㎜℃） 

トラニオン 
ステンレス鋼 

（SUS630 H1150） 
160 185000 11.37 

トラニオン 

取付けボルト 

低合金鋼 

（SNB23-3） 
160 183000 12.27 

N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 
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表 6－1 トラニオン用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

ステンレス鋼 
許容値基準 

SUS630 H1150 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

*1

一

次

応

力 

引張応力  588 1.5･ｆt

圧縮応力  587 1.5･ｆc

せん断応力  339 1.5･ｆs

曲げ応力  801 1.5･ｆb

支圧応力  801 1.5･ｆP

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 *2 1176 3･ｆt

せん断応力 *2  678 3･ｆs

曲げ応力 *2 1603 3･ｆb

支圧応力  801 1.5･ｆP

座屈応力  339 1.5･ｆb，1.5･ｆs又は 1.5･ｆc

Ⅰ 

＋ 

Ｓs 

*1

一
次
応
力

引張応力  588 1.5･ｆt
*

圧縮応力  587 1.5･ｆc
*

せん断応力  339 1.5･ｆS
*

曲げ応力  801 1.5･ｆb
*

支圧応力  801 1.5･ｆP
*

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 *2 1176 3･ｆt

せん断応力 *2  678 3･ｆs

曲げ応力 *2 1603 3･ｆb

支圧応力  801 1.5･ｆP
*

座屈応力  339 1.5･ｆb,1.5･ｆS又は 1.5･ｆc

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

① 次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合

わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

22
T ＋3・τσ＝σ

② 圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*
b

bc

*
c

c

f・1.5

σ
+

f・1.5

σ
≦1 かつ 

*
t

cbt

f・1.5

σ－σ
≦1 

③ 引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*
t

btt

f・1.5

σ+σ
≦1 かつ 

*
b

tbc

f・1.5

σ－σ
≦1 

  ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力

の場合，分母の 1.5･ｆc
*，1.5･ｆb

*，1.5･ｆt
*は 3･ｆc，3･ｆb，3･ｆtとする。 

   ＊2：Ｓs地震力のみによる全振幅について評価する。 

N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 
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表 6－2 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処 理 法 表示最小桁 

最高使用温度 ℃ － － 設 計 値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整  数 

計算応力値 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整  数 

長 さ mm － － 設 計 値 

設 計 震 度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

面    積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

断 面 係 数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

質    量 kg － － 設 計 値 

N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0



 Ｖ2-4-2-3-4  支持構造物の応力解析の方針① 

（タイプⅠ） 
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1. 概  要 

 本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器の支持構造物に関する応力解析の方針を述べるもので

ある。 

 注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，支持構造物は，貯蔵時においての貯蔵容器を固縛

する構造物であり，キャスク容器の評価方法との整合をとり，「発電用原子力設備規格

（設計・建設規格（2005 年版(2007 年追補版を含む)）JSME S NC1-2005/2007）（日本機

械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス 1 支持構造物

に従って設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は｢設計・建設規格○○○－

○○○○｣として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本

文中に特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

a1 

a2 

CH

CV

Ｅ 

Ｆｃ

Ｆ1

Ｆ2

fT

ft

fs

fc

fb

fp 

ft
* 1)

fs
* 1)

fc
* 1)

fb
* 1)

fp
* 1)

Ｇ1

Ｇ2

Ｇ 

hCG

断面積 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台①のトラ

ニオン固定金具中心までの距離 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台②のトラ

ニオン固定金具中心評価位置までの距離 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

圧縮力 

支持台①の引張力 

支持台②の引張力 

せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

水平方向加速度 

鉛直方向加速度 

重力加速度(=9.80665) 

貯蔵容器底面から重心までの高さ 

mm2

mm 

mm 

― 

― 

MPa

N 

N 

N 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa 

m／s2

m／s2

m／s2

mm

注記 1）：ft
*, fs

*, fc
*, fb

*, fp
*：ft, fs, fc, fb, fp の値を算出する際に設計・建設規格

SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表８に規定する材料の設計降伏

点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表８に規定する材料の設計降伏点の 1.2

倍の値」と読み替えて算出した値。 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｌ 

Ｎ 

トラニオン固定ボルト間距離 

部材の数 

mm 

― 

Ｓｄ

ＳＳ

Ｗc

ＷS 

Ｚ 

σ 

σb 

cσb 

tσb 

σc

σp

σT

σt 

τ 

αH

αV

Ⅰ＋Ｓｄ

Ⅰ＋ＳＳ

弾性設計用地震動Ｓｄ による地震力又は静的地

震力のいずれか大きい方 

基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

貯蔵容器質量 

支持台 1 個の質量 

断面係数 

評価断面に垂直な方向の応力 

曲げ応力 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

圧縮応力 

支圧応力 

組合せ応力 

引張応力 

せん断応力 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力

が作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

― 

―

kg 

kg 

mm3

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m／s2

m／s2

― 

― 
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4. 設計条件 

 支持構造物は以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用温度： 130 ℃ 

 4.2 設計事象 

 設計上考慮する事象を表 4-1 に示す。 

 4.3 荷重の種類とその組合せ 

 支持構造物の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4-2 に示す。応力解析

に用いる荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

 設計事象Ⅰにおける事象のうち，表 5-1 に示すように荷重条件等を考慮して代表事

象を選定し，代表事象について解析を実施する。 

5.2 解析箇所 

 支持構造物の応力解析を行う箇所は次のとおりである。(図 5-1 参照) 

   (1) 支持台座 

   (2) トラニオン固定金具 

   (3) 容器押え金具 

   (4) トラニオン固定ボルト 

   (5) リブ 

   (6) アンカーボルト 

5.3 形状及び寸法 

 応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

 応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 熱応力計算に使用する物性値を表 5-2 に示す。 

(2) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度（130℃）に対する

値を用いる。 

 なお，常温は 20℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1)  支持構造物（ボルトを除く）にあっては，次によること。 

a.  設計事象Ⅰにおいて生じる一次応力は，設計・建設規格 SSB-3121.1 の規定

を 満足すること。 

b.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して生じる一次応力

は，設計・建設規格 SSB-3121.2 の規定を満足すること。 

c.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.3 の規定を満足すること。 

d.  設計事象Ⅰにおいて生じる一次応力と二次応力（キャスク容器の熱膨張によ

り生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，設計・建設規格 SSB-3122.1

の規定を満足すること。 

e.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震動のみによって生じる一次応

力と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて
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求めた応力は，次の値を超えないこと。 

（a）引張応力と圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の

符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・

建設規格 SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

（b）せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建

設規格 SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

（c）曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設

規格 SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

（d）支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。 

（e）座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍を超えないこと。 

f.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求

めた応力は，次の規定を満足すること。 

（a）引張応力及び圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力

の符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・

建設規格 SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

（b）せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建

設規格 SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

（c）曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設

規格 SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

（d）支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。

この場合において，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図

表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表

Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替えるものと

する。 

（e）座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍を超えないこと。 

g.  e.及び f.において応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に対する評

価は設計・建設規格 SSB-3121.1(6)の規定による。 

(2)  ボルトにあっては，次によること。 

a．設計事象Ⅰにおいて呼び径断面に生じる応力は，設計・建設規格 SSB-3131

の規定を満足すること。 

b．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用して呼び径断面に生

じる応力は，設計・建設規格 SSB-3132 の規定を満足すること。 

c．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して呼び径断面に生じ

る応力は，設計・建設規格 SSB-3133 の規定を満足すること。 

(3)  (1)及び(2)において，設計・建設規格の「供用状態Ａ」及び｢供用状態Ｂ｣は，
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それぞれ「設計事象Ⅰ」及び｢設計事象Ⅱ｣と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 

6. 応力解析の手順 

  応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

 支持構造物の応力解析フローを図 6-1 に示す。 

 支持構造物の応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用

いて行う。 

6.2 荷重条件の選定 

 荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重

要な荷重条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計

算書に示す。 

6.3 応力計算と評価 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

ａ. 機械的荷重 

ｂ. 熱荷重 

(2) 貯蔵時に貯蔵容器に地震力が作用する場合の上方向，下方向，水平方向荷重は，

それぞれトラニオン固定金具，支持台座，容器押え金具で支持する。 

   なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(3) 構造の不連続性を考慮して応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，応力計算書

に示す。 

   応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 

6.3.2 応力評価 

応力の計算結果は，設計･建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類

毎に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

τ

σ

評価断面
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支持構造物用材料の許容応力値を表 6-1 及び表 6-2 に示す。 

(1) 支持構造物（ボルトを除く）の応力評価 

支持構造物の応力評価は，設計・建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目を実

施する。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3130 に従い実施する。 

6.3.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応

力等については，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿

して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6-3 に示す。 
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図 5-1 支持構造物の応力解析箇所 
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図 6-1 支持構造物の応力解析フロー図 

計 算 始 め

熱 応 力 計 算

計 算 終 り

機械的荷重による

応力の計算

一 次

応力の評価

荷 重 の 選 定

一次＋二次

応力の評価
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表 4-1  貯蔵容器の設計事象 

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象

Ⅰ

貯蔵容器の通

常の取扱い時

及び貯蔵時の

状態をいう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試

験状態以外の

状態をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又は

その取扱い機

器等の故障，異

常な作動等に

より，貯蔵又は

計画された取

扱いの停止が

緊急に必要と

される状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安

全設計上想定

される異常な

事態が生じて

いる状態をい

う。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・

転倒）が発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止
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表 4-2  支持構造物の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷  重 

荷 重 時

自
重
に
よ
る
荷
重

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

*
1

備

考

異
常
着
床
・

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○    ○ *2

運 搬 時 *1 ○   ○  

吊 上 げ 時 *1  ○  ○  

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○    ○  

Ⅱ 衝撃荷重作用時 *1   ○ ○  

注記 ＊1：キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

＊2：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 
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表 5-1  代  表  事  象 

設計事象 代表事象 1) 包絡される事

象 

荷重条件 備    考 

Ⅰ 貯 蔵 時 
自 重:1G(=9.81m/s2) 

熱荷重 

設計事象Ⅰのう

ち大半の期間を

占める代表事象。

Ⅰ＋Ｓｄ

貯  蔵  時 

Ｓｄ 地震力が

作用する場合

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: CHG=1.17G(=11.48m/s2)

鉛直方向: CVG=0.65G(=6.38m/s2) 

熱荷重 

許容応力状態 

ⅢＡＳで評価 

Ⅰ＋ＳＳ

貯  蔵  時 

ＳＳ地震力が 

作用する場合

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: CHG=1.17G(=11.48m/s2)

鉛直方向: CVG=0.65G(=6.38m/s2) 

熱荷重 

許容応力状態 

ⅣＡＳで評価 

注記 1)：本事象について応力解析を行う。 

表 5-2 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

（×10－6 ㎜/㎜℃）

リ  ブ 炭素鋼 

(SM490B) 
130 196000 11.38 

支持台座 炭素鋼 

(SFVC2B) 
130 196000 11.38 

アンカーボルト 低合金鋼 

(SCM435) 
130 198000 11.38 

トラニオン固定ボルト 

容器押え金具 

合金鋼 

(SNB23-3) 
130 185000 12.04 

トラニオン固定金具 
合金鋼 

(SNB23-3) 
130 185000 12.04 
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表 6-1（1）  支持構造物用材料の許容応力値 

許容応力

区    分
応 力 の 種 類 

許  容  応  力  値（MPa） 

炭素鋼 合金鋼 合金鋼 

許容値基準 リ ブ 支持台座 
ﾄﾗﾆｵﾝ 

固定金具 

容器押え 

金具 
SM490B SFVC2B SNB23-3 SNB23-3 

設計事象

Ⅰ1)

一次

応力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

181

181 

104

181 

247 

148

147 

 85

148 

201 

425 

421 

245 

425 

580 

425 

362 

245 

425 

580 

ft

fc

fS

fb

fP

一
次
＋
二
次
応

力

引張・圧縮応力 543 444 1275 1275 3 ft

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

312 

543

370 

255 

444

301 

735 

1275 

870 

735 

1275 

870 

3 fS

3 fb

1.5 fP

座屈応力 156 127 367 367 
1.5 fS 又は 

1.5 fc

Ⅰ＋Ｓｄ

1)

一次

応力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

271

271 

156

271 

370 

222

220 

127

222 

301 

637 

631 

367 

637 

870 

637 

543 

367 

637 

870 

1.5 ft

1.5 fc

1.5 fS

1.5 fb

1.5 fP

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力
2) 543 444 1275 1275 3 ft

せん断応力 2)

曲げ応力 2)

支圧応力 

312

543 

370 

255

444 

301 

735 

1275 

870 

735 

1275 

870 

3 fS

3 fb

1.5 fP

座屈応力 156 127 367 367 
1.5 fb,1.5 fS

又は 1.5 fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み

合わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

22
T 3・  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

b

bc

c

c

ff

≦1 かつ 

t

cbt

f
－ ≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

t

btt

f

≦1 かつ 

b

tbc

f
－ ≦1 

ただし，②及び③において，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ＋Ｓｄ の一次応力の場合，分母の fc，fb，ftは，1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftとする。 

Ⅰ＋Ｓｄ の一次＋二次応力の場合，分母の fc，fb，ft は，3 fc，3 fb，3 ft と

する。 

  ２)：Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 6-1（2）  支持構造物用材料の許容応力値 

許容応力

区    分
応 力 の 種 類 

許  容  応  力  値（MPa） 

炭素鋼 合金鋼 合金鋼 

許容値基準 
リ ブ 支持台座 

ﾄﾗﾆｵﾝ 

固定金具 

容器押え 

金具 

SM490B SFVC2B SNB23-3 SNB23-3 

Ⅰ＋ＳＳ
1)

一

次

応

力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

307

307 

177

307 

420 

265

265 

153

265 

361 

637 

631 

367 

637 

870 

637 

543 

367 

637 

870 

1.5 ft
* 

1.5 fc
*

1.5 fS
*

1.5 fb
*

1.5 fP
*

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応
力 2) 543 444 1275 1275 3 ft 

せん断応力 2)

曲げ応力 2)

支圧応力 

312

543 

420 

255

444 

361 

735 

1275 

870 

735 

1275 

870 

3 fS 

3 fb 

1.5 fP
*

座屈応力 156 127 367 367 
1.5 fb,1.5 fS

又は 1.5 fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み

合わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

22
T 3・  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

** .. b

bc

c

c

f51f51

≦1 かつ 

*. t

cbt

f51
－

≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*. t

btt

f51

≦1 かつ 

*. b

tbc

f51
－

≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力の場合，

分母の 1.5 fc
*，1.5 fb

*，1.5 ft
*は，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

  ２)：ＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。  



17 

表 6-2  支持構造物用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

許容応力 

区    分 
応 力 の 種 類 

許  容  応  力  値（MPa） 

合金鋼 低合金鋼 

許容値基準 ﾄﾗﾆｵﾝ固定ﾎﾞﾙﾄ ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ 

SNB23-3 SCM435 

 設計事象Ⅰ 1)
引張応力 

せん断応力 

     3191)

     245 

     2961)

     227 

ft

fS

 Ⅰ＋Ｓｄ
  1)

引張応力 

せん断応力 

     4781)

     367 

     2611)

     340 

1.5 ft

1.5 fS

 Ⅰ＋ＳＳ
 1)

引張応力 

せん断応力 

     4781)

     367 

     2611)

     340 

1.5 ft
*

1.5 fS
*

注記１)：組合せ応力が考えられる場合の許容引張応力値は，次の２つの計算式により計

算した値のいずれか小さい方の値とする。 

fT=1.4 ft－1.6τ 

fT=ft 

ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa） 

ただし,設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ＋Ｓｄ の場合, ft は 1.5 ft とする。 

Ⅰ＋ＳＳの場合, ft は 1.5 ft
*とする。 
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表 6-3  数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用温度 

縦 弾 性 係 数  

許 容 応 力 値  

計 算 応 力 値  

長        さ 

設 計 震 度 

面        積 

   力 

断 面 係 数  

質    量 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

㎜2

N 

㎜3

kg 

－ 

有効数字 4 桁目 

小数点以下第 1 位 

小数点以下第 1 位 

－ 

小数点以下第 3 位 

有効数字４桁目 

有効数字 4 桁目 

有効数字 4 桁目 

－ 

－ 

四捨五入 

切  捨  て 

切  上  げ 

－ 

切  上  げ 

安全側に処理する 

四捨五入 

四捨五入 

－ 

設  計  値 

有効数字 3 桁 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

設  計  値 

小数点以下第 2 位

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

設  計  値 
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Ｖ-2-4-2-3-4  支持構造物の応力解析の方針② 

（タイプⅡ） 
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1. 概  要 

本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器の支持構造物に関する応力解析の方針を述べるものである。 

注：図表は一括して巻末に示す。
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，支持構造物は，貯蔵時においての貯蔵容器を固縛する構造

物であり，トラニオンの評価方法との整合をとり，「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版（2007 年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」

（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス１支持構造物に従って設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する下記の記号を使用する。ただし，本文中に

特記のある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記号の説明 単位 

Ａ 

ａ１ 

ａ２ 

ＣＨ

ＣＶ

Ｆｃ

Ｆ１

Ｆ２ 

Ｆ３ 

ＦH

ｆＴ

ｆｔ

ｆｓ

ｆｃ

ｆｂ

ｆｐ

ｆｔ
＊ 

ｆｓ
＊

ｆｃ
＊

ｆｂ
＊

ｆｐ
＊

Ｇ 

Ｇ１

Ｇ２

ｈＣＧ

Ｌ 

ｍｃ

断面積 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台①のトラニオン固

定金具中心までの距離 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台②のトラニオン固

定金具中心までの距離 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

圧縮力 

支持台①の引張力 

支持台②の引張力 

トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

水平力 

せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

許容引張応力 ＊

許容せん断応力 ＊

許容圧縮応力 ＊

許容曲げ応力 ＊

許容支圧応力 ＊

重力加速度(＝9.80665) 

水平方向加速度 

鉛直方向加速度 

貯蔵容器底面から重心までの高さ 

トラニオン固定ボルト間距離 

貯蔵容器質量 

mm2

mm 

mm 

－ 

－ 

N 

N 

N 

N 

N  

MPa 

MPa 

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

m/s2

m/s2

m/s2

mm 

mm 

kg 

注記 ＊：ｆｔ
＊，ｆｓ

＊，ｆｃ
＊，ｆｂ

＊，ｆｐ
＊:ｆｔ，ｆｓ，ｆｃ，ｆｂ，ｆｐの値を算出する際に「設

計・建設規格」 SSB-3121.1(1)a.の本文中「付録材料図表 Part5 表 8に規定する材

料の設計降伏点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏

点の 1.2 倍の値」と読み替えて算出した値 



4 

N
T
2
 
補
②
 
Ⅴ
-2
-
4
-2
-
3 

R
0
 

計算書の記号 記号の説明 単位 

ｍｓ

ｎ 

ｎ1

Ｓｄ*

Ｓｓ

Ｚ 

σ 

σｂ

ｃσｂ 

ｔσｂ 

σｃ

σｐ

σＴ

σｔ

τ 

Ⅰ＋Ｓｄ*

Ⅰ＋Ｓｓ

支持台１個の質量 

部材の数 

支持台の数 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方 

基準地震動Ｓｓによる地震力 

断面係数 

評価断面に垂直な方向の応力 

曲げ応力 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

圧縮応力 

支圧応力 

組合せ応力 

引張応力 

せん断応力 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ*地震力が作用した

場合の許容応力状態 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用した

場合の許容応力状態 

kg 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm3

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

－ 
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4. 設計条件 

支持構造物は以下の荷重条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用温度： 130 ℃ 

4.2 設計事象 

設計上考慮する事象については表 4－1に示す。 

4.3 荷重の種類とその組合せ 

支持構造物の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－2に示す。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

設計事象Ⅰにおける事象のうち，表 5－1に示すように荷重条件等を考慮して代表事象を選定

し，代表事象について解析を実施する。 

5.2 解析箇所 

支持構造物の応力解析を行う箇所は，次のとおりである。（図 5－1参照） 

(1) 支持台座 

(2) トラニオン固定金具 

(3) 容器押えボルト 

(4) トラニオン固定ボルト 

(5) リブ 

(6) 支持台用フレーム 

(7) アンカーボルト 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

応力計算に使用する材料の物性値は以下のとおりである。 

(1) 熱応力計算に使用する物性値を表 5－2に示す。 

(2) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。なお， 

常温は 20 ℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次に掲げるとおりとする。 

(1) 支持構造物（ボルトを除く）にあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰにおいて生じる一次応力は，「設計・建設規格」 SSB-3121.1 に定める値を超

えないこと。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ*地震力が作用して生じる一次応力は，「設計・

建設規格」 SSB-3121.2 に定める値を超えないこと。 

c. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用して生じる一次応力は，「設計・

建設規格」 SSB-3121.3 に定める値を超えないこと。 

d. 設計事象Ⅰにおいて生じる一次応力と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応

力に限る。）を加えて求めた応力は，「設計・建設規格」 SSB-3122.1 に定める値を超え

ないこと。 

e. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ*地震動のみによって生じる一次応力と二次応

力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の値を



7 

N
T
2
 
補
②
 
Ⅴ
-2
-
4
-2
-
3 

R
0
 

超えないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力（引張応力の符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。），

せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値の差，並びに支圧応力に

ついては，「設計・建設規格」 SSB-3122.1(1)，(2)，(3)及び(4)に定める値。 

(b) 座屈応力については，「設計・建設規格」 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値の

1.5 倍の値。 

f. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震動のみによって生じる一次応力と二次応力

（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の値を超

えないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力（引張応力の符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。），

せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値の差は，「設計・建設規格」 

SSB-3122.1(1)，(2)及び(3)に定める値。 

(b) 支圧応力については，「設計・建設規格」 SSB-3122.1(4)に定める値。この場合にお

いて，「設計・建設規格」SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図表 Part5 表 8 に規定

する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の

設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替える。 

(c) 座屈応力については，「設計・建設規格」 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値の

1.5 倍の値。 

g. e.及び f.において応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は「設

計・建設規格」 SSB-3121.1(6)による。 

(2) ボルトにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰにおいて呼び径断面に生じる応力は，「設計・建設規格」 SSB-3131 に定める

値を超えないこと。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ*地震力が作用して呼び径断面に生じる応力は，

「設計・建設規格」 SSB-3132 に定める値を超えないこと。 

c. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｓ地震力が作用して呼び径断面に生じる応力は，

「設計・建設規格」 SSB-3133 に定める値を超えないこと。 

(3) (1)及び(2)において，「設計・建設規格」の「供用状態Ａ」，「供用状態Ｂ」，「供用状態Ｃ」

及び「供用状態Ｄ」は，それぞれ「設計事象Ⅰ」，「設計事象Ⅱ」，「設計事象Ⅰの貯蔵時の

状態において，Ｓｄ*地震力が作用して生じる場合」及び「設計事象Ⅰの貯蔵時の状態にお

いて，Ｓｓ地震力が作用して生じる場合」と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

支持構造物の応力解析フローを図 6－1に示す。 

支持構造物の応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4章に示されているが，各部の計算においては，その部分について重要な荷重条

件を選定して計算を行う。 

6.3 応力計算と評価 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは次の 2つである。 

a. 機械的荷重 

b. 熱荷重 

(2) 貯蔵時に貯蔵容器に地震力が作用する場合の上方向，下方向，水平方向荷重は，それぞ 

れトラニオン固定金具，支持台座，容器押えボルト及び支持台用フレームで支持する。 

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央部とする。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，計算書の形状 

図中に，番号〔例①〕で示す。 

(4) 応力評価は，この応力評価点（面）について行う。  

6.3.2 応力評価 

応力の計算結果は，「設計・建設規格」GNR-2130 による定義に従い，応力の種類ごとに

分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は以下のとおりである。 

 σ：評価断面に垂直な方向の応力 

 τ：せん断応力 

支持構造物用材料の許容応力値を表 6－1及び 6－2に示す。 

評価断面 

σ 

τ 
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(1) 支持構造物（ボルトを除く。）の応力評価 

支持構造物の応力評価は，「設計・建設規格」SSB-3120 に従い以下の項目を評価する。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，「設計・建設規格」SSB-3130 に従い評価する。 

6.3.3 数値の丸め方 

数値は原則として安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿して使用

する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6－3に示す。 
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図 5－1 支持構造物の応力解析箇所

容器押えボルト 

アンカーボルト 支持台座 

トラニオン固定金具 

トラニオン固定ボルト 

リブ 

支持台用フレーム 
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図 6－1 支持構造物の応力解析フロー図 

計 算 始 め 

計 算 終 り 

荷 重 の 選 定 

機械的荷重による 

応力の計算 

熱 応 力 計 算 

一 次 

応力の評価 

一次＋二次 

応力の評価 
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表 4－1 貯蔵容器の設計事象 

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬 

・貯蔵 

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転

倒）が発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止
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表 4－2 支持構造物の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷  重 

荷 重 時

自
重
に
よ
る
荷
重

運
搬
時
荷
重

吊
上
げ
荷
重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重
*
1

備

考

異
常
着
床
・

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○    ○ *2

運 搬 時 *1 ○   ○  

吊 上 げ 時 *1  ○  ○  

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○    ○  

Ⅱ 衝撃荷重作用時 *1   ○ ○  

注記 ＊1：キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

＊2：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 
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         表 5－1 代表事象 

設計事象 代表事象 ＊ 包絡される事象 荷重条件 備考 

Ⅰ 貯蔵時 － 
自重 

熱荷重 

設計事象Ⅰのうち

大半の期間を占め

る代表事象。 

Ⅰ＋Ｓｄ*

貯蔵時 

Ｓｄ*地震力が

作用する場合
－ 

自重 

トラニオン固定ボルトの初期締

付け力 

地震力 

 水平方向：1.17G(＝11.48m/s2) 

 鉛直方向：0.65G(＝6.38m/s2) 

熱荷重 

－ 

Ⅰ＋Ｓｓ

貯蔵時 

Ｓｓ地震力が 

作用する場合 
－ 

自重 

トラニオン固定ボルトの初期締

付け力 

地震力 

 水平方向：1.17G(＝11.48m/s2) 

 鉛直方向：0.65G(＝6.38m/s2) 

熱荷重 

－ 

注記 ＊：本事象について応力解析を行う。
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表 5－2 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材料 
温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

（×10-6mm/(mm･℃)）

リブ 
炭素鋼 

（SM520C） 
130 196000 11.38 

支持台座 
炭素鋼 

（SFVC2B） 
130 196000 11.38 

トラニオン固定ボルト 低合金鋼

（SNB23-3） 
130 185000 12.04 

容器押えボルト 

トラニオン固定金具 
ステンレス鋼

（SUS630 H1150）
130 188000 11.25 

アンカーボルト 
低合金鋼 

（SCM435） 
130 198000 11.38 

支持台用フレーム 
炭素鋼 

（SS400） 
130 195000 12.24 
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表 6－1 支持構造物用材料の許容応力値（1/2） 

（単位：MPa） 

許容応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 炭素鋼 ｽﾃﾝﾚｽ鋼 低合金鋼 炭素鋼 

許容値基準 
リブ 

支持 

台座 

トラニオン

固定金具 

容器押え

ボルト 

支持台用

フレーム

SM520C SFVC2B
SUS630 

 H1150 
SNB23-3 SS400 

設計事象 

Ⅰ 

一
次
応
力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

203 

189 

117 

203 

277 

148 

148 

85 

148 

201 

394 

394 

227 

394 

537 

425 

421 

245 

425 

580 

141 

141 

81 

141 

192 

ｆｔ

ｆｃ

ｆｓ

ｆｂ

ｆｐ

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

座屈応力 

610 

352 

610 

415 

176 

444 

256 

444 

302 

128 

1182 

682 

1182 

805 

341 

1276 

736 

1276 

870 

631 

424 

244 

424 

289 

122 

3ｆｔ

3ｆｓ

3ｆｂ

1.5ｆｐ

1.5ｆｓ又は 

1.5ｆｃ

Ⅰ＋Ｓｄ* ＊1

一
次
応
力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

305 

284 

176 

305 

415 

222 

222 

128 

222 

302 

591 

591 

341 

591 

805 

638 

631 

368 

638 

870 

212 

212 

122 

212 

289 

1.5ｆｔ

1.5ｆｃ

1.5ｆｓ

1.5ｆｂ

1.5ｆｐ

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力 ＊2

せん断応力 ＊2

曲げ応力 ＊2

支圧応力 

座屈応力 

610 

352 

610 

415 

176 

444 

256 

444 

302 

128 

1182 

682 

1182 

805 

341 

1276 

736 

1276 

870 

631 

424 

244 

424 

289 

122 

3ｆｔ

3ｆｓ

3ｆｂ

1.5ｆｐ

1.5ｆｂ，1.5ｆｓ

又は 1.5ｆｃ

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

① 次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力（σ）とせん断応力（τ）を組合わせた

応力（σＴ）は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

② 圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
f

¦σ¦
＋

f

¦σ¦

ｂ

ｂｃ

ｃ

ｃ  かつ 1≦
f

¦σ¦－σ

ｔ

ｃｂｔ

③ 引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
f

σ＋σ

ｔ

ｂtt  かつ 1≦
f

σ－¦σ¦

ｂ

ｔｂｃ

ただし，②及び③において，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ＋Ｓｄ*の一次応力の場合，分母のｆｃ，ｆｂ，ｆｔは 1.5ｆｃ，1.5ｆｂ，1.5ｆｔとする。

Ⅰ＋Ｓｄ*の一次＋二次応力の場合，分母のｆｃ，ｆｂ，ｆｔは 3ｆｃ，3ｆｂ，3ｆｔとする。 

＊2：Ｓｄ*地震力のみによる全振幅について評価する。

＊1 

22
Ｔ 3・τσσ
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表 6－1 支持構造物用材料の許容応力値（2/2） 

（単位：MPa） 

許容応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 炭素鋼 ｽﾃﾝﾚｽ鋼 低合金鋼 炭素鋼 

許容値基準 
リブ 

支持 

台座 

トラニオン

固定金具 

容器押え

ボルト 

支持台用

フレーム

SM520C SFVC2B
SUS630 

 H1150 
SNB23-3 SS400 

Ⅰ＋Ｓｓ
 ＊1

一
次
応
力

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

340 

314 

196 

340 

463 

266 

266 

153 

266 

362 

591 

591 

341 

591 

805 

638 

631 

368 

638 

870 

254 

254 

146 

254 

346 

1.5ｆｔ
＊

1.5ｆｃ
＊

1.5ｆｓ
＊

1.5ｆｂ
＊

1.5ｆｐ
＊

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力 ＊2

せん断応力 ＊2

曲げ応力 ＊2

支圧応力 

座屈応力 

610 

352 

610 

463 

176 

444 

256 

444 

362 

128 

1182 

682 

1182 

805 

341 

1276 

736 

1276 

870 

631 

424 

244 

424 

346 

122 

3ｆｔ

3ｆｓ

3ｆｂ

1.5ｆｐ
＊

1.5ｆｂ，1.5ｆｓ

又は 1.5ｆｃ

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

① 次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力（σ）とせん断応力（τ）を組合わせた

応力（σＴ）は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

② 圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
1.5f

¦σ¦
＋

1.5f

¦σ¦
＊

ｂ

ｂｃ

＊
ｃ

ｃ  かつ 1≦
1.5f

¦σ¦－σ
＊

ｔ

ｃｂｔ

③ 引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

1≦
1.5f

σ＋σ
＊

ｔ

ｂtt  かつ 1≦
1.5f

σ－σ
＊

ｂ

ｔｂｃ ||

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力の場合，

分母の 1.5ｆｃ
＊，1.5ｆｂ

＊，1.5ｆｔ
＊は 3ｆｃ，3ｆｂ，3ｆｔとする。 

＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する。

22
Ｔ 3・τσσ
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表 6－2 支持構造物用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

設計応力 

区分 
応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 低合金鋼 

許容値基準 
トラニオン 

固定ボルト 

アンカー 

ボルト 

SNB23-3 SCM435 

設計事象Ⅰ ＊
引張応力 

せん断応力 

319 

245 

296 

227 

ｆｔ

ｆｓ

Ⅰ＋Ｓｄ* ＊
引張応力 

せん断応力 

478 

368 

444 

341 

1.5ｆｔ

1.5ｆｓ

Ⅰ＋Ｓｓ
 ＊

引張応力 

せん断応力 

478 

368 

444 

341 

1.5ｆｔ
＊

1.5ｆｓ
＊

注記 ＊：組合せ応力が考えられる場合の許容引張応力値は，次の 2つの計算式により計算し

た値のいずれか小さい方の値とする。 

      ｆＴ＝1.4・ｆｔ－1.6・τ 

      ｆＴ≦ｆｔ

     ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa） 

     ただし，設計事象Ⅰについては上式による。Ⅰ＋Ｓｄ*の場合，ｆｔは 1.5ｆｔとする。

Ⅰ＋Ｓｓの場合，ｆｔは 1.5ｆｔ
＊とする。
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表 6－3 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

縦弾性係数 MPa 有効数字４桁目 四捨五入 有効数字３桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第１位 切捨て 整数 

計算応力値 MPa 小数点以下第１位 切上げ 整数 

長さ mm － － 設計値 

設計震度 － 小数点以下第３位 切上げ 小数点以下第２位 

面積 mm2 有効数字５桁目 四捨五入 有効数字４桁 

力 Ｎ 有効数字５桁目 四捨五入 有効数字４桁 

断面係数 mm3 有効数字５桁目 四捨五入 有効数字４桁 

質量 kg － － 設計値 
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1. 概  要 

本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器の支持構造物に関する応力解析の方針を述べるものである。 

注：図表は，一括して巻末に示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ｖ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 



2 

2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，支持構造物は，貯蔵時においての貯蔵容器を固縛する構造

物であり，トラニオンの評価方法との整合をとり，「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版（2007 年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」

（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス１支持構造物に従って設計する。 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格○○○－○○○

○」として示す。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本文中に

特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 断面積 mm2

ａ1 地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台 のトラニ

オン固定金具中心までの距離 

mm 

ａ2 地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台 のトラニ

オン固定金具中心評価位置までの距離 

mm 

ＣH 水平方向設計震度 － 

ＣV 鉛直方向設計震度 － 

Ｆ1 引張力 N 

Ｆ2 支持台②での引張力 N 

Ｆc 圧縮力 N 

ＦH 水平力 N 

ｆT せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ｆt 許容引張応力 MPa 

ｆs 許容せん断応力 MPa 

ｆc 許容圧縮応力 MPa 

ｆb 許容曲げ応力 MPa 

ｆp 許容支圧応力 MPa 

ｆt
* * 許容引張応力 MPa 

ｆs
* * 許容せん断応力 MPa 

ｆc
* * 許容圧縮応力 MPa 

ｆb
* * 許容曲げ応力 MPa 

ｆp
* * 許容支圧応力 MPa 

Ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2

Ｇ1 水平方向加速度 m/s2

Ｇ2 鉛直方向加速度 m/s2

注記 ＊：ｆt
*，ｆs

*，ｆc
*，ｆb

*，ｆp
*：ｆt，ｆs，ｆc，ｆb，ｆpの値を算出する際に設計・

建設規格 SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設

計降伏点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の

1.2 倍の値」と読み替えて算出した値。 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

ｈCG 貯蔵容器底面から重心までの高さ mm 

Ｌ トラニオン固定ボルト間距離 mm 

ｍc 貯蔵容器質量 kg 

ｎ 部材の数 － 

Ｓd* 弾性設計用地震動Ｓd により定まる地震力又は静的地

震力の大きい方 

－ 

ＳS 基準地震動ＳSにより定まる地震力 － 

Ｚ 断面係数 mm3

σ 評価断面に垂直な方向の応力 MPa 

σb 曲げ応力 MPa 

cσb 圧縮側曲げ応力 MPa 

tσb 引張側曲げ応力 MPa 

σc 圧縮応力 MPa 

σp 支圧応力 MPa 

σT 組合せ応力 MPa 

σt 引張応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 

Ⅰ＋Ｓd
* 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd

*地震力が作

用した場合の許容応力区分 

－ 

Ⅰ＋ＳS 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳS 地震力が作

用した場合の許容応力区分 

－ 
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4. 設計条件 

支持構造物は以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1 基本仕様 

最高使用温度： 130 ℃ 

4.2 設計事象 

設計上考慮する事象については表 4－1に示す。 

4.3 荷重の種類とその組合せ 

支持構造物の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4－2に示す。応力解析に用いる

荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

設計事象Ⅰにおける事象のうち，表 5－1に示すように荷重条件等を考慮して代表事象を選定

し，代表事象について解析を実施する。 

5.2 解析箇所 

支持構造物の応力解析を行う箇所は次のとおりである（図 5－1参照）。 

(1) 支持台座 

(2) トラニオン固定金具 

(3) 容器押え金具 

(4) トラニオン固定ボルト 

(5) リブ 

(6) アンカーボルト 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4 物性値 

応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 熱応力計算に使用する物性値を表 5－2に示す。 

(2) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。 

なお，常温は 20℃とする。 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 支持構造物（ボルトを除く。）にあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰにおいて生じる一次応力は，設計・建設規格 SSB-3121.1 の規定を満足する

こと。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して生じる一次応力は，設計・

建設規格 SSB-3121.2 の規定を満足すること。 

c. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳS地震力が作用して生じる一次応力は，設計・

建設規格 SSB-3121.3 の規定を満足すること。 

d. 設計事象Ⅰにおいて生じる一次応力と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる

応力に限る。）を加えて求めた応力は，設計・建設規格 SSB-3122.1 の規定を満足する

こと。 
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e. 設計事象Ⅰの貯蔵時において，Ｓd*地震動のみによって生じる一次応力と二次応力（キ

ャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の値を超え

ないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の符号は

正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建設規格

SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

(b) せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

(c) 曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

(d) 支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。 

(e) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値の 1.5

倍を超えないこと。 

f. 設計事象Ⅰの貯蔵時において，Ｓs地震動のみによって生じる一次応力と二次応力（キ

ャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた応力は，次の規定を満

足すること。 

(a) 引張応力及び圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の符号

は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建設規格

SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

(b) せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

(c) 曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規格

SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

(d) 支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。この

場合において，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図表 Part5 表 8

に規定する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表 Part5 表 8に規定する材

料の設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替えるものとする。 

(e) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値の 1.5

倍を超えないこと。 

g. e.及び f.において応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に対する評価は設

計・建設規格 SSB-3121.1(6)の規定による。 

(2) ボルトにあっては，次によること。 

a. 設計事象Ⅰにおいて呼び径断面に生じる応力は，設計・建設規格 SSB-3131 の規定を満

足すること。 

b. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓd*地震力が作用して呼び径断面に生じる応力

は，設計・建設規格 SSB-3132 の規定を満足すること。 

c. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓs 地震力が作用して呼び径断面に生じる応力

は，設計・建設規格 SSB-3133 の規定を満足すること。 
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(3) (1)及び(2)において，設計・建設規格の「供用状態Ａ」及び「供用状態Ｂ」は，それぞ

れ「設計事象Ⅰ」及び「設計事象Ⅱ」と読み替える。 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 

6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

支持構造物の応力解析フローを図 6－1に示す。 

支持構造物の応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用いて行う。 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要な荷重

条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書に示す。 

6.3 応力計算と評価 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

a. 機械的荷重 

b. 熱荷重 

(2) 貯蔵時に貯蔵容器に地震力が作用する場合の上方向，下方向，水平方向荷重は，それぞ

れトラニオン固定金具，支持台座，容器押え金具で支持する。 

なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，応力計算書に

示す。 

応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 
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6.3.2 応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分類し，

以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ ：せん断応力 

支持構造物用材料の許容応力値を表 6－1及び表 6－2に示す。 

(1) 支持構造物（ボルトを除く）の応力評価 

支持構造物の応力評価は，設計･建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目を評価する。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，設計･建設規格 SSB-3130 に従い評価する。 

6.3.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等につ

いては，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿して使用

する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6－3に示す。 
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図 5－1 支持構造物の応力解析箇所 
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図 6－1 支持構造物の応力解析フロー図 

熱 応 力 計 算
機械的荷重による応

力の計算

計 算 始 め

荷 重 の 選 定

一次応力の評価

一次＋二次

応力の評価

計 算 終 り
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表 4－1 貯蔵容器の設計事象

設計 

事象 
定  義 解  説 事象の例 

東海第二発電所 

における選定事象 

Ⅰ

貯蔵容器の通常

の取扱い時及び

貯蔵時の状態を

いう。 

貯蔵状態及び計画的な取扱

い状態。 

・貯蔵

・貯蔵容器の吊上

げ，吊下げ，移動

・事業所内運搬

・貯蔵

Ⅱ

設計事象Ⅰ，設

計事象Ⅲ，設計

事象Ⅳ及び試験

状態以外の状態

をいう。 

貯蔵容器の寿命程度の期間

中に予想される取扱い機器

の単一故障，単一誤動作等の

事象によって，貯蔵容器が通

常貯蔵状態あるいは通常取

扱い状態から外れるような

状態をいう。 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・取扱い機器の単 

一故障，誤動作 

・貯蔵容器の異常 

着床 

・貯蔵容器の支持 

構造物への衝突 

Ⅲ

貯蔵容器又はそ

の取扱い機器等

の故障，異常な

作動等により，

貯蔵又は計画さ

れた取扱いの停

止が緊急に必要

とされる状態を

いう。 

発生頻度が十分低い事象に

よって引き起こされる状態

をいう。すなわち，設計事象

Ⅱでいう機器の単一故障，運

転員の単一誤操作等によっ

て引き起こされるもののう

ち，その発生頻度が十分に低

いと考えられるものを分類

する。 

Ⅳ

貯蔵容器の安全

設計上想定され

る異常な事態が

生じている状態

をいう。 

発生頻度が極めて低く，貯蔵

容器の寿命中に起こるとは

考えられない事象によって

引き起こされる状態をいう

が，万一発生した場合の設計

の妥当性を確保するために

特に設けたものをいう。 

・貯蔵容器の落下 ・該当なし* 

注記*：東海第二発電所においては，以下の防止措置が施されており，設計事象Ⅳ（落下・転倒）が

発生しないため，事象として選定していない。

・ 貯蔵容器吊上げ装置の多重化，インターロック等の防護設備設置による防止

・ 貯蔵容器運搬装置については，貯蔵容器の固縛・固定機構の適切化による防止

・ 確定された貯蔵容器の取扱い手順，作業手順による防止

・ 運用機材の適切な保守管理による防止
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*1

*1

表 4－2 支持構造物の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

設計事象

荷 重

荷重時

自

重

に

よ

る

荷

重

運

搬

時

荷

重

吊

上

げ

荷

重

衝
撃
荷
重

熱

荷

重

備

考

異
常
着
床
・
支
持

構
造
物
へ
の
衝
突

Ⅰ 

貯 蔵 時 ○   ○ *1 

運 搬 時 ○ ○ ○ 

吊 上 げ 時 ○ ○ ○ 

搬出前作業及び 

燃料取出し作業時 
○   ○ 

Ⅱ 衝撃荷重作用時 ○  ○ ○ 

注記 ＊1：Ｓd*地震力及びＳs地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と組み合わせる

ものとする。 
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表 5－1 代表事象 

設計 

事象 
代表事象 *1

包絡される 

事象 
荷重条件 備考 

Ⅰ 貯 蔵 時 － 
自重:1 G(＝9.81 m/s2) 

熱荷重 

設計事象Ⅰのう

ち大半の期間を

占める代表事例 

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

貯 蔵 時 

Ｓd*地震力が 

作用する場合 

－ 

自重:1 G(＝9.81 m/s2) 

地震力 

水平方向:0.72 G(＝7.06 m/s2) 

鉛直方向:0.36 G(＝3.53 m/s2) 

熱荷重 

－ 

Ⅰ 

＋ 

Ｓs

貯 蔵 時 

Ｓs地震力が 

作用する場合 

－ 

自重:1 G(＝9.81 m/s2) 

地震力 

水平方向: 1.17 G(＝11.48 m/s2)

鉛直方向: 0.65 G(＝6.38 m/s2) 

熱荷重 

－ 

注記 ＊1：本事象について応力解析を行う。 

表 5－2 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 
温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

（×10-6㎜/㎜℃）

リブ 
炭素鋼 

（SM490B） 
130 196000 11.38 

支持台座 
炭素鋼 

(SF490A) 
130 195000 11.38 

トラニオン固定ボルト 

容器押え金具 

低合金鋼 

(SNB23-1) 
130 185000 12.04 

トラニオン固定金具 
低合金鋼 

(SNB24-1) 
130 185000 12.04 

アンカーボルト 
低合金鋼 

(SCM435) 
130 198000 11.38 
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表 6－1(1) 支持構造物用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 炭素鋼 低合金鋼 低合金鋼 

許容値基準 リブ 支持台座
トラニオン

固定金具 

容器 

押え金具 

SM490B SF490A SNB24-1 SNB23-1 

設 

計 

事 

象 

Ⅰ 

*1

一
次
応
力

引張応力  181  148  484  484 ｆt

圧縮応力  172  147  482  475 fc

せん断応力  104   85  279  279 fS

曲げ応力  209  170  558  558 fb

支圧応力  247  201  660  660 fP

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力  544  444 1452 1452 3･ft

せん断応力  314  256  838  838 3･fS

曲げ応力  627  512 1675 1675 3･fb

支圧応力  370  302  990  990 1.5･fP

座屈応力  157  128  419  419 
1.5･fS 

又は 1.5･fc

Ⅰ 

＋ 

Ｓd*

*1

一
次
応
力

引張応力  272  222  726  726 1.5･ft

圧縮応力  259  221  723  713 1.5･fc

せん断応力  157  128  419  419 1.5･fS

曲げ応力  313  256  837  837 1.5･fb

支圧応力  370  302  990  990 1.5･fP

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 *2  544  444 1452 1452 3･ft

せん断応力*2  314  256  838  838 3･fS

曲げ応力*2  627  512 1675 1675 3･fb

支圧応力  370  302  990  990 1.5･fP

座屈応力  157  128  419  419 
1.5･fb,1.5･fS 
又は 1.5･fc

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合わせ

た応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

22
T 3・τσσ

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

bc f

σ

f

σ bcc + ≦1 かつ 
t

cbt

f

σ－σ
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

t

btt

f

σσ +
≦1 かつ 

b

tbc

f

σ－σ
≦1 

ただし，②及び③において，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。 

Ⅰ+Ｓd*の一次応力の場合，分母のｆc,ｆb,ｆtは，1.5･ｆc,1.5･ｆb,1.5･ｆtとする。 

Ⅰ+Ｓd*の一次＋二次応力の場合，分母のｆc,ｆb,ｆtは，3･ｆc,3･ｆb,3･ｆtとする。 

   ＊2：Ｓd*地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6－1(2) 支持構造物用材料の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容 

応力 

区分 

応力の種類 

許容応力値 

リブ 支持台座 
トラニオン

固定金具 

容器 

押え金具 許容値基準 

SM490B SF490A SNB24-1 SNB23-1 

Ⅰ 

＋ 

Ｓs

*1

一
次
応
力

引張応力  308  266  726  726 1.5･ft*

圧縮応力  291  265  723  713 1.5･fc*

せん断応力  177  153  419  419 1.5･fS*

曲げ応力  355  306  837  837 1.5･fb*

支圧応力  420  362  990  990 1.5･fP*

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 *2  544  444 1452 1452 3･ft

せん断応力 *2  314  256  838  838 3･fs

曲げ応力 *2  627  512 1675 1675 3･fb

支圧応力  420  362  990  990 1.5･fP*

座屈応力  157  128  419  419 
1.5･fb,1.5･fS又

は 1.5･fc

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合わせ

た応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

22
T 3・τσσ

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*
b

bc

*
c

c

f・1.5

σ
+

f・1.5

σ
≦1 かつ 

*
t

cbt

f・1.5

σ－σ
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*
t

btt

f・1.5

σ+σ
≦1 かつ 

*
b

tbc

f・1.5

σ－σ
≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力の場

合，分母の 1.5･ｆc
*，1.5･ｆb

*，1.5･ｆt
*は 3･ｆc，3･ｆb，3･ｆtとする。 

   ＊2：Ｓs地震力のみによる全振幅について評価する。  
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表 6－2 支持構造物用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力区分 応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 低合金鋼 

許容値基準 トラニオン固定ボルト アンカーボルト 

SNB23-1 SCM435 

設計事象Ⅰ 
引張応力 363 296 ft

せん断応力 279 227 fs

Ⅰ＋Ｓd* *
引張応力 544 444 * 1.5･ft

せん断応力 419 341 1.5･fs

Ⅰ＋Ｓs
*

引張応力 544 444 * 1.5･ft
＊

せん断応力 419 341 1.5･fs
＊

注記 ＊：組合せ応力が考えられる場合の許容引張値(ｆt)は，次の 2つの計算式により計算

した値のいずれか小さい方の値とする。 

τ・1.6-＝1.4・ｆｆ tT

tT＝ｆｆ

ここで，τ：ボルトに発生するせん断応力（MPa）。 

ただし，設計事象Ⅰの一次応力については上式による。Ⅰ+Ｓd*の場合，ｆtは，1.5･

ｆtとする。Ⅰ+Ｓsの場合，ｆtは，1.5･ｆt
*とする。 
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表 6－3 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処 理 法 表示最小桁 

最高使用温度 ℃ － － 設 計 値 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

許容応力値 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整  数 

計算応力値 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整  数 

長 さ mm － － 設 計 値 

設 計 震 度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

面    積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

断 面 係 数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

質    量 kg － － 設 計 値 
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1.  概  要 

 本計算書は，キャスク容器及び中間胴に関する応力計算書である。 

1.1  形状・寸法・材料 

  本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

1.2  計算結果の概要 

  計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

  なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）

を本計算書に記載している。 
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2.  温度分布計算 

2.1  計算方法 

温度分布計算は，解析コードＡＢＡＱＵＳにより行う。軸対称固体(連続体)要素によ

る解析モデルを図 2-1 に示す。 

温度分布計算に使用する外表面の熱伝達率を表 2-1 に示す。 

2.2  温度分布図 

 2.1 項の計算により得られた温度分布を図 2-2 に示す。 
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3.  応力計算 

3.1  応力評価点 

 キャスク容器及び中間胴の応力評価点（面）を図 3-1 に示す。 

3.2  貯蔵時（Ｓｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合） 

3.2.1  荷重条件 

  貯蔵時においてＳｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

キャスク容器内圧力（－0.1MPa)＋蓋間圧力(0.4MPa)＋ボルト初期締付け力 

＋熱荷重＋地震力＋自重 

3.2.2 計算方法 

（1）一次応力及び一次＋二次応力 

a. 一次蓋，一次蓋締付けボルト，内胴，上部フランジ，底板及び中間胴 

解析コードＡＢＡＱＵＳの三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図 3-2

に示す。 

熱荷重として，貯蔵時での熱解析の結果から得られたキャスク容器，中間胴及

びガンマ線遮へい体に生じる温度変化，温度勾配による荷重を用いる。 

加速度として次の値を用いる。 

G1 = αH，G2 = 9.81－αV 

ここで，αH：水平方向設計加速度 (= CHG = 11.48m/s2) 

αV：鉛直方向設計加速度 (= CVG =  6.38m/s2) 

（2）支圧応力 

 バスケット底面との接触部の底板に発生する平均支圧応力（σp）は次式で表わ

される。 

σp= WG・ＧZ／Ａ 

ここで，WG ：バスケット及び燃料の質量（=25200kg） 

ＧZ ：鉛直方向加速度 (=9.81＋αV = 16.19m/s2) 

Ａ ：接触面積  (=1.17×106 mm2) 

（3）座屈応力 

中間胴に生じる圧縮応力（σb）は（1）a.の計算方法と同様である。 

3.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 
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4.  応力の評価 

4.1  キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の一次一般膜応力強さ（Pm），一次局部膜応力強

さ（PL），一次膜＋一次曲げ応力強さ（PL＋Pb）及び一次応力と二次応力を加えて求め

た応力強さ（PL＋Pb＋Q）は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

4.2  ボルトの応力評価 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均引張応力及び平均引張応力＋曲げ応力は 

「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

4.3  中間胴の応力評価 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，キャスク容器との溶接部近接部分における各設計事象の一次

一般膜応力強さ（Pm），一次局部膜応力強さ（PL），一次膜＋一次曲げ応力強さ（PL＋

Pb）及び一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ（PL＋Pb＋Q）は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 

また，上記以外の範囲における各設計事象の引張応力，せん断応力，圧縮応力，曲げ

応力，支圧応力及び座屈応力並びに地震時の組合せ応力は「応力解析の方針」5.5 項の

規定を満足する。 

4.4  特別な応力の評価 

（1）純せん断応力 

各設計事象において純せん断応力（σs）に該当する評価箇所がないため，評価を

省略する。 

（2）支圧応力 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均支圧応力（σp）は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 

（3）圧縮応力 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の圧縮応力（σb）は「応力解析の方針」 

5.5 項の規定を満足する。 
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5.  繰返し荷重の評価 

5.1  キャスク容器（ボルトを除く）の評価 

 設計・建設規格 PVB-3140 により，疲労解析が不要となる条件を満足する評価の詳細

を示す。地震力により発生する応力の全振幅を表 4-1 及び表 4-2 に示した応力強さ(一次＋

二次応力：地震力のみによる全振幅を示す)の最大値(Smax＝62MPa)とすると，この応力値は設

計・建設規格 添付 4-2 3.2 において 10 の 11 乗を許容繰返し数としたときにこれに対応す

る繰返しピーク応力強さの値の 114MPa(設計・建設規格 添付 4-2-2 曲線 B に相当)以下とな

る（表 5-1）。したがって，地震力による応力は設計・建設規格 PVB-3140 の規定を満足し

ているので，疲労評価を必要としない。 

5.2  ボルトの評価 

「応力解析の方針」5.5 項の規定にしたがって疲労解析を行う。なお，本項において

燃料装荷･取出しサイクルの回数を 100 回に想定しても規定を十分満足することを示す。 

5.2.1  設計・建設規格 PVB-3122 及び添付 4-2 3.4 に対する検討 

（1）一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの最小引張強さは 1000 MPa であ

り，設計・建設規格 PVB-3122(2)に従い，設計疲労曲線として設計・建設規格 添

付 4-2 3.4 を使用する。 

（2）ねじは三角ねじであり，ねじ底部の半径は一次蓋締付けボルトが 0.375 ㎜，バ

ルブカバー締付けボルトが 0.25 ㎜であって 0.07 ㎜より大である。 

（3）シャンク部の直径に対するシャンク部の端の丸みの半径の比は， 

一 次 蓋 締 付 け ボ ル ト  ：
31
2.2

＝0.071 

バルブカバー締付けボルト：
13
1.0

＝0.077 

であって，0.06 以上である。 

5.2.2  一次蓋締付けボルトの疲労解析 

疲労解析で考慮する事象とその繰返し回数は以下とする。 

①  運搬時（前後方向）                                  各 800 回 

②  吊上げ時                                  2000 回 

③  支持構造物への衝突（下部トラニオンの衝突）                  3 回 

④  支持構造物への衝突（底部脚部の衝突）                        3 回 

⑤  地震時（Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力が作用する場合）         各 60 回 

⑥  一次蓋締付けボルトの取付け（ゼロ応力状態）                100 回 

①から⑤の事象において，一次蓋締付けボルトに生じる繰返しピーク応力強さは，

次式で計算する。 

A
GWKS 1・

・＝p  （５.１） 

ただし，①から④の事象においては⑥の一次蓋締付けボルト締付けによるピーク
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応力強さが付加される。 

pS  ：繰返しピーク応力強さ（MPa） 

K ：一次蓋締付けボルトのねじ部の応力集中係数（＝4） 

W  ：運搬時においては（一次蓋＋バスケット＋燃料）の質量 

（=30600kg），運搬時以外は一次蓋の質量（=5400kg） 

G1 ：軸方向の加速度 

運搬時（前後方向）                            19.62 m/s2

吊上げ時                                  12.95 m/s2

支持構造物への衝突（下部トラニオンの衝突）    29.42 m/s2

支持構造物への衝突（底部脚部の衝突）          68.85 m/s2

地震時(Ｓｄ 地震力が作用する場合)               6.38 m/s2 

地震時(ＳＳ地震力が作用する場合)                6.38 m/s2 

A ：全数のボルト最小断面積（＝3.01×104㎜2） 

⑥の一次蓋締付けボルトの締付けによるピーク応力強さは，次式で計算する。 

bp SKS ・＝

22
b +S ・＝ 4  （５.２） 

16d
T
3
s／・

＝

  ここで， 

Sp,K ：（５.１）式と同じ。 

Sb ：ボルト締付け時に発生する応力強さ（＝385.6MPa） 

 σ ：設計時を除く全事象のうち一次蓋締付けボルトに発生する平均 

   引張応力の最大値（213MPa） 

 τ ：ねじり応力（MPa） 

T ：ボルト締付けトルク（＝9.4×105 N・㎜） 

ds ：一次蓋締付けボルトの最小径（＝31 ㎜） 

以上から，ピーク応力強さの範囲は図 5-1 に示すとおりとなる。 

また，繰返しピーク応力強さは次式で計算する。ただし，Sp はピーク応力強さの変動

範囲である。 

pS
2
1S ・＝  （５．３） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 (4)のとおり，（2.07×105）と材料の使用温度にお

ける縦弾性係数（E＝1.83×105MPa）の比を繰返しピーク応力強さに乗じて補正する。 
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E
102.07SS

5
・＝’  （５．４） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 により，補正した繰返しピーク応力強さ（ S '）に

対する許容繰返し回数を求める。各応力サイクルの繰返し回数と許容繰返し回数と

の比は表 5-2 に示すとおりとなり，疲労累積係数は次式で計算する。 

a

c
N
NU＝  （５.５） 

ここで， 

U ：疲労累積係数（－） 

Nc ：繰返し回数（回） 

Na ：許容繰返し回数（回） 

したがって，表 5-2 に示すとおり設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによる疲労累積係数

は 1.0 以下であり，地震時における疲労累積係数との和も 1.0 以下となるため「応

力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

5.2.3  バルブカバー締付けボルトの疲労解析 

バルブカバー締付けボルトの疲労解析は一次蓋締付けボルトの場合と同様である。 

ただし， 

W  ：バルブカバーの質量（＝8kg） 

A ：全数のボルト最小断面積（＝1.06×103㎜2） 

T ：ボルト締付けトルク（＝8.0×104 N・㎜） 

ds ：バルブカバー締付けボルトの最小径（＝13 ㎜） 

である。 

ピーク応力の範囲は図 5-2 に示すとおりであり，各応力サイクルの繰返しサイク

ルと許容繰返し回数との比は表 5-3 に示すとおりである。 

したがって，表 5-3 に示すとおり設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによる疲労累積係数

は 1.0 以下であり，地震時における疲労累積係数との和も 1.0 以下となるため「応

力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 
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6．穴の補強 

 設計・建設規格 PVB-3520 により貫通孔の補強が不要となることを示す。 

 貫通孔部の応力強さは，応力集中係数を用いて次式で表わされる。 

Sc＝K・S                                  （６.１） 

 ここで， Sc ：貫通孔部の応力強さ(MPa) 

 K ：応力集中係数（＝3.0）（参考文献（２）参照） 

 S ：貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ(MPa) 

 貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（S）は表 4-1 及び表 4-2 より求められる。 

 したがって，貫通孔部の応力強さ（Sc）は表 6-1 に示すとおりとなり，すべて許容応力

を満足するため，貫通孔の補強は不要となる。 
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図 1-1 形状・寸法・材料 
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図 2-1 温度分布計算モデル 
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図 2-2 温度分布図（貯蔵時） 
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図 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価点（面）
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図 3-2 キャスク容器及び中間胴の解析モデル（地震時） 



 14 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

（単位：MPa） 

No. 運転条件 運転条件 Ｓp

1 
運搬時 

（前方向加速度） 
ゼロ応力状態 1622 

2 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（底部脚部の衝突） 
 129 

3 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（下部トラニオンの衝突）
 101 

4 
運搬時 

（前方向加速度） 

運搬時 

（後方向加速度） 
  94 

5 貯蔵時 
運搬時 

（後方向加速度） 
  14 

6 貯蔵時 吊上げ時   10 

図 6-1 応力差の変動（一次蓋締付けボルト） 

支持構造物への衝突 3回 

（底部脚部の衝突）

吊上げ時 2000 回 

運搬時（後方向加速度） 800 回 

運搬時（前方向加速度） 800 回 

ボルト締付け（貯蔵時） 100 回

1493

1622

1300 1400 1500 1600 1700 1800

応力 (MPa)

1522

1533

1529

1543

支持構造物への衝突 3 回 

（下部トラニオンの衝突）
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（単位：MPa） 

No. 運転条件 運転条件 Ｓp

1 
運搬時 

（前方向加速度） 
ゼロ応力状態 1666 

2 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（底部脚部の衝突） 
   3 

3 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（下部トラニオンの衝突）
   2 

4 
運搬時 

（前方向加速度） 

運搬時 

（後方向加速度） 
   2 

5 貯蔵時 
運搬時 

（後方向加速度） 
   1 

6 貯蔵時 吊上げ時    1 

図 6-2 応力差の変動（バルブカバー締付けボルト） 

支持構造物への衝突 3回

（下部トラニオンの衝突）

支持構造物への衝突 3回 

（底部脚部の衝突）

吊上げ時 2000 回 

運搬時（後方向加速度） 800 回 

運搬時（前方向加速度） 800 回

ボルト締付け（貯蔵時） 100 回 

1663

1665

1665

1665

1666

1666

1650 1660 1670 1680 1690 1700

応力 (MPa)
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表 1-1(1) 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材  料 設計事象
一次一般膜応力強さ 一次局部膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点

一次蓋 SUSF304 
Ⅰ＋Ｓｄ 17 162 ①－①’ － － － 27 243 ①’  2 405 ② 

Ⅰ＋ＳＳ 17 278 ①－①’ － － － 27 418 ①’  2 405 ② 

内 胴 SUS304 
Ⅰ＋Ｓｄ 62 162 ⑤－⑤’ 72 243 ⑥－⑥’ － － － 62 405 ⑥’ 

Ⅰ＋ＳＳ 62 278 ⑤－⑤’ 72 418 ⑥－⑥’ － － － 62 405 ⑥’ 

上部フランジ SUSF304 
Ⅰ＋Ｓｄ － － － 32 243 ⑨－⑨’ － － －  4 405 ⑩ 

Ⅰ＋ＳＳ － － － 32 418 ⑨－⑨’ － － －  4 405 ⑩ 

底 板 SUSF304 
Ⅰ＋Ｓｄ 30 162 ⑪－⑪’ － － － 39 243 ⑪ 34 405 ⑫ 

Ⅰ＋ＳＳ 30 278 ⑪－⑪’ － － － 39 418 ⑪ 34 405 ⑫ 

密 封 

シール部
SUSF304 

Ⅰ＋Ｓｄ 29 152 ⑬ － － － 48 152 ⑬  2 152 ⑬ 

Ⅰ＋ＳＳ 29 152 ⑬ － － － 48 152 ⑬  2 152 ⑬
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表 1-1(2) 計算結果の概要 

（単位：MPa）

部  位 材  料 設計事象
一次一般膜応力強さ 一次局部膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点

バルブカバー SUS304 
Ⅰ＋Ｓｄ － － － － － － － － － － － － 

Ⅰ＋ＳＳ － － － － － － － － － － － － 

中間胴 (キャス

ク容器との溶接

部近接部分) 
SUS304 

Ⅰ＋Ｓｄ － － － 113 243 ⑧－⑧’ － － － 116 405 ⑧ 

Ⅰ＋ＳＳ － － － 113 418 ⑧－⑧’ － － － 116 405 ⑧ 

底部プラグ 

溶接部 SUSF304 
Ⅰ＋Ｓｄ 68 81 ⑲ － － － － － － 94 202 ⑲ 

Ⅰ＋ＳＳ 68 139 ⑲ － － － － － － 94 202 ⑲ 

（単位：MPa）

部  位 材 料 設 計 事 象 

引張応力 

(引張・圧縮応力1))
圧縮応力 せん断応力 曲げ応力 座屈応力 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 

中間胴 

(キャスク容

器との溶接部

近接部分を除

く) 

SUS304

Ⅰ＋Ｓｄ

一次応力 125  204 ⑰ － － － 7  117 ⑱ 107  204 ⑱  

一次＋ 

二次応力 
71  408 ⑱ 14  234 ⑱ 71  408 ⑱ － － － 

Ⅰ＋ＳＳ

一次応力 125  204 ⑰ － － － 7  117 ⑱ 107  204 ⑱  

一次＋ 

二次応力 
71  408 ⑱  14  234 ⑱ 71  408 ⑱ － － － 

注記１）：一次＋二次応力に対する評価に用いる。
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表 1-1(3) 計算結果の概要

 （単位：MPa） 

部  位 材料 設 計 事 象 
垂直応力+せん断応力 

圧縮又は引張応力+曲げ応力

(引張・圧縮応力+曲げ応力 1))

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 

中間胴 

(キャスク容器との溶接

部近接部分を除く) 

SUS304 

Ⅰ＋Ｓｄ

一次応力 110 2042) ⑰ 107 2042) ⑱ 

一次＋二次応力 65 4082) ⑱ 71 4082) ⑱ 

Ⅰ＋ＳＳ

一次応力 110 2042) ⑰ 107 2042) ⑱ 

一次＋二次応力 65 4082) ⑱ 71 4082) ⑱ 

注記１）：一次＋二次応力に対する評価に用いる。 

  ２）：ft=fc=fb 及び ft
*=fc

*=fb
*であるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を満足する。 

 （単位：MPa） 

部     位 材  料 設計事象 

平 均 引 張 応 力 平 均 引 張 応 力 ＋ 曲 げ 応 力 

計算値 許容応力 
評価点 

（面） 
計算値 許容応力 

評価点 

（面） 

一次蓋締付けボルト SNB23-3 
Ⅰ＋Ｓｄ 211 550 ③ 218 825 ③ 

Ⅰ＋ＳＳ 211 825 ③ 218 825 ③ 

バルブカバー 

締付けボルト 
SNB23-3 

Ⅰ＋Ｓｄ － － － － － － 

Ⅰ＋ＳＳ － － － － － － 
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表 2-1(1) 貯蔵時における熱伝達率の計算 

熱伝達の形式：空気(45℃)の自然対流による乱流熱伝達 

領域 1) 部 位 形状 

熱伝導率 2)

λ 

(Ｗ/ｍ･K) 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数 2)

Ｐｒ 

（－） 

ﾚｰﾚｰ数 3) 4)

Ｒa 

（－） 

熱伝達率 4)

ｈ 

（Ｗ/㎡･K） 

① 
貯蔵容器

側面 
垂直円筒 27.45×10-3 0.719 1.33×1010 1.48×ΔＴ1/3

② 
二次蓋 

表面 

上向き 

水平平板 
27.45×10-3 0.719 6.22×108 1.59×ΔＴ1/3

③ 底板表面 
下向き 

水平平板 
27.45×10-3 0.719 2.31×108 0.133×ΔＴ1/3

注記１）：図 2-1 参照 

２）：参考文献（１）参照 

３）：温度差ΔＴ=1.0℃に対する値を示す。 

４）：レーレー数及び熱伝達率は下記の式を用いて計算する。 

Ｒa＝
2

3

ν

PｒＤTG

ｈ＝0.13
Ｄ

λ
aＲ3  （垂直円筒）5)

ｈ＝0.14
Ｄ

λ
aＲ3  （上向き水平平板）5) 

ｈ＝1.17×10-2
Ｄ

λ
aＲ3  （下向き水平平板）2) 

ここで  G ：重力加速度（＝9.81 m/s2） 

 β ：体膨張係数（＝１/318 1/K） 

 ΔT ：周囲空気と表面の温度差（℃） 

 D ：代表長さ（ｍ） 

 ν ：動粘性係数（=17.66×10-6 m2/s） 

５）：参考文献（４）参照 
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表 2-1(2) 運搬時における熱伝達率の計算 

熱伝達の形式：空気(38℃)の自然対流による乱流熱伝達 

領域 1) 部 位 形状 

熱伝導率 2)

λ 

(Ｗ/ｍ･K) 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数 2)

Ｐｒ 

（－） 

ﾚｰﾚｰ数 3) 4)

Ｒa 

（－） 

熱伝達率 4)

ｈ 

（Ｗ/㎡･K） 

① 
貯蔵容器

側面 
水平円筒 26.94×10-3 0.718 1.08×109 1.16×ΔＴ1/3

② 
二次蓋 

表面 垂直平板 26.94×10-3 0.718 6.89×108 1.50×ΔＴ1/3

③’ 底板表面 

注記１）：図 2-1 参照 

２）：参考文献（１）参照 

３）：温度差ΔＴ=1.0℃に対する値を示す。 

４）：レーレー数及び熱伝達率は下記の式を用いて計算する。 

Ｒa＝
2

3

ν

PｒＤTG

ｈ＝0.1
Ｄ

λ
aＲ3  （水平円筒）2)

ｈ＝0.13
Ｄ

λ
aＲ3  （垂直平板）5) 

ここで  G  ：重力加速度（＝9.81 m/s2） 

 β  ：体膨張係数（＝１/311 1/K） 

 ΔT ：周囲空気と表面の温度差（℃） 

 Ｄ ：代表長さ（ｍ） 

 ν ：動粘性係数（=16.95×10-6 m2/s） 

５）：参考文献（４）参照 
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表 2-2 温度分布計算の評価条件 

項   目 評 価 条 件 

対象燃料 高燃焼度燃料 1)

収納体数（体） 61 

発 熱 量（kW） 17.12)

姿   勢 縦置き 横置き 3)

周囲温度（℃） 45 38 

注記１）：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料

及び高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度

８×８燃料について行う。

  ２）：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

  ３）：運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (1/5) 
（貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

一

次

蓋

① 

Pm 17 162 

PL+Pb 7 243 

PL+Pb+Q2) 1 405 

σs － － 

σp － － 

① ′

Pm 17 162 

PL+Pb 27 243 

PL+Pb+Q2) 1 405 

σs － － 

σp － － 

② 

Pm － － 

PL+Pb 20 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

② ′

Pm － － 

PL+Pb 10 243 

PL+Pb+Q2) 1 405 

σs － － 

σp － － 

一
次
蓋

締
付
け

ボ
ル
ト

③ 

平均引張応力 211 550 

平均引張応力
+曲げ応力 218 825 

内

胴

④ 

Pm － － 

PL 45 243 

PL+Pb+Q2) 6 405 

σs － － 

σp － － 

④ ′

Pm － － 

PL 45 243 

PL+Pb+Q2) 6 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (2/5) 
（貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

内

胴

⑤ 

Pm 62 162 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 15 405 

σs － － 

σp － － 

⑤′

Pm 62 162 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 11 405 

σs － － 

σp － － 

⑥ 

Pm － － 

PL 72 243 

PL+Pb+Q2) 48 405 

σs － － 

σp － － 

⑥′

Pm － － 

PL 72 243 

PL+Pb+Q2) 62 405 

σs － － 

σp － － 

上
部
フ
ラ
ン
ジ

⑨ 

Pm － － 

PL 32 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

⑨′

Pm － － 

PL 32 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (3/5) 
 （貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

上
部
フ
ラ
ン
ジ

⑩ 

Pm － － 

PL 19 243 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑩′

Pm － － 

PL 19 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

底

板

⑪ 

Pm 30 162 

PL+Pb 39 243 

PL+Pb+Q2) 9 405 

σs － － 

σp 1 152 

⑪′

Pm 30 162 

PL+Pb 23 243 

PL+Pb+Q2) 14 405 

σs － － 

σp 1 152 

⑫ 

Pm － － 

PL+Pb 36 243 

PL+Pb+Q2) 34 405 

σs － － 

σp － － 

⑫′

Pm － － 

PL+Pb 29 243 

PL+Pb+Q2) 31 405 

σs － － 

σp － － 

密
封

シ
ー
ル
部

⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q2) 2 152 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (4/5) 

（貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合） （単位：MPa） 

部位
評価点

(面)
応 力 分 類 

応 力 成 分1）

計算値 
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
）

⑯ 

一
次
応
力

引張応力 105 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 2 117 
曲げ応力 79 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 93 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 79 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 3 408 
せん断応力2) 3 234 
曲げ応力 2) 3 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 5 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 3 4083)

⑰ 

一
次
応
力

引張応力 125 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 3 117 
曲げ応力 77 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 77 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 10 408 
せん断応力2) 6 234 
曲げ応力 2) 10 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 12 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 10 4083)

⑱ 

一
次
応
力

引張応力 113 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 7 117 
曲げ応力 107 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 107 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 71 408 
せん断応力2) 14 234 
曲げ応力 2) 71 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 65 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 71 4083)

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について示す。 

３）：ft＝fc＝fbであるので組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を満足する。 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (5/5) 
 （貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位
評価点

（面）
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τt τnθ

中
間
胴(

キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分) 

⑦ 

Pm － － 

PL 65 243 

PL+Pb+Q2) 5 405 

σs － － 

σp － － 

⑦′

Pm － － 

PL 65 243 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑧ 

Pm － － 

PL 113 243 

PL+Pb+Q2) 116 405 

σs － － 

σp － － 

⑧′

Pm － － 

PL 113 243 

PL+Pb+Q2) 36 405 

σs － － 

σp － － 

底
部
プ
ラ
グ
溶
接
部

⑲ 

Pm 68 81 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 94 202 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (1/5) 
（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

一

次

蓋

① 

Pm 17 278 

PL+Pb 7 418 

PL+Pb+Q2) 1 405 

σs － － 

σp － － 

① ′

Pm 17 278 

PL+Pb 27 418 

PL+Pb+Q2) 1 405 

σs － － 

σp － － 

② 

Pm － － 

PL+Pb 20 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

② ′

Pm － － 

PL+Pb 10 418 

PL+Pb+Q2) 1 405 

σs － － 

σp － － 

一
次
蓋

締
付
け

ボ
ル
ト

③ 

平均引張応力 211 825 

平均引張応力
+曲げ応力 218 825 

内

胴

④ 

Pm － － 

PL 45 418 

PL+Pb+Q2) 6 405 

σs － － 

σp － － 

④ ′

Pm － － 

PL 45 418 

PL+Pb+Q2) 6 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (2/5)
（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

内

胴

⑤ 

Pm 62 278 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 15 405 

σs － － 

σp － － 

⑤′

Pm 62 278 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 11 405 

σs － － 

σp － － 

⑥ 

Pm － － 

PL 72 418 

PL+Pb+Q2) 48 405 

σs － － 

σp － － 

⑥′

Pm － － 

PL 72 418 

PL+Pb+Q2) 62 405 

σs － － 

σp － － 

上
部
フ
ラ
ン
ジ

⑨ 

Pm － － 

PL 32 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

⑨′

Pm － － 

PL 32 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 



29 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (3/5)
 （貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

上
部
フ
ラ
ン
ジ

⑩ 

Pm － － 

PL 19 418 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑩′

Pm － － 

PL 19 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

底

板

⑪ 

Pm 30 278 

PL+Pb 39 418 

PL+Pb+Q2) 9 405 

σs － － 

σp 1 418 

⑪′

Pm 30 278 

PL+Pb 23 418 

PL+Pb+Q2) 14 405 

σs － － 

σp 1 418 

⑫ 

Pm － － 

PL+Pb 36 418 

PL+Pb+Q2) 34 405 

σs － － 

σp － － 

⑫′

Pm － － 

PL+Pb 29 418 

PL+Pb+Q2) 31 405 

σs － － 

σp － － 

密
封

シ
ー
ル
部

⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q2) 2 152 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (4/5) 

（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） （単位：MPa） 

部位
評価点

(面)
応 力 分 類 

応 力 成 分1）

計算値 
許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
）

⑯ 

一
次
応
力

引張応力 105 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 2 117 
曲げ応力 79 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 93 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 79 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 3 408 
せん断応力2) 3 234 
曲げ応力 2) 3 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 5 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 3 4083)

⑰ 

一
次
応
力

引張応力 125 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 3 117 
曲げ応力 77 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 77 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 10 408 
せん断応力2) 6 234 
曲げ応力 2) 10 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 12 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 10 4083)

⑱ 

一
次
応
力

引張応力 113 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 7 117 
曲げ応力 107 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 107 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 71 408 
せん断応力2) 14 234 
曲げ応力 2) 71 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 65 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 71 4083)

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
３）：ft＝fc＝fb及び ft*＝fc*＝fb*であるので組合せ応力が引張応力に対する許容値以下 

であれば規定を満足する。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (5/5)
 （貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位
評価点

（面）
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値
許容 

応力 σn σt σθ τnt τt τnθ

中
間
胴(

キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分) 

⑦ 

Pm － － 

PL 65 418 

PL+Pb+Q2) 5 405 

σs － － 

σp － － 

⑦′

Pm － － 

PL 65 418 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑧ 

Pm － － 

PL 113 418 

PL+Pb+Q2) 116 405 

σs － － 

σp － － 

⑧′

Pm － － 

PL 113 418 

PL+Pb+Q2) 36 405 

σs － － 

σp － － 

底
部
プ
ラ
グ
溶
接
部

⑲ 

Pm 68 139 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 94 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 4-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合) (1/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

一 次 蓋 

①－①’ Pm 17 162 

① 
PL+Pb

7 243 

①’ 27 243 

① 
PL+Pb+Q 

1 405 

①’ 1 405 

② 
PL+Pb

20 243 

②’ 10 243 

② 
PL+Pb+Q 

2 405 

②’ 1 405 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 211 550 

平均引張応力+ 

曲げ応力 
218 825 

内  胴 

④－④’ PL 45 243 

④ 
PL+Pb+Q 

6 405 

④’ 6 405 

⑤－⑤’ Pm 62 162 

⑤ 
PL+Pb+Q 

15 405 

⑤’ 11 405 

⑥－⑥’ PL 72 243 

⑥ 
PL+Pb+Q 

48 405 

⑥’ 62 405 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｄ 地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 4-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合) (2/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

上部フランジ 

⑨－⑨’ PL 32 243 

⑨ 
PL+Pb+Q 

2 405 

⑨’ 2 405 

⑩－⑩’ PL 19 243 

⑩ 
PL+Pb+Q 

4 405 

⑩’ 2 405 

底  板 

⑪－⑪’ 
Pm 30 162 

σP 1 152 

⑪ 
PL+Pb

39 243 

⑪’ 23 243 

⑪ 
PL+Pb+Q 

9 405 

⑪’ 14 405 

⑫ 
PL+Pb

36 243 

⑫’ 29 243 

⑫ 
PL+Pb+Q 

34 405 

⑫’ 31 405 

密封シール部 ⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q 2 152 

中間胴 

(キャスク容器との

溶接部近接部分) 

⑦-⑦’ PL 65 243 

⑦ 
PL+Pb+Q 

5 405 

⑦’ 4 405 

⑧-⑧’ PL 113 243 

⑧ 
PL+Pb+Q 

116 405 

⑧’ 36 405 

底部プラグ溶接部 ⑲ 
Pm 68 81 

PL+Pb+Q 94 202 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｄ 地震力のみによる全振幅について評価する。（密封シール部を除く） 
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表 4-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合) (3/3) 

(単位：MPa） 

部位
評価点

（面）
応 力 分 類 計 算 値 許容応力 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
）

⑯ 

一
次
応
力

引張応力 105 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 2 117 

曲げ応力 79 204 

垂直応力+せん断応力 93 204 2)

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 79 204 2)

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 3 408 

せん断応力 1) 3 234 

曲げ応力 1) 3 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 5 408 2)

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 3 408 2)

⑰ 

一
次
応
力

引張応力 125 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 3 117 

曲げ応力 77 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2)

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 77 204 2)

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 10 408 

せん断応力 1) 6 234 

曲げ応力 1) 10 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 12 408 2)

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 10 408 2)

⑱ 

一
次
応
力

引張応力 113 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 7 117 

曲げ応力 107 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2)

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 107 204 2)

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 71 408 

せん断応力 1) 14 234 

曲げ応力 1) 71 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 65 408 2)

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 71 408 2)

注記１） ：Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について示す。 

  ２） ：ft=fc=fbであるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を 

満足する。 
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表 4-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合) (1/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

一 次 蓋 

①－①’ Pm 17 278 

① 
PL+Pb

7 418 

①’ 27 418 

① 
PL+Pb+Q 

1 405 

①’ 1 405 

② 
PL+Pb

20 418 

②’ 10 418 

② 
PL+Pb+Q 

2 405 

②’ 1 405 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 211 825 

平均引張応力+ 

曲げ応力 
218 825 

内  胴 

④－④’ PL 45 418 

④ 
PL+Pb+Q 

6 405 

④’ 6 405 

⑤－⑤’ Pm 62 278 

⑤ 
PL+Pb+Q 

15 405 

⑤’ 11 405 

⑥－⑥’ PL 72 418 

⑥ 
PL+Pb+Q 

48 405 

⑥’ 62 405 

注記１）： PL+Pb+Q はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 4-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合) (2/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

上部フランジ 

⑨－⑨’ PL 32 418 

⑨ 
PL+Pb+Q 

2 405 

⑨’ 2 405 

⑩－⑩’ PL 19 418 

⑩ 
PL+Pb+Q 

4 405 

⑩’ 2 405 

底  板 

⑪－⑪’ 
Pm 30 278 

σP 1 418 

⑪ 
PL+Pb

39 418 

⑪’ 23 418 

⑪ 
PL+Pb+Q 

9 405 

⑪’ 14 405 

⑫ 
PL+Pb

36 418 

⑫’ 29 418 

⑫ 
PL+Pb+Q 

34 405 

⑫’ 31 405 

密封シール部 ⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q 2 152 

中間胴 

(キャスク容器との

溶接部近接部分) 

⑦-⑦’ PL 65 418 

⑦ 
PL+Pb+Q 

5 405 

⑦’ 4 405 

⑧-⑧’ PL 113 418 

⑧ 
PL+Pb+Q 

116 405 

⑧’ 36 405 

底部プラグ溶接部 ⑲ 
Pm 68 139 

PL+Pb+Q 94 202 

注記１）： PL+Pb+Q はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。（密封シール部を除く） 
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表 4-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合) (3/3) 

(単位：MPa） 

部位
評価点

（面）
応 力 分 類 計 算 値 許容応力 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
）

⑯ 

一
次
応
力

引張応力 105 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 2 117 

曲げ応力 79 204 

垂直応力+せん断応力 93 204 2)

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 79 204 2)

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 3 408 

せん断応力 1) 3 234 

曲げ応力 1) 3 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 5 408 2)

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 3 408 2)

⑰ 

一
次
応
力

引張応力 125 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 3 117 

曲げ応力 77 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2)

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 77 204 2)

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 10 408 

せん断応力 1) 6 234 

曲げ応力 1) 10 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 12 408 2)

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 10 408 2)

⑱ 

一
次
応
力

引張応力 113 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 7 117 

曲げ応力 107 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2)

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 107 204 2)

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 71 408 

せん断応力 1) 14 234 

曲げ応力 1) 71 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 65 408 2)

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 71 408 2)

注記１） ：ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 

  ２）：ft=fc=fb及び ft*=fc*=fb*であるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下で 

あれば規定を満足する。 
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表 5-1 キャスク容器(ボルトを除く)の疲労解析不要の評価結果 

設計・建設規格

PVB-3140 
繰返し荷重 

設定繰返

し回数 
評価値 許容値 評価 

(6) 機械的荷重の変動 地震力  120 応力振幅，S=62 MPa 

1×1011回に対する許容 

繰返しピーク応力強さ， 

Sa=114 MPa 

S ＜ Saであるので本

条件に対する評価に考

慮する必要がない。 
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表 5-2 各事象の繰返し回数と許容繰返し回数（一次蓋締付けボルト） 

事 象 
繰返し数

Ｎc（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa（回） 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比 

Ｎc／Ｎa（－） 

No.1 100 811 918 574 1.74×10-1

No.2 3 65 73 1.00×106 3.00×10-6

No.3 3 51 58 1.00×106 3.00×10-6

No.4 694 47 54 1.00×106 6.94×10-4

No.5 106 7 8 1.00×106 1.06×10-4

No.6 2000 5 6 1.00×106 2.00×10-3

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱ） 0.18 

地震時 
Ｓｄ 60 5 6 1.00×106 6.00×10-5

ＳＳ 60 5 6 1.00×106 6.00×10-5

Ｕ（地震時） 1.20×10-4

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱと地震時の和） 0.18 

表 5-3 各事象の繰返し回数と許容繰返し回数（バルブカバー締付けボルト） 

事 象 
繰返し数

Ｎc（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa（回） 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比 

Ｎc／Ｎa（－） 

No.1 100 833 943 545 1.83×10-1

No.2 3 2 2 1.00×106 3.00×10-6

No.3 3 1 2 1.00×106 3.00×10-6

No.4 694 1 2 1.00×106 6.94×10-4

No.5 106 1 1 1.00×106 1.06×10-4

No.6 2000 1 1 1.00×106 2.00×10-3

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱ） 0.19 

地震時 
Ｓｄ 60 1 1 1.00×106 6.00×10-5

ＳＳ 60 1 1 1.00×106 6.00×10-5

Ｕ（地震時） 1.20×10-4

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱと地震時の和） 0.19 
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表 6-1 貫通孔部の応力強さ 

（単位：MPa）

設計事象 応力分類 

貫通孔を無視した 

場合の応力強さ 

貫通孔部の応力 

許容応力 

（Ｓ） （Ｓｃ） 

 I＋Ｓｄ

PL+Pb 27 81 243 

PL+Pb+Q  2  6 405 

I＋ＳＳ

PL+Pb 27 81 418 

PL+Pb+Q  2  6 405 
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Ⅴ-2-4-2-3-5 キャスク容器の耐震性についての計算書② 

(タイプⅡ) 
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1. 概  要 

本計算書は，キャスク容器に関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点については解析上最も厳しい部位を選定し，代表評価点（面）として本計

算書に記載している。 

表中の「－」は，評価すべき応力が発生しない又は，評価上厳しくないため評価を省略して

いる。以下，本計算書において同様である。 
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2. 温度分布計算 

2.1 計算方法 

温度分布計算は，解析コードＡＢＡＱＵＳにより行う。軸対称固体（連続体）要素による 

解析モデルを図 2－1に示す。 

温度分布計算に使用する外表面の熱伝達率の計算条件と計算結果を表 2－1に示す。 

2.2 温度分布図 

2.1 節の計算により得られた温度分布を図 2－2に示す。 
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

キャスク容器の応力評価点（面）を図 3－1に示す。 

3.2 貯蔵時（Ｓd
*地震力及びＳs地震力が作用する場合） 

3.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳd
*地震力及びＳs 地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

なお，地震力にはＳs地震力を適用する。 

キャスク容器内圧力（－0.1 MPa）＋蓋間圧力（0.4 MPa）＋ボルト初期締付け力 

＋熱荷重＋地震力＋自重 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次応力及び一次＋二次応力 

a. 一次蓋，一次蓋締付けボルト，胴及び底板 

(a) 圧力及びボルト初期締付け力が作用する場合 

解析コードＡＢＡＱＵＳの軸対称固体（連続体）要素による解析モデルを図 3－2

に示す。 

 (b) 地震力が作用する場合 

解析コードＡＢＡＱＵＳの三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図 3－3 

に示す。 

加速度として次の値を用いる。 

Ｇ1＝ＣＨ・Ｇ，Ｇ2＝（1－ＣＶ）・Ｇ ･････････････････ （3.1）

ここで， ＣＨ ：水平方向設計震度（＝1.17） 

 ＣＶ ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

(c) 熱荷重が作用する場合 

解析コードＡＢＡＱＵＳの軸対称固体（連続体）要素による解析モデルを図 3－4

に示す。 

熱荷重として，貯蔵時での熱解析の結果から得られたキャスク容器に生じる温度変

化，温度勾配による荷重を用いる。 

 (2) 支圧応力 

バスケット底面との接触部である底板に発生する平均支圧応力（σｐ）は次式で計算す

る。 

σｐ＝
ｍＧ・Ｇ2

Ａ

ここで，Ｇ2＝（1＋ＣＶ）・Ｇ  

ｍＧ ：バスケット及び燃料の質量（＝  kg） 

Ａ ：接触面積（＝  mm2） 

･･･････････････････････････････････････   （3.2）
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ＣＶ ：(1)a.（b）と同じ 

3.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 3－1 及び表 3－2に示す。 
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4. 応力の評価 

4.1 キャスク容器（ボルトを除く。）の応力評価 

地震時における評価を表 4－1及び表 4－2に示す。 

表 4－1及び表 4－2より，地震時の一次一般膜応力強さ（Ｐｍ），一次局部膜応力強さ（ＰＬ ），

一次膜＋一次曲げ応力強さ（ＰＬ＋Ｐｂ）及び一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ 

（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ）は補足資料「キャスク容器の応力解析の方針」5.5 節の各規定を満足する。 

4.2 ボルトの応力評価 

地震時における評価を表 4－1及び表 4－2に示す。 

表 4－1及び表 4－2より，地震時の平均引張応力及び平均引張応力＋曲げ応力は補足資料「キ

ャスク容器の応力解析の方針」5.5 節の各規定を満足する。 

4.3 特別な応力の評価 

(1) 純せん断応力 

地震時において純せん断応力を評価すべき箇所がないため，評価を省略する。 

(2) 支圧応力 

地震時における評価を表 4－1及び表 4－2に示す。 

表 4－1 及び表 4－2 より，地震時の平均支圧応力（σｐ）は補足資料「キャスク容器

の応力解析の方針」5.5 節の規定を満足する。 

(3) 軸圧縮応力 

地震時において軸圧縮応力を評価すべき箇所がないため，評価を省略する。
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5. 繰返し荷重の評価

5.1 キャスク容器（ボルトを除く。）の評価 

「設計・建設規格」 PVB-3140 により，疲れ解析が不要となる条件を満足する評価の詳細を 

示す。地震力により発生する応力の変動回数は，貯蔵時（Ｓd
*地震力及びＳs地震力が作用する

場合）の最大回数である 104回であると想定する。

この回数に対応する繰り返しピーク応力強さＳは，「設計・建設規格」付録図表 Part8 図 

1 より， 

Ｓ＝262 MPa 

となる。 

地震力により発生する応力の全振幅最大値を表 4－1及び表 4－2に示した応力強さの最大値 

（Δσ2＝123 MPa）とすると， 

Δσ2＜Ｓ 

であり，条件を満足する。 

したがって，地震力により発生する応力は「設計・建設規格」PVB-3140 の規定に適合してい 

るので，疲れ解析を必要としない。 

5.2 ボルトの評価 

補足資料「キャスク容器の応力解析の方針」5.5 節の規定に従って疲れ解析を行う。なお，

本項においても燃料装荷・取出しサイクルの回数を 100 回に想定しても規定を満足することを

示す。 

5.2.1  「設計・建設規格」PVB-3122 及び「設計・建設規格」付録材料図表 Part8 図 4 の備

考に対する検討 

(1) 一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの最小引張強さは 1000 MPa であり， 

「設計・建設規格」 PVB-3122(2)に従い，設計疲れ曲線として「設計・建設規格」付録

材料図表 Part8 図 4を使用する。

(2) 一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの平均引張応力＋曲げ応力の許容値

を 3Ｓｍとしたので，設計疲れ曲線として，「設計・建設規格」付録材料図表 Part8 図 4

の“曲線 2”を使用する。

(3) ねじは三角ねじであり，ねじ底部の半径は一次蓋締付けボルトが  ㎜，バルブカ

バー締付けボルトが  mm であって 0.07 mm より大である。

(4) シャンク部の直径に対するシャンク部の端の丸みの半径の比は，

一次蓋締付けボルト ： ＝0.062 

バルブカバー締付けボルト ： ＝0.072 

であって，0.06 以上である。 
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5.2.2 一次蓋締付けボルトの疲れ解析 

疲れ解析で考慮する事象は以下とする。 

① 一次蓋締付けボルトの取付け・取外し 

② 運搬時（前方向加速度及び後方向加速度が作用する場合） 

③ 吊上げ時 

④ 衝突時（輸送架台及び支持構造物への衝突） 

⑤ 地震時（Ｓd
*地震力及びＳs地震力が作用する場合） 

①の事象において，一次蓋締付けボルトの取付け・取外しにおけるボルト締付け力によ

るボルトのピーク応力強さは，次式で計算する。 

ｂＫ・Ｓ＝Ｓ

22
ｂ 4・τ＋σ＝Ｓ

･･････････････････････････ （5.1） 

16

ｄπ・

Ｔ
τ＝

3
ｓ

r

ここで， Ｓ ：ボルトのピーク応力強さ（MPa） 

 Ｋ ：一次蓋締付けボルトのねじ部の応力集中係数（＝4） 

 Ｓb ：ボルト締付け時に発生する応力強さ（MPa） 

 σ ：ボルト初期締付け時の応力（＝265 MPa） 

τ  ：ねじり応力（MPa） 

Ｔr ：ボルト締付けトルク（＝  N･mm） 

ｄs ：一次蓋締付けボルトの最小径（＝  mm） 

②③④の事象において，一次蓋締付けボルトのピーク応力強さは，次式により計算する。 

ここで，Ｓ，Ｓb，Ｋ：（5.1）式に同じ 

 ｍ ：運搬時で後方向加速度が生じる場合においては，一次蓋＋バスケット 

＋燃料の質量（＝  kg） 

運搬時で前方向加速度が生じる場合，吊上げ時及び衝突時においては， 

一次蓋の質量（＝  kg） 

 Ｇ1：軸方向の加速度 

運 搬 ±19.62 m/s2 

吊上げ －12.95 m/s2

輸送架台への衝突 －29.42 m/s2

支持構造物への衝突 －58.84 m/s2

Ｓ＝Ｋ・（Ｓb＋
ｍ ・Ｇ1

Ａ
） ･･････････････････････････ （5.2）
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 Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝  mm2） 

⑤事象においては，地震動のみによる疲れ解析を行うため，一次蓋締付けボルトのピー

ク応力強さは，次式により計算する。 

ここで， Ｓ，Ｋ：（5.1）式に同じ 

 Ａ ：（5.2）式に同じ 

 ｍ ：一次蓋の質量（＝4900 kg） 

 Ｇ1 ：軸方向の加速度 

地  震   Ｓd
*  6.38 m/s2

Ｓs  6.38 m/s2

（5.1）式，（5.2）式及び（5.3）式で求めたボルトのピーク応力強さと各事象の回数を

考慮して定めた応力サイクル及びそれに対応するピーク応力強さの範囲（ＳＰ）並びに各

事象の繰返し回数を表 5－2に示す。 

各応力サイクルに対応したピーク応力強さの範囲（ＳＰ）から，次式により繰返しピー

ク応力強さ（Ｓ ，Ｓ ’）を求める。ここで，繰返しピーク応力強さ（Ｓ ）は，「設計・建

設規格」 付録材料図表 Part8 図 4 に使用されている縦弾性係数（Ｅ0＝2.07×105 MPa）

と解析に用いる縦弾性係数（Ｅ＝1.82×105 MPa）との比を考慮し補正する。 

 「設計・建設規格」 付録材料図表 Part8 図 4より，補正した繰返しピーク応力強さ

（Ｓ ’）に対する許容繰返し回数（Ｎ）を求める。各サイクルの繰返し回数（ＮＣ）と許 

容繰返し回数（Ｎａ）との比は表 5－3に示す通りとなり，設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによ 

る疲れ累積係数は 1.0 以下であり，地震時における疲れ累積係数との和も 1.0 以下となる 

ため，補足資料「キャスク容器の応力解析の方針」5.5 節の規定を満足する。 

5.2.3 バルブカバー締付けボルトの疲れ解析 

疲れ解析で考慮する事象は以下とする。 

① バルブカバー締付けボルトの取付け・取外し 

② 運搬時（前方向加速度及び後方向加速度が作用する場合） 

③ 吊上げ時 

④ 衝突時（輸送架台及び支持構造物への衝突） 

⑤ 地震時（Ｓd
*地震力及びＳs地震力が作用する場合） 

Ｓ＝Ｋ・（±
ｍ ・Ｇ1

Ａ
）

Ｓ ＝
1

2
・ＳＰ

Ｓ ’＝Ｓ ・
Ｅ0

Ｅ

････････････････････････････  （5.3）

･･････････････････････････････  （5.4）
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①の事象において，バルブカバー締付けボルトの取付け・取外しにおけるボルト締付け

力によるボルトのピーク応力強さは（5.1）式により同様に求める。また，②③④の事象に

おけるボルトのピーク応力強さの計算は（5.2）式，⑤の事象におけるボルトのピーク応力

強さの計算は（5.3）式により同様に求める。 

なお，ｍ はｍｒに読み替える。 

ここで， Ｓ ，Ｋ，Ｓｂ，τ：（5.1）式と同じ 

 Ｇ1 ：（5.2），（5.3）式と同じ 

 σ ：ボルト初期締付け時の応力（＝209 MPa） 

 Ｔr ：ボルト締付けトルク（＝  N･mm） 

 ｄｓ ：バルブカバー締付けボルトの最小径（＝  mm） 

 ｍｒ ：バルブカバーの質量（＝6 kg） 

 Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝  mm2） 

ボルトのピーク応力強さと各事象の回数を考慮して定めた応力サイクル及びそれに 

対応するピーク応力強さの範囲（ＳＰ）並びに各事象の繰返し回数を表 5－4に示す。 

繰返しピーク応力強さ（Ｓ ，Ｓ ’）は，（5.4）式により同様に求める。 

各サイクルの繰返し回数（ＮＣ）と許容繰返し回数（Ｎａ）との比は表 5－5 に示す通り

となり，設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによる疲れ累積係数は 1.0 以下であり，地震時におけ

る疲れ累積係数との和も 1.0 以下となるため，補足資料「キャスク容器の応力解析の方針」

5.5 節の規定を満足する。 
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6. 穴の補強 

「設計・建設規格」 PVB-3520 により貫通孔の補強が不要となることを示す。 

貫通孔部の応力強さは，応力集中係数を用いて次式で計算する。 

Ｓｃ＝Ｋ・Ｓ   ･･････････････････････････････････････････････ （6.1） 

ここで，Ｓｃ ：貫通孔部の応力強さ（MPa） 

 Ｋ ：応力集中係数（＝4.0（引用文献(9)参照）） 

 Ｓ ：貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（MPa） 

貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（Ｓ）と貫通孔部の応力強さ（Ｓｃ）は表 6－1に示

す通りとなり，すべて許容応力を満足するため，貫通孔の補強は不要となる。 
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（単位：mm） 

［ ］：材料 

図 1－1 形状・寸法・材料 

一次蓋締付けボルト 一次蓋 密封シール部

バルブカバー
バルブカバー締付けボルト

［SUS304］

［SNB23-3］

［SNB23-3］

［GLF1］ ［GLF1］

底板

［GLF1］ 2
0
5 

：キャスク容器

5
1
8
5 

胴

［GLF1］

φ1571 244

1
6
0 

5
2
7
0
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図 2－1 温度分布計算モデル
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（単位：℃） 

図 2－2 温度分布図（貯蔵時）  
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図 3－1 キャスク容器の応力評価点（面）  

応力評価点 評価部位

① 一次蓋（中央）

② 一次蓋（端部）

③ 一次蓋締付けボルト

④ 胴（密封シール部）

⑤ 胴（中央）

⑥ 胴（下部）

⑦ 胴（上端部）

⑧ 底板（中央）

⑨ 底板（端部）

⑩ 一次蓋（密封シール部）

⑪ バルブカバー

⑫ バルブカバー締付けボルト

⑬ 貫通孔部

⑦’ 

④

③

④’ 

②

⑪

⑩’ 
②’ ⑦

⑩

⑫
⑬

①

①’ 

⑤ ⑤’ 

⑥’ 

⑧

⑧’ 

⑨

⑥

⑨’ 
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図 3－2 キャスク容器の解析モデル

（圧力＋ボルト初期締付け力作用時） 
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図 3－3 キャスク容器の解析モデル（地震時） 
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図 3－4 キャスク容器の解析モデル（熱荷重作用時） 



表 1－1(1) 計算結果の概要

部 位 材 料 設計事象 
一次一般膜応力強さ 一次局部膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 

一次蓋
炭素鋼 

(GLF1) 

Ⅰ＋Ｓd
* 3 181 ①-①’ 42 271 ② 28 362 ② 

Ⅰ＋Ｓs 3 251 ①-①’ 42 377 ② 28 362 ② 

胴 
炭素鋼 

(GLF1) 

Ⅰ＋Ｓd
* 4 181 ⑤-⑤’ 27 271 ⑥ 123 362 ⑥’

Ⅰ＋Ｓs 4 251 ⑤-⑤’ 27 377 ⑥ 123 362 ⑥’

底板 
炭素鋼 

(GLF1) 

Ⅰ＋Ｓd
* 3 181 ⑧-⑧’ 11 271 ⑨ 45 362 ⑨’

Ⅰ＋Ｓs 3 251 ⑧-⑧’ 11 377 ⑨ 45 362 ⑨’

密 封

シール部

炭素鋼 

(GLF1) 

Ⅰ＋Ｓd
* 10 181 ⑩-⑩’ 26 181 ⑩ 23 181 ⑩ 

Ⅰ＋Ｓs 10 181 ⑩-⑩’ 26 181 ⑩ 23 181 ⑩ 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

（単位：MPa）

1
8
 



表 1－1(2) 計算結果の概要 

                                     （単位：MPa） 

部  位 材 料 設計事象 
支圧応力 

計算値 許容応力 評価点 

底板 
炭素鋼 

(GLF1) 

Ⅰ＋Ｓd
* 1 181 ⑧’ 

Ⅰ＋Ｓs 1 377 ⑧’ 

表 1－1(3) 計算結果の概要

                                                    （単位：MPa） 

部     位 材 料 設計事象 
平 均 引 張 応 力 平 均 引 張 応 力 ＋ 曲 げ 応 力 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 

一次蓋締付けボルト 
低合金鋼

(SNB23-3)

Ⅰ＋Ｓd
* 272 547 ③ 335 821 ③ 

Ⅰ＋Ｓs 272 820 ③ 335 820 ③ 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

1
9
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表 2－1 熱伝達率の計算 

ケース：貯蔵時 

領域 ＊1 部 位 形状 
温度 

（K） 

温度 

（℃） 

熱伝達率 ＊2

（W/(m2･K)） 

① 
貯蔵容器 

側面 
垂直円筒 

293 20 1.55×ΔＴ1/3

373 100 1.31×ΔＴ1/3

473 200 1.11×ΔＴ1/3

② 
貯蔵容器 

上面 

上向き 

水平平板 

293 20 1.57×ΔＴ1/3

373 100 1.32×ΔＴ1/3

473 200 1.12×ΔＴ1/3

③ 
貯蔵容器 

底面 

下向き 

水平平板 

293 20 0.546×ΔＴ1/5

373 100 0.534×ΔＴ1/5

473 200 0.523×ΔＴ1/5

④ 
貯蔵容器 

下部外筒端板

下向き 

水平平板 

293 20 0.907×ΔＴ1/5

373 100 0.888×ΔＴ1/5

473 200 0.869×ΔＴ1/5

注記   ＊1：   図 2－1 参照 

 ＊2：    熱伝達率は下記の式を用いて計算する。 

2
r

3

a
ν

PDTΔβG
R

D

λ
R0.129h 3
a

D

λ
R0.13h 3
a

D

λ
R0.6h 5
a

ここで  Ｒａ   ：レーレー数 

 Ｇ   ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 

 β   ：熱膨張係数（mm/（mm･℃）） 

 ΔＴ  ：周囲空気と表面の温度差（℃） 

 Ｄ ：代表長さ（m） 

 Ｐr   ：プラントル数＊4 

 ν   ：動粘性係数（m2/s）＊4 

 ｈ   ：熱伝達率（W/（m2･K）） 

 λ   ：熱伝導率（W/（m･K））＊4

＊3：     引用文献(6)参照 

＊4：     引用文献(1)参照 

（垂直円筒）＊3

（上向き水平平板）＊4

(下向き水平平板）＊4
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表 3－1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓd
*地震力が作用する場合）（1／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

一次蓋 

（中央） 

① 

Ｐｍ 0.8 -0.2 0.7 1.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 9.3 0.0 8.8 1.0 0.0 0.0 10 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -1.6 0.0 -1.9 0.2 0.0 0.0 2 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

  ①’

Ｐｍ 0.8 -0.2 0.7 1.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ -7.7 -0.4 -7.2 1.0 0.0 0.0 8 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1.2 0.1 1.2 0.2 0.0 0.0 2 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

一次蓋 

（端部） 

② 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ 4.8 -33.9 -13.5 7.4 -2.8 0.1 42 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 10.9 -8.2 -5.6 8.1 -4.7 0.2 28 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ②’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -1.8 -21.9 -8.2 -13.0 -0.3 -0.6 33 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 7.0 0.2 2.6 7.7 1.2 -0.6 17 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

一次蓋締付け

ボルト
③ 

平均引張 

応力 
271.9 － － － － － 272 

平均引張応力 

＋曲げ応力
335.0 － － － － － 335 

胴 

（密封シール部）

④ 

Ｐｍ -1.1 4.0 -0.2 0.8 0.0 0.1 6 

ＰＬ＋Ｐｂ -9.1 6.4 -2.7 2.9 0.0 0.2 17 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 5.3 11.9 8.8 5.1 0.4 -0.3 12 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ④’

Ｐｍ -1.1 4.0 -0.2 0.8 0.0 0.1 6 

ＰＬ＋Ｐｂ 6.9 1.7 2.3 -1.3 0.0 -0.1 6 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 5.7 -0.9 3.5 -3.1 -0.4 0.0 10 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：せん断応力 

＊2：Ｓd
*地震力のみによる全振幅について示す。
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表 3－1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓd
*地震力が作用する場合）（2／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

胴 

（中央） 

⑤ 

Ｐｍ 0.4 -0.1 -3.2 -0.1 0.1 0.0 4 

ＰＬ＋Ｐｂ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1.9 -0.3 -4.6 -0.2 0.1 -0.1 7 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑤’

Ｐｍ 0.4 -0.1 -3.2 -0.1 0.1 0.0 4 

ＰＬ＋Ｐｂ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 4.3 -0.1 1.8 -0.1 0.1 0.0 5 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

胴 

（下部） 

⑥ 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -10.0 -7.4 -0.2 -13.2 -1.7 -1.4 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 48.6 -35.2 12.1 -19.2 -1.3 0.6 93 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑥’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -10.0 -7.4 -0.2 -13.2 -1.7 -1.4 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -92.2 2.4 -12.5 -38.2 -6.2 -6.7 123 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

胴 

（上端部）

⑦ 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ 1.4 0.6 -0.6 -0.1 -0.1 0.0 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.2 -0.3 -0.8 -0.1 -0.1 -0.1 1 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑦’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ 1.4 0.6 -0.6 -0.1 -0.1 0.0 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.2 -0.3 1.2 0.3 -0.2 0.0 2 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：せん断応力 

 ＊2：Ｓd
*地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3－1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓd
*地震力が作用する場合）（3／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

底板 

（中央） 

⑧ 

Ｐｍ -1.4 0.0 0.8 -0.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ -3.8 -0.1 -2.3 0.0 0.0 0.0 4 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -8.3 -0.3 -6.5 0.3 0.0 0.0 8 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑧’

Ｐｍ -1.4 0.0 0.8 -0.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 0.7 0.2 2.5 0.0 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1.8 0.7 5.0 0.3 0.0 0.1 5 

σｓ － － － － － － － 

σｐ 0.2 － － － － －  1 

底板 

（端部） 

⑨ 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -6.5 3.0 1.7 -2.7 -0.3 -0.4 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -26.3 -21.6 -9.4 18.5 -1.0 0.5 38 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑨’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -6.5 3.0 1.7 -2.7 -0.3 -0.4 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -36.1 7.6 -2.6 -4.0 -0.9 -1.4 45 

σｓ － － － － － － － 

σｐ 0.2 － － － － －  1 

一次蓋 

（密封シール部）

⑩ 

Ｐｍ -0.5 -9.1 -6.8 0.7 -1.1 -0.1 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 2.4 -21.6 -9.1 3.6 -1.6 -0.5 26 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ -0.7 -23.2 -5.5 1.4 -0.7 0.1 23 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑩’

Ｐｍ -0.5 -9.1 -6.8 0.7 -1.1 -0.1 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 9.6 7.8 2.5 -2.3 -0.5 0.3 9 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10.7 9.9 1.6 -3.0 -1.1 0.8 12 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：せん断応力 

 ＊2：Ｓd
*地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3－2 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合）（1／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

一次蓋 

（中央） 

① 

Ｐｍ 0.8 -0.2 0.7 1.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 9.3 0.0 8.8 1.0 0.0 0.0 10 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -1.6 0.0 -1.9 0.2 0.0 0.0 2 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

  ①’

Ｐｍ 0.8 -0.2 0.7 1.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ -7.7 -0.4 -7.2 1.0 0.0 0.0 8 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1.2 0.1 1.2 0.2 0.0 0.0 2 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

一次蓋 

（端部） 

② 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ 4.8 -33.9 -13.5 7.4 -2.8 0.1 42 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 10.9 -8.2 -5.6 8.1 -4.7 0.2 28 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ②’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -1.8 -21.9 -8.2 -13.0 -0.3 -0.6 33 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 7.0 0.2 2.6 7.7 1.2 -0.6 17 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

一次蓋締付け

ボルト
③ 

平均引張 

応力 
271.9 － － － － － 272 

平均引張応力 

＋曲げ応力
335.0 － － － － － 335 

胴 

（密封シール部）

④ 

Ｐｍ -1.1 4.0 -0.2 0.8 0.0 0.1 6 

ＰＬ＋Ｐｂ -9.1 6.4 -2.7 2.9 0.0 0.2 17 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 5.3 11.9 8.8 5.1 0.4 -0.3 12 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ④’

Ｐｍ -1.1 4.0 -0.2 0.8 0.0 0.1 6 

ＰＬ＋Ｐｂ 6.9 1.7 2.3 -1.3 0.0 -0.1 6 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 5.7 -0.9 3.5 -3.1 -0.4 0.0 10 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：せん断応力 

 ＊2：Ｓs地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3－2 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合）（2／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

胴 

（中央） 

⑤ 

Ｐｍ 0.4 -0.1 -3.2 -0.1 0.1 0.0 4 

ＰＬ＋Ｐｂ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1.9 -0.3 -4.6 -0.2 0.1 -0.1 7 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑤’

Ｐｍ 0.4 -0.1 -3.2 -0.1 0.1 0.0 4 

ＰＬ＋Ｐｂ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 4.3 -0.1 1.8 -0.1 0.1 0.0 5 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

胴 

（下部） 

⑥ 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -10.0 -7.4 -0.2 -13.2 -1.7 -1.4 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 48.6 -35.2 12.1 -19.2 -1.3 0.6 93 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑥’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -10.0 -7.4 -0.2 -13.2 -1.7 -1.4 27 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -92.2 2.4 -12.5 -38.2 -6.2 -6.7 123 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

胴 

（上端部）

⑦ 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ 1.4 0.6 -0.6 -0.1 -0.1 0.0 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.2 -0.3 -0.8 -0.1 -0.1 -0.1 1 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑦’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ 1.4 0.6 -0.6 -0.1 -0.1 0.0 2 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.2 -0.3 1.2 0.3 -0.2 0.0 2 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：せん断応力 

 ＊2：Ｓs地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3－2 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合）（3／3） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

  応力成分＊1

計算値
σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

底板 

（中央） 

⑧ 

Ｐｍ -1.4 0.0 0.8 -0.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ -3.8 -0.1 -2.3 0.0 0.0 0.0 4 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -8.3 -0.3 -6.5 0.3 0.0 0.0 8 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑧’

Ｐｍ -1.4 0.0 0.8 -0.3 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ 0.7 0.2 2.5 0.0 0.0 0.0 3 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 1.8 0.7 5.0 0.3 0.0 0.1 5 

σｓ － － － － － － － 

σｐ 0.2 － － － － －  1 

底板 

（端部） 

⑨ 

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -6.5 3.0 1.7 -2.7 -0.3 -0.4 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -26.3 -21.6 -9.4 18.5 -1.0 0.5 38 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑨’

ＰＬ － － － － － － － 

ＰＬ＋Ｐｂ -6.5 3.0 1.7 -2.7 -0.3 -0.4 11 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -36.1 7.6 -2.6 -4.0 -0.9 -1.4 45 

σｓ － － － － － － － 

σｐ 0.2 － － － － －  1 

一次蓋 

（密封シール部）

⑩ 

Ｐｍ -0.5 -9.1 -6.8 0.7 -1.1 -0.1 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 2.4 -21.6 -9.1 3.6 -1.6 -0.5 26 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ -0.7 -23.2 -5.5 1.4 -0.7 0.1 23 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

 ⑩’

Ｐｍ -0.5 -9.1 -6.8 0.7 -1.1 -0.1 10 

ＰＬ＋Ｐｂ 9.6 7.8 2.5 -2.3 -0.5 0.3 9 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10.7 9.9 1.6 -3.0 -1.1 0.8 12 

σｓ － － － － － － － 

σｐ － － － － － － － 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：せん断応力 

 ＊2：Ｓs地震力のみによる全振幅について示す。 



27

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

表 4－1 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓd
*地震力が作用する場合）（1／2） 

（単位：MPa） 

部  位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

一次蓋 

（中央） 

 ①－①’ Ｐｍ 3 251 

① ＰＬ＋Ｐｂ 10 271 

 ①’ ＰＬ＋Ｐｂ 8 271 

① ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

 ①’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

一次蓋 

（端部） 

② ＰＬ＋Ｐｂ 42 271 

 ②’ ＰＬ＋Ｐｂ 33 271 

② ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 28 362 

 ②’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 17 362 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 272 547 

平均引張応力＋ 

曲げ応力
335 821 

胴 

(密封シール部) 

 ④－④’ Ｐｍ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ 17 181 

 ④’ ＰＬ＋Ｐｂ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

 ④’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10 181 

胴 

(中央) 

 ⑤－⑤’ Ｐｍ 4 181 

⑤ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 7 362 

 ⑤’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

注記 ＊：Ｓd
*地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 4－1 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓd
*地震力が作用する場合）（2／2） 

（単位：MPa） 

部  位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

胴 

(下部) 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ 27 271 

 ⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ 27 271 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 93 362 

 ⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 123 362 

胴 

(上端部) 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ 2 271 

 ⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ 2 271 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 1 362 

 ⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

底板 

(中央) 

 ⑧－⑧’ Ｐｍ 3 181 

 ⑧’ σｐ 1 181 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ 4 271 

 ⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ 3 271 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 8 362 

 ⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

底板 

(端部) 

 ⑨’ σｐ 1 181 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ 11 271 

 ⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ 11 271 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 38 362 

 ⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 45 362 

一次蓋 

(密封シール部) 

 ⑩－⑩’ Ｐｍ 10 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ 26 181 

 ⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ 9 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 23 181 

 ⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

注記 ＊：Ｓd
*地震力のみによる全振幅について評価する。 
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  表 4－2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合）（1／2） 

（単位：MPa） 

部  位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

一次蓋 

（中央） 

 ①－①’ Ｐｍ 3 251 

① ＰＬ＋Ｐｂ 10 377 

 ①’ ＰＬ＋Ｐｂ 8 377 

① ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

 ①’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

一次蓋 

（端部） 

② ＰＬ＋Ｐｂ 42 377 

 ②’ ＰＬ＋Ｐｂ 33 377 

② ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 28 362 

 ②’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 17 362 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 272 820 

平均引張応力＋ 

曲げ応力
335 820 

胴 

(密封シール部) 

 ④－④’ Ｐｍ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ 17 181 

 ④’ ＰＬ＋Ｐｂ 6 181 

④ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

 ④’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 10 181 

胴 

(中央) 

 ⑤－⑤’ Ｐｍ 4 251 

⑤ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 7 362 

 ⑤’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

注記 ＊：Ｓs地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 4－2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合）（2／2） 

（単位：MPa） 

部  位 応力評価点 応力分類 計算値 許容応力 

胴 

(下部) 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ 27 377 

 ⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ 27 377 

⑥ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 93 362 

 ⑥’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 123 362 

胴 

(上端部) 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ 2 377 

 ⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ 2 377 

⑦ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 1 362 

 ⑦’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 2 362 

底板 

(中央) 

 ⑧－⑧’ Ｐｍ 3 251 

 ⑧’ σｐ 1 377 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ 4 377 

 ⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ 3 377 

⑧ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 8 362 

 ⑧’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 5 362 

底板 

(端部) 

 ⑨’ σｐ 1 377 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ 11 377 

 ⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ 11 377 

⑨ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 38 362 

 ⑨’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊ 45 362 

一次蓋 

(密封シール部) 

 ⑩－⑩’ Ｐｍ 10 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ 26 181 

 ⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ 9 181 

⑩ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 23 181 

 ⑩’ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 12 181 

注記 ＊：Ｓs地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5－1 キャスク容器（ボルトを除く。）の疲労解析不要の評価結果 

「設計・建設

規格」 

PVB-3140 
繰返し荷重 

設定繰返

し回数 評価値 許容値 評価 

(6) 機械的荷重の変動 地震力 － 
応力の全振幅 

Δσ2＝123 MPa 

1×104回に対する許容 

繰返しピーク応力強さ 

Ｓ＝262 MPa 

Δσ2＜Ｓであるので本

条件に対する評価で考

慮する必要がない。 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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表 5－2 応力差の変動（一次蓋締付けボルト） 

No. 運転条件 運転条件 ＳＰ(MPa) 

1 C02-01 C00 2240 

2 C02-01 C05-01 74 

3 C02-01 C04-01 63 

4 CSd － 5 

5 CSs － 5 

C01-01 ボルト取付け         100 回 

C02-01 運搬（後方向加速度による場合）400 回 

C02-02 運搬（前方向加速度による場合）400 回 

C03-01 吊上げ            2000 回 

C04-01 輸送架台への衝突                3 回 

C05-01 支持構造物への衝突              3 回 

C06-01 ボルト取外し                  100 回 

C07-01 貯蔵 － 

CSd 地震荷重 10000 回 

CSs 地震荷重Ｓs                            10000 回 

C00 応力零状態 

-2.4 

2.4 

2240 

2181

2184 

2178

2189 

2189 

応力差 (MPa) 

-400 0 800 1200 1600 2000 2400 400 

2166

貯蔵

2189 

2.4 

-2.4 

Ｓd
*
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表 5－3 疲れ累積係数（一次蓋締付けボルト） 

No. 
ＳＰ

＊

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ ’ 

(MPa) 
Ｎａ Ｎｃ Ｎｃ/Ｎａ

1 2240 1120 1274 240 100 0.4169

2 74 37 42 457725 3 0.0000

3 63 31 36 1000000 3 0.0000

疲れ累積係数 Ｕn＝0.4169

4 5 2 3 1000000 10000 0.0100

疲れ累積係数 ＵSd＝0.0100

5 5 2 3 1000000 10000 0.0100

    疲れ累積係数 ＵSs＝0.0100

   疲れ累積係数 Ｕf＝Ｕn＋ＵSs＝0.4269

注記  ＊：ＳＰは表 5－2による。 
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表 5－4 応力差の変動（バルブカバー締付けボルト） 

No. 運転条件 運転条件 ＳＰ(MPa) 

1 C02-01 C00 1762 

2 C02-01 C05-01 2 

3 CSd － 0 

4 CSs － 0 

C01-01 ボルト取付け         100 回 

C02-01 運搬（後方向加速度による場合）400 回 

C02-02 運搬（前方向加速度による場合）400 回 

C03-01 吊上げ            2000 回 

C04-01 輸送架台への衝突                3 回 

C05-01 支持構造物への衝突              3 回 

C06-01 ボルト取外し                  100 回 

C07-01 貯蔵 － 

CSd 地震荷重 10000 回 

CSs 地震荷重Ｓs                            10000 回 

C00 応力零状態 

1762(1761.8) 

1761(1761.4) 

1761(1761.4) 

1761(1761.4) 

-0.13 

0.13 

1761(1761.0)

1761(1761.1) 

1761(1760.8)

応力差 (MPa) 

-400 0 800 1200 1600 2000 2400 400 

1760(1760.2)

貯蔵

0.13 

-0.13 

Ｓd
*
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表 5－5 疲れ累積係数（バルブカバー締付けボルト） 

No. 
ＳＰ

＊

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ ’ 

(MPa) 
Ｎａ Ｎｃ Ｎｃ/Ｎａ

1 1762 881 1002 367 100 0.2728

2 2 1 1 100000 3 0.0000

疲れ累積係数 Ｕn＝0.2728

3 0 0 0 1000000 10000 0.0100

疲れ累積係数 ＵSd＝0.0100

4 0 0 0 1000000 10000 0.0100

    疲れ累積係数 ＵSs＝0.0100

   疲れ累積係数 Ｕf＝Ｕn＋ＵSs＝0.2828

注記  ＊：ＳＰは表 5－4による。 
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表 6－1 貫通孔部の応力強さ 

（単位：MPa）

設計事象 応力評価点 応力分類
貫通孔を無視した場

合の応力強さ（Ｓ）

貫通孔部の応力

（Ｓｃ）
許容応力

Ⅰ＋Ｓd
*

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ 7 29 271 

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 7 27 362 

Ⅰ＋Ｓs

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ 7 29 377 

⑬ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 7 27 362 
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1. 概  要 

本計算書は，キャスク容器に関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1 に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）

を本計算書に記載している。 
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2. 温度分布計算 

2.1 計算方法 

温度分布計算は，解析コードＡＢＡＱＵＳにより行う。軸対称固体（連続体）要素

による解析モデルを図 2－1 に示す。 

温度分布計算に使用する外表面の熱伝達率を表 2－1 に示す。 

2.2 温度分布図 

2.1 項の計算により得られた温度分布を図 2－2 に示す。 
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

キャスク容器の応力評価点（面）を図 3－1 に示す。 

3.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊ 地震力が作用する場合） 

3.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

キャスク容器内圧（－0.1 MPa)＋蓋間圧力（0.4 MPa）＋ボルト初期締付け力＋

熱荷重＋地震力＋自重 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次応力及び一次＋二次応力 

a. 胴，底板，一次蓋及び一次蓋締付けボルト 

(a) 圧力及びボルト初期締付け力が作用する場合 

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」の三次元固体（連続体）要素による解析モデルを

図 3－2 に示す。 

(b) 地震力が作用する場合 

解析コードＡＢＡＱＵＳの三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図 3

－3 に示す。 

加速度として次の値を用いる。 

Ｇ1 ＝0.72 G（＝7.06 m/s2） 

Ｇ2 ＝0.36 G（＝3.53 m/s2）                             （３.１） 

(c) 自重が作用する場合 

解析コードＡＢＡＱＵＳの三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図 3

－4 に示す。なお，解析モデル形状は(a)と同一である。 

(d) 熱荷重が作用する場合 

解析コードＡＢＡＱＵＳの軸対称固体（連続体）要素による解析モデルを図 3

－5 に示す。 

熱荷重として，貯蔵時での熱解析の結果から得られたキャスク容器に生じる

温度勾配による荷重を用いる。 

(2) 支圧応力 

バスケット底面との接触部の底板に発生する平均支圧応力（σp）は次式で計算

する。 

Ａ

・Ｇｍ
＝σ 2G
p  （３.２） 

ここで， 
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ｍG ：バスケット及び燃料の質量（＝  kg） 

Ｇ2 ：鉛直方向加速度（＝1 G＋0.36 G（＝ 13.34 m/s2）） 

Ａ ：接触面積（＝  mm2） 

3.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 3－1 に示す。 

3.3 貯蔵時（Ｓｓ地震力が作用する場合） 

3.3.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

キャスク容器内圧（－0.1 MPa)＋蓋間圧力（0.4 MPa）＋ボルト初期締付け力＋

熱荷重＋地震力＋自重 

3.3.2 計算方法 

計算方法は 3.3.2 と同様である。 

ただし， 

Ｇ1 ＝1.17 G（＝ 11.48 m/s2） 

Ｇ2 ＝0.65 G（＝ 6.38 m/s2）                            （３.３） 

また，平均支圧応力算出時の加速度はＧ2＝1 G＋0.65 G（＝ 16.19 m/s2）であ

る。 

3.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 3－2 に示す。 

4. 応力の評価 

4.1 キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価 

各設計事象における評価を表 4－1 から表 4－5 に示す。 

表 4－1 から表 4－5 より，各設計事象の一次一般膜応力強さ（Ｐm），一次局部膜応

力強さ（ＰL），一次膜＋一次曲げ応力強さ（ＰL＋Ｐb）及び一次応力と二次応力を加え

て求めた応力解析による応力強さ（ＰL＋Ｐb＋Ｑ）は「応力解析の方針」5.5 項の各規

定を満足する。 

4.2 ボルトの応力評価 

各設計事象における評価を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

表 4－1 及び表 4－2 より，各設計事象の平均引張応力及び平均引張応力＋曲げ応力

は「応力解析の方針」5.5 項の各規定を満足する。 
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4.3 特別な応力の評価 

(1) 純せん断応力 

各設計事象において平均せん断応力（σs）に該当する評価箇所がないため，評

価を省略する。 

(2) 支圧応力 

各設計事象における評価を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

表 4－1 及び表 4－2 より，各設計事象の平均支圧応力（σp）は「応力解析

の方針」5.5 項の規定を満足する。 

(3) 圧縮応力 

各設計事象における評価を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

表 4－1 及び表 4－2 より，各設計事象の圧縮応力（σb）は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 

5. 繰返し荷重の評価 

5.1 キャスク容器（ボルトを除く）の評価 

設計・建設規格 PVB-3140 により，疲労解析が不要となる条件を満足する評価の詳

細を以下の(1)から(7)に示し，表 5－1 にその評価結果のまとめを示す。なお，燃料装

荷･取出しサイクルは通常 1 回であるが，本評価においては 100 回と想定しても条件

を満足することを示す。 

(1) 設計・建設規格 PVB-3140(1) （大気圧－使用圧力－大気圧の変動） 

大気圧から使用圧力になり，再び大気圧に戻る繰返し回数（Ｎ1）は，燃料装荷・

取出し想定回数である 100 回として評価する。 

Ｎ1＝100（回） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，設計温度における設計応力強さ 3・Ｓ

m（364 MPa）を繰返しピーク応力強さとした場合に，これに対応する許容繰返し回

数（Ｎa）は， 

Ｎa＝3691（回） 

である。したがって， 

Ｎ1 ＜ Ｎa

であり，条件を満足する。 

(2) 設計･建設規格 PVB-3140(2)（燃料装荷・取出し及び耐圧試験等を除く設計事象

Ⅰ及び設計事象Ⅱにおける圧力変動） 

燃料装荷，燃料取出しを除く設計事象Ⅰ及びⅡにおける圧力変動の全振幅の許

容値 

（Ａm1）は次式で計算する。 
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m
m1

Ｓ

Ｓ
・Ｐ・
3

1
＝Ａ ＝0.23 MPa                                  （５.１） 

ここで， 

Ｐ ：最高使用圧力（＝1.0 MPa） 

Ｓm ：設計応力強さ（＝121 MPa） 

Ｓ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において 106 を許容繰返し回数とし

た場合に，これに対応する繰返しピーク応力強さの値（＝86 MPa） 

また，（５.１）式で計算される値を超えるものにあっては，許容値（Ａm2）は次

式で計算する。 

m

a
m2

Ｓ

Ｓ
・Ｐ・
3

1
＝Ａ  （５.２） 

ここで， 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，（５.１）式による値を超

える実際の圧力変動の回数を許容繰返し回数とした場合に，これに

対応する繰返しピーク応力強さの値（MPa） 

（５．１）式より，圧力変動の全振幅の許容値（Ａm1）は，0.23 MPa となる。設

計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合における実際の圧力は密封容器

のため（５.１）式による値の 0.23 MPa を超える変動は生じないと考えられるが，

変動回数を安全側に燃料装荷･取出しサイクルにおいて 1 回とし，計 100 回として

（５．２）式を用いて評価すると， 

Ｓa ＝ 1413 MPa

Ａm2 ＝ 3.8 MPa 

となる。 

したがって，燃料装荷，燃料取出しを除く設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が

作用する場合における圧力変動の全振幅を最高使用圧力（Ｐ(=1.0 MPa)）と仮定し

ても， 

Ｐ ＜ Ａm2

であり，条件を満足する。 

(3) 設計･建設規格 PVB-3140(3) （燃料装荷・取出し時の温度差） 

キャスク容器の任意の 2 点間の距離（p）は次式で計算する。 

Ｒ・ｔｐ＝2・ ＝956 mm                                  （５.３） 

ここで， 

Ｒ ：キャスク容器の平均半径（＝882.5 mm） 

ｔ ：キャスク容器の板厚（＝259 mm） 

キャスク容器の燃料装荷時及び燃料取出し時において，相互の距離がｐを超え

ない任意の 2 点間の温度差の許容値Ｔは次式で計算する。なお，2 点間の平均温
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度はキャスク容器の最高使用温度（Ｔmax＝160℃）とする。 

2・Ｅ･α

Ｓ
Ｔ＝ a ＝282℃                                 （５.４） 

ここで， 

Ｅ ：2 点間の平均温度における縦弾性係数（＝1.94×105 MPa） 

α ：2 点間の平均温度における瞬時熱膨張係数（＝12.88×10-6 mm／

（mm℃）） 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，燃料装荷･取出しの回数

（100 回）を許容繰返し回数とした場合に，これに対応する繰返し

ピーク応力強さの値（＝1413 MPa） 

したがって，任意の 2 点間において生じる温度差を最高使用温度（Ｔmax）と常

温との差（ΔＴ=140℃）と仮定しても， 

ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。 

(4) 設計･建設規格 PVB-3140(4) （燃料装荷・取出し時を除く設計事象Ⅰ及び設計事

象Ⅱの温度差変動） 

燃料装荷，燃料取出しを除く設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて，相互の距離が

p を超えない任意の 2 点間の温度差の変動の全振幅の許容値（Ｔ）は，次式で計算

する。 

2・Ｅ・α

Ｓ
Ｔ＝ a

 （５.５） 

ここで， 

Ｅ，α：5.1（3）と同じ 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，（５.６）式により計算し

た値を超える温度差の変動回数を許容繰返し回数とした場合に，こ

れに対応する繰返しピーク応力強さの値（MPa） 

2・Ｅ・α

Ｓ
＝Ｔ' ＝17.2℃                              （５.６） 

ここで， 

Ｔ’ ：温度差変動の全振幅（℃） 

Ｓ ：5.1（2）と同じ 

設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合においてキャスク容器は密

封容器でありかつ温度変動する加熱源を収納していないので，任意の 2 点間の温

度差の変動が（５.６）式により計算した値の 17.2 ℃を超えることはないと考え

られるが，変動回数を安全側に燃料装荷･取出しサイクルにおいて 1 回とし，計 100

回として（５．５）式を用いて評価すると， 
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Ｓa ＝1413 MPa

Ｔ ＝282 ℃ 

したがって，キャスク容器の任意の 2 点間の温度差の変動の全振幅を最高使用

温度（Ｔmax）と常温との差（ΔＴ＝140℃）と仮定しても， 

ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。 

(5) 設計･建設規格 PVB-3140(5)（異なる材料で作られた部分の温度変動） 

縦弾性係数又は熱膨張係数の値が異なる材料で作られた部分は，一次蓋と一次

蓋排水バルブ部（一次蓋ボス）の部分である。 

一次蓋と一次蓋ボスの温度変動の許容値Ｔは次式で計算する。なお，縦弾性係数

及び熱膨張係数はキャスク容器の最高使用温度（Ｔmax＝160℃）に対する値とする。 

）・α－Ｅ・α（Ｅ2・

Ｓ
Ｔ＝

2211

＝63 ℃                            （５.７） 

ここで， 

Ｓ ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，106 を許容繰返し回数とし

た場合に，これに対応する繰返しピーク応力強さの値（＝86 MPa） 

Ｅ1 ：一次蓋の縦弾性係数（＝1.94×105 MPa） 

Ｅ2 ：一次蓋ボスの縦弾性係数（＝1.85×105 MPa） 

α1 ：一次蓋の瞬時熱膨張係数（＝12.88×10-6 mm／（mm℃）） 

α2 ：一次蓋ボスの瞬時熱膨張係数（＝17.16×10-6 mm／（mm℃）） 

また，（５.７）式で計算される値を超えるものにあっては，許容値（Ｔ）は次式

で計算する。 

）・αＥ-・αＥ（2・

Ｓ
Ｔ＝

2211

a
 （５.８） 

ここで， 

Ｓa ：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 において，（５.７）式により計算

した値を超える温度差の変動回数を許容繰返し回数とした場合に，

これに対応する繰返しピーク応力強さの値（MPa） 

設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合においてキャスク容器は密封

容器でありかつ温度変動する加熱源を収納していないので，温度変動は，気温変動

によるものと考えると，（５.７）式により計算した値の 63℃を超えることはない

と考えられるが，変動回数を安全側に燃料装荷･取出しサイクルにおいて 1 回とし，

計 100 回として評価すると， 

Ｓa ＝1413 MPa

Ｔ ＝1045 ℃ 

したがって，設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ及び地震力が作用する場合において生じる

温度の変動を最高使用温度（Ｔmax）と常温との差（ΔＴ＝140 ℃）と仮定しても， 
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ΔＴ ＜ Ｔ 

であり，条件を満足する。 

(6) 設計･建設規格 PVB-3140(6) （機械荷重変動） 

表 5－1 に示す機械的荷重による応力の全振幅は，5.2.2 項に示すすべての事象

の発生回数の合計値（3706 回）に対する許容繰り返しピーク応力強さ（363 MPa）

を下回っている。 

なお，地震力により発生する応力についても表５－１に示すとおり機械的荷重

により発生する応力の全振幅は，Ｓｄ
＊及びＳｓ地震による繰返し回数 60 回に対

する許容繰返しピーク応力強さ（1754 MPa）を下回っている。また，地震力による

疲労累積係数は 1.0 を下回っていることから， 

Δσ≦S 

である。 

(7) 検討結果 

以上の(1)から(6)より，設計･建設規格 PVB-3140 の規定を全て満足しているの

で，疲労解析を必要としない。 

5.2 ボルトの評価 

「応力解析の方針」5.5 項の規定に従って疲労解析を行う。なお，本項においても

燃料装荷･取出しサイクルの回数を 100 回に想定しても規定を満足することを示す。 

5.2.1 設計･建設規格 PVB-3122 及び添付 4-2 3.4 に対する検討 

(1) 一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの最小引張強さは 1000 

MPa であり，設計･建設規格 PVB-3122(2)に従い，設計疲労線図として設計・建

設規格 添付 4-2 3.4 に示されるものを使用する。 

(2) ねじは三角ねじであり，ねじ底部の半径は一次蓋締付けボルトが 0.4 mm，

バルブカバー締付けボルトが 0.2mm であって 0.07mm より大である。 

(3) シャンク部の直径に対するシャンク部の端の丸みの半径の比は， 

一次蓋締付けボルト： 
25.5

2.0
＝0.078 

バルブカバー締付けボルト：
9.5

1.0
＝0.105 

であって，0.06 以上である。 

5.2.2 一次蓋締付けボルトの疲労解析 

疲労解析で考慮する事象とその繰返し回数は以下とする。 
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① 運搬時（前後方向）  各 800 回 

② 吊上げ時  2000 回 

③ 支持構造物への衝突（下部トラニオンの衝突）  3 回 

④ 支持構造物への衝突（底部脚部の衝突）  3 回 

⑤ 地震時（Ｓｄ
＊地震力及びＳｓ地震力が作用する場合）   各 60 回 

⑥ 一次蓋締付けボルトの締付け(ゼロ応力状態→貯蔵時)  100 回 

①から⑤の事象において，一次蓋締付けボルトに生じる繰返しピーク応力強さ

は次式で計算する。 

Ａ

・Ｇｍ
＝Ｋ・Ｓ ２

ｐ  （５．９） 

ただし，①から④の事象においては⑥の一次蓋締付けボルト締付けによるピー

ク応力強さが付加される。

Ｓp ：ピーク応力強さ（MPa） 

Ｋ ：一次蓋締付けボルトのねじ部の応力集中係数（＝4） 

ｍ  ：運搬時（前方向加速度時）においては（一次蓋＋バスケット＋燃料）

の質量（＝28100 kg） 

運搬時（前方向加速度時）以外の場合は一次蓋の質量（＝  kg） 

Ｇ2 ：鉛直方向加速度 

運搬時（前後方向）    19.62 m/s2

吊上げ時    12.95 m/s2

支持構造物への衝突（下部トラニオンの衝突）  29.42 m/s2

支持構造物への衝突（底部脚部の衝突）    58.84 m/s2

地震時：Ｓｄ
＊  3.53 m/s2

Ｓｓ  6.38 m/s2

Ａ ：全数のボルト最小断面積（＝ mm2） 

⑥の一次蓋締付けボルトの締付けによるピーク応力強さは，次式で計算する。

16

ｄ
π・

Ｔ
τ＝

＋4・τσ＝Ｓ

＝Ｋ・ＳＳ

3
S

r

22
b

bｐ

 （５.１０） 

ここで， 

Ｓｐ ，Ｋ ：（５.９）式と同じ。 

Ｓb ：ボルト締付け時に発生する応力強さ（＝569.6 MPa） 

σ ：表４－２（３）より得られる平均引張応力の最大値（＝268 MPa） 

τ ：ねじり応力（＝251.3 MPa） 
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Ｔr ：ボルト締付けトルク（＝  N･mm） 

ｄs ：一次蓋締付けボルトの最小径（＝  mm） 

以上から，ピーク応力強さの範囲は図 5－1 に示すとおりとなる。 

また，繰返しピーク応力強さは次式で計算する。ただしＳｐはピーク応力強さの

変動範囲である。 

ｐＳ・
２

１
＝Ｓ  （５．１１） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4（4）のとおり，（2.07×105）と材料の使用温度に

おける縦弾性係数（Ｅ＝1.83×105 MPa）の比を繰返しピーク応力強さに乗じて補

正する。 

Ｅ

102.07
・＝Ｓ'Ｓ

5

 （５．１２） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 により，補正した繰返しピーク応力強さ（Ｓ ’）

に対する許容繰返し回数を求める。各応力サイクルの繰返し回数と許容繰返し回

数との比は表 5－2 に示すとおりとなり，疲労累積係数は次式で計算する。 

ａ

ｃ

Ｎ

Ｎ
Ｕ＝  （５.１３） 

ここで， 

Ｕ ：疲労累積係数（－） 

Ｎｃ ：繰返し回数（回） 

Ｎａ ：許容繰返し回数（回） 

したがって，表 5－2 に示すとおり設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによる疲労累積係

数は 1.0 以下であり，地震時における疲労累積係数との和も 1.0 以下となるため

「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 N
T
2
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5.2.3 バルブカバー締付けボルトの疲労解析 

バルブカバー締付けボルトの疲労解析は一次蓋締付けボルトの場合と同様であ

る。 

ただし， 

ｍ  ：バルブカバーの質量（＝  kg） 

Ａ ：全数のボルト最小断面積(＝  mm2)  

ｄs ：バルブカバー締付けボルトの最小径（＝  mm） 

である。 

ピーク応力強さの範囲は図 5－2 に示すとおりであり，各応力サイクルの繰返し

回数と許容繰返し回数との比は表 5－3 に示すとおりである。 

したがって，表 5－3 に示すとおり設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによる疲労累積係

数は 1.0 以下であり，地震時における疲労累積係数との和も 1.0 以下となるため

「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

6. 穴の補強 

設計･建設規格 PVB-3520 により貫通孔の補強が不要となることを示す。 

貫通孔部の応力強さは，応力集中係数を用いて次式で計算する。 

Ｓc＝Ｋ・Ｓ                                  （６.１） 

ここで， 

Ｓc ：貫通孔部の応力強さ（MPa） 

Ｋ ：応力集中係数（＝4.0（引用文献(5)参照））（－） 

Ｓ ：貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（MPa） 

貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（Ｓ）は表４－１及び表４－２より求めら

れる。 

したがって，貫通孔部の応力強さ（Ｓc）は表６－１に示すとおりとなり，すべて許容

応力を満足するため，貫通孔の補強は不要となる。 
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図 1－1 形状・寸法・材料 
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図 2－1 温度分布計算モデル 
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図 2－2 温度分布図（貯蔵時） 
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図 3－1 キャスク容器の応力評価点（面） 
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図 3－2 キャスク容器の解析モデル（圧力＋ボルト初期締付け力作用時）
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図 3－3 キャスク容器の解析モデル（地震時） 
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図 3－4 キャスク容器の解析モデル（自重作用時） 
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図 3－5 キャスク容器の解析モデル（熱荷重作用時）
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（単位：MPa） 

No. 運転条件 運転条件 Ｓp

1 
運搬時 

（前方向加速度） 
ゼロ応力状態 2414 

2 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（底部脚部の衝突） 
199 

3 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（下部トラニオンの衝

突） 

167 

4 
運搬時 

（前方向加速度） 

運搬時 

（後方向加速度） 
156 

5 貯蔵時 
運搬時 

（後方向加速度） 
21 

6 貯蔵時 吊上げ時 14 

図 5－1 応力差の変動（一次蓋締付けボルト） 
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（単位：MPa） 

No. 運転条件 運転条件 Ｓp

1 
運搬時 

（前方向加速度） 
ゼロ応力状態 2414 

2 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（底部脚部の衝突） 
16 

3 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（下部トラニオンの衝

突） 

10 

4 
運搬時 

（前方向加速度） 

運搬時 

（後方向加速度） 
8 

5 貯蔵時 
運搬時 

（後方向加速度） 
4 

6 貯蔵時 吊上げ時 2 

図 5－2 応力差の変動（バルブカバー締付けボルト） 
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表 1－1(1) 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材 料 設計事象

一次一般膜応力強さ 一次局部膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値
許容 

応力 

評価点

（面） 
計算値 

許容 

応力 

評価点

（面） 
計算値 

許容 

応力 

評価点

（面） 
計算値

許容 

応力 

評価点

（面） 

一次蓋 GLF1 
Ⅰ＋Ｓｄ

* 2 182 ①－①′ 7 273 ① 1 * 364 ① 

Ⅰ＋Ｓｓ 2 251 ①－①′ 7 377 ① 1 * 364 ②′

胴 GLF1 
Ⅰ＋Ｓｄ

* 3 182 ④′ 13 273 ⑤′ 29 * 364 ⑤′

Ⅰ＋Ｓｓ 3 251 ④′ 22 377 ⑤′ 48 * 364 ⑤′

底 板 GLF1 
Ⅰ＋Ｓｄ

* 2 182 ⑥－⑥′ 33 273 ⑦′ 62 * 364 ⑦′

Ⅰ＋Ｓｓ 3 251 ⑥－⑥′ 53 377 ⑦′ 102 * 364 ⑦′

密 封

シール部
GLF1 

Ⅰ＋Ｓｄ
* 4 182 ⑧ 9 182 ⑧ 1 * 182 ⑧ 

Ⅰ＋Ｓｓ 4 182 ⑧ 9 182 ⑧ 1 * 182 ⑧ 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅を示す。 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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表 1－1(2) 計算結果の概要 

（単位：MPa）

部  位 材  料 設計事象

一次一般膜応力強さ 一次局部膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値
許容 

応力 

評価点

（面） 
計算値 

許容 

応力 

評価点

（面） 
計算値 

許容 

応力 

評価点

（面） 
計算値 

許容 

応力 

評価点

（面） 

バルブカバー SUSF304
Ⅰ＋Ｓｄ

*

Ⅰ＋Ｓｓ

部  位 材  料 設計事象

平 均 引 張 応 力 平 均 引 張 応 力 ＋ 曲 げ 応 力 

計算値 許容応力 
評価点 

（面） 
計算値 許容応力 

評価点 

（面） 

一次蓋締付け

ボルト 
SNB23-3

Ⅰ＋Ｓｄ
* 267 550 ③ 276 826 ③ 

Ⅰ＋Ｓｓ 267 825 ③ 279 825 ③ 

バルブカバー

締付けボルト
SNB23-3

Ⅰ＋Ｓｄ
*

Ⅰ＋Ｓｓ

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 



2
5

表 1－１(３) 計算結果の概要 

（単位：MPa）

部  位 材  料 設計事象

支 圧 応 力  圧 縮 応 力  

計算値 許容応力 
評価点 

（面） 
計算値 許容応力 

評価点 

（面） 

一次蓋 GLF1 
Ⅰ＋Ｓｄ

*

Ⅰ＋Ｓｓ

胴 GLF1 
Ⅰ＋Ｓｄ

*

Ⅰ＋Ｓｓ

底板 GLF1 
Ⅰ＋Ｓｄ

* 7 182 ⑥  

Ⅰ＋Ｓｓ 9 377 ⑥  

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 



26 

表 2－1 温度分布計算に用いる熱伝達率 

適用条件 対象部位 熱伝達率 

垂直平板 
貯蔵時：胴部 

運搬時：二次蓋，底板 Ｄ

λ
・Ｒ0.13・＝ｈ 3
ａ１

*1

水平平板 
貯蔵時：二次蓋 

運搬時：－ Ｄ

λ
・Ｒ0.14・＝ｈ 3
ａ2

*1

水平円筒 
貯蔵時：－ 

運搬時：胴部 Ｄ

λ
・Ｒ0.10・＝ｈ 3
ａ3

*2

水平平板 

（加熱下向） 

貯蔵時：底板 

運搬時：－ Ｄ

λ
・Ｒ0.0117・＝ｈ 3
ａ4

*2

ここで 

Ｒa ：レーレー数 

r2

3

a ・Ｐ
ν

Ｇ・β・ΔＴ・Ｄ
Ｒ

Ｐr ：プラントル数（－） 

Ｇ ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 

β ：体膨張係数（1/K） 

△Ｔ ：周囲空気と表面の温度差（K） 

Ｄ ：代表長さ（m） 

ν ：動粘性係数（m2/s） 

λ ：熱伝導率（w/(m･K)） 

注記 ＊1：「応力解析の方針」7.引用文献(6)参照 

＊2：「応力解析の方針」7.引用文献(1)参照 
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表 3－1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（1/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

一次蓋 

① 

Pm 2 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

①′

Pm 2 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

② 

Pm － 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

②′

Pm － 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 

平均引張応力

＋曲げ応力
276 

胴 

④ 

Pm 2 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

④′

Pm 3 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 3 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｄ*地震力のみによる全振幅について示す
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表 3－1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（2/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

胴 

⑤ 

Pm － 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 15 

σp － 

⑤′

Pm － 

PL+Pb 13 

PL+Pb+Q 
*2 29 

σp － 

底板 

⑥ 

Pm 2 

PL+Pb 2 

PL+Pb+Q 
*2 5 

σp 7 

⑥′

Pm 2 

PL+Pb 3 

PL+Pb+Q 
*2 6 

σp － 

⑦ 

Pm － 

PL+Pb 20 

PL+Pb+Q 
*2 38 

σp － 

⑦′

Pm － 

PL+Pb 33 

PL+Pb+Q 
*2 62 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｄ*地震力のみによる全振幅について示す
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表 3－1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（3/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

密封 

シール部
⑧ 

Pm 4 

PL+Pb 9 

PL+Pb+Q 
*2 1 

上部 

トラニオン

取付部

（下側） 

⑪ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑪′

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部

（上側） 

⑫ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑫′

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

下部 

トラニオン

取付部

（上側） 

⑬ 

Pm － 

PL+Pb 25 

PL+Pb+Q 
*2 44 

σp － 

⑬′

Pm － 

PL+Pb 62 

PL+Pb+Q 
*2 126 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｄ*地震力のみによる全振幅について示す
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表 3－1 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（4/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

下部 

トラニオン

取付部

（下側） 

⑭ 

Pm － 

PL+Pb 10 

PL+Pb+Q 
*2 17 

σp － 

⑭′

Pm － 

PL+Pb 50 

PL+Pb+Q 
*2 100 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部

（側面） 

⑮ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑮′

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

下部 

トラニオン

取付部

（側面） 

⑯ 

Pm － 

PL+Pb 52 

PL+Pb+Q 
*2 98 

σp － 

⑯′

Pm － 

PL+Pb 51 

PL+Pb+Q 
*2 114 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｄ*地震力のみによる全振幅について示す

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
 



31 

表 3－2 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（1/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

一次蓋 

① 

Pm 2 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

①′

Pm 2 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

② 

Pm － 

PL+Pb 6 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

②′

Pm － 

PL+Pb 7 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 

平均引張応力

＋曲げ応力
279 

胴 

④ 

Pm 3 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 3 

σp － 

④′

Pm 3 

PL+Pb － 

PL+Pb+Q 
*2 5 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

  ＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 3－2 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（2/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

胴 

⑤ 

Pm － 

PL+Pb 11 

PL+Pb+Q 
*2 24 

σp － 

⑤′

Pm － 

PL+Pb 22 

PL+Pb+Q 
*2 48 

σp － 

底板 

⑥ 

Pm 3 

PL+Pb 4 

PL+Pb+Q 
*2 7 

σp 9 

⑥′

Pm 3 

PL+Pb 5 

PL+Pb+Q 
*2 10 

σp － 

⑦ 

Pm － 

PL+Pb 32 

PL+Pb+Q 
*2 63 

σp － 

⑦′

Pm － 

PL+Pb 53 

PL+Pb+Q 
*2 102 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 3－2 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（3/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

密封 

シール部
⑧ 

Pm 4 

PL+Pb 9 

PL+Pb+Q 
*2 1 

上部 

トラニオン

取付部

（下側） 

⑪ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑪′

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部

（上側） 

⑫ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

⑫′

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 2 

σp － 

下部 

トラニオン

取付部

（上側） 

⑬ 

Pm － 

PL+Pb 39 

PL+Pb+Q 
*2 72 

σp － 

⑬′

Pm － 

PL+Pb 103 

PL+Pb+Q 
*2 207 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 3－2 キャスク容器の応力計算結果（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（4/4） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点

(面) 
応力分類 

応力成分 *1
計算値

σn σt σθ τnt τtθ τθn

下部 

トラニオン

取付部

（下側） 

⑭ 

Pm － 

PL+Pb 13 

PL+Pb+Q 
*2 27 

σp － 

⑭′

Pm － 

PL+Pb 80 

PL+Pb+Q 
*2 160 

σp － 

上部 

トラニオン

取付部

（側面） 

⑮ 

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

⑮′

Pm － 

PL+Pb 1 

PL+Pb+Q 
*2 1 

σp － 

下部 

トラニオン

取付部

（側面） 

⑯ 

Pm － 

PL+Pb 84 

PL+Pb+Q 
*2 162 

σp － 

⑯′

Pm － 

PL+Pb 88 

PL+Pb+Q 
*2 188 

σp － 

注記 ＊1：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ        ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt,τtθ, τθn ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について示す 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 4－1 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（1/2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

一次蓋 

①－①′ Pm 2 182 

① 
PL+Pb

7 273 

①′ 6 273 

① 
PL+Pb+Q *

1 364 

①′ 1 364 

② 
PL+Pb

6 273 

②′ 7 273 

② 
PL+Pb+Q *

1 364 

②′ 1 364 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 550 

平均引張応力

＋曲げ応力 
276 826 

胴 

④ 
Pm

2 182 

④′ 3 182 

④ 
PL+Pb+Q *

2 364 

④′ 3 364 

⑤ 
PL+Pb

6 273 

⑤′ 13 273 

⑤ 
PL+Pb+Q *

15 364 

⑤′ 29 364 

底板 

⑥－⑥′ Pm 2 182 

⑥ σp 7 182 

⑥ 
PL+Pb

2 273 

⑥′ 3 273 

⑥ 
PL+Pb+Q *

5 364 

⑥′ 6 364 

⑦ 
PL+Pb

20 273 

⑦′ 33 273 

⑦ 
PL+Pb+Q *

38 364 

⑦′ 62 364 

注記 ＊：Ｓｄ*地震力のみによる全振幅について評価する 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 4－1 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
＊地震力が作用する場合）（2/2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

密封 

シール部 
⑧ 

Pm 4 182 

PL+Pb 9 182 

PL+Pb+Q * 1 182 

上部 

トラニオン

取付部 

（下側） 

⑪ 
PL+Pb

1 273 

⑪′ 1 273 

⑪ 
PL+Pb+Q *

1 364 

⑪′ 1 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（上側） 

⑫ 
PL+Pb

1 273 

⑫′ 1 273 

⑫ 
PL+Pb+Q *

1 364 

⑫′ 1 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（上側） 

⑬ 
PL+Pb

25 273 

⑬′ 62 273 

⑬ 
PL+Pb+Q *

44 364 

⑬′ 126 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（下側） 

⑭ 
PL+Pb

10 273 

⑭′ 50 273 

⑭ 
PL+Pb+Q *

17 364 

⑭′ 100 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（側面） 

⑮ 
PL+Pb

1 273 

⑮′ 1 273 

⑮ 
PL+Pb+Q *

1 364 

⑮′ 1 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（側面） 

⑯ 
PL+Pb

52 273 

⑯′ 51 273 

⑯ 
PL+Pb+Q *

98 364 

⑯′ 114 364 

注記 ＊：Ｓｄ*地震力のみによる全振幅について評価する 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 4－2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（1/2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

一次蓋 

①－①′ Pm 2 251 

① 
PL+Pb

7 377 

①′ 6 377 

① 
PL+Pb+Q *

1 364 

①′ 1 364 

② 
PL+Pb

6 377 

②′ 7 377 

② 
PL+Pb+Q *

1 364 

②′ 1 364 

一次蓋 

締付けボルト
③ 

平均引張応力 267 825 

平均引張応力

＋曲げ応力 
279 825 

胴 

④ 
Pm

3 251 

④′ 3 251 

④ 
PL+Pb+Q *

3 364 

④′ 5 364 

⑤ 
PL+Pb

11 377 

⑤′ 22 377 

⑤ 
PL+Pb+Q *

24 364 

⑤′ 48 364 

底板 

⑥－⑥′ Pm 3 251 

⑥ σp 9 377 

⑥ 
PL+Pb

4 377 

⑥′ 5 377 

⑥ 
PL+Pb+Q *

7 364 

⑥′ 10 364 

⑦ 
PL+Pb

32 377 

⑦′ 53 377 

⑦ 
PL+Pb+Q *

63 364 

⑦′ 102 364 

注記 ＊：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 4－2 キャスク容器の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合）（2/2） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 計算値 許容応力

密封 

シール部 
⑧ 

Pm 4 182 

PL+Pb 9 182 

PL+Pb+Q * 1 182 

上部 

トラニオン

取付部 

（下側） 

⑪ 
PL+Pb

1 377 

⑪′ 1 377 

⑪ 
PL+Pb+Q *

1 364 

⑪′ 2 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（上側） 

⑫ 
PL+Pb

1 377 

⑫′ 1 377 

⑫ 
PL+Pb+Q *

2 364 

⑫′ 2 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（上側） 

⑬ 
PL+Pb

39 377 

⑬′ 103 377 

⑬ 
PL+Pb+Q *

72 364 

⑬′ 207 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（下側） 

⑭ 
PL+Pb

13 377 

⑭′ 80 377 

⑭ 
PL+Pb+Q *

27 364 

⑭′ 160 364 

上部 

トラニオン

取付部 

（側面） 

⑮ 
PL+Pb

1 377 

⑮′ 1 377 

⑮ 
PL+Pb+Q *

1 364 

⑮′ 1 364 

下部 

トラニオン

取付部 

（側面） 

⑯ 
PL+Pb

84 377 

⑯′ 88 377 

⑯ 
PL+Pb+Q *

162 364 

⑯′ 188 364 

注記 ＊：Ｓｓ地震力のみによる全振幅について評価する 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 5－1 キャスク容器（ボルトを除く）の疲労解析不要の評価結果（1/3） 

（単位：MPa） 

部 位 

評
価
点(

面) 

応
力
分
類

最

大

値 

一次蓋 

① PL+Pb+Q 5  

①′ PL+Pb+Q 6  

② PL+Pb+Q 4  

②′ PL+Pb+Q 5  

胴 

④ PL+Pb+Q 7  

④′ PL+Pb+Q 8  

⑤ PL+Pb+Q 9  

⑤′ PL+Pb+Q 19 

底板 

⑥ PL+Pb+Q 4  

⑥′ PL+Pb+Q 5  

⑦ PL+Pb+Q 25 

⑦′ PL+Pb+Q 39 

密封 

シール部 
⑧ PL+Pb+Q 19 

上部トラニ 

オン取付部 

（下側）

⑪ PL+Pb+Q 18 

⑪′ PL+Pb+Q 47 

上部トラニ 

オン取付部 

（上側）

⑫ PL+Pb+Q 27 

⑫′ PL+Pb+Q 34 

下部トラニ

オン取付部

（上側）

⑬ PL+Pb+Q 27 

⑬′ PL+Pb+Q 78 

下部トラニ

オン取付部

（下側）

⑭ PL+Pb+Q 31 

⑭′ PL+Pb+Q 48 

上部トラニ 

オン取付部 

（側面） 

⑮ PL+Pb+Q 27 

⑮′ PL+Pb+Q 27 

下部トラニ

オン取付部

（側面） 

⑯ PL+Pb+Q 63 

⑯′ PL+Pb+Q 72 

注 1：機械的荷重により生じる応力の全振幅はゼロ応力状態を基準とする 

注 2：機械的荷重により生じる応力の全振幅（Δσ）が全事象発生回数の合計（3706 回）

に対する繰返しピーク応力強さ（363 MPa）を下回っていることを確認する 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 5－1 キャスク容器（ボルトを除く）の疲労解析不要の評価結果（2/3） 

（単位：MPa） 

部 位 
評価点 

(面) 
応力分類 

計算値 

Ｓｄ* Ｓｓ

一次蓋 

① PL+Pb+Q * 1 1 

①′ PL+Pb+Q * 1 1 

② PL+Pb+Q * 1 1 

②′ PL+Pb+Q * 1 1 

胴 

④ PL+Pb+Q * 2 3 

④′ PL+Pb+Q * 3 5 

⑤ PL+Pb+Q * 15 24 

⑤′ PL+Pb+Q * 29 48 

底板 

⑥ PL+Pb+Q * 5 7 

⑥′ PL+Pb+Q * 6 10 

⑦ PL+Pb+Q * 38 63 

⑦′ PL+Pb+Q * 62 102 

密封 

シール部 
⑧ PL+Pb+Q * 1 1 

上部トラニ 

オン取付部 

（下側）

⑪ PL+Pb+Q * 1 1 

⑪′ PL+Pb+Q * 1 2 

上部トラニ 

オン取付部 

（上側）

⑫ PL+Pb+Q * 1 2 

⑫′ PL+Pb+Q * 1 2 

下部トラニ 

オン取付部 

（上側）

⑬ PL+Pb+Q * 44 72 

⑬′ PL+Pb+Q * 126 207 

下部トラニ 

オン取付部 

（下側）

⑭ PL+Pb+Q * 17 27 

⑭′ PL+Pb+Q * 100 160 

上部トラニ 

オン取付部 

（側面） 

⑮ PL+Pb+Q * 1 1 

⑮′ PL+Pb+Q * 1 1 

下部トラニ 

オン取付部 

（側面） 

⑯ PL+Pb+Q * 98 162 

⑯′ PL+Pb+Q * 114 188 

繰返し回数（Ｎc） 60 60 

繰返し回数（Ｎc）に対する許容応力Ｓ 1754 1754 

ピーク応力強さに対する許容繰返し 

回数（Ｎa） 
139103 22160 

Ｎc/Ｎa 4.31×10
-4

2.71×10
-3

疲労累積係数（Ｕ） 3.14×10
-3

注記 ＊：地震力のみによる全振幅を示す 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R0
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表 5－1 キャスク容器（ボルトを除く）の疲労解析不要の評価結果（3/3） 

設計･建設規格

PVB-3140 
繰返し荷重 

設定 

繰返し回数 
評価値 許容値 評価 

(1) 大気圧→使用圧力→大気圧 100 繰返し数 

Ｎ1＝100 

3・Ｓmに対する許容繰返し数

Ｎa＝3691 

Ｎ1＜Ｎa であるので本条件

を満足 

(2) 燃料装荷及び燃料取出しを除く

設計事象Ⅰ，Ⅱにおける圧力変動

100 圧力変動振幅 

Ｐ＝1.0 MPa 

圧力変動許容値 

Ａm2＝3.8 MPa 

Ｐ＜Ａm2 であるので本条件

を満足 

(3) 燃料装荷及び燃料取出しでの 

2 点間の温度差 

100 温度差 

ΔＴ＝140 ℃ 

温度差許容値 

Ｔ＝282 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(4) 燃料装荷及び燃料取出しを除く

設計事象Ⅰ，Ⅱにおける 2点間の

温度差変動 

100 温度差変動振幅 

ΔＴ＝140 ℃ 

温度差変動許容値 

Ｔ＝282 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(5) 異種材結合部の温度変動 100 温度変動振幅 

ΔＴ＝140 ℃ 

温度変動許容値 

Ｔ＝1045 ℃ 

ΔＴ＜Ｔであるので本条件

を満足 

(6) 機械的荷重の変

動 

地震力以外 表 5－1（1/3）に記載 Δσ≦Ｓであるので本条件

を満足 

地震力 表 5－1（2/3）に記載 Δσ≦Ｓ，Ｕ≦1.0であるの

で本条件を満足 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 



42 

表 5－2 各事象の繰返し回数と許容繰返し回数（一次蓋締付けボルト） 

事象 

繰返し数

Ｎc

（回） 

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa (回) 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比 

Ｎc／Ｎa (－) 

No.1 100 1207 1366 258 3.88×10-1

No.2 3 100 114 241066 1.24×10-5

No.3 3 84 95 865534 3.47×10-6

No.4 694 78 89 1.00×106 6.94×10-4

No.5 106 11 13 1.00×106 1.06×10-4

No.6 2000 7 8 1.00×106 2.00×10-3

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱ） 0.39 

地震時 
Ｓｄ* 60 4 5 1.00×106 6.00×10-5

Ｓｓ 60 7 8 1.00×106 6.00×10-5

Ｕ（地震時） 1.20×10-4

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱと地震時の和） 0.39 

表 5－3 各事象の繰返し回数と許容繰返し回数（バルブカバー締付けボルト） 

事象 

繰返し数

Ｎc

（回） 

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa (回) 

繰返し回数と許容

繰返し回数の比 

Ｎc／Ｎa (－) 

No.1 100 1207 1366 258 3.88×10-1

No.2 3 8 9 1.00×106 3.00×10-6

No.3 3 5 6 1.00×106 3.00×10-6

No.4 694 4 5 1.00×106 6.94×10-4

No.5 106 2 3 1.00×106 1.06×10-4

No.6 2000 1 2 1.00×106 2.00×10-3

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱ） 0.39 

地震時 
Ｓｄ* 60 1 2 1.00×106 6.00×10-5

Ｓｓ 60 2 3 1.00×106 6.00×10-5

Ｕ（地震時） 1.20×10-4

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱと地震時の和） 0.39 
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表 6－1 貫通孔部の応力強さ 

（単位：MPa） 

設計事象 応力分類 

貫通孔を無視した 

場合の応力強さ

（Ｓ） 

貫通孔部の応力 

（Ｓc ） 
許容応力 

Ⅰ+Ｓｄ*
PL+Pb 7 28 273 

PL+Pb+Q * 1 4 364 

Ⅰ+Ｓｓ

PL+Pb 7 28 377 

PL+Pb+Q * 1 4 364 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅を示す。 
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Ⅴ-2-4-2-3-6  バスケットの耐震性についての計算書① 

（タイプⅠ） 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済乾式貯蔵容器のバスケットに関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

1.2 計算結果の概要 

 計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

 なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点(面)を

本計算書に記載している。 

 表中の「－」は，評価すべき応力が発生しない又は評価上厳しくないため評価を省略

している。以下，本計算書において同様である。 
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2. 温度分布計算 

2.1 計算方法 

温度分布計算は，解析コードＡＢＡＱＵＳにより行う。計算のためのモデル図を 

図 2-1 に示す。 

温度分布計算に使用する外表面の熱伝達率の計算条件と計算結果を表 2-1 に示す。 

2.2 温度分布図 

2.1 項の計算により得られた温度分布図を図 2-2 に示す。 
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

バスケットの応力評価点(面)を図 3-1 に示す。 

3.2 貯蔵時（Ｓｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合） 

3.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

地震力＋自重＋熱荷重 

3.2.2 計算方法 

(1) チャンネル，サポートブロック，補強板及び仕切板 

a．一次応力強さ 

(a) 鉛直方向(Z 方向)の加速度による応力 

鉛直方向加速度により発生するバスケット軸方向の応力(σy)は次式で表される。 

σy=－ρ・G1・L 

ここで， ρ ：材料の密度（＝2.70×10－６㎏／㎜３） 

 G1 ：鉛直方向加速度（m/s2） 

     L ：バスケット全長（＝4495 ㎜） 

 他の応力成分は零である。 

 ただし，G1＝9.81＋αv

αv：鉛直方向設計加速度（＝CvG＝6.38 m/s2） 

(b) 水平方向（X 方向または Y 方向）の加速度による応力 

解析コードＡＢＡＱＵＳの二次元平面固体(連続体)要素及びはり要素による解析

モデルを図 3-2(1)及び図 3-2(2)に示す。 

  各部材間は相互の接触を考慮し，サポートブロックは内胴に設置されているサポ 

 ートガイド接触面と接触境界を設けている。加速度は X 方向または Y 方向に作用さ 

 れるものとし，その大きさは以下の通りとする。 

 X 方向加速度：G2（＝αH） 

 Y 方向加速度：G3（＝αH） 

 ただし， αH：水平方向設計加速度（＝CHG＝11.48 m/s2） 
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b．支圧応力 

水平方向加速度によりサポートブロックにおいてサポートガイドとの接触部に発

生する平均支圧応力(σp)は次式で表される。 

A4
αW H

pσ

ここで， W ：バスケット＋使用済燃料(61 体)の質量（=25200kg） 

 A ：サポートガイドとの接触面積（＝1.76×105 ㎜ 2） 

 αH ：a.と同じ 

c．座屈応力 

チャンネル及び仕切板に発生する圧縮応力は a.と同様にして求められる。ただし，

熱荷重は，2.2 項の結果から得られた貯蔵時(縦置き姿勢)での温度分布による。 

(2) サポートガイド 

a．一次応力強さ 

解析コードＡＢＡＱＵＳの二次元平面固体(連続体)要素による解析モデルを図 3-3

に示す。 

 水平方向（X 方向または Y 方向）に加速度がバスケットに作用する場合，サポー

トガイド１個に作用する貯蔵容器軸方向単位長さ当たりの荷重は次式で与えられる。 

S

2
X L4

GWF

S

3
Y L4

GWF

ここで， FX：X 方向荷重（N/㎜） 

 FY：Y 方向荷重（N/㎜） 

 W：バスケット＋使用済燃料(61 体)の質量（=25200kg） 

 G2：X 方向加速度（= αH =11.48 m/s2） 

 G3：Y 方向加速度（= αH =11.48 m/s2） 

 LS：サポートガイドの長さ（＝4350 ㎜） 

したがって， 

 FX = 16.6 N/㎜， FY = 16.6 N/㎜ 

内胴との溶接部(コーナー)を拘束する。 
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(3) サポートガイド溶接部 

a．平均せん断応力 

サポートガイド溶接部において発生する平均せん断応力(σｓ)は次式で表される。 

A4
GWσ 2

s  または 

A4
GWσ 3

s

ここで，W，G2，G3 ：(2)と同じ 

 A ：サポートガイド溶接部の断面積（=4.31×104mm2） 

(4) 底板 

a．支圧応力 

 底板底面に発生する平均支圧応力(σｐ)は次式で表される。 

A
GWσ 1

p

ここで， W ：(2)と同じ 

 G1 ：(1)と同じ 

 A ：底板底面のキャスク容器との接触面積（＝1.17×106 ㎜ 2） 

3.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 
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4. 応力の評価 

4.1 応力強さの評価 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の一次一般膜応力強さ(Ｐｍ)及び一次膜＋一次曲

げ応力強さ(Ｐｍ＋Ｐｂ)は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

4.2 特別な応力の評価 

4.2.1 純せん断応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均せん断応力(σｓ)は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 

4.2.2 支圧応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均支圧応力(σｐ)は「応力解析の方針」5.5

項の規定を満足する。 

4.2.3 座屈応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の座屈応力(σb)は「応力解析の方針」5.5 項

の規定を満足する。 



 
7
 
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

図 1-1 形状・寸法・材料
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図 2-1 温度分布計算モデル 
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図 2-2 温度分布図（貯蔵時） 
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NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

図 3-1 バスケットの応力評価点（面）
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(単位：㎜) 

図 3-2(1) バスケットの解析モデル 

（Ｘ方向の加速度が作用する場合） 
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(単位：㎜) 

図 3-2(2) バスケットの解析モデル 

（Ｙ方向の加速度が作用する場合） 
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(単位：㎜) 

図 3-2(3)  バスケットの解析モデル 

（熱荷重作用時） 



 14 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

(単位：㎜) 

図 3-3  サポートガイドの解析モデル
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表 1-1 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材  料 設 計 事 象 
一 次 一 般 膜 応 力 強 さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 

チャンネル
A5052TD－H34

相当 

Ⅰ＋Ｓｄ 1 ① 3 ① 

Ⅰ＋ＳＳ 1 ① 3 ① 

補強板 A5083P－O 
Ⅰ＋Ｓｄ 1 ⑤ 4 ⑥ 

Ⅰ＋ＳＳ 1 ⑤ 4 ⑥ 

仕切板 A5083P－O 
Ⅰ＋Ｓｄ 1 ⑨ 3 ⑨ 

Ⅰ＋ＳＳ 1 ⑨ 3 ⑨ 

サポートブロック A5083FH－O 
Ⅰ＋Ｓｄ 3 ⑪ 6 ⑪ 

Ⅰ＋ＳＳ 3 ⑪ 6 ⑪ 

サポートガイド SUS304 
Ⅰ＋Ｓｄ 4 202 ⑭ 6 303 ⑭ 

Ⅰ＋ＳＳ 4 278 ⑭ 6 418 ⑭
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表 2-1 熱伝達率の計算 

熱伝達の形式：空気の自然対流による乱流熱伝達 

事 象 領域 1) 部 位 形 状

空気

温度 

(℃) 

熱伝導率 2)

λ 

(Ｗ/ｍ･Ｋ) 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数 2)

Ｐｒ 

（－） 

ﾚｰﾚｰ数 3) 4)

Ｒa 

（－） 

熱伝達率 4)

ｈ 

（Ｗ/㎡･Ｋ）

貯蔵時 

① 
貯蔵容器

側面 

垂直 

円筒 
45 27.45×10-3 0.719 1.33×1010 1.48×ΔＴ 1/3

運搬時 
水平 

円筒 
38 26.94×10-3 0.718 1.08×109 1.16×ΔＴ 1/3

注記 1)：図 3-1 参照 

   2)：参考文献（１）参照 

   3)：温度差ΔＴ=1.0℃に対する値を示す。 

   4)：レーレー数及び熱伝達率は下記の式を用いて計算する。 

Ｒa＝
2

3

ν

PｒＤTG

ｈ＝0.13
Ｄ

λ
aＲ3  （垂直円筒）5)

ｈ＝0.1
Ｄ

λ
aＲ3  （水平円筒）2) 

ここで G ：重力加速度（＝9.81 m/s2） 

 β  ：熱膨張係数（＝１/318 ㎜/㎜℃：貯蔵時） 

         （＝１/311 ㎜/㎜℃：運搬時） 

 ΔT ：周囲空気と表面の温度差（℃） 

 Ｄ  ：代表長さ（ｍ） 

 ν  ：動粘性係数（＝17.66×10-6 m2/s：貯蔵時） 

         （＝16.95×10-6 m2/s：運搬時） 

   5)：参考文献（５）参照 
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表 2-2 温度分布計算の評価条件 

項   目 評 価 条 件 

対象燃料 

収納体数（体） 

発 熱 量（kW） 

姿  勢 

周囲温度（℃） 

高燃焼度８×８燃料 1)

61 

17.1 2)

縦置き／横置き 3)

45／38 3)

注記 1)：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料

及び高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度

８×８燃料について行う。 

   2)：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

   3)：貯蔵時／運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 3-1 Ｓｄ 地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (1/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１）

計算値
許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ

チ

ャ

ン

ネ

ル

Pm

① 1 

② 1 

③ 1 

Pm+Pb

① 3 

② 2 

③ 3 

σs － －

σp － －

σb ① 1 

補

強

板

①

Pm

④ 1 

⑤ 1 

Pm+Pb

④ 2 

⑤ 3 

σs － －

σp － －

σb － －

補

強

板

②

Pm

⑥ 1 

⑦ 1 

Pm+Pb

⑥ 4 

⑦ 4 

σs － －

σp － －

σb － －

仕

切

板

Pm

⑧ 1 

⑨ 1 

Pm+Pb

⑧ 2 

⑨ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ⑨ 1 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

 σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 



 19 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

表 3-1 Ｓｄ 地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (2/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１）

計算値
許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ

サ
ポ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク

Pm

⑩ 2 

⑪ 3 

Pm+Pb

⑩ 3 

⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド

Pm ⑭ 4 202 

Pm+Pb ⑭ 6 303 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

溶
接
部

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 48 

σp － － － 

σb － － － 

底

板

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 150 

σb － － － 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

 σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 3-2 ＳＳ地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (1/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１）

計算値
許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ

チ

ャ

ン

ネ

ル

Pm

① 1 

② 1 

③ 1 

Pm+Pb

① 3 

② 2 

③ 3 

σs － －

σp － －

σb ① 1 

補

強

板

①

Pm

④ 1 

⑤ 1 

Pm+Pb

④ 2 

⑤ 3 

σs － －

σp － －

σb － －

補

強

板

②

Pm

⑥ 1 

⑦ 1 

Pm+Pb

⑥ 4 

⑦ 4 

σs － －

σp － －

σb － －

仕

切

板

Pm

⑧ 1 

⑨ 1 

Pm+Pb

⑧ 2 

⑨ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ⑨ 1 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

 σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 3-2 ＳＳ地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (2/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類
評価点

（面）

応力成分１）

計算値
許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ

サ
ポ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク

Pm

⑩ 2 

⑪ 3 

Pm+Pb

⑩ 3 

⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド

Pm ⑭ 4 278 

Pm+Pb ⑭ 6 418 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

溶
接
部

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 64 

σp － － － 

σb － － － 

底

板

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 200 

σb － － － 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

 σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 4-1 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合） 

 (単位：MPa)

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

チャンネル

Pm ① 1 

Pm+Pb ① 3 

σs － － 

σp － － 

σb ① 1 

補強板① 

Pm ⑤ 1 

Pm+Pb ⑤ 3 

σs － － 

σp － － 

σb － － 

補強板② 

Pm ⑥ 1 

Pm+Pb ⑥ 4 

σs － － 

σp － － 

σb － － 

仕切板 

Pm ⑨ 1 

Pm+Pb ⑨ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ⑨ 1 

サポートブロック

Pm ⑪ 3 

Pm+Pb ⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サポートガイド

Pm ⑭ 4 202 

Pm+Pb ⑭ 6 303 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

サポートガイド

溶 接 部

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 48 

σp － － － 

σb － － － 

底  板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 150 

σb － － － 
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表 4-2 バスケットの応力評価（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

 (単位：MPa)

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

チャンネル

Pm ① 1 

Pm+Pb ① 3 

σs － － 

σp － － 

σb ① 1 

補強板① 

Pm ⑤ 1 

Pm+Pb ⑤ 3 

σs － － 

σp － － 

σb － － 

補強板② 

Pm ⑥ 1 

Pm+Pb ⑥ 4 

σs － － 

σp － － 

σb － － 

仕切板 

Pm ⑨ 1 

Pm+Pb ⑨ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ⑨ 1 

サポートブロック

Pm ⑪ 3 

Pm+Pb ⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サポートガイド

Pm ⑭ 4 278 

Pm+Pb ⑭ 6 418 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

サポートガイド

溶 接 部

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 64 

σp － － － 

σb － － － 

底  板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 200 

σb － － － 
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（タイプⅡ）



目－1 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2-

4
-2

-
3 

R
0 

目次

1. 概  要 ···························································  1 

1.1 形状・寸法・材料 ···················································  1 

1.2 計算結果の概要 ·····················································  1 

2. 応力計算 ···························································  2 

2.1 応力評価点 ························································  2 

2.2 貯蔵時（Ｓd
*
地震力及びＳs地震力が作用する場合） ··························  2 

2.2.1 荷重条件 ······················································  2 

2.2.2 計算方法 ······················································  2 

2.2.3 計算結果 ······················································  4 

3. 応力の評価 ··························································   5 

3.1 応力強さの評価 ·····················································   5 

3.2 特別な応力の評価 ···················································   5 

3.2.1 純せん断応力 ···················································   5 

3.2.2 支圧応力 ······················································   5 

3.2.3 軸圧縮応力 ····················································   5 

3.2.4 座屈応力 ······················································   5 



目－2 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2-

4
-2

-
3 

R
0 

図表目次

図 1－1 形状・寸法・材料 ···············································  6 

図 2－1 バスケットの応力評価点（面） ·····································  7 

図 2－2 地震時におけるバスケットの姿勢と荷重方向 ···························  8 

表 1－1 計算結果の概要 ················································  9 

表 2－1 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓd
*
地震力が作用する場合） ··············  10 

表 2－2 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合） ··············  11 



1 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2-

4
-2

-
3 

R
0 

1. 概  要 

本計算書は，バスケットに関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）を本計算書

に記載している。 
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2. 応力計算 

2.1 応力評価点 

バスケットの応力評価点（面）を図 2－1に示す。 

2.2 貯蔵時（Ｓd
*
地震力及びＳs地震力が作用する場合） 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時において，Ｓd
*
地震力及びＳs地震力が作用する場合の荷重は，次に示す組合せとする。

荷重の方向を図 2－2に示す。なお，地震力には，Ｓs地震力を適用する。 

地震力＋自重＋熱荷重 

2.2.2 計算方法 

(1) バスケットプレート 

a. 一次一般膜応力 

最大応力が発生するのは，バスケットプレート端部（図 2－1①部）である。 

水平方向加速度により発生する応力（σｘ）は，次式で計算する。 

σｘ＝
ｍＡ・Ｇ１

Ａ１

ここで，Ｇ１＝ＣＨ・Ｇ 

ｍＡ：図 2－1に示す斜線部Ａに含まれる使用済燃料とバスケットプレー 

ト等の合計質量（＝  kg） 

    Ａ１：バスケットプレートの断面積（＝  mm2） 

ＣＨ：水平方向設計震度（＝1.17） 

Ｇ ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 

下方向加速度により発生する応力（σy）は，次式で計算する。 

σｙ＝
ｍｂ・Ｇ２

Ａｂ

ここで，Ｇ２＝（１＋ＣＶ）・Ｇ 

    ｍｂ：バスケットプレートの全質量（＝  kg） 

ＣＶ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

Ａｂ：バスケットプレート底部の全面積（＝  mm2） 

他の応力成分は，零である。 

b. 一次一般膜＋一次曲げ応力 

最大応力が発生するのは，バスケットプレート格子端部（図 2－1②部）である。 

水平方向加速度により発生する応力（σｘ，τｚｘ）は，次式で計算する。 

σｘ＝
Ｍ

Ｚ

Ｍ＝
ｍＢ・Ｇ１・ ｐ

12・
ｗ

2

･････････････････････････････････････（2.1）

･････････････････････････････････････（2.2）

･･･････････････････････････････（2.3）
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τｚｘ＝
ｍＢ・Ｇ１

2・
Ａ１

2

ここで，Ｍ ：バスケットプレート格子中央部の単位幅当たりの曲げモーメント 

（N･mm/mm） 

    Ｚ ：バスケットプレートの単位幅当たりの断面係数（＝  mm3/mm） 

    ｍＢ：図 2－1に示す斜線部Ｂに含まれる使用済燃料，伝熱プレート及び 

バスケットプレートの合計質量（＝  kg） 

ｐ  ：バスケットプレートの内のり（＝  mm） 

ｗ  ：バスケットプレートのキャスク容器軸方向長さ（燃料集合体の負荷 

面の軸方向長さ）（＝  mm） 

ただし，バスケットプレート同士の嵌合のための切欠きがあるた 

め実際の荷重負荷面の長さを ｗ／2とする。 

     Ｇ１ ：a.と同じ 

下方向加速度により発生する応力（σy）は，一次一般膜応力と同様である。 

ここで，Ｇ２：a.と同じ 

他の応力成分は，零である。 

c. 純せん断応力 

バスケットプレート格子端部（図 2－1②部）に発生する平均せん断応力（σｓ）は，（2.4）

式で計算する。 

なお，熱応力については，バスケットプレート間及びバスケットプレートとサポートシリ

ンダ間の嵌合部には，ギャップを設けており，熱膨張による拘束が生じず，著しい熱応力は

生じないため，考慮しない。以下本項において同様である。 

d. 支圧応力 

バスケットプレート端部（図 2－1①部）に発生する平均支圧応力（σｐ）は，(2.1)式で計

算する。 

e. 座屈応力 

バスケットプレート下端部（図 2－1③部）に発生する座屈応力（σｂ）は，（2.2）式で計

算する。 

 (2) サポートシリンダ 

a. 一次一般膜応力 

最大応力が発生するのは，サポートシリンダ下端部（図 2－1④部）であり，下方向加速度

により発生する応力（σｘ）は，次式で計算する。 

σｘ＝
ｍＳ・Ｇ２

ＡＳ

ここで，Ｇ２：(1)a.と同じ 

ＡＳ：サポートシリンダの断面積（＝  mm2） 

ｍＳ：サポートシリンダの質量（＝  kg） 

･････････････････････････････････････（2.4）

･････････････････････････････････････（2.5）
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b. 一次一般膜＋一次曲げ応力 

サポートシリンダには，曲げ応力は発生しないので，一次一般膜応力と同様である。 

c. 支圧応力 

サポートシリンダのバスケットプレート支持部（図 2－1⑤部）に発生する平均支圧応力（ 

σｐ）は，（2.1）式で計算する。 

d. 軸圧縮応力 

サポートシリンダ下端部（図 2－1④部）に発生する軸圧縮応力（σｃ）は，（2.5）式で計

算する。 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－2及び表 2－3に示す。 
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3. 応力の評価 

3.1 応力強さの評価 

地震時における応力強さの計算結果と許容応力を表 2－1及び表 2－2に示す。 

表 2－1 及び表 2－2 より，地震時の一次一般膜応力強さ（Ｐｍ）及び一次一般膜＋一次曲げ応力

強さ（Ｐｍ＋Ｐｂ）は，補足資料「バスケットの応力解析の方針」5.5 節の各規定を満足する。 

3.2 特別な応力の評価 

3.2.1 純せん断応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 2－1及び表 2－2に示す。 

表 2－1 及び表 2－2 より，地震時の平均せん断応力（σｓ）は，補足資料「バスケットの応

力解析の方針」5.5 節の規定を満足する。 

3.2.2 支圧応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 2－1及び表 2－2に示す。 

表 2－1 及び表 2－2 より，地震時の平均支圧応力（σｐ）は，補足資料「バスケットの応力

解析の方針」5.5 節の規定を満足する。 

3.2.3 軸圧縮応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 2－1及び表 2－2に示す。 

表 2－1 及び表 2－2 より，地震時の軸圧縮応力（σｃ）は，補足資料「バスケットの応力解

析の方針」5.5 節の規定を満足する。 

3.2.4 座屈応力 

地震時における応力計算結果と許容応力を表 2－1及び表 2－2に示す。 

表 2－1 及び表 2－2 より，地震時の座屈応力（σｂ）は，補足資料「バスケットの応力解析

の方針」5.5 節の規定を満足する。 
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図 1－1 形状・寸法・材料 
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φ1566 

サポートシリンダ

〔SUS304〕 

伝熱プレート 

〔A1100〕 

バスケットプレート 

〔B-SUS〕 

〔 〕：材料 

（単位：mm）
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図 2－1 バスケットの応力評価点（面） 
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サポートシリンダ

〔SUS304〕 

斜線部Ａ 

③

斜線部Ａ’ 

④
②

①（バスケットプレート側）

⑤（サポートシリンダ側）

①～⑤：応力評価点（面）

〔 〕：材料

斜線部Ｂ 

バスケットプレート 

〔B-SUS〕 
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図 2－2 地震時におけるバスケットの姿勢と荷重方向 
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表 1－1(1) 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材 料 設 計 事 象 

一 次 一 般 膜 応 力 強 さ 一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

計算値 許容応力
評価点 

（面） 
計算値 許容応力

評価点 

（面） 

バスケット 

プレート 

ボロン添

加ステン

レス鋼板

(B-SUS)

Ⅰ＋Ｓd
*

2 201 ① 7 301 ② 

Ⅰ＋Ｓs 2 269 ① 7 404 ② 

サポート

シリンダ

ステンレ

ス鋼

（SUS304）

Ⅰ＋Ｓd
*

1 180 ④ 1 270 ④ 

Ⅰ＋Ｓs 1 263 ④ 1 395 ④ 

表 1－1(2) 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材 料 設計事象

平均せん断応力 平均支圧応力 軸圧縮応力 座屈応力 

計算値 
許容 

応力 
評価面 計算値 

許容 

応力 
評価面 計算値 

許容 

応力 
評価面 計算値 

許容 

応力 
評価面 

バスケット

プレート

ボロン添

加ステン

レス鋼板

(B-SUS)

Ⅰ＋Ｓd
*

1 120 ② 2 311 ① 1 180 ③ 

Ⅰ＋Ｓs 1 160 ② 2 415 ① 1 180 ③ 

サポート

シリンダ

ステンレ

ス鋼

（SUS304）

Ⅰ＋Ｓd
*

2 200 ⑤ 1 92 ④ 

Ⅰ＋Ｓs 2 266 ⑤ 1 123 ④

9
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表 2－1 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓd
*
地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力の種類 
評価点 

（面） 計算値 許容応力 

バスケット 

プレート 

Ｐｍ ① 2 201 

Ｐｍ＋Ｐｂ ② 7 301 

σｓ ② 1 120 

σｐ ① 2 311 

σｂ ③ 1 180 

サポート 

シリンダ 

Ｐｍ ④ 1 180 

Ｐｍ＋Ｐｂ ④ 1 270 

σｓ － － 108 

σｐ ⑤ 2 200 

σｃ ④ 1 92 
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表 2－2 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力の種類 
評価点 

（面） 計算値 許容応力 

バスケット 

プレート 

Ｐｍ ① 2 269 

Ｐｍ＋Ｐｂ ② 7 404 

σｓ ② 1 160 

σｐ ① 2 415 

σｂ ③ 1 180 

サポート 

シリンダ 

Ｐｍ ④ 1 263 

Ｐｍ＋Ｐｂ ④ 1 395 

σｓ － － 144 

σｐ ⑤ 2 266 

σｃ ④ 1 123 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のバスケットに関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）を本計

算書に記載している。 

表中の「－」は，評価すべき応力が発生しない又は，評価上厳しくないため評価を省略して

いる。 
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2. 温度分布計算 

2.1 計算方法 

温度分布計算は，解析コードＡＢＡＱＵＳにより行う。 

計算のためのモデル図を図 2－1に示す。 

温度分布計算に使用する外表面の熱伝達率の計算条件と計算結果を表 2－1に示す。 

2.2 温度分布図 

2.1 項の計算により得られた温度分布図を図 2－2に示す。 
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

バスケットの応力評価点（面）を図 3－1に示す。 
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3.2 貯蔵時（Ｓｄ
＊地震力が作用する場合） 

3.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
＊地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

ボルト初期締付け力＋地震力＋自重＋熱荷重 

3.2.2 計算方法 

(1) 枠板（大） 

a. 一次一般膜応力強さ 

最大応力が発生するのは，枠板（大）の①部（図 3－1の①部）である。 

下方向加速度により発生する圧縮応力（σz）は次式で表される。 

A

1A
z

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (３．１) 

ここで， 

ｍA ：全バスケット質量（＝  kg） 

Ｇ1 ：加速度（前後方向）（＝19.62 m/s2） 

ＡA ：枠板（大）及び枠板（小）の総断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。 

水平方向加速度により発生する圧縮応力（σx）は次式で表される。 

1

31
x

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (３．２) 

ここで， 

ｍ1 ：図 3－2(1)に示す斜線部①に含まれる使用済燃料とバスケット構造部材

の合計質量（＝  kg）の 1/3 の質量 

Ｇ3 ：加速度（下方向）（＝29.42 m/s2） 

Ａ1 ：拘束リング幅に相当する長さにおける枠板（大）の断面積（＝1000 mm2） 

他の応力成分は零である。ただし，Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2，Ｇ3＝ＣHである。 

ここで， 

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ＣV ：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ 

最大応力が発生するのは，枠板（大）の③部（図 3－1の③部）である。 

下方向加速度により発生する圧縮応力(σz)は，（３．１）式で，水平方向加速度によ

り発生する曲げ応力(σx)は次式で表される。 
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Ｚ

）Ｍ，ＭMax.（
＝σ 32
x

）＋・（2・
）＋2・（

・・・Ｇ’ｍ
＝－Ｍ 212

21

2123
2  （３．３） 

）2・・（3・
）＋2・（

・・・Ｇ’ｍ
＝Ｍ 213

21

2
2123

3

6

・t
Ｚ＝

2
3

ここで， 

ｍ3’：図 3－2(1)に示す斜線部③’に含まれる使用済燃料とバスケット構造部

材の合計質量（＝  kg）の 1/3 の質量 

Ｇ2 ：加速度（左右方向）（＝9.81 m/s2） 

1 ：枠板により構成される格子の内寸（＝  mm） 

2 ：枠板により構成される格子の内寸の 1/2 の寸法（＝  mm） 

3 ：拘束リング間長さから枠板（大）と枠板（小）の組合せ部を除いた長さ

（＝  mm） 

ｔ ：枠板板厚（＝  mm） 

他の応力成分は零である。 

水平方向加速度により発生する圧縮応力(σx)は次式で表される。 

3

33
x

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (３．４) 

ここで， 

ｍ3 ：図 3－2(1)に示す斜線部③に含まれる使用済燃料とバスケット構造部 

材の合計質量（＝  kg）の 1/3 の質量 

Ｇ3 ：加速度（下方向）（＝29.42 m/s2） 

Ａ3 ：拘束リング間長さにおける枠板（大）の断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。ただし，Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2，Ｇ2＝ＣH，Ｇ3＝ＣHであり，

ＣH，ＣVは 3.5.2(1)a.と同等である。 

c. せん断応力 

せん断応力(σs)の最大値は枠板（大）の②部（図 3－1 の②部）に発生し，次式で表

される。 

’Ａ

・Ｇ’ｍ
＝σ

2

22
s  （３．５） 

ここで， 

ｍ2’：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間にある使用済燃料とバスケット 

構造部材の合計質量（＝  kg） 

Ｇ2 ：左右方向加速度（＝9.81 m/s2） 
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Ａ2’：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間の断面積（＝  mm2） 

ただし，Ｇ2＝ＣHであり，ＣHは 3.2.2(1)a.と同等である。 

d. 支圧応力 

支圧応力(σp)の最大値は枠板（大）の①部（図 3－1 の①部）に発生し，（３．２）

式で表される。ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 3.2.2(1)a.と同等である。 

e. 座屈応力 

座屈応力（一次＋二次応力）(σb(一次+二次))の最大値は枠板（大）の②部（図 3－1の

②部）に発生し，一次応力は次式で表される。 

2

32
b(一次)

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  （３．６） 

ここで， 

ｍ2 ：図 3－2(1)に示す斜線部②に含まれる使用済燃料とバスケット構造部 

材の合計質量（＝  kg）の 1/3 の質量 

Ｇ3 ：加速度（下方向）（＝29.42 m/s2） 

Ａ2 ：拘束リング間長さにおける枠板（大）の断面積（＝  mm2） 

ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 3.2.2(1)a.と同等である。また，二次応力は，解析コ

ードＡＢＡＱＵＳの二次元平面固体（連続体）要素及びはり要素による解析モデル（図

3－3）から求められる。 

荷重は，2.2 項の結果から得られた運搬時（横置き姿勢）での温度分布による。 

(2) 枠板（小） 

a. 一次一般膜応力強さ 

最大応力が発生するのは，枠板（小）の⑥部（図 3－1の⑥部）である。 

下方向加速度により発生する圧縮応力(σz)は，（３．１）式で，水平方向加速度によ

り発生する圧縮応力(σx)は，次式で表される。 

6

26
x

Ａ

・Ｇ'ｍ
＝σ  （３．７） 

ここで， 

ｍ6’：図 3－2(1)に示す斜線部⑥’に含まれる使用済燃料とバスケット構造部材

の合計質量（＝  kg）の 1/3 の質量 

Ｇ2 ：加速度（左右方向）（＝9.81 m/s2） 

Ａ6 ：拘束リング幅に相当する長さにおける枠板（小）の断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。ただし，Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2，Ｇ2＝ＣHであり，ＣH，ＣV

は 3.2.2(1)a.と同等である。 

他の応力成分は零である。 
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b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ 

最大応力が発生するのは，枠板（小）の⑥部（図 3－1の⑥部）である。 

下方向加速度により発生する圧縮応力(σz)は，（３．１）式で，水平方向加速度によ

り発生する圧縮応力(σx)及び曲げ応力(σx) ，(σz)は，（３．７）式及び次式で表され

る。 

Ｚ

Ｍ
＝σ max
z

12

・
・Ｇｍ

＝Ｍ

2
5

5

36

max
 (３．８) 

6

・t
Ｚ＝

2
1

ここで， 

ｍ6 ：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間にある使用済燃料とバスケット構

造部材の合計質量（＝  kg） 

Ｇ3 ：加速度（下方向）（＝29.42 m/s2） 

1 ：枠板により構成される格子の内寸（＝  ㎜） 

5 ：枠板（大）と枠板（小）の組合せ部の間の長さ（＝  ㎜） 

ｔ ：枠板板厚（＝  ㎜） 

他の応力成分は零である。ただし，Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2，Ｇ2＝ＣH，Ｇ3＝ＣHであり，

ＣH，ＣVは 3.2.2(1)a.と同等である。 

c. せん断応力 

せん断応力(σs)の最大値は枠板（小）の⑤部（図 3－1の⑤部）に発生し，3.3.2(2)b.

と同様な式で表される。ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 3.5.2(1)a.と同等である。 

d. 支圧応力 

支圧応力(σp)の最大値は枠板（小）の⑥部（図 3－1 の⑥部）に発生し，（３．７）

式で表される。ただし，Ｇ2＝ＣHであり，ＣHは 3.2.2(1)a.と同等である。 

e. 座屈応力 

座屈応力（一次＋二次応力）(σb(一次+二次))の最大値は枠板（小）の⑤部（図 3－1の

⑤部）に発生し，一次応力は（３．１）式で求められる。ただし，Ｇ2＝ＣHであり，ＣH

は 3.2.2(1)a.と同等である。また，二次応力は，3.2.2(1)e.と同等である。 

(3) 燃料支持板 

a. 一次一般膜応力強さ 

最大応力が発生するのは，燃料支持板の脚部（図 3－1の⑦部）である。 
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下方向加速度により発生する圧縮応力(σx)は，次式で表される。 

L

1T
x

Ａ

・Ｇｍ
＝σ  (３．８) 

ここで， 

ｍT ：バスケット総質量＋全使用済燃料質量（＝  kg） 

Ｇ1 ：加速度（前後方向）（＝19.62 m/s2） 

ＡL ：燃料支持板脚部断面積（＝  mm2） 

他の応力成分は零である。ただし，Ｇ1＝ＣV＋9.81 m/s2であり，ＣVは 3.2.2(1)a.と

同等である。 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ 

最大応力が発生するのは，燃料支持板の脚部（図 3－1の⑦部）であり，一次膜＋一次

曲げ応力強さ(σx)は，a.項の一次一般膜応力強さと同等である。 

(4) 拘束リング 

a. 一次一般膜応力強さ 

最大応力が発生するのは，拘束リングの⑧部（図 3－1の⑧部）である。 

水平方向加速度により発生する応力(σx)は，次式で表される。 

SSi3

5

1i
Six ／Ａsinθ・Ｇ・ｍ＝σ ∑  （３．９） 

ここで， 

ｍS1 ：図 3－2(2)の斜線部①の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1/3 の質

量 

θS1 ：ボルト１の取付け角度（＝69.5 °） 

ｍS2 ：図 3－2(2) の斜線部②の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1/3の質

量 

θS2 ：ボルト２の取付け角度（＝50.0 °） 

ｍS3 ：図 3－2(2)の斜線部③の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1/3 の質

量 

θS3 ：ボルト３の取付け角度（＝33.5 °） 

ｍS4 ：図 3－2(2)の斜線部④の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1/3 の質

量 

θS4 ：ボルト４の取付け角度（＝20.0 °） 

ｍS5 ：図 3－2(2)の斜線部⑤の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1/3 の質

量 

θS5 ：ボルト５の取付け角度（＝7.5 °） 

Ｇ3 ：加速度（下方向）（＝29.42 m/s2） 
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ＡS ：拘束リングの断面積（＝  mm2） 

ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 3.2.2(1)a.と同等である。 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ 

最大応力が発生するのは，拘束リングの⑧部（図 3－1の⑧部）であり，一次膜＋一次

曲げ応力強さは，a.項の一次一般膜応力と同等である。 

(5) 拘束リングボルト 

a. 一次一般膜応力強さ 

拘束リングボルト（図 3－1の⑨部）の一次一般膜応力強さは，次式で表わされる。 

x f

f
f

R1

σ＝σ

Ｆ
σ＝

Ａ

 （３．１０） 

ここで， 

σf ：拘束リングボルトの締付け応力 

Ｆf ：拘束リングボルトの初期締付け力（＝4800 N） 

ＡR1 ：拘束リングボルト（M12）の断面積（＝  mm2）で表される。 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ 

拘束リングボルト（図 3－1の⑨部）の一次膜＋一次曲げ応力強さは，a.項の一次一般

膜応力強さと同等である。 

c. 一次膜＋二次膜応力強さ 

拘束リングボルト（図 3－1の⑨部）の一次膜＋二次膜応力強さは，a.項の一次一般膜

応力強さと同等である。 

d. （一次＋二次）膜応力＋曲げ応力強さ 

拘束リングボルト（図 3－1の⑨部）の（一次＋二次）膜応力＋曲げ応力強さは，a.項

の一次一般膜応力強さと同等である。 

(6) 枠板固定ボルト 

a. 一次一般膜応力強さ 

最大応力が発生するのは，33.5 °位置の枠板固定ボルト（図 3－1の⑩部）である。 

初期締付け力による引張応力（σx）は，次式で表わされる。 

x f

f
f

R2

σ＝σ

Ｆ
σ＝

Ａ

 （３．１１） 

ここで， 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 



10 

σf ：枠板固定ボルトの締付け応力 

Ｆf ：枠板固定ボルトの初期締付け力（＝4800 N） 

ＡR2 ：枠板固定ボルト（M10）の断面積（＝  mm2）水平方向加速度により発

生するせん断応力(σs)は，次式で表わせる。 

R22

S33S3

・Ａｎ

sinθ・Ｇ・ｍ
τ＝  （３．１２） 

ここで， 

ｍS3 ：図 3－2(2)の斜線部③の使用済燃料と枠板の質量（＝  kg）の 1/3 の

質量 

θS3 ：枠板固定ボルト⑩部の位置の角度（＝33.5 °） 

Ｇ3 ：加速度（下方向）（＝29.42 m/s2） 

ＡR2 ：枠板固定ボルト（M10）の断面積（＝  mm2） 

ｎ2 ：枠板固定ボルト本数（＝4本）ただし，Ｇ3＝ＣHであり，ＣHは 3.2.2(1)a.

と同等である。 

他の応力成分は零である。 

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さ 

一次膜＋一次曲げ応力強さは，a.項の一次一般膜応力強さと同等である。 

3.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 3－1に示す。 
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3.3 貯蔵時（ＳＳ地震力が作用する場合） 

3.3.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

ボルト初期締付け力＋地震力＋自重＋熱荷重 

3.3.2 計算方法 

枠板（大），枠板（小），燃料支持板，拘束リング及び枠板固定ボルトの応力計算は 3.2.2

項と同様である。 

拘束リングボルトの応力計算は 3.2.2 項(5)a.及び b.と同様である。 

ただし， 

ＣH ：水平方向加速度（＝11.48 m/s2） 

ＣV ：鉛直方向加速度（＝6.38 m/s2） 

3.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 3－2に示す。 
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4. 応力の評価 

4.1 応力強さの評価 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4－1及び表 4－2に示す。 

表 4－1及び表 4－2より，各設計事象の一次一般膜応力強さ(Ｐm)，一次膜＋一次曲げ応力強

さ(Ｐm＋Ｐb)及び一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ(Ｐm＋Ｐb＋Ｑ)は「応力解析の方

針」5.5 項の規定を満足する。 

4.2 特別な応力の評価 

4.2.1 純せん断応力 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4－1及び表 4－2に示す。 

表 4－1 及び表 4－2 より，各設計事象の平均せん断応力(σs)は「応力解析の方針」5.5

項の規定を満足する。 

4.2.2 支圧応力 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4－1及び表 4－2に示す。 

表 4－1及び表 4－2より，各設計事象の平均支圧応力(σp)は「応力解析の方針」5.5 項

の規定を満足する。 

4.2.3 座屈応力 

各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4－1及び表 4－2に示す。 

表 4－1及び表 4－2より，各設計事象の座屈応力(σb)は「応力解析の方針」5.5 項の規

定を満足する。 
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図 1－１ 形状・寸法・材料 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 

（単位：mm） 

［ ］材料 
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図 2－1 温度分布計算モデル 
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図 2－2 温度分布図（貯蔵時） 
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図 3－1 バスケットの応力評価点（面） 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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図 3－2(1) 枠板の応力評価で考慮する質量 
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図 3－2(2) 拘束リングの応力評価で考慮する質量

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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図 3－3 熱応力解析モデル 
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表 1－1(1) 計算結果の概要（枠板，燃料支持板，拘束リング）

（単位：MPa）

部 位 材 料 設計事象 
一次一般膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 

枠板（大） B-SUS，SUS304
Ⅰ＋Ｓｄ

* 8 187 ① 61 281 ③ 

Ⅰ＋ＳＳ 12 266 ① 98 399 ③ 

枠板（小） B-SUS，SUS304
Ⅰ＋Ｓｄ

* 7 187 ⑥ 29 281 ⑥ 

Ⅰ＋ＳＳ 11 266 ⑥ 47 399 ⑥ 

燃料支持板 SUS304 
Ⅰ＋Ｓｄ

* 8 187 ⑦ 8 281 ⑦ 

Ⅰ＋ＳＳ 9 266 ⑦ 9 399 ⑦ 

拘束リング SUS304 
Ⅰ＋Ｓｄ

* 4 121* ⑧ 4 182* ⑧ 

Ⅰ＋ＳＳ 6 172* ⑧ 6 259* ⑧ 

注記 ＊：溶接継手効率を考慮 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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表 1－1(2) 計算結果の概要（拘束リングボルト，枠板固定ボルト）

（単位：MPa）

部 位 材 料 設計事象 
一次一般膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次膜応力＋二次膜応力 一次応力＋二次応力 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 

拘束 

リング

ボルト 

SUS630 

H1150 

Ⅰ＋Ｓd* 43 ⑨ 43 ⑨ 43 ⑨ 43 ⑨ 

Ⅰ＋ＳS 43 ⑨ 43 ⑨ 

枠板 

固定 

ボルト 

SUS304 

Ⅰ＋Ｓd* 65 ⑩ 65 ⑩ 

Ⅰ＋ＳS 70 ⑩ 70 ⑩ 

NT2 補③ Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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表 2－1 熱伝達率の計算 

適用条件 対象部位 熱伝達率 

垂直平板 
貯蔵時：胴部 

運搬時：二次蓋，底板 Ｄ

λ
・Ｒ0.13・＝ｈ 3
ａ１

*1

水平平板 
貯蔵時：二次蓋 

運搬時：－ Ｄ

λ
・Ｒ0.14・＝ｈ 3
ａ2

*1

水平円筒 
貯蔵時：－ 

運搬時：胴部 Ｄ

λ
・Ｒ0.10・＝ｈ 3
ａ3

*2

水平平板 

（加熱下向） 

貯蔵時：底板 

運搬時：－ Ｄ

λ
・Ｒ0.0117・＝ｈ 3
ａ4

*2

ここで， 

Ｒa ：レーレー数 

r2

3

a ・Ｐ
ν

Ｇ・β・ΔＴ・Ｄ
Ｒ

Ｐr ：プラントル数*2

Ｇ ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 

β ：体膨張係数（1/K） 

△Ｔ：周囲空気と表面の温度差（K） 

Ｄ ：代表長さ（m） 

ν ：動粘性係数（m2/s） 

λ ：熱伝導率（W/(m･K)） 

注記 ＊1：「応力解析の方針」7.引用文献(4)参照 

＊2：「応力解析の方針」7.引用文献(1)参照 
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表 3－1 バスケットの応力計算結果（貯蔵時：Ｓｄ
*地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分 *1 応力 

強さ 

許容 

応力 σx σy σz τxy τyz τzx

枠板 

（大） 

Pm ① 8 

Pm+Pb ③ 61 

σs ② 1 

σp ① 8 

σb(一次+二次) ② 45 

枠板 

（小） 

Pm ⑥ 7 

Pm+Pb ⑥ 29 

σs ⑤ 1 

σp ⑥ 7 

σb(一次+二次) ⑤ 2 

燃料 

支持板 

Pm ⑦ 8 

Pm+Pb ⑦ 8 

σs － － 

σp － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束 

リング

Pm ⑧ 4 

Pm+Pb ⑧ 4 

σs － － 

σp － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束 

リング

ボルト

Pm ⑨ 43 

Pm+Pb ⑨ 43 

Pm+Qm ⑨ 43 

Pm+Qm
+Pb+Qb

⑨ 43 

枠板 

固定 

ボルト

Pm ⑩ 65 

Pm+Pb ⑩ 65 

注記 ＊1：σx ：評価断面に垂直な方向の応力 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

σy ：評価断面に平行な方向の応力 τxy，τyz，τzx：評価断面上のせん断応力 

＊2：溶接継手効率を考慮 
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表 3－2 バスケットの応力計算結果（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分 *1 応力 

強さ 

許容 

応力 σx σy σz τxy τyz τzx

枠板 

（大） 

Pm ① 12 

Pm+Pb ③ 98 

σs ② 1 

σp ① 12 

σb(一次+二次) ② 45 

枠板 

（小） 

Pm ⑥ 11 

Pm+Pb ⑥ 47 

σs ⑤ 1 

σp ⑥ 11 

σb(一次+二次) ⑤ 2 

燃料 

支持板 

Pm ⑦ 9 

Pm+Pb ⑦ 9 

σs － － 

σp － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束 

リング

Pm ⑧ 6 

Pm+Pb ⑧ 6 

σs － － 

σp － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束 

リング

ボルト

Pm ⑨ 43 

Pm+Pb ⑨ 43 

枠板 

固定 

ボルト

Pm ⑩ 70 

Pm+Pb ⑩ 70 

注記 ＊1：σx ：評価断面に垂直な方向の応力 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

σy ：評価断面に平行な方向の応力 τxy，τyz，τzx：評価断面上のせん断応力 

＊2：溶接継手効率を考慮 
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表 4－1 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
*地震力が作用する場合） 

（単位：MPa）

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

枠板（大） 

Pm ① 8 

Pm+Pb ③ 61 

σs ② 1 

σP ① 8 

σb(一次+二次) ② 45 

枠板（小） 

Pm ⑥ 7 

Pm+Pb ⑥ 29 

σs ⑤ 1 

σP ⑥ 7 

σb(一次+二次) ⑤ 2 

燃料支持板 

Pm ⑦ 8 

Pm+Pb ⑦ 8 

σs － － 

σP － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束リング 

Pm ⑧ 4 

Pm+Pb ⑧ 4 

σs － － 

σP － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束リングボルト 

Pm ⑨ 43 

Pm+Pb ⑨ 43 

Pm+Qm ⑨ 43 

Pm+Qm+Pb+Qb ⑨ 43 

枠板固定ボルト 
Pm ⑩ 65 

Pm+Pb ⑩ 65 

注記 ＊：溶接継手効率を考慮 
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表 4－2 バスケットの応力評価（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa）

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

枠板（大） 

Pm ① 12 

Pm+Pb ③ 98 

σs ② 1 

σP ① 12 

σb(一次+二次) ② 45 

枠板（小） 

Pm ⑥ 11 

Pm+Pb ⑥ 47 

σs ⑤ 1 

σP ⑥ 11 

σb(一次+二次) ⑤ 2 

燃料支持板 

Pm ⑦ 9 

Pm+Pb ⑦ 9 

σs － － 

σP － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束リング 

Pm ⑧ 6 

Pm+Pb ⑧ 6 

σs － － 

σP － － 

σb(一次+二次) － － 

拘束リングボルト 
Pm ⑨ 43 

Pm+Pb ⑨ 43 

枠板固定ボルト 
Pm ⑩ 70 

Pm+Pb ⑩ 70 

注記 ＊：溶接継手効率を考慮 
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1. 概  要

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のトラニオンに関する応力計算書である。

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点(面)を本計

算書に記載している。 

表中の「－」は，評価すべき応力が発生しない又は評価上厳しくないため評価を省略して

いる。以下，本計算書において同様である。 
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2．応力計算 

2.1 応力評価点 

トラニオンの応力評価点(面)を図 1-1 に示す。

2.2 貯蔵時（Ｓｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合） 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。

地震力＋自重＋熱荷重 

2.2.2 計算方法 

(1) 一次応力

a. せん断応力

最大応力が発生する箇所は，図 1-1 に示す下部トラニオンの評価点①である。

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力(τ)は，次式で表わさ

れる(図 2-1参照)。 

A
F

τ W

1
1

2
2

23CG1
W

a
a
a2

aGhGW
F

・－・・

ここで，Ｇ1＝αH，Ｇ3＝9.81－αV

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2870mm） 

a1 ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

 （＝2077.5mm） 

a2 ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心評価位置までの 

距離（＝949.5mm）

ＦＷ ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（=1.19×106Ｎ） 

Ｗ ：貯蔵容器の質量(=118000 ㎏) 

Ａ ：図 1-1 の評価点①の断面積(=1.75×104 ㎜ 2) 

αH ：水平方向設計加速度(=CHG=11.48m/s2) 

αV ：鉛直方向設計加速度(=CVG=6.38m/s2) 

b. 曲げ応力

最大応力が発生する箇所は，図 1-1 に示す下部トラニオンの評価点④である。水平方

向加速度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力(σb)は，次式で表わされる。 

(２．１) 



 3 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

Z
LFW

b
・

σ  (２．２) 

ここで， ＦＷ ：（２．１）式と同じ 

Ｚ ：図 1-1 の評価点④の断面係数(=1.04×106 ㎜ 3) 

Ｌ ：図 1-1 の評価点④と荷重作用位置との距離(=184.5 ㎜) 

ｃ. 支圧応力 

応力が発生する箇所は，図 1-1 の下部トラニオンの評価点⑤である。トラニオン固

定金具によって生じる支圧応力は（σp）は，次式で表される。 

5

w
p A

F
σ  (２．３) 

ここで， 

ＦＷ  ：（２．１）式と同じ 

Ａ5  ：評価点⑤に接触するトラニオン固定金具の投影面積（＝1.94×103 mm2） 

ｄ. 組合せ応力 

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σＴ）は，次式で表される。 

22
b 3σ τ＋σＴ  (２．４) 

ここで， 

σb ：（２．２）式と同じ 

τ ：（２．１）式と同じ 

(2) 一次＋二次応力

a. せん断応力

せん断応力の全振幅(τ)は，（２．１）式と同様に与えられる。

b. 曲げ応力

曲げ応力の全振幅(σb)は，（２．２）式と同様に与えられる。

ｃ. 支圧応力 

支圧応力の全振幅（σp）は，（２．３）式と同様に与えられる。 

ｄ. 組合せ応力 

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σＴ）は，（２．４）式と同

様に与えられる。 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2-1 に示す。 
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3．応力の評価 

3.1 一次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2-1 に示す。 

表 2-1 より，各設計事象の一次応力は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

3.2 一次＋二次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2-1 に示す。 

表 2-1 より，各設計事象の一次＋二次応力は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

3.3 組合せ応力の評価 

各設計事象における評価を表 2-1 に示す。 

表 2-1 より，地震時における組合せ応力は「応力解析の方針」5.5項の規定を満足する。 
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図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（面） 

4 

184.5 

5 

下部トラニオン

53.5 
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① ～③：支持台番号

図 2-1 地震時に作用する荷重の計算モデル 

G1・W 

G3・W 

F1
F2

Fc

FH

①

②

②

③

重心

a1

a2

hCG

O
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表 1-1 計算結果の概要 

（単位：MPa） 

注１：各設計事象において，既存設備により荷重作用点がずれた場合でも評価結果は許容応力を

満足する。また，一次＋二次応力の計算値は一次応力と等しく，許容応力は大きくなるた

め問題ない。 

（単位：MPa） 

部位 材 料 
設 計 

事 象 

一次応力＋二次応力 

せん断応力 曲げ応力 支圧応力 座屈応力 組合せ応力 

計算値
許容 

応力 
計算値

許容 

応力 
計算値

許容 

応力 
計算値

許容 

応力 
計算値

許容 

応力 

トラニ 

オン 

SUS630

H1150 

Ⅰ+Ｓｄ 68 678 212 1176 614 801 － － 243 1176 

Ⅰ+ＳＳ 68 678 212 1176 614 801 － － 243 1176 

部 位 材 料 
設 計 

事 象 

一次応力 

せん断応力  曲げ応力 支圧応力 圧縮応力 組合せ応力 

計算値
許容 

応力 
計算値

許容 

応力 
計算値

許容 

応力 
計算値

許容 

応力 
計算値

許容 

応力 

トラニ 

オン 

SUS630

H1150 

Ⅰ+Ｓｄ  68 339 212 588 614 801 － － 243 588 

Ⅰ+ＳＳ  68 339 212 588 614 801 － － 243 588 



 8  

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

表 2-1 トラニオンの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ 地震力及びＳＳ地震力が作用する場合） 

   （単位：MPa） 

部

位
応力の種類 

Ｓｄ 地震力 ＳＳ地震力 

許容応力 
計算値 

評価点 

（面） 
計算値 

評価点 

（面） 

下

部

ト

ラ

ニ

オ

ン

一

次

応

力 

せん断応力 68 ① 68 ① 339 

曲げ応力 212 ④ 212 ④ 588 

支圧応力 614 ⑤ 614 ⑤ 801 

組合せ応力 243 ④ 243 ④ 588 

1)

一

次

＋

二

次

応

力 

せん断応力 68 ① 68 ① 678 

曲げ応力 212 ④ 212 ④ 1176 

支圧応力 614 ⑤ 614 ⑤ 801 

組合せ応力 243 ④ 243 ④ 1176 

注記 1)：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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Ⅴ-2-4-2-3-7 トラニオンの耐震性についての計算書② 

(タイプⅡ) 
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1. 概  要 

本計算書は，トラニオンに関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）を本計

算書に記載している。 
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2. 応力計算 

2.1 応力評価点 

トラニオンの応力評価点（面）を図 1－1に示す。 

2.2 貯蔵時（Ｓd*地震力及びＳs地震力が作用する場合） 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時において，Ｓd*地震力及びＳs地震力が作用する場合の荷重は，次に示す組合せと

する。なお，地震力には，Ｓs地震力を適用する。 

地震力＋自重＋熱荷重＋トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

2.2.2 計算方法 

(1) トラニオン 

a. 一次応力 

(a) せん断応力 

最大応力が発生する箇所は，図 1－1に示す下部トラニオンの評価点①である。 

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力(τ)は，次式で計算

する(図 2－2参照)。 

Ａ

＋ＦＦ
＝τ １ｍ

                  ･････････････････････ （2.1） 

Ｆｍ＝
ｍ・(Ｇ1・ｈＣＧ－Ｇ2・ａ2)

2・ａ2
2

ａ1

＋ａ1

ここで，Ｇ1＝ＣＨ･Ｇ，Ｇ2＝(1－ＣＶ)･Ｇ

Ｇ1 ：水平方向加速度(m/s2) 

Ｇ2 ：鉛直方向加速度(m/s2) 

ｈＣＧ ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2720 mm） 

ａ1 ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝2238 mm） 

ａ2 ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心評価位置までの 

距離（＝924.5 mm）

Ｆｍ ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（N） 

ｍ ：貯蔵容器の質量(＝ ㎏)  

Ａ ：図 1－1の評価点①の断面積(＝  mm2) 

ＣＨ ：水平方向設計震度(＝1.17) 

ＣＶ ：鉛直方向設計震度(＝0.65) 

Ｆ1 ：トラニオン固定ボルトの初期締付け力（＝  N） 

Ｇ ：重力加速度（＝9.80665 m/s2） 
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(b) 曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は，図 1－1に示す下部トラニオンの評価点②である。 

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力(σｂ)は，次式で計算

する。 

・Ｌ＋ＦＦＭ＝

Ｚ

Ｍ
＝σ

１ｍ

ｂ

   ･････････････････････････････ (2.2) 

ここで，Ｆｍ ：(2.1)式と同じ 

Ｆ1 ：(a)と同じ 

Ｚ ：図 1－1 の評価点②の断面係数(＝  mm3) 

Ｌ ：図 1－1 の評価点②と荷重作用位置との距離(＝274 mm) 

(c) 組合せ応力 

イ. せん断応力と曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は，図 1－1に示す下部トラニオンの評価点②である。 

せん断応力(τ)と曲げ応力(σｂ)との組合せ応力(σＴ)は，次式で計算する。 

22
ｂＴ ＋3･τσ＝σ    ･････････････････････････････ （2.3）

ここで，σｂ ：(2.2)式と同じ 

 τ ：(2.1)式と同じ 

 Ａ ：図 1－1の評価点②の断面積(＝  mm2) 

b. 一次＋二次応力 

(a) せん断応力 

せん断応力(τ)の全振幅は，(2.1)式で計算する。 

(b) 曲げ応力 

曲げ応力(σｂ)の全振幅は，(2.2)式で計算する。 

(c) 組合せ応力 

せん断応力(τ)と曲げ応力(σｂ)との組合せ応力(σＴ)は，(2.3)式で計算する。 

ここで，σｂ ：(2.2)式と同じ 

 τ ：(2.1)式と同じ 

 Ａ ：a.(c).と同じ 

(2) トラニオンボルト 

トラニオンボルトに発生する引張応力(σｔｂ)は，次のように求める。 

曲げモーメントが作用した場合に生じるトラニオンボルトの引張荷重とキャスク容器の

圧縮荷重については，図 2－1に示すように荷重の釣合い条件を考慮することにより求める。 

以下にその手順を示す。 

a. σｔｂ及びσｃｃを仮定してトラニオンボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋ

を求める。 
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ｃｃ

ｔｂ

σ

σ
1＋

1
ｋ＝

   ････････････････････････････････ （2.4）

ここで，ｋ  ：トラニオンボルト計算における中立軸の荷重係数(－) 

σｔｂ ：トラニオンボルトの引張応力(MPa) 

σｃｃ ：キャスク容器の圧縮応力(MPa) 

b. トラニオンボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－1（1－2・ｋ）   ･･････････････････････ （2.5） 

ここで，α ：トラニオンボルト計算における中立軸を定める角度(rad) 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

ｅ＝
1

2
・

π－α ・cos α＋
1

2
・ π－α ＋

3

2
・sinα・cosα

π－α ・cosα＋sinα

２( ) ( )

( )

＋
α

1

2
・α－

3

2
・sinα・cosα＋α・cos α

sinα－α・cos

２

 ･････ （2.6）

ｚ＝
α

1

2
・ cosα＋

1

2
・α－

3

2
・sinα・cosα＋α・cos α

sinα－α・cos

２

･････････････････ （2.7）

Ｃ ＝
π－α

＋cosα
ｔ

2・ ・cosα＋sinα

1

{( ) }
 ････････････････ （2.8）

Ｃ ＝
－cosα

ｃ
2・ sinα－α・cosα

1

( )
    ････････････････ （2.9）

ここで，ｅ，ｚ，Ｃｔ，Ｃｃ ：トラニオンボルト計算における係数(－) 

d. 各定数を用いてＦｔｂ及びＦｃｃを求める。 

ｃ
ｔｂ

Ｄｅ

Ｍ
Ｆ    ･････････････････････････････････ （2.10）

Ｆｃｃ＝Ｆｔｂ   ･････････････････････････････････ （2.11）

ここで，Ｆｔｂ ：トラニオンボルトに作用する引張力(N) 

Ｍ ：（2.2）式と同じ 

Ｌ ：図 1－1のトラニオンボルトと荷重作用点との距離(＝342 mm) 

Ｄｃ ：トラニオンボルトのピッチ円直径(＝340 mm) 

Ｆｃｃ ：キャスク容器に作用する圧縮力(N) 

e. σｔｂ及びσｃｃを求める。 

ｔｃ

ｔｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

ｔｂσ    ･･････････････････････････ （2.12）
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ｃｃ
ｃｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ    ･･･････････････････ （2.13）

ｃ

ｂ

・Ｄπ

ｎ・Ａ
＝ｔ１    ････････････････････････････････ （2.14）

１２ ｔ－)－ＤＤ・(
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ    ･････････････････････ （2.15）

ここで，ｔ1 ：トラニオンボルト面積相当板幅(mm) 

ｔ2 ：圧縮側相当幅(mm) 

ｎ ：トラニオンボルト本数(＝16) 

Ａｂ ：トラニオンボルト(M36)の断面積(＝1.018×103 mm2) 

Ｄｂｏ ：トラニオンボルト取付部の外径(＝419.2 mm) 

Ｄｂｉ ：トラニオンボルト取付部の内径(＝200.5 mm) 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－1に示す。 
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3. 応力の評価 

3.1 一次応力の評価 

地震時における評価を表 2－1に示す。 

表 2－1より，地震時の一次応力は，補足資料「トラニオンの応力解析の方針」5.5 節の各規

定を満足する。 

3.2 一次＋二次応力の評価 

地震時における評価を表 2－1に示す。 

表 2－1より，地震時の一次＋二次応力は，補足資料「トラニオンの応力解析の方針」5.5 節

の各規定を満足する。 

3.3 組合せ応力の評価 

地震時における評価を表 2－1に示す。 

表 2－1より，地震時における組合せ応力は，補足資料「トラニオンの応力解析の方針」5.5

節の各規定を満足する。 
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（単位 ：mm） 

[ ] ：材料

①～③ ：応力評価点（面）

図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（面）

トラニオンボルト(16－M36)

[SNB23-3] 

下部トラニオン

③

274 ＊

342 ＊

トラニオン

[SUS630 H1150] 

注記 ＊：貯蔵時の荷重作用点 

までの距離 

φ
1
3
9
.
5
 

φ
2
5
9
.
5
 

φ
3
4
0
 

φ
4
1
9
.
2
 

①

②
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図2－1 トラニオンボルトの荷重説明図
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                               ａ2

                                     ａ1

①～③：支持台番号

図 2－2 地震時に作用する荷重の計算モデル

Ｇ1・ｍ 

Ｇ2・ｍ 

Ｆｍ＋Ｆ1

①

②

②

③

重心

Ｏ 

ｈＣＧ



表 1－1(1) 計算結果の概要

部 位 材  料 設計事象 

一次応力 

せん断応力 

(MPa) 

曲げ応力 

(MPa) 

垂直応力とせん

断応力の組合せ 

(MPa) 

計算値 
許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 

トラニオン

ステンレス鋼

SUS630 

H1150 

Ⅰ＋Ｓd* 148 341 419 591 441 591 

Ⅰ＋Ｓs 148 341 419 591 441 591 

部 位 材  料 設計事象 

一次＋二次応力 

せん断応力 

(MPa)

曲げ応力 

(MPa)

垂直応力とせん断

応力の組合せ 

(MPa)

計算値 
許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 

トラニオン

ステンレス鋼

SUS630 

H1150 

Ⅰ＋Ｓd* 148 682 419 1182 441 1182 

Ⅰ＋Ｓs 148 682 419 1182 441 1182 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

1
0



表 1－1(2) 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材  料 設計事象 
引張応力 

計算値 許容応力 

トラニオンボルト
低合金鋼 

（SNB23-3）

Ⅰ＋Ｓd* 323 475 

Ⅰ＋Ｓs 323 475 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

1
1



表 2－1 トラニオンの応力評価（貯蔵時：Ｓd*地震力及びＳs 地震力が作用する場合）

（単位：MPa） 

部
位

応力の種類 

Ｓd*地震力 Ｓs地震力 

許容応力 計算値 評価点 

（面） 

計算値 評価点 

（面） 

下
部
ト
ラ
ニ
オ
ン

一
次
応
力

せん断応力 148 ① 148 ①  341 

曲げ応力 419 ② 419 ②  591 

垂直応力と

せん断応力

の組合せ 

441 ② 441 ②  591 

一
次
＋
二
次
応
力

せん断応力 148 ① 148 ①  682 

曲げ応力 419 ② 419 ② 1182 

垂直応力と

せん断応力

の組合せ 

441 ② 441 ② 1182 

ト
ラ
ニ
オ
ン
ボ
ル
ト

－ 引張応力 323 ③ 323 ③  475 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 

＊

12 
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1. 概  要 

本計算書は，トラニオンに関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）を本計

算書に記載している。 

表中の「－」は，評価すべき応力が発生しない又は，評価上厳しくないため評価を省略して

いる。以下，本計算書において同様である。 
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2. 応力計算 

2.1 応力評価点 

トラニオンの応力評価点（面）を図 1－1に示す。 

2.2 貯蔵時（Ｓｄ
*及びＳｓ地震力が作用する場合） 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
*及びＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重＋熱荷重 

2.2.2 計算方法 

(1) 一次応力 

a. せん断応力 

最大応力が発生する箇所は，図 1－1に示す下部トラニオンの評価点③である。水平方

向加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力（τ）は，次式で表される（図

2－1参照）。 

1
1

2
2

23CG1
m

3

m

ａ
ａ

2・ａ

・ａ－Ｇ・ｈＧｍ・
＝Ｆ

Ａ

Ｆ
τ＝

 （２．１） 

ここで， 

Ｇ1＝ＣH

Ｇ3＝9.81－ＣV

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2820 mm） 

ａ1 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離

（＝2074.5 mm） 

ａ2 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離

（＝949.5 mm）

Ｆm ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（＝  N） 

ｍ ：貯蔵容器の質量（＝  ㎏） 

Ａ3 ：図 1－1の評価点③の断面積（＝  mm2） 

ＣH ：水平方向設計震度（＝11.48 m/s2） 

ＣV ：鉛直方向設計震度（＝6.38 m/s2） 

b. 曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は，図 1－1の下部トラニオンの評価点④である。水平方向加

速度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力（σb4）は，次式で表される。 

4

4m
b4

Ｚ

・ＬＦ
＝σ  （２．２） 

ここで， 

Ｆm ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（＝  N） 

Ｌ4 ：地震力が作用する場合の図 1－1の評価点④と荷重作用位置との距離（＝

94.5 mm） 
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2
 
ｷ
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ｸ
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Ｚ4 ：図 1－1の評価点④の断面係数（＝  mm3） 

c. 支圧応力 

応力が発生する箇所は，図 1－1の下部トラニオンの評価点⑤である。トラニオン固定

金具によって生じる支圧応力（σp）は，次式で表される。 

5

m
p

Ａ

Ｆ
＝σ  （２．３） 

ここで， 

Ｆm ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（＝  N） 

Ａ5 ：評価点⑤に接触するトラニオン固定金具の投影面積（＝  mm2） 

d. 組合せ応力 

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb4）との組合せ応力（σT）は，次式で表される。 

22
b4T 3・τσ＝σ  （２．４） 

ここで， 

σb4 ：（２．２）式と同じ 

τ ：（２．１）式と同じ 

(2) 一次＋二次応力 

a. せん断応力 

せん断応力の全振幅（τ）は，（２．１）式と同様に与えられる。 

b. 曲げ応力 

曲げ応力の全振幅（σb）は，（２．２）式と同様に与えられる。 

c. 支圧応力 

支圧応力の全振幅（σp）は，（２．３）式と同様に与えられる。 

d. 組合せ応力 

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σT）は，（２．４）式と同様に

与えられる。 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－1に示す。 
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3. 応力の評価 

3.1 一次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－1に示す。 

表 2－1より，各設計事象の一次応力は「応力解析の方針」5.5 項の各規定を満足する。 

3.2 一次＋二次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－1に示す。 

表 2－1より，各設計事象の一次＋二次応力は「応力解析の方針」5.5 項の各規定を満足する。 

3.3 組合せ応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－1に示す。 

表 2－1より，地震時における組合せ応力は「応力解析の方針」5.5 項の各規定を満足する。 
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NT2 補③ Ｖ-2-4-2-3 R0 

図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（面）
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図 2－1 地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 1－1 計算結果の概要

（単位：MPa） 

部位 材料 
設計

事象 

一次応力 

せん断応力 曲げ応力 支圧応力 圧縮応力 組合せ応力 

計算値 
許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 

ト
ラ
ニ
オ
ン

SUS630

H1150 

Ⅰ＋Ｓd* 31 339 91 801 112 801 ― ― 104 588 

Ⅰ＋Ｓs 65 339 190 801 232 801 ― ― 217 588 

注：設計事象Ⅰ，Ⅱにおいて，既存設備により荷重作用点がずれた場合でも評価結果は許容応

力を満足する。また，一次＋二次応力の計算値は一次応力と等しく，許容応力は大きくな

るため問題ない。 

なお，地震時（Ⅰ＋Ｓｄ
*，Ⅰ＋Ｓｓ）においては，許容応力に対し計算値が小さいこと

から問題ない。 

（単位：MPa） 

部位 材料 
設計

事象 

一次＋二次応力 

せん断応力 曲げ応力 支圧応力 座屈応力 組合せ応力 

計算値 
許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 

ト
ラ
ニ
オ
ン

SUS630

H1150 

Ⅰ＋Ｓd* 31 678 91 1603 112 801 ― ― 104 1176 

Ⅰ＋Ｓs 65 678 190 1603 232 801 ― ― 217 1176 
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表 2－1 トラニオンの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ*地震力及びＳｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部

位
応力の種類 

Ｓｄ*地震力 Ｓｓ地震力 

許容応力 
計算値 

評価点 
（面） 

計算値 
評価点 
（面） 

下
部
ト
ラ
ニ
オ
ン

一
次
応
力

せん断応力 31 ③ 65 ③  339 

曲げ応力 91 ④ 190 ④  801 

支圧応力 112 ⑤ 232 ⑤  801 

組合せ応力 104 ④ 217 ④  588 

一
次
＋
二
次
応
力

せん断応力 31 ③ 65 ③  678 

曲げ応力 91 ④ 190 ④ 1603 

支圧応力 112 ⑤ 232 ⑤  801 

組合せ応力 104 ④ 217 ④ 1176 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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Ⅴ-2-4-2-3-8  支持構造物の耐震性についての計算書① 

（ タ イ プ Ⅰ ）  
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器の支持構造物に関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる評価点(面)を本計算

書に記載している。 
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2. 応力計算 

2.1 応力評価点 

支持構造物の応力評価点（面）を図 1-1 に示す。 

2.2 貯蔵時 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時における荷重は次に示す組合せとする。 

自重＋熱荷重 

2.2.2 計算方法 

 リブ及び支持台座の応力計算は以下に示すとおりである。なお，トラニオン固定

ボルト，容器押え金具，アンカーボルト及びトラニオン固定金具については，(自

重＋熱荷重)により発生する応力は無視できるため評価を省略する。 

(1) リ  ブ 

a. 一次応力 

(a) 圧縮応力 

自重によりリブに生じる圧縮応力(σc)は次式により与えられる。 

σc＝(Ｗｃ＋n・Ｗｓ)・Ｇ／(ｎ・Ａ)                (２．１) 

ここで，Ｗｃ ：貯蔵容器質量（＝118000 kg） 

ｎ ：支持台の数（＝4） 

Ｗｓ ：支持台 1 個の質量（＝700kg） 

Ｇ ：重力加速度（＝9.81 m/s2） 

Ａ ：断面積（＝5.29×10
4
 mm2） 

b. 一次＋二次応力 

(a) 引張・圧縮応力 

キャスク容器の熱膨張による応力は無視できるので，リブに発生する応力は 

(２．１)式と同様に与えられる。 

(2) 支持台座 

a. 一次応力 

(a) 支圧応力 

自重により支持台座に生じる支圧応力(σp)は次式により与えられる。 

σp＝Ｗｃ・Ｇ／(ｎ・Ａ)                          (２．２) 

ここで，Ｗｃ，Ｇ，ｎ：2.2.2 項(1)a.(a)と同じ

Ａ   ：支持台座のキャスク容器底面接触面積（＝1.18×10
5
mm2） 
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b. 一次＋二次応力 

(a) 支圧応力 

キャスク容器の熱膨張による応力は無視できるので，支持台座に発生する支圧

応力は，(２．２)式と同様に与えられる。 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2-1 に示す。 
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2.3 貯蔵時（Ｓｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合） 

2.3.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ 及びＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せと

する。 

地震力＋自重＋熱荷重 

2.3.2 計算方法 

 トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押え

金具及び支持台座の応力計算は以下に示すとおりである。 

(1)トラニオン固定ボルト 

a. 引張応力 

 トラニオン固定ボルトに作用する最大引張力(Ｆ1)は，図 2-1 に示す支持台①に

生じ，次式により与えられる。 

C

1
1

2
2

22CG1
1 W

a+a
a2

aGhG
=F

・－・

  (２．３) 

ここで，Ｇ1 =αH，Ｇ2 =9.81－αv

       αH ：水平方向設計加速度（=CHG＝11.48m/s2） 

       αv ：鉛直方向設計加速度（=CVG＝6.38m/s2） 

       hCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2870mm） 

       a1 ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

          （＝2077.5mm） 

       a2 ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心までの距離 

          （＝949.5mm） 

       Ｗｃ ：2.2.2 項(1)a.(a)と同じ 

 この引張力(Ｆ1)によりトラニオン固定ボルトに発生する引張応力(σt)は次式

で表わされる。 

σt＝Ｆ1／(ｎ・Ａ)                                (２．４) 

  ここで，Ｆ1 ：引張力（＝1.19×106 N） 

ｎ ：トラニオン固定金具１組当たりのボルトの本数（＝2） 

Ａ  ：トラニオン固定ボルト(M45)の断面積（＝1.59×10
3
mm2） 

(2) トラニオン固定金具 

a. 一次応力 

(a) 曲げ応力 

トラニオン固定金具にはトラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)により曲げ応力 

(σb)が発生し，次式により与えられる。 
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1b F
Z4
Lσ   (２．５) 

  ここで，Ｆ1 ：引張力（＝1.19×10
6
 N） 

    Ｌ ：トラニオン固定ボルト間距離（＝245 mm） 

    Ｚ ：トラニオン固定金具の断面係数（＝1.53×10
5
mm3） 

b. 一次＋二次応力 

(a) 曲げ応力 

 トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)による曲げ応力の全振幅(σb)は，(２．５)

式と同様に与えられる。 

(3) リ  ブ 

a. 一次応力 

(a) 引張応力 

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)によりリブに発生する引張応力(σt)は，次

式により与えられる。 

σt＝Ｆ1／Ａ                                   (２．６)

ここで，Ｆ1  :引張力(= 1.19×106 N) 

Ａ ：2.2.2 項(1)a.(a)と同じ 

(b) 圧縮応力 

リブに作用する最大圧縮力(Ｆc)は支持台③に生じ，次式により与えられる。 

Ｆｃ = Ｇ2×(Ｗｃ+Ｗｓ)+2Ｆ2+Ｆ1  (２．７)

     ここで，Ｇ1= αH，Ｇ2 = 9.81+αv

   αH，αv ：2.3.2 項(1)a.と同じ 

   Ｗｃ，Ｗｓ ：2.2.2 項(1)a.(a)と同じ 

    Ｆ1 ：(２．３)式と同じ（＝1.19×106 Ｎ） 

    Ｆ2 ：支持台②での引張力（＝ 1
1

2 Fa
a

 =5.44×105 Ｎ） 

       a1，a2 ：2.3.2 項(1)a.と同じ 

この圧縮力(Ｆｃ)によりリブに発生する圧縮応力(σc)は次式で表わされる。 

σc＝Ｆｃ／Ａ                                   (２．８) 

ここで， Ｆｃ ：圧縮力（＝4.20×106 N） 

Ａ ：2.2.2 項(1)a.(a)と同じ 

b. 一次＋二次応力 

(a) 引張・圧縮応力 

 地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，次式で表わされる。 

   σ＝σt＋σc  (２．９) 

ここで，σt：2.3.2 項(3)a.(a)と同じ     
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    σc：2.3.2 項(3)a.(b)と同じ     

(4) アンカーボルト 

a. 引張応力 

(２．３)式により与えられる引張力(Ｆ1)によりアンカーボルトに生じる引張

応力(σt)は次式により与えられる。 

σt＝Ｆ1／(ｎ・Ａ)                                (２．１０) 

   ここで，Ｆ1 ：引張力（＝1.19×10
6
 N） 

          ｎ  ：支持台１個当たりのアンカーボルトの本数（＝6） 

          Ａ  ：アンカーボルト(M36)の断面積（＝1.01×10
3
mm2） 

b. せん断応力 

 アンカーボルトに作用する最大水平力(ＦH)は支持台③に生じ，次式により与え

られる。 

ＦH = αH・(Ｗｃ+Ｗｓ)                              (２．１１) 

 ここで，αH    ：2.3.2項(1)a.と同じ 

Ｗｃ，Ｗｓ：2.2.2項(1)a.(a)と同じ 

この水平力(ＦＨ)によりアンカーボルトに発生するせん断応力(τ)は，次式で表

わされる。 

τ＝ＦＨ／(ｎ・Ａ)                                (２．１２) 

  ここで，ＦＨ ：水平力（＝1.36×10
6
 N） 

ｎ，Ａ ：2.3.2 項(4)a.と同じ 

(5) 容器押え金具 

a. 一次応力 

(a) 圧縮応力 

 容器押え金具に作用する最大水平力(ＦＨ)は支持台③に生じ，次式により与えら

れる。 

ＦＨ = αH・Ｗｃ   (２．１３) 

 ここで，αH ：2.3.2項(1)a.と同じ

    Ｗｃ ：2.2.2項(1)a.(a)と同じ 

 水平力(ＦＨ)より容器押え金具に発生する圧縮応力(σc)は次式で表わされる。 

σc＝ＦＨ／(ｎ・Ａ)                              (２．１４) 

  ここで，ＦＨ ：水平力（＝1.35×10
6
 N） 

ｎ ：支持台１個当たりの容器押え金具の本数（＝2） 

Ａ ：容器押え金具の断面積（＝1.78×10
3
mm2）

b. 一次＋二次応力 
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(a) 引張・圧縮応力 

 地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，(２．１４)式と同様に与えられる。 

(6)支持台座 

a. 一次応力 

(a) 支圧応力 

支持台座に作用する最大圧縮力(Ｆｃ)は支持台③に生じ，次式により与えられる。 

Ｆｃ = Ｇ2×Ｗｃ+2Ｆ2+Ｆ1  (２．１５) 

     ここで，Ｇ1= αH，Ｇ2 = 9.81+αv

   αH，αv ：2.3.2 項(1)a.と同じ 

Ｗｃ ：2.2.2 項(1)a.(a)と同じ 

Ｆ1，Ｆ2 ：2.3.2 項(3)a.(b)と同じ     

圧縮力(Ｆｃ)により発生する支圧応力(σp)は次式で表わされる。 

σp＝Ｆｃ／Ａ                                   (２．１６) 

ここで，Ｆｃ ：圧縮力（＝4.19×10
6
 N） 

Ａ ：2.2.2 項(2)a.(a)と同じ 

b. 一次＋二次応力 

(a) 支圧応力 

 地震力のみによる支圧応力の全振幅(σp)は(２．１６)式と同様に与えられる。 

2.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 2-2 及び表 2-3 に示す。 
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3. 応力の評価 

3.1 一次応力の評価 

 各設計事象における評価を表 2-1，表 2-2 及び表 2-3 に示す。 

表 2-1，表 2-2 及び表 2-3 より，各設計事象の一次応力は｢応力解析の方針｣5.5 項の

規定を満足する。 

3.2 一次＋二次応力の評価 

 各設計事象における評価を表 2-1，表 2-2 及び表 2-3 に示す。 

 表 2-1，表 2-2 及び表 2-3 より，各設計事象の一次＋二次応力は｢応力解析の方針｣5.5

項の規定を満足する。 

3.3 組合せ応力の評価 

 各設計事象において，組合せ応力の評価はない。 



図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点(面) 
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                                                         hCG

                          O 

                                a2

                                      a1

◯：支持台番号 

図 2-1 地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 1-1 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材  料 設計事象 
一次応力 一次＋二次応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 

リブ SM490B 

Ⅰ 6 181 6  543 

Ⅰ＋Ｓｄ  80 271 103  543 

Ⅰ＋ＳＳ 80 307 103  543 

支持台座 SFVC2B 

Ⅰ 3 201 3  301 

Ⅰ＋Ｓｄ  36 301 36  301 

Ⅰ＋ＳＳ 36 361 36  361 

トラニオン 

固定金具 
SNB23-3 

Ⅰ＋Ｓｄ  477 637 477 1275 

Ⅰ＋ＳＳ 477 637 477 1275 

容器押え 

金具 
SNB23-3 

Ⅰ＋Ｓｄ  380 543 380 1275 

Ⅰ＋ＳＳ 380 543 380 1275 

（単位：MPa）     

部 位 材  料 設計事象 
引張応力 せん断応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力

トラニオン 

固定ボルト 
SNB23-3 

Ⅰ＋Ｓｄ 375 478  

Ⅰ＋ＳＳ 375 478  

アンカー 

ボルト 
SCM435 

Ⅰ＋Ｓｄ 197 261 225 340 

Ⅰ＋ＳＳ 197 261 225 340 
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表 2-1 支持構造物の応力評価（設計事象Ⅰ） 

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 

貯蔵時 

許容応力 計算値 評価点 

（面） 

リ  ブ 

一次応力 圧縮応力 6 ① 181 

一次＋二次応力 圧縮応力 6 ① 543 

支持台座 

一次応力 支圧応力 3 ② 201 

一次＋二次応力 支圧応力 3 ② 301 
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表 2-2 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ 地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 2)

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 477 ③ 637 

一次＋二次応力 1) 曲げ応力 477 ③ 1275 

リ  ブ 

一次応力 

引張応力  23 ①  271 

圧縮応力  80 ①  271 

一次＋二次応力 1)
引張・圧縮 

応力 
103 ①  543 

容器押え金具 

一次応力 圧縮応力 380 ④  543 

一次＋二次応力 1)
引張・圧縮 

応力 
380 ④ 1275 

支持台座 

一次応力 支圧応力  36 ②  301 

一次＋二次応力 1) 支圧応力  36 ②  301 

トラニオン 

固定ボルト 
― 引張応力 375 ⑤  478 

アンカーボルト ― 

引張応力 197 ⑥  261 

せん断応力 225 ⑥  340 

注記 1)：地震力のみによる全振幅について評価する。 

2)：許容応力状態ⅢＡＳの許容応力にて評価を行う。 
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表 2-3 支持構造物の応力評価（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 2)

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 477 ③ 637 

一次＋二次応力 1) 曲げ応力 477 ③ 1275 

リ  ブ 

一次応力 

引張応力  23 ①  307 

圧縮応力  80 ①  307 

一次＋二次応力 1)
引張・圧縮 

応力 
103 ①  543 

容器押え金具 

一次応力 圧縮応力 380 ④  543 

一次＋二次応力 1)
引張・圧縮 

応力 
380 ④ 1275 

支持台座 

一次応力 支圧応力  36 ②  361 

一次＋二次応力 1) 支圧応力  36 ②  361 

トラニオン 

固定ボルト 
― 引張応力 375 ⑤  478 

アンカーボルト ― 

引張応力 197 ⑥  261 

せん断応力 225 ⑥  340 

注記 1)：地震力のみによる全振幅について評価する。 

2)：許容応力状態ⅣＡＳの許容応力にて評価を行う。 
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Ⅴ-2-4-2-3-8  支持構造物の耐震性についての計算書② 

(タイプⅡ)
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1. 概  要 

本計算書は，支持構造物に関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1及び図 1－2に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1(1)，(2)に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）を本計

算書に記載している。 



2 

N
T
2
 

補
②

 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 

R
0
 

2. 応力計算

2.1 応力評価点 

支持構造物の応力評価点（面）を図 1－1及び図 1－2に示す。 

2.2 貯蔵時 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時における荷重は次に示す組合せとする。 

自重＋熱荷重 

2.2.2 計算方法 

リブ及び支持台座の応力計算は以下に示すとおりである。なお，トラニオン固定ボルト，

容器押えボルト，アンカーボルト，トラニオン固定金具及び支持台用フレームについては，

(自重＋熱荷重)により発生する応力は無視できるため評価を省略する。 

(1) リブ

a. 一次応力

(a) 圧縮応力

自重によりリブに生じる圧縮応力(σｃ)は次式で計算する。

σｃ＝(ｍｃ＋ｎ・ｍｓ)・Ｇ／(ｎ・Ａ)･･･････････････････ (2.1) 

ここで，ｍｃ ：貯蔵容器質量（＝ kg） 

ｎ ：支持台の数（＝ ） 

ｍｓ ：支持台 1個の質量（＝ kg） 

Ｇ ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

Ａ ：断面積（＝ mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

キャスク容器の熱膨張による応力は無視できるので，リブに発生する応力は

(2.1)式と同様に計算する。 

(2) 支持台座

a. 一次応力

(a) 支圧応力

自重により支持台座に生じる支圧応力(σｐ)は次式で計算する。

σｐ＝ｍｃ・Ｇ／(ｎ・Ａ)･･････････････････････････････ (2.2) 

ここで，ｍｃ，Ｇ，ｎ ：(1)a.(a)と同じ 

Ａ ：支持台座の貯蔵容器底面接触面積 

（＝ mm2） 
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b. 一次＋二次応力

(a) 支圧応力

キャスク容器の熱膨張による応力は無視できるので，支持台座に発生する支圧応力

は，(2.2)式と同様に計算する。 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－1に示す。 

2.3 貯蔵時（Ｓｄ*地震力が作用する場合）

2.3.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ*地震力が作用する場合の荷重は，次に示す組合せとする。なお，地

震力にはＳｓ地震力を適用する。 

地震力＋自重＋熱荷重＋トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

2.3.2 計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押えボルト，

支持台座及び支持台用フレームの応力計算は以下に示すとおりである。 

(1) トラニオン固定ボルト

a. 引張応力

トラニオン固定ボルトに作用する最大引張力(Ｆ１)は，図 2－1に示す支持台①に生じ，

次式で計算する。 

ｃ

１
１

2
２

２２ＣＧ１
１ ・ｍ

＋ａ
ａ

・ａ2

ａ・－Ｇｈ・Ｇ
＝Ｆ ･････････････････････････････ (2.3) 

ここで，Ｇ１＝ＣＨ･Ｇ，Ｇ２＝(1－ＣＶ)･Ｇ 

Ｇ１ ：水平方向加速度(m/s2) 

Ｇ２ ：鉛直方向加速度(m/s2) 

ＣＨ ：水平方向設計震度（＝1.17） 

ＣＶ ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

Ｇ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

ｈＣＧ ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝ mm） 

ａ１ ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝ mm） 

ａ２ ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝ mm） 

ｍｃ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

この引張力(Ｆ１)によりトラニオン固定ボルトに発生する引張応力(σｔ)は次式で計

算する。 

σｔ＝Ｆ１／(ｎ・Ａ)･･････････････････････････････････････ (2.4) 
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ここで，Ｆ１ ：(2.3)式と同じ 

ｎ ：トラニオン固定金具１組当たりのボルトの本数（＝ ） 

Ａ ：トラニオン固定ボルト の断面積（＝ mm2） 

(2) トラニオン固定金具

a. 一次応力

(a) 曲げ応力

トラニオン固定金具にはトラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ１)及びトラニオン固定

ボルトの初期締付け力(Ｆ３)により曲げ応力(σｂ)が発生し，次式で計算する。 

σｂ＝
4・Ｚ

Ｌ
・(Ｆ１＋Ｆ３)･････････････････････････････ (2.5) 

ここで，Ｆ１ ：(2.3)式と同じ 

Ｆ３ ：トラニオン固定ボルトの初期締付け力（＝ N） 

Ｌ ：トラニオン固定ボルト間距離（＝ mm） 

Ｚ ：トラニオン固定金具の断面係数（＝ mm3） 

b. 一次＋二次応力

(a) 曲げ応力

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ１)による曲げ応力の全振幅(σｂ)は，（2.5)式と

同様に計算する。 

(3) リブ

a. 一次応力

(a) 引張応力

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ１)によりリブに発生する引張応力(σｔ)は，次式

で計算する。 

σｔ＝Ｆ１／Ａ･････････････････････････････････････････ (2.6)

ここで，Ｆ１ ：(2.3)式と同じ 

Ａ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

(b) 圧縮応力

リブに作用する最大圧縮力(Ｆｃ)は図 2－1に示す支持台③に生じ，次式で計算する。 

Ｆｃ＝Ｇ２・(ｍｃ＋ｍｓ)＋2・Ｆ２＋Ｆ１･･････････････････ (2.7)

ここで，Ｇ１＝ＣＨ･Ｇ，Ｇ２＝(1＋ＣＶ)･Ｇ 

Ｇ１ ：水平方向加速度(m/s2) 

Ｇ２ ：鉛直方向加速度(m/s2) 

ＣＨ，ＣＶ ：(1)a.と同じ 

ｍｃ，ｍｓ，Ｇ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

Ｆ１ ：(2.3)式と同じ 

Ｆ２ ：支持台②での引張力（＝ １
１

２・Ｆ
ａ

ａ
）(N) 

ａ１，ａ２ ：(1)a.と同じ 



5 

N
T
2
 

補
②

 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 

R
0
 

この圧縮力(Ｆｃ)によりリブに発生する圧縮応力(σｃ)は次式で計算する。 

σｃ＝Ｆｃ／Ａ･･･････････････････････････････････････････ (2.8) 

ここで，Ｆｃ ：(2.7)式と同じ 

Ａ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，次式で計算する。

σ＝σｔ＋σｃ･････････････････････････････････････････ (2.9) 

ここで，σｔ ：(2.6)式と同じ 

σｃ ：(2.8)式と同じ 

(4) アンカーボルト

支持台は図 1－2に示すように形鋼で互いに接合されている。荷重がＡ部に加わる

と支持台用フレームを介してＢ部の支持台でも荷重を受ける。 

a. 引張応力

(2.3)式により計算する引張力(Ｆ１)によりアンカーボルトに生じる引張応力

(σｔ)は次式で計算する。 

σｔ＝Ｆ１／(ｎ・Ａ)･････････････････････････････････････ (2.10) 

ここで，Ｆ１ ：(2.3)式と同じ 

ｎ ：支持台 1個当たりのアンカーボルトの本数（＝ ） 

Ａ ：アンカーボルト の断面積（＝ mm2） 

b. せん断応力

アンカーボルトに作用する最大水平力(ＦＨ)は図 2－1に示す支持台③に生じ，次式で

計算する。 

ＦＨ＝ＣＨ・Ｇ・(ｍｃ＋ｎ1・ｍｓ)･･････････････････････････ (2.11) 

ここで，ＣＨ ：(1)a.と同じ 

ｍｃ，ｍｓ，Ｇ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

ｎ1 ：支持台の数（＝ ） 

この水平力(ＦＨ)は支持台 2 箇所で受けることから，アンカーボルトに発生するせん

断応力(τ)は，次式で計算する。 

τ＝ＦＨ／(2・ｎ・Ａ)････････････････････････････････････ (2.12) 

ここで，ＦＨ ：(2.11)式と同じ 

ｎ，Ａ ：a.と同じ 

(5) 容器押えボルト

a. 一次応力

(a) 圧縮応力

容器押えボルトに作用する最大水平力(ＦＨ)は図 2－1に示す支持台③に生じ，次式

で計算する。 

ＦＨ＝ＣＨ・Ｇ・ｍｃ････････････････････････････････････ (2.13) 
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ここで，ＣＨ ：(1)a.と同じ

ｍｃ，Ｇ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

水平力(ＦＨ)により容器押えボルトに発生する圧縮応力(σｃ)は次式で計算する。 

σｃ＝ＦＨ／(ｎ・Ａ)････････････････････････････････････ (2.14) 

ここで，ＦＨ ：(2.13)式と同じ 

ｎ ：支持台１個当たりの容器押えボルトの本数（＝ ） 

Ａ ：容器押えボルトの断面積（＝ mm2）

b. 一次＋二次応力

(a) 座屈応力

容器押えボルトには地震時以外に外荷重が作用しないので，地震力による座屈応力

の最大値(σ)は，(2.14)式と同様に計算する。 

(6) 支持台座

a. 一次応力

(a) 支圧応力

支持台座に作用する最大圧縮力(Ｆｃ)は図 2－1に示す支持台③に生じ，次式で計算

する。 

Ｆｃ＝Ｇ２・ｍｃ＋2・Ｆ２＋Ｆ１＋Ｆ３･･････････････････････ (2.15)

ここで，Ｇ１＝ＣＨ･Ｇ，Ｇ２＝(1＋ＣＶ)･Ｇ 

Ｇ１ ：水平方向加速度(m/s2) 

Ｇ２ ：鉛直方向加速度(m/s2) 

ＣＨ，ＣＶ ：(1)a.と同じ 

ｍｃ，Ｇ ：2.2.2(1)a.(a)と同じ 

Ｆ１ ：(2.3)式と同じ 

Ｆ２ ：(3)a.(b)と同じ 

Ｆ３ ：(2)a.(a)と同じ 

圧縮力(Ｆｃ)により発生する支圧応力(σｐ)は次式で計算する。 

σｐ＝Ｆｃ／Ａ･･････････････････････････････････････････ (2.16) 

ここで，Ｆｃ ：(2.15)式と同じ 

Ａ ：2.2.2(2)a.(a)と同じ 

b. 一次＋二次応力

(a) 支圧応力

支圧応力(σｐ)は(2.16)式と同様に計算する。

(7) 支持台用フレーム

a. 一次応力

(a) 引張応力

支持台用フレームには，(2.11)式により計算する最大水平力(ＦＨ)の 1/2 の荷重が

加わり，このときの引張応力 (σｔ)は次式で計算する。 

σｔ＝ＦＨ／(2・Ａ)･････････････････････････････････････ (2.17) 
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ここで，ＦＨ：(2.11)式と同じ 

Ａ：支持台用フレームの断面積（＝ mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張応力

最大水平荷重による引張応力の全振幅(σt)は，（2.17)式と同様に計算する。

2.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－2に示す。 

2.4 貯蔵時（Ｓｓ地震力が作用する場合） 

2.4.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｓ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重＋熱荷重＋トラニオン固定ボルトの初期締付け力 

2.4.2 計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押えボルト，

支持台座及び支持台用フレームの応力計算は 2.3.2 項と同様である。 

ただし，ＣＨ ：水平方向設計震度（＝1.17） 

ＣＶ ：鉛直方向設計震度（＝0.65） 

2.4.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－3に示す。 
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3. 応力の評価 

3.1 一次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－1，表 2－2及び表 2－3より，各設計事象の一次応力は補足資料－１「支持構造物の応

力解析の方針」5.5 節の各規定を満足する。 

3.2 一次＋二次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－1，表 2－2及び表 2－3より，各設計事象の一次＋二次応力は補足資料－１「支持構造

物の応力解析の方針」5.5 節の各規定を満足する。 

3.3 組合せ応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－2及び表 2－3より，各設計事象における組合せ応力は補足資料－１「支持構造物の応

力解析の方針」5.5 節の各規定を満足する。 
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図 1－2 形状・寸法・材料・応力評価点（面）
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①～③：支持台番号

図 2－1 地震時に作用する荷重の計算モデル
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表 1－1(1) 計算結果の概要

（単位：MPa）

部 位 材  料 設計事象 
一次応力 一次＋二次応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 

リブ
炭素鋼 

（SM520C）

Ⅰ  5  5 

Ⅰ＋Ｓｄ*  64  81 

Ⅰ＋Ｓｓ  64  81 

支持台座 
炭素鋼 

（SFVC2B）

Ⅰ  3  3 

Ⅰ＋Ｓｄ*  41  41 

Ⅰ＋Ｓｓ  41  41 

トラニオン

固定金具 

ステンレス鋼

SUS630 

H1150 

Ⅰ＋Ｓｄ* 401 401 

Ⅰ＋Ｓｓ 401 401 

容器押え 

ボルト 

低合金鋼 

（SNB23-3）

Ⅰ＋Ｓｄ* 417 417 

Ⅰ＋Ｓｓ 417 417 

支持台用 

フレーム

炭素鋼 

（SS400） 

Ⅰ＋Ｓｄ* 99 99 

Ⅰ＋Ｓｓ 99 99 

表 1－1(2) 計算結果の概要

（単位：MPa） 

部 位 材  料 設計事象 
引張応力 せん断応力 組合せ応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 計算値 許容応力

トラニオン

固定ボルト 

低合金鋼 

（SNB23-3）

Ⅰ＋Ｓｄ* 305 ― ― ― ― 

Ⅰ＋Ｓｓ 305 ― ― ― ― 

アンカー

ボルト 

低合金鋼 

（SCM435）

Ⅰ＋Ｓｄ*  181 113  181 

Ⅰ＋Ｓｓ  181 113  181 



13

N
T
2
 

補
②

 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 

R
0
 

表 2－1 支持構造物の応力評価（設計事象Ⅰ）

（単位：MPa）

部 位 応力の種類 

貯蔵時 

許容応力 計算値 評価点 

（面） 

リ ブ

一次応力 圧縮応力 5 ① 

一次＋二次応力 引張・圧縮応力 5 ① 

支持台座 

一次応力 支圧応力 3 ② 

一次＋二次応力 支圧応力 3 ② 
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表 2－2 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｄ*地震力が作用する場合）

（単位：MPa） 

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 

トラニオン

固定金具

一次応力 曲げ応力 401 ③ 

一次＋二次応力 ＊ 曲げ応力 401 ③ 

リ ブ

一次応力 

引張応力  18 ① 

圧縮応力  64 ① 

一次＋二次応力 ＊
引張・圧縮 

応力 
 81 ① 

容器押えボルト 

一次応力 圧縮応力 417 ④ 

一次＋二次応力 座屈応力 417 ④ 

支持台座 

一次応力 支圧応力  41 ② 

一次＋二次応力 支圧応力  41 ② 

支持台用 

フレーム

一次応力 引張応力 99 ⑦ 

一次＋二次応力＊ 引張応力 99 ⑦ 

トラニオン

固定ボルト ― 引張応力 305 ⑤ 

アンカーボルト ― 

引張応力 181 ⑥ 

せん断応力 113 ⑥ 

組合せ応力 181 ⑥ 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 2－3 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓｓ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa）

部 位 応力の種類 計算値 
評価点 

（面） 
許容応力 

トラニオン

固定金具

一次応力 曲げ応力 401 ③ 

一次＋二次応力 ＊ 曲げ応力 401 ③ 

リ ブ

一次応力

引張応力  18 ① 

圧縮応力  64 ① 

一次＋二次応力 ＊
引張・圧縮

応力
 81 ① 

容器押えボルト

一次応力 圧縮応力 417 ④ 

一次＋二次応力 座屈応力 417 ④ 

支持台座

一次応力 支圧応力  41 ② 

一次＋二次応力 支圧応力  41 ② 

支持台用 

フレーム

一次応力 引張応力  99 ⑦ 

一次＋二次応力＊ 引張応力  99 ⑦ 

トラニオン

固定ボルト ― 引張応力 305 ⑤ 

アンカーボルト ―

引張応力 181 ⑥ 

せん断応力 113 ⑥ 

組合せ応力 181 ⑥ 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。
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1. 概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器の支持構造物に関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点は応力評価上厳しくなる評価点(面)を本計算書に記載している。 
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2. 応力計算

2.1 応力評価点 

支持構造物の応力評価点(面)を図 1－1に示す。 

2.2 貯蔵時 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時における荷重は次に示す組合せとする。 

自重＋熱荷重 

2.2.2 計算方法 

リブ及び支持台座の応力計算は以下に示すとおりである。なお，トラニオン固定ボルト，

容器押え金具，アンカーボルト及びトラニオン固定金具については，（自重＋熱荷重）によ

り発生する応力は無視できるため評価を省略する。 

(1) リブ

a. 一次応力

(a) 圧縮応力

自重によりリブに生じる圧縮応力（σc）は次式により与えられる。

12

2s2c
c

・Ａｎ

）・Ｇ・ｍ＋ｎ（ｍ
＝σ  （２．１） 

ここで， 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

ｎ2 ：支持台の数（＝ ） 

ｍs ：支持台１個の質量（＝  kg） 

Ｇ2 ：下方向加速度（＝9.81 m/s2） 

Ａ1 ：リブの支持台座接触断面積（＝  mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

キャスク容器の熱膨張による応力は無視できるので，リブに発生する応力は（２．

１）式と同様に与えられる。

(2) 支持台座

a. 一次応力

(a) 支圧応力

自重により支持台座に生じる支圧応力(σp)は次式により与えられる。

22

2c
p

・Ａｎ

・Ｇｍ
＝σ  （２．２） 

ここで， 
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ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

Ｇ2 ：下方向加速度（＝9.81 m/s2） 

ｎ2 ：支持台の数（＝ ） 

Ａ2 ：支持台座のキャスク容器底面接触面積（＝  mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 支圧応力

キャスク容器の熱膨張による応力は無視できるので，支持台座に発生する支圧応力

は，（２．２）式と同様に与えられる。 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－1に示す。 
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2.3 貯蔵時（Ｓd
*地震力が作用する場合） 

2.3.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳd
*地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重＋熱荷重 

2.3.2 計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押え金具及

び支持台座の応力計算は以下に示すとおりである。 

(1) トラニオン固定ボルト

a. 引張応力

トラニオン固定ボルトに作用する最大引張力（Ｆ1）は図 2－1に示す支持台 に生じ，

次式により与えられる。 

c

1
1

2
2

22CG1
1 ・ｍ

＋ａ
ａ

2・ａ

・ａ－Ｇ・ｈＧ
＝Ｆ

 （２．３） 

ここで， 

Ｇ1=ＣH，Ｇ2=9.81－ＣV

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ＣV ：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2）

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2820 mm） 

ａ1 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝2074.5 mm） 

ａ2 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝949.5 mm） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

この引張力(Ｆ1)によりトラニオン固定ボルトに発生する引張応力(σt)は次式で表わ

される。 

55

1
t

・Ａｎ

Ｆ
σ  （２．４） 

ここで， 

Ｆ1 ：引張力（＝  N） 

ｎ5 ：トラニオン固定金具１組当たりのボルトの本数（＝ ） 

Ａ5 ：トラニオン固定ボルト(M45)の断面積（＝  mm2） 

(2) トラニオン固定金具

a. 一次応力

(a) 曲げ応力

トラニオン固定金具にはトラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)により曲げ応力(σb)

が発生し，次式により与えられる。 
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1b ・Ｆ
４・Ｚ

Ｌ
σ  （２．５） 

ここで， 

Ｆ1 ：引張力（＝  N） 

Ｌ ：トラニオン固定ボルト間距離（＝220 mm） 

Ｚ ：トラニオン固定金具の断面係数（＝  mm3） 

b. 一次＋二次応力 

(a) 曲げ応力 

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)による曲げ応力の全振幅(σb)は，（２．５）式

と同様に与えられる。 

(3) リブ 

a. 一次応力 

(a) 引張応力 

トラニオン固定ボルトの引張力(Ｆ1)によりリブに発生する引張応力(σt)は，次式

により与えられる。 

1

1
t

Ａ

Ｆ
＝σ  （２．６） 

ここで， 

Ｆ1 ：引張力（＝  N） 

Ａ1 ：リブの支持台座接触断面積（＝  mm2） 

(b) 圧縮応力 

リブに作用する最大圧縮力(Ｆc)は支持台 に生じ，次式により与えられる。 

12sc2c ＋Ｆ）＋2・Ｆ＋ｍ・（ｍＧＦ

c

1
1

2
2

22CG1
1 ・ｍ

＋ａ
ａ

2・ａ

・ａ－Ｇ・ｈＧ
＝Ｆ

 （２．７） 

1
1

2
2 ・Ｆ

a

a
＝Ｆ

ここで， 

Ｇ1＝ＣH，Ｇ2＝9.81＋ＣV

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ＣV ：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2820 mm） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

ｍs ：支持台１個の質量（＝  kg） 
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Ｆ1 ：支持台 での引張力（＝  N） 

Ｆ2 ：支持台 での引張力（＝  N） 

a1 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離 

（＝2074.5 mm） 

a2 ：支点Ｏから支持台 のトラニオン固定金具中心までの距離（＝949.5 mm） 

この圧縮力(Ｆc)によりリブに発生する圧縮応力(σc)は次式で表わされる。

1

c
c

Ａ

Ｆ
＝σ  （２．８） 

ここで， 

Ｆc ：圧縮力（＝  N） 

Ａ1 ：リブの支持台座接触断面積（=  mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

地震のみによる応力の全振幅(σ)は，次式で表わされる。

ct＋σσσ  （２．９） 

ここで， 

σt ：a.(a)にて求めた引張応力 

σc ：a.(b)にて求めた圧縮応力 

(4) アンカーボルト

a. 引張応力

（２．３）式により与えられる引張力(Ｆ1)によりアンカーボルトに生じる引張応力

(σt)は次式により与えられる。 

66

1
t

・Ａｎ

Ｆ
＝σ  （２．１０） 

ここで， 

Ｆ1 ：(1)a.にて求めた引張力（＝  N） 

ｎ6 ：支持台１個当たりのアンカーボルト本数（＝ ） 

Ａ6 ：アンカーボルト(M36)の断面積（＝ mm2） 

b. せん断応力

アンカーボルトに作用する最大水平力(ＦH)は支持台 , に生じ，次式により与えら

れる。 

）ｍ・＋4・（ｍＣＦ scHH  （２．１１） 

ここで， 

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 
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ｍs ：支持台１個の質量（＝  kg） 

この水平力(ＦH)によりアンカーボルトに生じるせん断応力(τ)は，次式で表される。 

66

H

・Ａｎ・

Ｆ
τ

2  （２．１２） 

ここで， 

ＦH ：水平力（＝  N） 

ｎ6 ：支持台１個当たりのアンカーボルト本数（＝ ） 

Ａ6 ：アンカーボルト(M36)の断面積（＝ mm2） 

(5) 容器押え金具

a. 一次応力

(a) 圧縮応力

容器押え金具に作用する最大水平力(ＦH)は支持台 に生じ，次式により与えられる。 

cHH ・ｍＣＦ  （２．１３） 

ここで， 

ＣH ：水平方向加速度（＝7.06 m/s2） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 

水平力(ＦH)より容器押え金具に発生する圧縮応力(σc)は次式で表される。

44

H
c

・Ａｎ

Ｆ
＝σ  （２．１４） 

ここで， 

ＦH ：水平力（＝  N） 

ｎ4 ：支持台１個当たりの容器押え金具の本数（＝ ） 

Ａ4 ：容器押え金具(M42)の断面積（＝ mm2） 

b. 一次＋二次応力

(a) 引張・圧縮応力

地震力のみによる応力の全振幅(σ)は，（２．１４）式と同様に与えられる。

(6) 支持台座

a. 一次応力

(a) 支圧応力

支持台座に作用する最大圧縮力(Ｆc)は支持台 に生じ，次式により与えられる。

12c2c ＋Ｆ＋2・Ｆ・ｍＧＦ  （２．１５） 

ここで， 

Ｇ2=9.81+ＣV

ＣV ：鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

ｍc ：貯蔵容器質量（＝  kg） 
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Ｆ1 ：支持台 での引張力（＝  N） 

Ｆ2 ：支持台 での引張力（＝  N） 

圧縮力(Ｆc)により発生する支圧応力(σp)は次式で表わされる。 

2

c
p

Ａ

Ｆ
σ  （２．１６） 

ここで， 

Ｆc ：圧縮力（＝  N） 

Ａ2 ：支持台座のキャスク容器底面接触面積（＝  mm2） 

b. 一次＋二次応力 

(a) 支圧応力 

支圧応力(σp)は（２．１６）式と同様に与えられる。 

2.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－2に示す。 
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2.4 貯蔵時（Ｓs地震力が作用する場合） 

2.4.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳs地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重＋熱荷重 

2.4.2 計算方法 

トラニオン固定ボルト，トラニオン固定金具，リブ，アンカーボルト，容器押え金具及

び支持台座の応力計算は 2.3.2 項と同様である。 

ただし， 

 ＣH ：水平方向加速度（＝11.48 m/s2） 

 Ｃv ：鉛直方向加速度（＝6.38 m/s2） 

2.4.3 計算結果 

応力計算結果を表 2－3に示す。 
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3. 応力の評価 

3.1 一次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－1，表 2－2及び表 2－3より，各設計事象の一次応力は「応力解析の方針」5.5 項の規

定を満足する。 

3.2 一次＋二次応力の評価 

各設計事象における評価を表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－1，表 2－2 及び表 2－3 より，各設計事象の一次＋二次応力は「応力解析の方針」5.5

項の規定を満足する。 

3.3 組合せ応力の評価 

地震時における評価を表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－2 及び表 2－3 より，地震時における組合せ応力は「応力解析の方針」5.5 項の規定を

満足する。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（面）

( 単位：ｍｍ ) 

[   ]：材料 

① ～ ⑥：応力評価点 

NT2 補③ Ｖ-2-4-2-3 R0 
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， ， ：支持台番号 

図 2－1  地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 1－1 計算結果の概要 

（単位：MPa） 

部 位 材料 設計事象 
一次応力 一次＋二次応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 

リブ 
炭素鋼 

(SM490B) 

Ⅰ   5 172   5  544 

Ⅰ＋Ｓd
*  37 259  47  544 

Ⅰ＋Ｓs  56 291  77  544 

支持台座 
炭素鋼 

(SF490A) 

Ⅰ   4 201   4  302 

Ⅰ＋Ｓd
*  30 302  30  302 

Ⅰ＋Ｓs  44 362  44  362 

トラニオン固定金具 
低合金鋼 

(SNB24-1) 

Ⅰ＋Ｓd
* 280 837 280 1675 

Ⅰ＋Ｓs 583 837 583 1675 

容器押え金具 
低合金鋼 

(SNB23-1)

Ⅰ＋Ｓd
* 291 713 291 1452 

Ⅰ＋Ｓs 473 713 473 1452 

       (単位：MPa)

部位 材料 設計事象
引張応力 せん断応力 組合せ応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 計算値 許容応力

トラニオン

固定ボルト

低合金鋼

(SNB23-1)

Ⅰ＋Ｓd
* 170 544 

Ⅰ＋Ｓs 355 544 

アンカー 

ボルト 

低合金鋼

(SCM435)

Ⅰ＋Ｓd
*  89 444 68 341  89 444 

Ⅰ＋Ｓs  185 444 110 341 185 444 
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表 2－1 支持構造物の応力評価（設計事象Ⅰ） 

     (単位：MPa)

部 位 応力の種類 

貯蔵時 

許容応力 評価点 

（面） 
計算値 

リブ 
一次応力 圧縮応力 ① 5 172 

一次＋二次応力 引張・圧縮応力 ① 5 544 

支持台座 
一次応力 支圧応力 ② 4 201 

一次＋二次応力 支圧応力 ② 4 302 
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表 2－2 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓd
* 地震力が作用する場合） 

     (単位：MPa)

部 位 応力の種類 

貯蔵時 

許容応力 評価点 

（面） 
計算値 

リブ 
一次応力 

引張応力 ①  10  272 

圧縮応力 ①  37  259 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ①  47  544 

支持台座 
一次応力 支圧応力 ②  30  302 

一次＋二次応力* 支圧応力 ②  30  302 

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 ③ 280  837 

一次＋二次応力* 曲げ応力 ③ 280 1675 

容器押え金具 
一次応力 圧縮応力 ④ 291  713 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ④ 291 1452 

トラニオン 

固定ボルト 
－ 引張応力 ⑤ 170  544 

アンカー 

ボルト 
－ 

引張応力 ⑥  89  444 

せん断応力 ⑥  68  341 

組合せ応力 ⑥  89  444 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 2－3 支持構造物の応力評価（貯蔵時：Ｓs地震力が作用する場合） 

     (単位：MPa)

部 位 応力の種類 

貯蔵時 

許容応力 評価点 

（面） 
計算値 

リブ 
一次応力 

引張応力 ①  21  308 

圧縮応力 ①  56  291 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ①  77  544 

支持台座 
一次応力 支圧応力 ②  44  362 

一次＋二次応力* 支圧応力 ②  44  362 

トラニオン 

固定金具 

一次応力 曲げ応力 ③ 583  837 

一次＋二次応力* 曲げ応力 ③ 583 1675 

容器押え金具 
一次応力 圧縮応力 ④ 473  713 

一次＋二次応力* 引張・圧縮応力 ④ 473 1452 

トラニオン 

固定ボルト 
－ 引張応力 ⑤ 355  544 

アンカー 

ボルト 
－ 

引張応力 ⑥ 185  444 

せん断応力 ⑥ 110  341 

組合せ応力 ⑥ 185  444 

注記 ＊：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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1．概  要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器の二次蓋に関する応力計算書である。 

2．適用基準 

二次蓋は，貯蔵時の密封監視のために圧力空間を保持するための部材であり，二次蓋及

び一次蓋の蓋間内が正圧となることから，構造強度評価手法としては「発電用原子力設備

規格（設計・建設規格（2005 年版(2007 年追補版を含む)）JSME S NC1-2005/2007）（日本

機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス３容器に従っ

て設計する。 

また，地震時における荷重の組合せ及び許容応力については設計・建設規格 GNR-2200

に従い，「日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術指針・補 許容応力・重要度分類編」

（JEAG 4601・補－1984）に準ずる。 



 2  

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

3．記  号 

3.1 記号の説明 

本計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本文中に特記

ある場合は，この限りでない。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

CH 水平方向設計震度 ― 

CV 鉛直方向設計震度 ― 

D 死荷重 ― 

G 重力加速度(=9.80665) m/s2

Md 当該設備に設計上定められた機械的荷重 ― 

Pd 当該設備に設計上定められた最高使用圧力による機械的

荷重 

MPa 

Pb 一次曲げ応力 MPa 

Pm 一次一般膜応力 MPa 

PL 一次局部膜応力 MPa 

Q 二次応力 MPa 

S 最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表

Part5 表 5 に規定する材料の許容引張応力 

MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいず

れか大きい方 

― 

ＳＳ 基準地震動ＳＳにより定まる地震力 ― 

S12 主応力差 ｜σ1―σ2｜ MPa 

S23 主応力差 ｜σ2―σ3｜ MPa 

S31 主応力差 ｜σ3―σ1｜ MPa 

Su 設計引張強さ MPa 

Sy 設計降伏点 MPa 

σ1 主応力 MPa 

σ2 主応力 MPa 

σ3 主応力 MPa 

σｎ 評価断面に垂直な方向の応力 MPa 

σｔ 評価断面に平行な方向の応力 MPa 

σθ 円周方向応力 MPa 

τnt せん断応力 MPa 

τtθ せん断応力 MPa 

τnθ せん断応力 MPa 

αH 水平方向設計加速度 m/s2

αV 鉛直方向設計加速度 m/s2

I＋Ｓｄ 設計事象 I の貯蔵時の状態において，Ｓｄ 地震力が作用し

た場合の許容応力区分 

― 

I＋ＳＳ 設計事象 I の貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用し

た場合の許容応力区分 

― 
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4．設計条件及び構造 

4.1 設計条件 

最高使用圧力及び最高使用温度を表 4-1 に示す。 

4.2 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等に

ついては，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，基

準等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 4-2 に示す。 

4.3 二次蓋の構造 

二次蓋の構造を図 4-1 に示す。 
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5．応力計算（Ｓｄ 及びＳＳ地震時） 

5.1 荷重条件 

応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の３つである。 

a. 最高使用圧力（0.4MPa） 

b. ボルト初期締付け力（4.6×106N） 

c. 地震力 

5.2 計算方法 

(1) 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 4-1 に示す。 

(2) 物性値 

応力計算に使用する材料の物性値を表 5-1 に示す。 

(3) 計算モデル 

二次蓋の応力計算は，二次蓋の実形状をモデル化し，汎用解析コードである 

ＡＢＡＱＵＳを用いて行う。 

ＡＢＡＱＵＳとは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コード

である。応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部を小さなメッ

シュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

計算モデルは次の方針に従う。 

a. モデル化に当たっては，二次蓋の形状の対称性及び荷重の対称性を考慮する。 

b. 解析モデルは三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

加速度として次の値を用いる。 

Ｓｄ 地震力が作用する場合：αH＝CHG＝11.48m/s2，αV＝CVG＝6.38 m/s2

ＳＳ 地震力が作用する場合：αH＝CHG＝11.48m/s2，αV＝CVG＝6.38 m/s2

二次蓋の応力評価点（面）を図 5-1 に示す。解析コードＡＢＡＱＵＳの三次元固体

（連続体）要素による解析モデルを図 5-2 に示す。 
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5.3 評価方法 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分

類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は下記のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τnθ ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

二次蓋用材料の許容応力値を表 5-2 に示す。 

二次蓋締付けボルトの許容応力値を表 5-3 に示す。 

(1) 二次蓋の応力評価 

二次蓋の応力評価は，以下の項目を実施する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ（地震力のみによる応力振幅） 

(2) 二次蓋締付けボルトの応力評価 

二次蓋締付けボルトの応力評価は一次応力強さについて実施する。 

5.4 計算結果 

評価対象として応力評価点（面）についての応力評価を表 5-4 に示す。 

評価断面

σt

σθ

σn
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6．応力評価（Ｓｄ 及びＳＳ地震時） 

各設計事象における二次蓋及び二次蓋締付けボルトの評価を表 6-1 に示す。 

表 6-1 より各部の一次応力は許容値を満足する。また，二次蓋の一次＋二次応力は 2 Sy

以下となり，疲労評価不要の条件を満足する。 
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図 4-1 二次蓋の構造 
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図 5-2 計算モデル
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表 4-1 設 計 条 件 

項 目 設 計 値 

最高使用圧力 MPa 0.4 

最高使用温度 ℃ 160 

表 4-2 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用圧力 

最高使用温度 

許容応力値  

計算応力値 1）

必 要 厚 さ 

最 小 厚 さ 

長        さ 

面        積 

力 

MPa 

℃ 

MPa 

MPa 

㎜ 

㎜ 

㎜ 

㎜ 2

N 

－ 

－ 

小数点以下第 1位 

小数点以下第 1位 

小数点以下第 2位 

小数点以下第 2位 

－ 

有効数字４桁目 

有効数字４桁目 

－ 

－ 

切  捨  て 

切  上  げ 

切  上  げ 

切  捨  て 

－ 

安全側に処理する 

切  上  げ 

設  計  値 

設  計  値 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

小数点以下第 1位 

小数点以下第 1位 

設  計  値 

有効数字３桁 

有効数字３桁 

注記 1)：応力成分は，小数点以下第 2 位を四捨五入し，小数点以下第 1 位までの値を 

記載する。 
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表 5-1 応力計算に使用する材料の物性値 

部位 材料 
温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ポアソン比 

（－） 

二次蓋 
ステンレス鋼

（SUSF304）
160 185000 0.3 

二次蓋締め付けボルト 
合金鋼 

（SNB23-3） 
160 183000 － 

表 5-2 二次蓋の許容応力値 

(単位：MPa) 

許容応力 

区分 

荷重の 

組合せ 
応力の種類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼

SUSF304 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ D+Pd+Md+Sd

一次一般膜応力(Pm) 152 
Min{Sy,0.6Su}と

1.2Sの大きい方

一次膜＋一次曲げ応力(PL+Pb) 228 上記の 1.5 倍 

一次＋二次応力 1)(PL+Pb+Q) 304 2Sy

Ⅰ＋ＳＳ D+Pd+Md+SS

一次一般膜応力(Pm) 250 0.6Su

一次膜＋一次曲げ応力(PL+Pb) 376 0.9Su

一次＋二次応力 1)(PL+Pb+Q) 304 2Sy

注記１)：Ｓｄ 又はＳＳ地震動のみによる応力振幅について評価する。 

表 5-3 二次蓋締付けボルトの許容応力値 

(単位：MPa) 

許容応力

区分 

荷重の 

組合せ 
応力の種類 

許容応力値 

合金鋼 SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ D+Pd+Md+Sd 平均引張応力 300 1.5S 

Ⅰ＋ＳＳ D+Pd+Md+SS 平均引張応力 400 2S 
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表 5-4(1) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：D+Pd+Md+Sd の場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値 許容応力
σn σt σθ τnt τtθ τnθ

二

次

蓋

①-①’PL+Pb 23 228 

① 
PL+Pb+Q2)

1 304 

①’ 1 304 

②-②’ PL+Pb 22 228 

② 
PL+Pb+Q2)

1 304 

②’ 1 304 

③-③’ PL+Pb 18 228 

③ 
PL+Pb+Q2)

1 304 

③’ 1 304 

④-④’ Pm 5 152 

④ 
PL+Pb 34 228 

PL+Pb+Q2) 1 304 

④’ 
PL+Pb 25 228 

PL+Pb+Q2) 1 304 

二
次
蓋

締
付
け

ボ
ル
ト

⑤ 
平均引張 

応力
146 300 

注記１）：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）：Ｓｄ 地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-4(2) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：D+Pd+Md+SSの場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1）

計算値 許容応力
σn σt σθ τnt τtθ τnθ

二

次

蓋

①-①’PL+Pb 23 376 

① 
PL+Pb+Q2)

1 304 

①’ 1 304 

②-②’ PL+Pb 22 376 

② 
PL+Pb+Q2)

1 304 

②’ 1 304 

③-③’ PL+Pb 18 376 

③ 
PL+Pb+Q2)

1 304 

③’ 1 304 

④-④’ Pm 5 250 

④ 
PL+Pb 34 376 

PL+Pb+Q2) 1 304 

④’ 
PL+Pb 25 376 

PL+Pb+Q2) 1 304 

二
次
蓋

締
付
け

ボ
ル
ト

⑤ 
平均引張 

応力
146 400 

注記１）：σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）：ＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6-1 二次蓋の応力評価 

           (単位：MPa) 

許容応力 

区分 
荷重の組合せ 部 位 応力分類 評価点 計算値 

許容 

応力値 

Ⅰ＋Ｓｄ  D+Pd+Md+Sd

二次蓋 

Pm  ④－④’   5 152 

PL+Pb ④  34 228 

PL+Pb+Q1) ②   1 304 

二次蓋 

締付けボルト 平均引張応力 ⑤ 146 300 

Ⅰ＋ＳＳ D+Pd+Md+SS

二次蓋 

Pm  ④－④’   5 250 

PL+Pb ④  34 376 

PL+Pb+Q1) ②   1 304 

二次蓋 

締付けボルト 平均引張応力 ⑤ 146 400 

注記１)：Ｓｄ 及びＳＳ地震動のみによる応力振幅について評価する。 
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1. 概  要 

本計算書は，貯蔵容器のうち二次蓋の耐震性についての計算方法と計算結果を示す。 

なお，二次蓋は，設計上，蓋方向への遮へい及び密封機能を有する部品であり，キャスク容器

に取付けられる構造部材である。 

1.1 計算条件 

(1) 貯蔵容器は縦置きで支持する。 

(2) 貯蔵容器の自重（内部を含む）を 4 個の下部トラニオンを介して支持構造物に固定する。 

(3) 支持構造物はアンカーボルトで基礎に固定する。 

(4) 二次蓋は二次蓋締付けボルトでキャスク容器に固定する。 

(5) 概略構造図を図 1－1に示す。 

なお，キャスク容器とは，バスケット，二次蓋（ボルトを含む），トラニオン，支持構造物

及びアンカーボルトを除く部材をいう。 
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図 1－1 貯蔵容器の概略構造図 

二次蓋締付けボルト 

サポートシリンダ

バスケットプレート 

上部トラニオン 

一次蓋 

二次蓋 

バルブカバー締付けボルト 

バルブカバー

密封シール部 

一次蓋締付けボルト 

バスケット 

胴 

サポートシリンダ

バスケットプレート 

外筒 

底板

下部トラニオン 

支持構造物 

アンカーボルト

Ａ～Ａ断面ＡＡ

(胴と一体構造)
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1.2 記号の説明 

本書において，応力評価に関する下記の記号を使用する。ただし，本文中に特記ある場合は，

この限りでない。なお，記号の字体及び大きさについては，異なる場合がある。 

記 号 記 号 の 説 明 単 位

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄ 死荷重 － 

ｄｏ 胴の外径 mm 

ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4

Ｌ 貯蔵容器の全長 mm 

Ｍ 貯蔵容器（内部も含む）の総質量 kg 

Ｍｄ 当該設備に設計上定められた機械的荷重 － 

ｍ 単位長さ当たりの質量 kg/mm 

Ｐｄ 当該設備に設計上定められた最高使用圧力による機械的荷重 － 

Ｐｂ 一次曲げ応力強さ MPa 

Ｐｍ 一次一般膜応力強さ MPa 

ＰＬ 一次局部膜応力強さ MPa 

Ｑ 二次応力 MPa 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓd* 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方 － 

ＳS 基準地震動ＳSによる地震力 － 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｔ 貯蔵容器の固有周期 s 

σｎ 評価断面に垂直な方向の応力 MPa 

σｔ 評価断面に平行な方向の応力 MPa 

σθ 円周方向応力 MPa 

τｎｔ せん断応力 MPa 

τｔθ せん断応力 MPa 

τθｎ せん断応力 MPa 

Ⅰ＋Ｓｄ* 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳd*地震力が作用した場合の許容応

力状態
－ 

Ⅰ＋ＳS 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳs 地震力が作用した場合の許容応

力状態
－ 



4 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

1.3 数値の丸め方 

数値は原則として安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿して使用する

場合は原則として安全側に処理する。 

本計算書に表示する数値の丸め方を表 1－1に示す。 

表 1－1 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処 理 法 表示最小桁 

最高使用温度 

最高使用圧力 

縦弾性係数 

許容応力値 

計算応力値＊

長さ 

設計震度 

質量 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

kg 

－ 

－ 

有効数字 4桁目 

小数点以下第 1位

小数点以下第 1位

－ 

小数点以下第 3位

－ 

－ 

－ 

四捨五入 

切捨て 

切上げ 

－ 

切上げ 

－ 

設計値 

設計値 

有効数字 3桁 

整数 

整数 

設計値 

小数点以下第 2位

設計値 

注記 ＊：応力成分は，小数点以下第 2位を四捨五入し，小数点以下第 1位までの値を記載 

する。 



5 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

2. 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

貯蔵容器を上端自由及び下端固定のはりでモデル化するものとして，固有周期（Ｔ）を次式

で計算する。 

1000・Ｅ・Ｉ

ｍ
･

1.875

･π･Ｌ2
Ｔ＝

2

2

Ｌ

Ｍ
＝ｍ

4

ｉ

4

ｏ－ｄｄ･
64

π
Ｉ＝

ここで， 

 Ｌ ：貯蔵容器の全長（mm） 

 Ｅ ：胴の縦弾性係数（MPa） 

 Ｉ ：胴の断面二次モーメント（mm4） 

 Ｍ ：貯蔵容器（内部も含む）の総質量（kg） 

 ｍ ：単位長さ当たりの質量（kg/mm） 

 ｄｏ ：胴の外径（mm） 

 ｄｉ ：胴の内径（mm） 

2.2 応力の計算方法 

二次蓋及び二次蓋締付けボルトの応力の計算方法を以下に示す。 

(1) 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料と応力評価点（面）を図 2－1に示す。 

(2) 物性値 

応力計算に使用する材料の物性値を表 2－1に示す。 

表 2－1 応力計算に使用する材料の物性値 

部  位 材  料 
温度 

（℃） 

縦弾性係数 

(MPa) 

ポアソン比 

（－） 

二次蓋 GLF1 100 198000 0.3 

二次蓋締付けボルト SNB23-3 100 186000 0.3 
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(3) 荷重 

応力計算は荷重ごとに行う。荷重条件として与えられるものは次の 4つである。 

a. 最高使用圧力 

b. ボルト初期締付け力 

c. 死荷重 

d. 地震力（水平方向設計震度（ＣＨ），鉛直方向設計震度（Ｃｖ）） 

(4) 計算モデル 

計算モデルは次の方針に従う。図 2－2に計算モデルを示す。 

a. モデル化に当たっては，荷重の対称性，二次蓋の形状の対称性を考慮する。 

b. 解析モデルは三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

(5) 応力計算に使用する計算機コード 

a. ＡＢＡＱＵＳ 

有限要素法に基づく伝熱解析，応力解析の汎用解析コードである。 

圧力荷重，機械的荷重及び熱荷重によって生じる形状の不連続部を含む応力の解析に使

用する。 

応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部で小さなメッシュに分割

することによって行う。 
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図 2－1 二次蓋の形状・寸法・材料と応力評価点（面） 

応力評価断面 

① 

①’ ②’

② 

③ 

①：二次蓋中央部

②：二次蓋端部

③：二次蓋締付けボルト

X 

Z 

Y 

寸法･形状･材料 
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図 2－2 計算モデル 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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3. 評価方法

3.1 設計震度の評価 

2 章で求めた固有周期から添付書類「Ⅴ-2-1 耐震設計の基本方針」に基づき，設計震度を

定める。 

3.2 応力の評価 

二次蓋及び二次蓋締付けボルトの応力の評価方法を以下に示す。 

(1) 二次蓋の応力評価

a. 一次応力強さ

内圧及び機械的荷重により発生する一次一般膜応力として求めた応力強さ及び一次膜応

力と一次曲げ応力を加えて求めた応力強さが，表 3－1 に示す許容応力値以下であること 

を示す。 

b. 一次＋二次応力強さ

地震力のみによる応力振幅により評価した一次＋二次応力として求めた応力強さが，表

3－1に示す許容応力値以下であることを示す。 

(2) 二次蓋締付けボルトの応力評価

ボルトの応力評価は表 3－2に示す許容応力値以下であることを示す。
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表 3－1 二次蓋の許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

状態 
荷重の組合せ 応力の種類 

許容応力値 

炭素鋼 

二次蓋 

GLF1 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ* Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｄ*

一次一般膜応力 

(Ｐｍ) 
187 Ｍｉｎ（Ｓｙ，0.6Ｓｕ）

一次膜＋一次曲げ応力 

(ＰＬ＋Ｐｂ) 
280 上記の 1.5 倍 

一次＋二次応力＊ 

(ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ) 
374 2Ｓｙ

Ⅰ＋ＳS Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳS

一次一般膜応力 

(Ｐｍ) 
226 0.6Ｓｕ

一次膜＋一次曲げ応力 

(ＰＬ＋Ｐｂ) 
339 0.9Ｓｕ

一次＋二次応力＊ 

(ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ) 
374 2Ｓｙ

注記 ＊：Ｓｄ*又はＳS地震動のみによる全振幅について評価する。 

表 3－2 二次蓋締付けボルトの許容応力値 

（単位：MPa） 

許容応力 

状態 
荷重の組合せ 応力の種類 

許容応力値 

低合金鋼 

二次蓋締付けボルト 

SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ* Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｄ* 平均引張応力 300 1.5Ｓ 

Ⅰ＋ＳS Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳS 平均引張応力 400 2Ｓ 



4. 設計条件

機 器 名 称 
耐震設計上 

の重要度分類

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有 

周期 

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動ＳS 最高使用 

圧力 

（MPa） 

ボルト荷重 

(N) 

最高使用 

温度 

（℃） 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

貯蔵容器 

(二次蓋を除く) 

Ａｓ 

使用済燃料 

乾式貯蔵建屋 

EL. 8.3 ＊1

ＣＨ＝1.17 ＣＶ＝0.65 ＣＨ＝1.17 ＣＶ＝0.65 

1.0 － 170 

二 次 蓋 100 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2： (s)は二次蓋を含んだ値である。

5. 機器要目

ｄo

（mm） 

ｄi

（mm） 

Ｌ 

（mm） 

Ｍ 

（kg） 

Ｅ 

（MPa） 

2059 1571 5435 193000 

1
1

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 
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6. 評価結果 

二次蓋及び二次蓋締付けボルトにおける応力評価点（面）についての応力計算結果を表 6－1

及び表 6－2に示す。 

表 6－1及び表 6－2より，二次蓋における一次一般膜応力（Ｐｍ），一次膜＋一次曲げ応力（ 

ＰＬ＋Ｐｂ），一次＋二次応力（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ）及び二次蓋締付けボルトの平均引張応力は，表 

3－1及び表 3－2に示す許容応力値以下である。 
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表 6－1 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓd*の場合） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

応 力 成 分＊1 計算

値 

許容

応力 σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

二

次

蓋

①-①’ Ｐｍ 0.8 -0.2 0.8 -0.1 0.0 0.0 1 187 

① 
ＰＬ＋Ｐｂ -14.1 -0.9 -14.1 0.0 0.0 0.0 14 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.5 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 1 374 

①’
ＰＬ＋Ｐｂ 15.6 0.6 15.6 -0.2 0.0 0.0 15 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -0.5 0.0 -0.5 0.0 0.0 0.0 1 374 

② 
ＰＬ＋Ｐｂ 17.6 -14.7 -13.1 -13.7 -7.2 -1.0 47 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.8 0.0 0.1 -0.1 0.0 0.0 1 374 

②’
ＰＬ＋Ｐｂ 3.4 -3.3 3.5 2.9 1.5 -0.9 10 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.2 0.0 0.0 -0.3 0.0 0.0 1 374 

二次蓋

締付け

ボルト

③ 平均引張応力 107.5 － － － － － 108 300 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ      ：円周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：評価断面上のせん断応力 

＊2：Ｓd*地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6－2 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳSの場合） 

（単位：MPa） 

部位 
応力 

評価点
応力分類 

応 力 成 分＊1 計算

値 

許容

応力 σｎ σｔ σθ τｎｔ τｔθ τθｎ

二

次

蓋

①-①’ Ｐｍ 0.8 -0.2 0.8 -0.1 0.0 0.0 1 226 

① 
ＰＬ＋Ｐｂ -14.1 -0.9 -14.1 0.0 0.0 0.0 14 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.5 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 1 374 

①’
ＰＬ＋Ｐｂ 15.6 0.6 15.6 -0.2 0.0 0.0 15 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 -0.5 0.0 -0.5 0.0 0.0 0.0 1 374 

② 
ＰＬ＋Ｐｂ 17.6 -14.7 -13.1 -13.7 -7.2 -1.0 47 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.8 0.0 0.1 -0.1 0.0 0.0 1 374 

②’
ＰＬ＋Ｐｂ 3.4 -3.3 3.5 2.9 1.5 -0.9 10 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊2 0.2 0.0 0.0 -0.3 0.0 0.0 1 374 

二次蓋

締付け

ボルト

③ 平均引張応力 107.5 － － － － － 108 400 

注記 ＊1：σｎ：評価断面に垂直な方向の応力   σθ      ：円周方向応力 

σｔ：評価断面に平行な方向の応力 τｎｔ，τｔθ，τθｎ ：評価断面上のせん断応力 

＊2：ＳS地震力のみによる全振幅について評価する。 
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7. 結論 

7.1 固有周期 

      （単位：s） 

固有周期 

Ｔ＝  

7.2 応力 

二次蓋の応力は，以下に示す通り，すべて許容応力値以下である。 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区 分 
荷重の組合せ 部 位 応力分類 

応力 

評価点 
計算値 

許容 

応力値 

Ⅰ＋Ｓd* Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓd*
二次蓋 

Ｐｍ ①－①’ 1 187 

ＰＬ＋Ｐｂ ② 47 280 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊
① 1 374 

二次蓋締 

付けボルト 
平均引張応力 ③ 108 300 

Ⅰ＋ＳS Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳS

二次蓋 

Ｐｍ ①－①’ 1 226 

ＰＬ＋Ｐｂ ② 47 339 

ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ＊
① 1 374 

二次蓋締 

付けボルト 
平均引張応力 ③ 108 400 

注記 ＊：Ｓd*又はＳS地震力のみによる全振幅について評価する。 
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1. 概  要 

本計算書は，二次蓋に関する応力計算書である。 

2. 適用基準 

二次蓋は，貯蔵時の密封監視のために圧力空間を保持するための部材であり，二次蓋及び一次

蓋の蓋間内が正圧となることから，構造強度評価手法としては「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格（2005 年版（2007 年追補版含む））（JSME S NC1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）」

（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス３容器に従って設計する。 

なお，地震時における荷重の組合せ及び許容応力については設計・建設規格 GNR-2200 に従い，

「日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術指針・補 許容応力・重要度分類編」（JEAG 4601･補

-1984）に準ずる。 
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3. 記  号 

3.1 記号の説明 

本計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本文中に特記ある場

合は，この限りでない。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 面積 mm2

AB ボルト全数の最小断面積 mm2

d 直径 mm 

D 死荷重 － 

dG ガスケットの平均径 mm 

f ガスケット１本当たりの線荷重 N/mm 

FG ガスケット反力 N 

G 重力加速度又は地震力による加速度 m/s2

K 平板の取付方法による係数 － 

m 質量 kg 

MD 機械的荷重 － 

P 最高使用圧力又は等分布荷重 MPa 

PD 最高使用圧力による機械的荷重 － 

r ボルトピッチ円の半径 mm 

Sd* 弾性設計用地震動 Sd により定まる地震力又は静的地
震力 

－ 

SS 基準地震動 SSにより定まる地震力又は静的地震力 － 

ｔ 板厚 mm 

σD 死荷重による応力 MPa 

σP 最高使用圧力による応力 MPa 

σM 機械的荷重による応力 MPa 

σS 地震力による応力 MPa 
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4. 設計条件及び構造 

4.1 設計条件 

最高使用圧力及び最高使用温度を表 4－1に示す。 

4.2 数値の丸め方 

数値は原則として安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿して使用する

場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 4－2に示す。 

4.3 二次蓋の構造 

二次蓋の形状・寸法・材料を図 4－1 に示す。 
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5. 応力計算 

5.1 二次蓋の計算上必要な厚さ 

5.1.1 計算方法 

二次蓋の計算上必要な厚さは設計・建設規格 PVD-3310 の規定中（PVD-5）式から，次式

で表される。 

S

P・K
・dt  （５．１） 

ここで， 

t： 二次蓋の計算上必要な厚さ（mm） 

d： 二次蓋締付けボルトピッチ円の直径（＝  mm） 

P： 最高使用圧力（＝0.4 MPa） 

S： 最高使用温度における付録材料図表 Part5 表5又は表6に規定する材料の許容

引張応力（＝100 MPa） 

K： 平板の取付方法による係数（＝0.17，表 PVD-3310-1（a）に相当） 

であり，計算上必要な厚さは t＝ である。 

設計・建設規格 PVD-3322 による，直径が 1/2d 以下の穴を設けた場合の計算上必要な厚

さは（PVD-6）式から， 

S

P・K・2
・dt  （５．２） 

であり，計算上必要な厚さは t= である。 

5.1.2 計算結果 

以上の計算から二次蓋の計算上必要な厚さは t＝  mm である。 

5.2 地震時（Ｓｄ
＊）の応力計算 

5.2.1 荷重条件 

地震時（Ｓｄ
＊）時における荷重は次に示す組合せとする。 

 D+PD+MD+ Sd*

ここで， 

D： 死荷重 

PD： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定

められた最高使用圧力による機械的荷重 

MD： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定

められた機械的荷重 
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Sd*：弾性設計用地震動 Sdにより定まる地震力又は静的地震力

である。 

本計算書においては，D は二次蓋の自重による荷重，PD は最高使用圧力による荷重，MD

は設計事象Ⅰ及びⅡにおいて作用する加速度による荷重のうち最大のもの（支持構造物へ

の衝突：底部脚部の衝突）とする。 

5.2.2 計算方法 

(1) 二次蓋の自重による荷重（D）

二次蓋の自重による応力は次式で計算する。

2

2

D
t

r・P・1.24
σ  （５．３） 

ここで， 

P： 等分布荷重（＝8.595×10-3 MPa） 

P＝m・G/A 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G： 重力加速度（＝9.81 m/s2） 

A： 荷重負荷面積（＝π・ｒ2＝  mm2） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 

(2) 最高使用圧力による荷重（PD）

二次蓋の最高使用圧力による応力は次式で計算する。

2

2

P
t

r・P・1.24
σ  （５．４） 

ここで， 

P： 最高使用圧力（＝0.4 MPa） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 

(3) 機械的荷重（MD）

二次蓋の機械的荷重による応力は次式で計算する。

2

2

M
t

r・P・1.24
σ  （５．５） 

ここで， 

P： 等分布荷重（＝5.155×10-2 MPa） 

P＝m・G/A 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G： 加速度（＝58.84 m/s2） 

A： 荷重負荷面積（＝π・ｒ2＝  mm2） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 
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(4) 地震力による荷重（Sd*） 

二次蓋の地震力による応力については，二次蓋はインロー構造によりキャスク本体に設

置されるため水平方向の荷重は無視できる。 

よって，二次蓋の地震力による応力は次式で計算する。 

2

2

S
t

r・P・1.24
σ  （５．６） 

ここで， 

P： 等分布荷重（＝3.093×10-3 MPa） 

P＝m・G/A 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G：Sd*地震力による鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

A： 荷重負荷面積（＝π・ｒ
2
＝  mm2） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

t： 二次蓋製作上の最小厚さ（＝  mm） 

5.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 5－1に示す。 

5.3 地震時（SS）の応力計算 

5.3.1 荷重条件 

地震時（SS）時における荷重は次に示す組合せとする。 

 D+PD+MD+SS

ここで，D，PD及び MDは 5.2.1 項と同様である。 

ただし， 

SS： 基準地震動 SSにより定まる地震力 

である。 

5.3.2 計算方法 

(1) 二次蓋の自重による荷重 

二次蓋の自重による応力は 5.2.2(1)項に示す計算方法により計算する。 

(2) 最高使用圧力による荷重 

二次蓋の最高使用圧力による応力は 5.2.2(2)項に示す計算方法により計算する。 

(3) 機械的荷重 

二次蓋の機械的荷重による応力は 5.2.2(3)項に示す計算方法により計算する。 
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(4) 地震力による荷重

二次蓋の地震力による応力については，5.2.2(4)項に示す計算方法により計算する。

ただし，

P：等分布荷重（＝  MPa） 

P＝m・G/A 

G：SS地震力による鉛直方向加速度（＝6.38 m/s2）

5.3.3 計算結果 

応力計算結果を表 5－1に示す。 

5.4 二次蓋締付けボルトの応力計算 

5.4.1 荷重条件 

地震時における荷重は次に示す組合せとする。 

D+PD+MD+ Sd* 又は D+PD+MD+ SS

ここで， 

D： 死荷重 

PD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定

められた最高使用圧力による機械的荷重 

MD： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ，又は当該設備に設計上定

められた機械的荷重 

Sd*： 弾性設計用地震動 Sdにより定まる地震力又は静的地震力

SS：  基準地震動 SSにより定まる地震力 

である。 

本計算書において，D は二次蓋のガスケット反力，PD は最高使用圧力による荷重とし，

MDは設計事象Ⅰ及びⅡにおいて作用する加速度による荷重のうち最大のもの（支持構造物

への衝突：底部脚部の衝突）とする。 

5.4.2 計算方法 

(1) 二次蓋のガスケット反力による荷重（D）

二次蓋締付けボルトのガスケット反力による応力は次式で計算する。

B

G
D

A

F
σ  （５．７） 

ここで， 

FG： ガスケット反力（＝  N） 

FG＝2・π・f・dG

f： ガスケット１本当たりの線荷重（＝  N/mm）
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dG： ガスケットの平均径（＝  mm） 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 

 （二次蓋締付けボルトの最小径：  mm） 

 （二次蓋締付けボルトの本数： 本） 

(2) 最高使用圧力による荷重（PD） 

二次蓋締付けボルトの最高使用圧力による応力は次式で計算する。 

B

2

P
A

rP・π・
σ  （５．８） 

ここで， 

P： 最高使用圧力（＝0.4 MPa） 

r： 二次蓋締付けボルトピッチ円の半径（＝  mm） 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 

(3) 機械的荷重（MD） 

二次蓋締付けボルトの機械的荷重による応力は次式で計算する。 

B

M
A

m・G
σ  （５．９） 

ここで， 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G： 加速度（＝58.84 m/s2） 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 

(4) 地震力による荷重（Sd* 及び SS） 

二次蓋締付けボルトの地震力による応力は二次蓋に作用する慣性力により発生する。二

次蓋はインロー構造によりキャスク本体に取り付けられるため水平方向の荷重は無視でき，

鉛直方向の荷重のみを考慮すればよい。 

二次蓋締付けボルトの地震力による応力は次式で計算する。 

B

S
A

G・m
σ  （５．１０） 

ここで， 

m： 二次蓋の質量（＝  kg） 

G： Sd* 地震力による鉛直方向加速度（＝3.53 m/s2） 

G： SS地震力による鉛直方向加速度（＝6.38 m/s2） 

AB： ボルト全数の最小断面積（＝  mm2） 
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5.4.3 計算結果 

応力計算結果を表 5－2に示す。
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6. 応力の評価 

6.1 二次蓋最小板厚の評価 

二次蓋の製作上の最小厚さ（＝  mm：フランジ部の最小厚さ）は，二次蓋の計算上必要な厚

さ（＝  mm）を上回っており，設計・建設規格 PVD-3310 の規定を満足する。 

6.2 地震時の二次蓋応力評価 

各事象における評価を表 6－1及び表 6－2に示す。 

表 6－1及び表 6－2より，一次膜応力＋一次曲げ応力は許容値を満足する。 

また，一次＋二次応力は疲労評価不要の条件を満足する。 

6.3 地震時の二次蓋締付けボルト応力評価 

各事象における評価を表 6－3に示す。 

表 6－3より，平均引張応力は許容値を満足する。 
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(単位：mm)   

図 4－1 形状・寸法・材料 

二次蓋［SM400A］ 

二次蓋締付けボルト［SNB23-3］ 
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表 4－1 設計条件 

項目 設計値 

最高使用圧力 MPa 0.4 

最高使用温度 ℃ 100 

表 4－2 数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理法 表示最小桁 

最高使用圧力 MPa － － 設計値 

最高使用温度 ℃ － － 設計値 

許容応力値 MPa 小数点以下第１位 切捨て 整数 

計算応力値 MPa 小数点以下第１位 切上げ 整数 

必要厚さ mm 小数点以下第３位 切上げ 小数点以下第２位 

最小厚さ mm 小数点以下第３位 切捨て 小数点以下第２位 

長さ mm － － 設計値 

面積 mm2 有効数字５桁目 四捨五入 有効数字４桁 

力 N 有効数字５桁目 四捨五入 有効数字４桁 
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表 5－1 二次蓋の応力計算結果 

（単位：MPa） 

応力分類 σD σP σM σS σ 

Sd*

SS

表 5－2 二次蓋締付けボルトの応力計算結果 

（単位：MPa） 

応力分類 σD σP σM σS σ 

Sd*

SS

表 6－1 地震時（Ｓｄ
＊）の応力評価

（単位：MPa） 

応力分類 計算値 許容値 備考 

一次一般膜応力 － 194 Min.［Sy，0.6・Su］ 

一次膜応力＋一次曲げ応力 73 291 上記の 1.5倍 

一次+二次応力 * 2 388 2・Sy：疲労解析不要の条件 

注記 ＊：地震力のみによる応力振幅 

表 6－2 地震時（ＳＳ）の応力評価

（単位：MPa） 

応力分類 計算値 許容値 備考 

一次一般膜応力 － 223 0.6・Su 

一次膜応力+一次曲げ応力 73 334 上記の 1.5倍 

一次+二次応力 * 2 388 2・Sy：疲労解析不要の条件 

注記 ＊：地震力のみによる応力振幅 

表 6－3 二次蓋締付けボルトの応力評価 

（単位：MPa） 

地震力 平均引張応力 許容値 備考 

Ｓｄ
＊

194 300 1.5・S 

ＳＳ 194 400 2・S 
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